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平 成 2 9 年 第 ５ 回

沖縄県議会（定例会）

閉 会 中 継 続 審 査

開会の日時、場所

年月日 平成29年10月19日 (木曜日)

開 会 午前10時０分

散 会 午後３時41分

場 所 第１委員会室

本日の委員会に付した事件

１ 平成 29 年 平成28年度沖縄県一般会計決算

第５回議会 の認定について（商工労働部及

認定第１号 び文化観光スポーツ部所管分）

２ 平成 29 年 平成28年度沖縄県小規模企業者

第５回議会 等設備導入資金特別会計決算の

認定第３号 認定について

３ 平成 29 年 平成28年度沖縄県中小企業振興

第５回議会 資金特別会計決算の認定につい

認定第４号 て

４ 平成 29 年 平成28年度沖縄県中城湾港（新

第５回議会 港地区）臨海部土地造成事業特

認定第12号 別会計決算の認定について

５ 平成 29 年 平成28年度沖縄県国際物流拠点

第５回議会 産業集積地域那覇地区特別会計

認定第14号 決算の認定について

６ 平成 29 年 平成28年度沖縄県産業振興基金

第５回議会 特別会計決算の認定について

認定第15号

７ 決算調査報告書記載内容等について

出席委員

委員長 瑞慶覧 功君

副委員長 瀬 長 美佐雄君

委 員 西 銘 啓史郎君 山 川 典 二君

委 員 砂 川 利 勝君 島 袋 大君

委 員 大 城 一 馬君 新 里 米 吉君

委 員 親 川 敬君 玉 城 武 光君

委 員 金 城 勉君 大 城 憲 幸君

説明のため出席した者の職、氏名

商 工 労 働 部 長 屋比久 盛 敏君

産 業 政 策 課 長 喜友名 朝 弘君

アジア経済戦略課長 仲榮眞 均君

ものづくり振興課長 神 谷 順 治君

中 小 企 業 支 援 課 長 金 城 学君

企 業 立 地 推 進 課 長 平 田 正 志君

情 報 産 業 振 興 課 長 盛 田 光 尚君

雇 用 政 策 課 長 下 地 康 斗君

労 働 政 策 課 長 宮 平 道 子さん

文化観光スポーツ部長 嘉手苅 孝 夫君

参 事 下 地 正 之君

観 光 振 興 課 長 糸 数 勝君

観 光 整 備 課 長 平 敷 達 也君

観光整備課観光施設推進監 與那嶺 善 一君

文 化 振 興 課 長 下 地 誠君

空 手 振 興 課 長 山 川 哲 男君

ス ポ ー ツ 振 興 課 長 瑞慶覧 康 博君

交 流 推 進 課 長 川 上 睦 子さん
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○瑞慶覧功委員長 ただいまから、経済労働委員会

を開会いたします。

本委員会所管事務調査事件「本委員会の所管事務

に係る決算事項の調査について」に係る平成29年第

５回議会認定第１号、同認定第３号、同認定第４号、

同認定第12号、同認定第14号及び同認定第15号まで

の決算６件の調査、決算調査報告書記載内容等につ

いてを一括して議題といたします。

本日の説明員として、商工労働部長及び文化観光

スポーツ部長の出席を求めております。

まず初めに、商工労働部長から商工労働部関係決

算の概要説明を求めます。

屋比久盛敏商工労働部長。

○屋比久盛敏商工労働部長 それでは、商工労働部

所管の平成28年度一般会計及び特別会計の歳入歳出

決算の概要について、御説明いたします。

まず初めに、商工労働部で用意しました配付資料

の確認をお願いいたします。

資料１としまして平成28年度歳入歳出決算説明資

料、資料２といたしまして決算資料説明要旨、この

２点が商工労働部で用意いたしました資料となって

おります。

歳入歳出決算の概要の説明に当たりましては、資

料１の平成28年度歳入歳出決算説明資料に基づき説

明させていただきます。

それでは、資料１の１ページをお開きください。

経済労働委員会記録（第２号）
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こちらは一般会計及び特別会計の歳入決算状況の

総括表となっております。

２ページをお開きください。

こちらは同じく歳出決算状況の総括表となってお

ります。

それぞれの詳細につきましては、３ページから御

説明いたします。

３ページをお開きください。

初めに、一般会計の歳入決算について御説明いた

します。

一般会計歳入決算は、予算現額合計が268億3294万

1344円、調定額が240億4962万1417円、収入済額が

240億1468万2404円、不納欠損額がゼロ円、収入未済

額が3493万9013円で、調定額に対する収入済額の割

合は99.9％となっております。

目ごとの明細についての説明は割愛させていただ

きます。

５ページをお開きください。

次に、一般会計の歳出決算について御説明いたし

ます。

一般会計歳出決算は、予算現額合計が339億9598万

3680円、支出済額が306億5786万580円、翌年度繰越

額が20億6147万2452円、不用額が12億7665万648円で、

執行率は90.2％となっております。

翌年度繰越額の主なものは、航空機整備基地整備

事業において、建設現場立ち入りが認められなかっ

たこと等による造成工事のおくれに伴う８億3148万

円、それから、国際物流拠点産業集積地域賃貸工場

整備事業において、工場仕様の検討に時間を要し、

工事及び管理業務の契約が次年度に繰り越したこと

に伴う７億1796万円等となっております。

それぞれ年度内の執行が困難となったことから、

十分な事業実施期間を確保するため繰り越したもの

であります。

次に、不用額の主なものについて、（項）別に御説

明いたします。

（項）労政費の不用額１億7308万7398円の主なも

のは、緊急雇用創出事業臨時特例基金活用事業にお

いて、基金終了後の基金残額が見込みより少額だっ

たことによる償還額の減によるものであります。

（項）職業訓練費の不用額２億255万2607円の主な

ものは、緊急委託訓練事業の実績減に伴う委託料の

減等によるものであります。

（項）商業費の不用額１億4326万7065円の主なも

のは、沖縄国際物流ハブ活用推進事業において、コ

ンテナスペース確保事業等の１件当たりの補助金額

が見込みより少額だったことによる執行残等による

ものであります。

（項）工鉱業費の不用額７億5774万3578円の主な

ものは、沖縄型クラウド基盤構築事業において、入

札執行残等によるものであります。

以上で、一般会計歳入歳出決算の概要について説

明を終わります。

次に、特別会計の歳入歳出決算の概要について御

説明いたします。

７ページをお開きください。

小規模企業者等設備導入資金特別会計について御

説明いたします。

歳入決算につきましては、予算現額合計が２億

9238万5000円、調定額が52億8789万7752円、収入済

額が15億5645万7224円、収入未済額が37億2644万

528円で、調定額に対する収入済額の割合は29.4％と

なっております。

収入未済額は、貸付先企業、組合等の業績不振や

倒産などにより、設備近代化資金及び高度化資金の

貸付金返済が遅延していることによるものでありま

す。

８ページをお開きください。

歳出決算につきましては、予算現額合計が２億

9238万5000円、支出済額が２億4742万7710円、不用

額が4495万7290円で、執行率は84.6％となっており

ます。

不用額は、主に中小企業高度化資金の貸付先から

の元利償還金の延滞に伴う公債費の減によるもので

あります。これは、資金貸付先から県に対する償還

額を当該公債費として独立行政法人中小企業基盤整

備機構宛てに償還するものとなっており、貸付先か

らの償還金延滞に伴い、県から同機構への償還分が

減少していることによるものであります。

９ページをお願いします。

中小企業振興資金特別会計について御説明いたし

ます。

歳入決算につきましては、予算現額合計が２億

3016万3000円、調定額、収入済額が10億5552万5416円

となっております。

10ページをお開きください。

歳出決算につきましては、予算現額合計が２億

3016万3000円、支出済額が7766万7721円、不用額が

１億5249万5279円で、執行率は33.7％となっており

ます。

不用額は、機械類貸与資金貸付金の執行残による

ものであります。

11ページをお願いします。

中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会
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計について御説明いたします。

歳入決算につきましては、予算現額合計が21億

2263万8000円、調定額、収入済額が40億4516万1241円

となっております。

13ページをお願いします。

歳出決算につきましては、予算現額合計が21億

2263万8000円、支出済額が21億1919万6106円、不用

額が344万1894円で、執行率は99.8％となっておりま

す。

不用額は、主に役務費や委託料において、経費節

減等に努めたことによるものであります。

14ページをお願いします。

国際物流拠点産業集積地域那覇地区特別会計につ

いて御説明いたします。

歳入決算につきましては、予算現額合計が５億

5149万8000円、調定額が６億4174万6413円、収入済

額が５億8539万3961円、収入未済額が5635万2452円

で、調定額に対する収入済額の割合は、91.2％となっ

ております。

収入未済額は、主に経営破綻した企業の光熱水費

等の滞納によるものであります。

15ページをお願いします。

歳出決算につきましては、予算現額合計が５億

5149万8000円、支出済額が５億1421万1685円、不用

額が3728万6315円で、執行率は93.2％となっており

ます。

不用額は、主に建物等の修繕費及び入居企業の光

熱水費の実績減等によるものであります。

16ページをお願いします。

産業振興基金特別会計について御説明いたします。

歳入決算につきまして、予算現額合計が２億5844万

4000円、調定額、収入済額が２億6298万579円であり

ます。

17ページをお願いします。

歳出決算につきましては、予算現額合計が２億

5844万4000円、支出済額が２億1533万4227円、不用

額が4310万9773円で、執行率は83.3％となっており

ます。

不用額は、主に産業振興基金事業費において、補

助事業の事業実績減等による執行残であります。

以上で、商工労働部所管の平成28年度一般会計及

び特別会計の歳入歳出決算の概要について説明を終

わります。

よろしく御審査のほど、お願いいたします。

○瑞慶覧功委員長 商工労働部長の説明は終わりま

した。

次に、文化観光スポーツ部長から文化観光スポー

ツ部関係決算の概要説明を求めます。

嘉手苅孝夫文化観光スポーツ部長。

○嘉手苅孝夫文化観光スポーツ部長 文化観光ス

ポーツ部所管の平成28年度一般会計歳入歳出決算の

概要について、お手元に配付させていただいており

ます平成28年度歳入歳出決算説明資料に基づきまし

て御説明をさせていただきます。

１ページをお開きください。

１ページは、（款）ごとの歳入決算状況となってお

ります。

表の一番上、合計欄をごらんください。

文化観光スポーツ部の平成28年度歳入決算は、予

算現額の合計（Ａ欄）152億893万7482円に対しまし

て、調定額（Ｂ欄）が144億3102万3433円で、収入済

額（Ｃ欄）は144億3021万9733円で、調定額に対する

収入済額の割合は、計算上は99.9％でございますが、

四捨五入の関係上、表記につきましては、100.0％と

させていただいております。

なお、不納欠損額につきましてはゼロ円、収入未

済額は80万3700円となっております。

では、（款）ごとに御説明いたします。

収入済額（Ｃ欄）をごらんください。

使用料及び手数料は、３億3422万460円で、その主

な内容は、県立芸術大学授業料及び入学料等でござ

います。

右側の収入未済額（Ｅ欄）は、80万3700円で、そ

の内容は、県立芸術大学の授業料の未収分でござい

ます。

再度、国庫支出金の収入済額（Ｃ欄）をごらんく

ださい。

国庫支出金は、77億5403万7164円で、その主な内

容につきましては、沖縄振興特別推進交付金でござ

います。予算現額と収入済額の差額は、事業実績の

確定に基づく減でございます。

２ページをお開きください。

財産収入は5515万8073円で、その主な内容は、土

地・建物貸付料でございます。

寄附金は1000万円で、その内容は、沖縄ＤＦＳ株

式会社からの寄附でございます。

諸収入は、６億1950万4036円で、その主な内容は、

沖縄空手会館建設事業の平成27年度繰り越しに伴う

過年度収入等でございます。

県債は、56億5730万円で、その主な内容は、大型

ＭＩＣＥ受入環境整備事業等に係るものであります。

予算現額と収入済額の差額は、事業実績の確定及

び繰り越しに基づく減であります。

以上が、一般会計歳入決算の概要でございます。
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３ページをごらんください。

３ページは、（款）ごとの歳出決算状況となってお

ります。

表の一番上の合計欄をごらんください。

文化観光スポーツ部の平成28年度歳出決算は、予

算現額の合計（Ａ欄）235億3466万8855円に対しまし

て、支出済額（Ｂ欄）216億8729万1669円、執行率

92.2％でございます。

翌年度繰越額（Ｃ欄）６億9241万3807円、繰越率

2.9％、不用額11億5496万3379円となっております。

翌年度繰り越しの主な内容について、（款）ごとに

御説明いたします。

（款）商工費につきましては、沖縄コンベンショ

ンセンター保全修繕事業の舞台装置改修工事におい

て、特殊な機器であるため、設計・製作に時間を要

することが判明し、必要な工期を確保できなかった

ことによるものでございます。また、沖縄空手会館

建設事業における複数の工事が同時に進めることが

できず、外構工事に一部おくれが出たことによるも

の等でございます。

次、４ページをお開きください。

（款）教育費については、体育施設整備事業にお

いて、予定されていなかった屋外配管工事が必要と

なり、各関係機関との調整に時間を要したことによ

るものでございます。

次に、不用額の主な内容について、（項）別に御説

明いたします。

お手数でございますが、また３ページにお戻りく

ださい。

（項）総務管理費の不用額4011万7410円は、ハワ

イ沖縄プラザ建設補助事業において、ハワイ沖縄連

合会がホノルル市に申請している建築許可が大幅に

おくれたためでございます。

次、その下、（項）工鉱業費の不用額でございます

が、719万5491円は、スポーツ関連産業振興戦略推進

事業において、実績確定に基づき補助金に減が生じ

たためでございます。

また、２つ下、（項）観光費の不用額でございます

が、10億3632万3993円は、大型ＭＩＣＥ受入環境整

備事業において、建設用地の未購入による執行残が

発生したことによるものでございます。

４ページをお開きください。

（項）教育総務費の不用額205万6982円は、スポー

ツ振興課職員手当等の実績減等によるものでござい

ます。

また同じく（項）社会教育費の不用額2086万4881円

は、沖縄遺産のブランド開発・発信事業に係る委託

料の入札残、そして旅費の節減によるものでありま

す。

またその下、（項）保健体育費の不用額967万8597円

は、体育施設整備事業に係る工事費の執行残等によ

るものでございます。

またその３つ下、（項）大学費の不用額3872万6025円

は、芸大管理運営に係る光熱水費及び使用料・賃借

料の節減等によるものでございます。

以上で、文化観光スポーツ部所管の一般会計の歳

入歳出決算の概要について説明を終わります。

よろしく御審査のほど、お願いいたします。

○瑞慶覧功委員長 文化観光スポーツ部長の説明は

終わりました。

これより質疑を行いますが、本日の質疑につきま

しては、決算議案の審査等に関する基本的事項（常

任委員会に対する調査依頼について）にしたがって

行うことにいたします。

決算特別委員長から調査を依頼された事項は、沖

縄県議会委員会条例第２条に定める所管事務に関す

る決算事項でありますので、十分御留意願います。

なお、要調査事項の提起の方法及びその取り扱い

等については、昨日と同様に行うこととし、本日の

質疑終了後に協議いたします。

質疑及び答弁に当たっては、その都度委員長の許

可を得てから、重複することがないよう簡潔にお願

いいたします。

また、質疑に際しては、あらかじめ引用する決算

資料の名称、ページ及び事業名等を告げた上で、質

疑を行うよう御協力をお願いいたします。

さらに、答弁に当たっては、総括的、政策的な質

疑に対しては部局長が行い、それ以外はできるだけ

担当課長等の補助答弁者が行うことにしたいと思い

ますので、委員及び執行部の皆さんの御協力をよろ

しくお願いいたします。

なお、課長等補助答弁者が答弁を行う際は、あら

かじめ職、氏名を告げてください。

それでは、これより直ちに各決算に対する質疑を

行います。

大城一馬委員。

○大城一馬委員 まず最初に、商工労働部に平成28年

度主要施策の成果に関する報告書―成果報告書の中

からお聞きしたいと思います。

８の57ページ、沖縄工芸産業振興拠点施設、仮称

ではありますが、この進捗状況はどうなっています

か。

○神谷順治ものづくり振興課長 工芸の杜の進捗状

況なのですが、まず平成28年度に用地取得及び基本
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設計を終了し、平成29年度は実施設計及び工芸品の

展示に関する設計を実施しているところでございま

す。

○大城一馬委員 供用開始まで順調にいっていると

いうことで認識してよろしいですか。平成30年でし

たか、供用開始は。

○神谷順治ものづくり振興課長 供用開始は、今の

ところ平成32年度の夏を予定しているところでござ

います。

○大城一馬委員 順調にいっていますか。

○神谷順治ものづくり振興課長 はい。今のところ、

順調でございます。

○大城一馬委員 関連して、我が県の工芸品の件で

すけれども、2015年度で39億円減と。いわゆる低調

傾向にあるわけですよね、工芸産業の生産額が。

2016年度はどういう状況になっていますか。

○神谷順治ものづくり振興課長 2016年度はまだ調

査中です。

○瑞慶覧功委員長 休憩いたします。

（休憩中に、商工労働部長からデータ集計が

おくれているとの補足説明があり、大城一

馬委員から決算書を出すからには調査は終

了しておくべきとの指摘があった。）

○瑞慶覧功委員長 再開いたします。

大城一馬委員。

○大城一馬委員 それで、沖縄の工芸産業というの

は、国指定の伝統工芸品が15品目、県指定が20品目

と結構な数になっていますけれども、せっかく沖縄

21世紀ビジョンの中でも盛り込まれて、後継者育成

が大きな問題であろうという状況だと思いますけれ

ども、この工芸品の振興をしっかりとやって、沖縄

の伝統工芸品を県内外に発信する、販売するという

ことが求められていると思いますけれども、部長ど

うですか。

○屋比久盛敏商工労働部長 確かに近年、減少傾向

といいますか、後継者不足ということもございます

ので、工芸振興センターで人材育成等もとり行って

いるところではございますけれども、さらなる振興

を図らないといけないということで、工芸の杜とい

う構想を立ち上げまして、空手道会館とセットで同

じ伝統という形で相乗効果を上げていくと。それか

ら、そこにはまた観光客なり、それから子供の体験

コーナーとかを設けて、そういう人材、この伝統工

芸の大切さというのですか、そこら辺もあわせなが

ら振興していこうという工芸の杜になっております

ので、それを起爆剤にしながら振興させていくべき

かと思っております。

○大城一馬委員 せっかく、こういうすばらしい施

設が建設されますから、ぜひ工芸品の振興のために

頑張ってもらいたいと思います。

次に、文化観光スポーツ部です。

成果報告書の９の25ページ、戦略的ＭＩＣＥ誘致

促進事業、３億5017万8000円の決算額でありますけ

れども、この事業の内容はどういうものですか。

○平敷達也観光整備課長 県内にはＭＩＣＥを実施

する施設として、沖縄コンベンションセンター、万

国津梁館、沖縄科学技術大学院大学の施設、それと

ほかに会議室、宴会場をお持ちの民間がありますが、

そういったところがＭＩＣＥを実施している機関と

して存在しているところでございます。

戦略的ＭＩＣＥ誘致促進事業というのは、国内外

の新たなＭＩＣＥ需要を取り込み、本県の産業振興

と経済の活性化につなげることを目的として、平成

24年度から一括交付金を活用して実地している事業

でございます。

本事業は目的というか、３つの柱で構成しており

まして、１つとしてＭＩＣＥ開催地としての沖縄の

魅力を国内外にアピールし、ＭＩＣＥ開催案件を獲

得する誘致・広報活動と、また一定の用件を満たし

た催事の主催者に対しての経費の一部を助成するこ

とで、ＭＩＣＥの誘致促進を図る開催支援。そして

３番目として、本県におけるＭＩＣＥ開催時のスムー

ズな受け入れ体制を構築するとともに、ＭＩＣＥコ

ンテンツの充実を図ることで来場者の満足の向上を

図るという受け入れ体制整備。この３つをやってい

るところでございます。

○大城一馬委員 ３つの戦略と言っていますけれど

も、この成果についてはどうですか。

○平敷達也観光整備課長 本事業の結果、昨年度平

成28年度は約7000名の大規模コンベンションである、

例えば、国立病院機構総会医学会というのがござい

まして、こういったのを含めて、全体で1177件のＭ

ＩＣＥが開催されてございます。

経済効果としては、おおよそですが約209億円。経

済波及効果としては、約252億円となっております。

○大城一馬委員 209億円、経済波及効果250億円と

なっておりますけれども、例えば施設の規模によっ

て、ＭＩＣＥの利用者によって、県側から結構断る、

キャンセルとか、そういった状況もあるように聞い

ていますけれども、そういったことはあるのですか。

○平敷達也観光整備課長 はい、ございます。

○大城一馬委員 その機会損失について、どの程度

の額になるのですか。こういう施設があれば、その

ぐらい全部受けられるよと。しかし、現段階では、
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こういう施設がないから受け入れないということの

損失ですね。

○嘉手苅孝夫文化観光スポーツ部長 ちょっと手元

に詳しい資料がないのですが、情報を入手したとこ

ろによりますと、例えば宜野湾市の沖縄コンベンショ

ンセンターで、規模が大き過ぎてコンベンションセ

ンターに入らない、あるいは日が重なってしまって

コンベンションセンターで受けるべき会合が開催で

きないということで、いわゆる議員おっしゃる機会

損失となった件数として約50件ほどあるように聞い

ております。

○大城一馬委員 後で額については資料をください。

次に、同じく９の26ページです。

大型ＭＩＣＥ受入環境整備事業についてですけれ

ども、やはり大型ＭＩＣＥを円滑に受け入れるため

には、前からお話していますけれども、県庁内部の

部局の連携の強化が大事だろうと思っておりますが、

その点についてどういう現状になっていますか。

○嘉手苅孝夫文化観光スポーツ部長 委員御案内の

とおり、例えば県と地元の協議会というのは、大型

ＭＩＣＥエリア振興に関する協議会というものが現

存して、そういった中で県と地元の調整と意見交換

等をさせていただいているところでございます。

委員から御質疑のあった県内部に関しましても、

もともと沖縄県観光推進本部というのがございまし

て、これは知事を会長といたしまして、全部局長が

メンバーとなって、そのときどきのいろんな観光の

諸問題、諸課題についていろいろ議論していこうと

いう既存のものがございました。けれども、大型Ｍ

ＩＣＥにつきましても、きちんと関係部局で議論を

していかなくてはいけないのではないかということ

で、昨年の平成28年の４月１日に大型ＭＩＣＥ受入

環境整備推進会議というのを、先ほど申し上げまし

た観光推進本部の下部組織として設置をいたしまし

た。構成メンバーといたしましては、担当副知事の

富川副知事を会長といたしまして、関係する部局の

企画部長、農林水産部長、土木建築部長、そして文

化観光スポーツ部長となっています。関係部長で、

例えば周辺の交通の問題、アクセス、渋滞に関係す

ること、あるいはその周辺エリアにどういった投資

を呼び込むか、もっと具体的なことを議論する場と

して、大型ＭＩＣＥ受入環境整備推進会議を県庁内

に設置したところでございます。

○大城一馬委員 このＭＩＣＥ施設を建設するのは

既成事実ですから、それに向けて今、沖縄振興一括

交付金―一括交付金の問題で若干事業着手がおくれ

ておりますけれども、いずれにしてもこれはぜひ建

設しなきゃならない県の経済振興の根幹に、柱にな

る事業ですから、ぜひ頻繁に連携して綿密にやって

もらいたいと思うのです。いろんなかかわりがある

と思うのです。土木建築部も含めて、企画部も含め

てですね。ぜひこの点はしっかりと取り組んでいた

だきたいと思います。

そして、その中で一番懸念されるのが交通対策に

ついてですけれども、それについて、各部局がどん

な分担で取り組んでいるのか。

○下地正之文化観光スポーツ部参事 交通対策につ

きましては、大型ＭＩＣＥ供用開始時期を目途とし

て、まず短期的な観点からの交通アクセスの対応策、

あともう一つは中長期的観点からさらなる交通アク

セスの向上を図るための対策について、文化観光ス

ポーツ部、あと企画部、土木建築部で連携して取り

組んでいるところです。

役割分担としましては、まず文化観光スポーツ部

については、大型ＭＩＣＥで開催する催事で発生す

る種別ごとの発生数、あるいは集中する交通量を用

いて、将来の交通量の需要の推計を行っております。

それを企画部、土木建築部に示しているところにな

ります。

企画部については、その交通量の推計をもとに公

共交通が分担すべき交通量、そういったものを踏ま

えて、さまざまな交通システムの特性を踏まえなが

ら需要に対応できるシステムについて検討を行うこ

ととしています。

また、土木建築部におきましては、大型ＭＩＣＥ

施設の供用開始までの既存事業の早期の供用開始。

例えば国道であれば与那原バイパス、南風原バイパ

スは平成30年度までには暫定供用の予定であります

し、県道であれば真地—久茂地線が平成31年まで供用

開始。また、国道329号からＭＩＣＥ方面への浦添－

西原線についても平成30年供用開始ということで、

既存事業の早期供用開始と。あと短期的、中長期的

な観点からの交通渋滞対策について検討を行うこと

となっております。

引き続き、各部局が連携して取り組むこととして

おります。

○大城一馬委員 担当部局には用途地域の変更とか、

いろんなそういった港湾計画の変更等々、課題がた

くさんあるわけです。やっぱりそういったことも含

めて、ぜひ強化をしてほしいと思うのです。

そしてまた交通対策、これも一番大事なことです

が、私は、公共交通ネットワーク特別委員会でＬＲ

Ｔ、新型路面電車の導入をずっと言っておりますけ

れども、それも含めてぜひしっかりと検討してもら
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いたいと思います。

その中で県が２月に策定しましたマリンタウンＭ

ＩＣＥエリアまちづくりビジョンの具体化に向けた

既存計画の見直しはどうなっていますか。

○下地正之文化観光スポーツ部参事 今の既存計画

の見直しというのは、先ほども申し上げた港湾計画

と都市計画の見直しのことだと思いますけれども、

港湾計画の見直しについては、土木建築部と文化観

光スポーツ部が連携して作業を行っていて、現在変

更手続のめどが立っているところであります。

また、都市計画の見直しについては２月に策定し

た、今、委員がおっしゃられたマリンタウンＭＩＣ

Ｅエリアまちづくりビジョンを踏まえて、西原町は

今月中に西原町の都市マスタープランを策定する予

定となっております。あと与那原町は９月にＭＩＣ

Ｅタウンなどのまちづくり基本構想を策定し、来年

２月には与那原町の都市マスタープランを策定する

予定となっております。

並行して、用途地域の見直しでありますとか、地

区計画とかあるいは景観、あるいはデザインの基準

についても取り組んでいるところでありまして、県

は広域的な視点から、与那原町、西原町は地域の視

点、あるいは住民合意形成の視点から連携して取り

組んでいるところであります。

○大城一馬委員 地元の西原町、与那原町も、こう

いったまちづくりビジョンに向けてしっかり取り組

んでいると。いろんな経済界も含めた産官学の沖縄

ＭＩＣＥネットワークもつくりましたよね。そういっ

たこともありますから、やはりこれは全県的な事業

としてしっかりと取り組んでいただきたい。皆さん

方も頑張っていると思っておりますけれども、さら

にさらに頑張って、ぜひ取り組んでいく事業だろう

と思っております。

そして最後に、今後の課題はどうですか。

○嘉手苅孝夫文化観光スポーツ部長 まだ大きな課

題といいますのは、まだ予算、一括交付金をまだい

ただけていないということが当然大きな課題となっ

ておりますので、これに関しましては幾つか内閣府

から指摘していただいたことに関しましては、きちっ

と対応をし直して、我々としてはその課題に対して

さらに精査、調査して、きちっとした資料を整える。

あるいは県民理解を深めるために、地元のみならず

県全体にＭＩＣＥの経済波及効果が及ぶということ

を県民の多くの方々にきちんと知っていただいて、

県民全体で大型ＭＩＣＥ施設を支持、支援していた

だくという形で取り組んでいきたいと思っていると

ころでございます。

○大城一馬委員 これもまた沖縄21世紀ビジョンの

改定に盛り込まれているわけですよね。やはり事業

のおくれというのはある意味、まさに経済効果の機

会損失につながります。ですから、内閣府から示さ

れているいわゆる懸念事項を丁寧にしっかりと説明

しながら、ぜひ私どもとしても議会の立場からして

も、議員の立場としても早目の事業着手に向けて頑

張っていきたいと思っております。

最後に、９の23ページです。

沖縄観光国際化ビッグバン事業とあります。この

内容について説明をお願いしたいと思います。

○糸数勝観光振興課長 現在、県では入域観光客数

の目標値を1200万人に設定しております。そのため

には、海外からの直行便を結ぶというのが非常に大

事でありまして、現在は戦略的に市場を分類してお

ります。特に東南アジアについて現在注力しており

まして、最優先で取り組んでいるということです。

また、本島と結んでいます台湾、香港につきまし

ては、近隣地域につきましては、石垣島あるいは宮

古島への直行便誘致に取り組んでおります。

また台湾、韓国、中国、香港、タイから現在沖縄

への直行定期便は19航空会社16路線が結んでおりま

して、ことし10月28日現在で、週で213便飛んでおり

ます。またことしの３月には、こういった就航便を

さらに促していくということから世界的な航空会社

の商談会、ルーツアジア2017沖縄というのを沖縄で

初めて開催しました。この成果もありまして、こと

し11月17日には初めてシンガポールから直行便が飛

ぶということになっております。

○大城一馬委員 外国人観光客の増で、当然、こう

いった航空路線も今後増便があるだろうと思います

けれども、例えば、シンガポール、お話がありまし

たように、11月から週３回、３往復の成果が出てい

ます。台湾、香港等からも。今後、そういった国以

外にどういった展開をお持ちですか。

○嘉手苅孝夫文化観光スポーツ部長 航空路線はや

はり大事な課題でございまして、現状東アジア、先

ほど課長からも報告がありましたけれども、中国、

台湾、香港、韓国から路線が充実しているというこ

とでございますが、その対象地域を通ると世界的、

国際的に拡散していくかということが大きな命題で

ございまして、そういった意味では充実している東

アジアとは別に、今度は東南アジアということで、

２月にバンコクに直行便が飛びまして、シンガポー

ルが11月ということで、今は東南アジアを新たなマー

ケットとして展開していこうと。その先にはヨーロッ

パも。当然チャーター便の実績を積み重ねながら行
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く行くは直行便という目標もございますけれども、

現状として、東アジア路線が充実していますので、

ヨーロッパから東アジアの主要な空港、北京とか韓

国とかの主要な空港を経由して、沖縄を引っ張って

いけるという形で―今、我々は、重点市場を戦略的

開拓市場、新規市場というふうに大きくマーケット

を分けておりますので、そういった部分で世界的に

そのマーケットを広げながら、あらゆるところから

沖縄に来ていただけるような仕組み、仕掛けを考え

ながら取り組んでいるところでございます。

○大城一馬委員 観光立県沖縄として、期待してい

ますから、こういった事業もしっかりとやってくだ

さい。

○瑞慶覧功委員長 親川敬委員。

○親川敬委員 それでは、商工労働部から行きたい

と思います。

成果報告書から行きます。

８の２ページ、この事業の中で平成28年度末のＩ

Ｔ企業の集積状況を教えてください。

○盛田光尚情報産業振興課長 県が実施しておりま

す情報通信関連企業雇用状況等調査によりますと、

平成29年１月１日現在427社で、この企業が雇用しま

した新規雇用の数ですが、２万8045名が新たに雇用

されているところでございます。

○親川敬委員 今、新規とおっしゃいましたか。新

規で２万人ですか。

○盛田光尚情報産業振興課長 この427社の企業が立

地して、沖縄で新規に雇用を生み出した数でござい

ます。

○親川敬委員 次に、このセンター設立に向けた検

討委員会からの提言もいただいたようですけれども、

提言の概要でよろしいですから教えてください。

○盛田光尚情報産業振興課長 県では、アジア経済

戦略構想等で示されました、センター設立について、

具体的なセンターの機能、それから役割等を検討す

るために、平成27年度より外部有識者で構成いたし

ます設立検討委員会を設置し協議を重ねてまいりま

した。

提言書は、平成28年11月に設立検討委員会におけ

る協議の結果を受けていただいたものでございます。

この中では、世界がＡＩ、それからＩｏＴなど、

先進的技術の進展によって社会を取り巻く環境が激

変する分岐点にあることから、センターを早期に設

置する必要性が示されておりますとともに、センター

の基本理念、それから戦略提言、人材育成を初めと

するセンターの機能の充実などが提言されておりま

す。

○親川敬委員 余りよくわからない。

センター設立に関する提言を受けたことだと思う

のですが、センター設立に関する基本方針、その概

要についても教えてください。

○盛田光尚情報産業振興課長 県では先ほどの設立

検討委員会からの提言を受けまして、ＩＴを活用し

て、県内産業全体の生産性、それから国際競争力を

高めるため、中長期的な成長戦略を提言し、実行す

る組織として官民一体となったセンターを設立する

こととしております。

基本方針におきましては、委員会からの提言を受

けまして、センターの設立に当たっての理念、それ

から機能、組織体制等に関する県としての基本的な

考え方というものをこの３月に基本方針として取り

まとめたところでございます。

○親川敬委員 教えてほしいのは、例えば、基本方

針ではこういうことが県民へのアピールだよとか、

何かそういう少し具体例とまではいかないけれども、

教えていただけませんか。ここが特徴的なところだ

とか。

○盛田光尚情報産業振興課長 基本方針の中では、

センターの設立する目的、それからセンターの設立

の理念―理念といいますのが、「万国津梁の沖縄」を

実現する、その産業振興のための成長戦略と実行を

使命としましてイノベーションと価値を実現してい

くということが理念となっております。

この理念を実現するためにセンターの機能と役割

に８つの機能が必要ですということで、定めており

ます。

その８つの機能というのが戦略提言をする機能、

いわゆるシンクタンクの機能が必要ですというとこ

ろを含めた機能です。２つ目が、済みません、シン

クタンク機能です。それから３つ目はインキュベー

ションを創出する機能、それから４つ目がＩＴを使っ

てほかの産業を伸ばしていく、沖縄の強み産業を伸

ばしていく。そういった、どのようにしてＩＴを使っ

て伸ばしていくのかというところの事業をプロ

デュースしていこうという部門とかです。それから

ＩＴ人材は育成が非常に重要でございますので人材

育成。ＩＴ人材の育成もこのセンターで機能として

持たせよう。それから研究開発。最先端の研究開発

も含めてこのセンターがその中心となる司令塔とな

るところです。それからＩＴとほかの産業のマッチ

ングというところがございますので、ここは、その

センターの中で、いろんな業態の方々、ＩＴ企業と

いろんな産業の方々がビジネスマッチングできる空

間もセンターで機能として持たせようというところ
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でございます。

それでもって県全体の産業をもっと振興していく、

高付加価値にする。そのことによって、県民所得の

向上につなげていこうということがセンターの大き

な設立の目的でございます。

○親川敬委員 次に行きます。８の７ページです。

ここでは１点だけお伺いさせていただきます。

平成28年度末、直近でいいですから、進出予定企

業数、そして企業の皆さんから主なものでいいです

からどのような要望が上がっているのか、ここも教

えてください。

○平田正志企業立地推進課長 平成28年度末までの

賃貸工場整備事業に基づく立地企業数ですけれども、

平成28年度は４社が新規に立地しておりまして、平

成28年度末の賃貸工場入居企業数は46社になってお

ります。

○親川敬委員 全体の中の割合といいますか、46社

という数値は、目的からすればどれぐらいのレベル

まで行っているのでしょうか。

○平田正志企業立地推進課長 全体の数が旧特別自

由貿易地域のうるま地区で63社になりますので、73％

ほどになります。

○親川敬委員 ８の20ページに行きます。

これも新規のようですが、新規事業としてスター

トさせた背景と、どのぐらいの需要があるのかも教

えてください。

○仲榮眞均アジア経済戦略課長 まず背景としては

御存じのアジア経済戦略構想、この中でアジアのビ

ジネス投資のニーズが高まっていると。これを確実

に取り組むためにビジネスコンシェルジュ、この機

能を整備するということに始まってございます。

そして、10月に設置するのですけれども、ニーズ

としては去年の10月以降の実績として相談件数54社、

そして視察件数30社、合計84社でございます。参考

までに今年度の８月までの実績を申し上げますと、

相談が50社、そして視察が33社、ほぼ同じ数字になっ

て、今後またこの対応件数が高まっていくものと考

えています。

○親川敬委員 海外の企業向けの窓口も設置されて

いるようですが、その設置場所とこの体制とスタッ

フについて教えてください。

○仲榮眞均アジア経済戦略課長 このサポート窓口

ですが、これは公益財団法人沖縄県産業振興公社―

公募いたしまして選定された公社でございますけれ

ども、この中に３名の相談員を設置しています。

具体的には日本語、英語、中国語の３カ国語。事

業内容としては先ほどの相談、視察対応、そしてこ

のコンシェルジュ機能、この事業自体のチラシを作

成してセミナー等で配布する。そして海外の方々で

すので、沖縄のビジネス環境、そして生活環境がど

のようなものかということがよくわからないという

お話が多いので、ガイドブックを作成してさらにウ

エブサイトとか、投資セミナー等において、この３カ

国語で周知していると、このような内容です。

○親川敬委員 次に行きます。８の25ページです。

この事業の補助対象となる資格要件について教え

てください。

○金城学中小企業支援課長 事業の概要でございま

すけれども、地域商業活性化支援事業につきまして

は、地域商業の活性化やコミュニティーの発展につ

ながる商店街の取り組みに対しまして支援する事業

でございます。商店街、振興組合に加えて通り会な

どの任意商店街も補助対象とするなど幅広く活用で

きる事業となっております。

当該事業においては、補助対象となる取り組みが

３つございます。

まず１点目が商店街活性化のためのセミナーの開

催や研修等による若手リーダーの育成を通した組織

強化の取り組み。これが１点目でございます。

２点目が商店街等の活性化に向けたプラン策定の

取り組み。これが２点目でございます。

３点目に、活性化プランを実現するという取り組

みとなっております。以上が補助対象となる事業で

ございます。

○親川敬委員 ３点目をもう少し。

○金城学中小企業支援課長 活性化プランは策定し

ますけれども、その策定プランを実現する取り組み

が３点目でございます。

○親川敬委員 今、お話がありました。その活性化

の対象となる経費というのはどこまでなのでしょう

か。

○金城学中小企業支援課長 経費といたしましては、

謝金とか旅費、会議費等の一般的に認められている

ような経費となっております。

○親川敬委員 この報告書の中に補助金を３連携体

に対して交付したという記述がありますけれども、

この３連携体の名称を教えてください。

○金城学中小企業支援課長 ３連携体とは個別の

３つの連携体のことでございます。昨年度の実績と

いたしまして３つの連携体の取り組みに対して支援

を行っているところでございます。

その取り組み内容等につきましては波の上商店街

連携体が実施している、波の上通りの活性化の取り

組みに対して約450万円。そして２点目、豊崎ラウン
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ジタウン地域商業プラットフォーム事業連携体が実

施する、地域コミュニティーの拠点となる施設整備

の取り組みに対して500万円。そして３点目がデポア

イランド通り会、北谷町連携体が実施する、北谷町

のデポアイランド通り会の活性化の取り組みに対し

て500万円の補助を交付したところでございます。

○親川敬委員 ８の30ページに行きます。

ここの県内健康食品事業社の事業社数。

○神谷順治ものづくり振興課長 県内健康食品産業

業界団体である沖縄県健康産業協議会の会員企業数

は、平成29年現在で61社でございます。

○親川敬委員 この中でも記述があるようですけれ

ども、この事業でまとまった認知度向上させるため

の方策というのは、どういう方策でしょうか。

○神谷順治ものづくり振興課長 認知度向上方策の

概要についてなのですが、まず認知度を向上させる

ための方策として、沖縄ブランドの健康食品を可視

化する独自の認証制度の創設と、ターゲットに応じ

た効果的なプロモーションについて取りまとめを

行ったところでございます。

認証制度については食品としての安心・安全に加

え、科学的根拠に基づいた効果、効能などの保健機

能の有効性、及び自然、歴史、文化、ストーリー性

など沖縄らしさについて基本要件を満たすものを業

界団体に認証するものです。

また、ターゲットに応じたプロモーションは業界

が一体となって、スポーツ市場や健康・美容市場等

の多様化する健康市場に対応した各種展示会等へ出

展を行うことや、オーガニックや安全志向、沖縄県

産品愛好家等の顧客ターゲットに向け、イベントで

の情報発信やウエブカタログ等のインターネットを

活用した広報宣伝を行うことで県産健康食品全体の

認知度向上を図るものでございます。

○親川敬委員 この新しくできた認証制度で認証さ

れた店数というのは何店ですか。

○神谷順治ものづくり振興課長 認証制度について

は、今年度で検討委員会を設けまして、今、鋭意、

基準を作成するところで、まだこれからです。

○親川敬委員 次に、８の56ページです。

この事業についても平成28年度の産業分野別非正

規労働者の状況を教えてください。

○宮平道子労働政策課長 総務省の労働力調査によ

りますと、平成28年の沖縄県の非正規雇用者数は23万

7000人となっておりまして、産業中分類別に見ます

と人数が多いほうから申し上げますと、卸売業・小

売業が４万6000人、この分類に占める割合が52.3％、

医療・福祉で３万7000人、同じく36.6％、宿泊業・

飲食サービス業で３万2000人、同じく68.1％という

順になっております。

○親川敬委員 事業者に対して専門家の派遣という

事業もあるようですけれども、回数もあるのですが、

何というのですか、「受けてくださいね」、「受け入れ

てくださいね」とかというやりとりというのはどう

いう方法でやるのでしょうか。

○宮平道子労働政策課長 専門家派遣の実施に当た

りましては、まず専門家派遣を希望します事業所を

公募いたします。応募のあった事業所につきまして

専門家派遣選定委員会というのを設置しております

が、これを開催しまして専門家派遣の必要性や、専

門家の受け入れ体制が整っている事業所であるかと

いうことを考慮しまして派遣先を決定しているとい

う状況でございます。

派遣が決まりましたら、まず最初の派遣の際にこ

の事業所ごとの課題の洗い出しをしまして、どのよ

うなことに取り組むかということの目標の設定をし

ていくことになっております。

○親川敬委員 こういうことで、改善された件数と

か把握の方法はあるのか、そして把握されているの

でしたら、その状況についても教えてください。

○宮平道子労働政策課長 平成28年度は18の事業所

に対し専門家の派遣を行いました。この中で具体的

には休暇制度の改善などの既存の就業規則の見直し

を行う、非正規労働者の就業規則の整備を行うと。

そういったことについて支援を行っているというと

ころでございます。

この18の事業所に派遣をしまして、その成果とい

うのを事例集という形で取りまとめておりまして、

その中で、取り組みを進めていく中で使用者と労働

者の対話が非常にスムーズに行われるようになった

ことや就業規則を定めることで職場環境の改善が進

んだというコメントが寄せられております。

○親川敬委員 商工労働部は以上にしたいと思いま

す。

文化観光スポーツ部へ行きたいと思います。

ここも成果報告書から行きたいと思います。

まず、９の７ページです。

教育旅行と修学旅行という記述がありますが、違

いがあるのでしたら、まずそこを教えていただきた

い。

○嘉手苅孝夫文化観光スポーツ部長 定義のような

ものがございますので、それを少し読み上げながら

御説明させていただきたいと思います。

修学旅行につきましては、小・中・高の教育や学

校行事の一環といたしまして、先生方が引率をして、
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団体行動で、そして宿泊を伴う見学研修のための旅

行をそういっているようでございます。特に宿泊を

伴うということと、それから遠隔地に行くというこ

とで、一般の遠足とか社会見学とは区別され、宿泊

施設がキャンプ場ではないということと、それで野

外活動とは区別されているということのようでござ

います。

それに対しまして、教育旅行というのは、公益財

団法人日本修学旅行協会というところが定義づけし

ておりまして、修学旅行よりも幅広く、修学旅行プ

ラスの今申し上げました、野外活動とか遠足とか合

宿とか移動教室もろもろ含めた広い意味でのことを

教育旅行といっているようでございます。

○親川敬委員 この事業で新たな教育旅行商品開発

の調査研究ということがうたわれていますけれども、

どういう結果になっているのか、ここも概要でよろ

しいです。

○糸数勝観光振興課長 県では平成28年度に教育旅

行商品開発の調査を行いました。

まず戦後72年を経過しまして、戦争体験者が非常

に高齢化が進んでいるという中で、案内ガイドの人

材育成が必要となっております。後継者ですね。ま

た、新たな平和学習のプログラム、そういったこと

も必要ということで県内外の先進事例を調査しまし

た。

その結果、案内ガイドの人材育成については、長

崎市と広島市のほうで調査をしました。やはり両地

域とも、３年程度の長いスパンで育てているという

ことがわかってきました。

また新たな学習プログラム。これについては長崎

県と鹿児島県のほうで調査をしました。長崎県にお

いては観光協会、ホテル、平和施設等、また鹿児島

県については市と観光協会、平和ガイドなどが協力

あるいは連絡などを密にしまして、スムーズな体制

づくりが見られたと。

また、県内においてはがちゆんというグループが

沖縄の過去・現在・未来について―がちゆんという

のは地元の大学生で構成していますが、そこと県外

から来た修学旅行生、それがワークショップ形式で

ディスカッションを行うと。アクティブラーニング

といっておりますが、そういったプログラムが新た

に見られております。

また、平和学習に何を求められているかというこ

とを県外で聞き取り調査をしました。従来のガマへ

の見学あるいは語り部の講話以外に、先ほどのがち

ゆんのような取り組み、これは沖縄に住む同世代の

学生との意見交換をしていきたいという県外からの

要望がありました。

また、安全対策については、ガマへの入ごう体験

について実際行っている団体から聞き取り調査をし

ました。そうしたらごうが経年劣化しているという

ことで、各団体によって安全対策に対する違いがあ

る。ヘルメットの着用などの問題もあるということ

を聞いております。また、旅行者、県外の教員も安

全対策についての意識のばらつきがある。またパン

フレットをつくっているところもあればないところ

もあるということで、県としてはこれらの調査結果

を踏まえまして、今後県で設置しています教育旅行

推進協議会及びその下にあります平和学習分科会に

おいて、この結果を踏まえて今後議論して沖縄県の

新たな平和学習に取り組んでいきたいと考えており

ます。

○親川敬委員 この報告書の記述にもあるのですが、

海外教育旅行の誘致に向けた調査研究と。これもさ

れているようですけれども、そこも教えてください。

○糸数勝観光振興課長 現在、国内の修学旅行の誘

致というのは少子高齢化、あるいは新幹線が非常に

便利になっているということで、非常に国内他地域

との競合が進んでおります。そういった国内の修学

旅行の厳しさの中で、沖縄がどうやっていくかとい

うことになりますが、そのためには近隣の海外から

の教育旅行を誘致していきたいということでこの調

査を行いました。

調査地域は重点市場であります台湾、香港、韓国、

中国は平成27年度に調査しました。平成28年度につ

いては新規開拓市場のタイ、シンガポール。その中

でわかってきたのが有望なのが台湾、香港というこ

とであります。

各国の特徴を申し上げますと、台湾については現

在、訪日教育旅行というのが盛んに行われておりま

す。高校・職業高校の約５割が実施しているという

ことです。特に、実施する場合、政府から補助金が

もらえるということです。ただ、そのときには渡航

先での学校交流、例えば沖縄に来たら沖縄の学校と

の交流が必要だということがわかってきました。規

模については20名から30名の規模が大半だというこ

とです。

もう一つの有望市場、香港については約８割が海

外教育旅行を実施していると。ただし方面は中国、

台湾が多いということです。こちらも、地元との学

校交流のニーズが高いということがわかりました。

それとタイ、シンガポール。まずタイですが、タ

イについては、教育旅行という制度が存在していな

くて、まだまだ国民総生産、ＧＤＰも低いものです
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から、費用の負担の懸念もあるということから海外

からの招聘があった場合に補助を受けて行くという

のが多いようです。ただ一方、学校数においては

4500校近くありまして、今後こういったＧＤＰが上

がってくると有望な市場になってくるだろうという

見方をしております。

シンガポールについては、非常に海外教育旅行は

盛んなのですが、成熟段階にありまして、シンガポー

ルの国が求めるニーズも非常に高く、専門性が高い

ということで非常にハードルが高いと感じたという

ことがこの結果であります。

○親川敬委員 今学校との交流ということで、希望

があるという話をされていました。学校というとこ

ろは、年間スケジュールを年度当初でがっちりはめ

て、なかなか途中からいろんなことを要望しても受

けられないというのが実際だと思うのです。そうい

う意味からすれば、この県の教育委員会もそうです

が市町村との教育委員会、ここは連携が重要になっ

てくると思いますけれども、その体制についてお考

えがあれば。

○糸数勝観光振興課長 確かにこの件については現

場の学校が非常に多忙という中で、こういった学校

交流を進めるのは非常に難しい面もあるのですが、

ただ、実際やってみたら授業の中の一つとしてカリ

キュラムを崩さなくてできるということもわかって

きました。そして、終わった後の学校の評価が非常

に高くて、子供たちのためになったということから、

県としては一般財団法人沖縄観光コンベンション

ビューロー―ビューローが誘致を積極的に進めてい

きたいと。それで自分たちが全ての窓口になります

ということで、県と教育庁に文書で積極的に進めて

くれということがありました。

そのことから、県としてはビューローと一緒にこ

れを進めて学校現場の配慮を含めて、連携して今後

はやっていきたいと考えております。

○親川敬委員 本当に大事なことだと思います。

あと一番最後に言おうと思っていますけれども、

やっぱり子供たちを国外に派遣して経験させるとい

うことも大事ですが、派遣するのは定数があります

よね。でも、迎えたときには学校全体とか学級全体

で交流ができるということからすれば、とてもいい

チャンスだと思うのです。ぜひここは連携をして、

大いに発展的な事業にしていただきたいと思います。

あと、９の11ページ。

ここも補正をするほど事業が旺盛だったのだろう

とは思うのですけれども、まず補正を行った要因に

ついて教えてください。

○糸数勝観光振興課長 これはカップルアニバーサ

リーツーリズムということで、平成28年度からこれ

までのリゾートウエディングという幅を広げました。

これは、プロポーズ、ウエディング、ハネムーン、

そしてバウリニューアルという形で人生の節目、節

目において沖縄に来ていただこうという仕掛けであ

ります。その中で現在、先ほどと一緒なのですけれ

ども、国内においては少子化、あるいは、ナシ婚と

いいまして、結婚式を挙げないカップルが非常に多

くなっております。そういうことから海外にこれも

売っていこうということで、現在有望な主要都市と

して香港、台湾がありますが、そこを強くメッセー

ジを発信していくということでパンフレットの多言

語化、あるいはウエブサイトの多言語化に努めたと

ころであります。そのための補正であります。

○親川敬委員 これも新規の事業で、なかなか創意

工夫がされているという感じを受けます。例えば、

今３カ国ぐらいの話をしていましたけれども、国別

にどういうふうにして把握をしているのでしょうか。

この事業を使ったのか、使わなかったのか。

○糸数勝観光振興課長 文化観光スポーツ部で、県

内のブランディング事業者というのを把握しており

ます。これが現在62社あります。

そこに年間２回アンケート調査を行って、月別組

数、カップルの都道府県、国別組数、スタイル別組

数というのを調査して把握しております。

○親川敬委員 ９の55ページです。

先ほどもお話があって、迎えるという話もありま

したけれども、ここは派遣するという事業だろうと

思いますが、まずこの事業についての応募方法と応

募状況について教えてください。

○川上睦子交流推進課長 おきなわ国際協力人材育

成事業についてでありますけれども、これは県内の

高校生を開発途上国に派遣し、国際協力の活動現場

の視察や現地の人々と交流を行い、将来国際協力に

携わる人材を育成するものであります。

この事業の募集の方法としましては、まず４月中

旬に教育庁を通して、県内各県立高校に募集の案内

を送付するほか、また私立高校に対しても直接応募

案内をかけております。

応募の状況ですけれども、昨年度は39名の定員に

対し151名の応募がありました。

○親川敬委員 151名の応募が来たということですけ

れども、これを地域別というか、北部・中部・南部

というくくりでいいですから、その状況についても

御存じでしたら。

○川上睦子交流推進課長 応募者の地域別は今、手
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元に資料がないのですけれども、派遣した39名の高

校生の地域別ですけれども、昨年度は北部が２名、

中部が10名、那覇を除く南部が12名、那覇が11名、

離島の八重山が２名、宮古が１名、久米島が１名と

なっております。

○親川敬委員 成果報告書の中にその事業の課題と

して、日程がぎちぎち、きついのではないかという

話も上げているようですけれども、そのことについ

て平成29年度の改善策を教えてください。

○川上睦子交流推進課長 派遣国での視察スケ

ジュールに余裕がなかったという課題が出ていまし

たので、今年度はその日で視察先での感想・意見な

どをまとめる、振り返りの時間を夕食前に設けると

いうことで行いました。

１時間ほど小さなグループに分かれまして意見交

換した後、各グループで代表者が発表するという時

間を設けて、毎日の視察について深く考察し、意見

をまとめることができるように工夫をしたところで

あります。

○瑞慶覧功委員長 瀬長美佐雄委員。

○瀬長美佐雄委員 成果報告書８の36ページ。

クリーンエネルギーの導入拡大に向けた取り組み

ということで、１点目の未利用資源・エネルギー活

用促進事業―継続事業のようですが、実証試験の委

託をして、この可能性とか取り組み、どんな見通し

なのか確認します。

○喜友名朝弘産業政策課長 未利用資源・エネル

ギー活用促進事業は、久米島の海洋温度差発電実証

設備において実証試験を行っている事業でございま

して、平成24年度から平成30年度までの事業予定で

ございます。

可能性でございますけれども、発電関係に関して

申しますと、平成27年度の年間総発電量が一般家庭

の約5.5世帯分がフルで実績がございます。データを

いろいろ取得しているのですけれども、発電設備に

関しましては非常に採算性がよくはないといった形

で考えております。

○瀬長美佐雄委員 次のスマートエネルギーアイラ

ンド基盤構築事業の中で、島嶼型の事業の意図する

目的で、現状はどうなっているのか伺います。

○喜友名朝弘産業政策課長 島嶼型スマートコミュ

ニティ実証事業は、宮古島で現在行っておりまして、

例えば電力会社は需要のピークに合わせて発電設備

を導入するため、昼間と夜間のピークの差、あるい

は夏と冬の電力の差ということで、ピークの差が大

きいと設備稼働の差が大きくなり、電気料金が高く

なってしまうというところがございます。

そこで、電力需要の平準化を図り、発電設備を最

小化して効率的に使用することで、電気料金を下げ

ていこうという目的で事業を実施しているところで

ありまして、今は、例えば宮古島では地下水がござ

いますので、昼間は再生可能エネルギーを地下ポン

プ―農業用ポンプに活用する。夜はヒートポンプ―

エコキュートに活用するということで、これをＩＴ

を使ってやろうということで、今進めているところ

でございます。

○瀬長美佐雄委員 あとハワイ州との協力というこ

とがうたわれているので、実際ハワイの先進的な取

り組みとか、それについてはどう生かしていこうと、

どういう取り組み状況なのか伺います。

○喜友名朝弘産業政策課長 沖縄ーハワイクリーン

エネルギー協力推進事業でございますが、ハワイと

同じ島嶼地域であるということで、エネルギーに関

しては共通課題を解決するため、平成22年度に覚書

を交わしまして、平成27年に５年間の更新をした沖

縄ーハワイクリーンエネルギー協力に基づいて、再

生可能エネルギーの普及拡大をお互いしていきま

しょうということで意見交換をしながら、調査研究

しているというところでございます。

○瀬長美佐雄委員 今のはクリーンエネルギーの事

業なのですが、ＣＯ２削減とか、大きな意味での課題、

目標に照らした事業化を念頭に置いているのか、そ

こら辺との兼ね合いではどうですか。

○喜友名朝弘産業政策課長 県では平成25年度に沖

縄県エネルギービジョン・アクションプランという

のを策定してございますが、将来必要となる再生可

能エネルギー電力量の推計をしてございます。これ

は一定の条件で設定しているところではありますが、

2030年に県全体消費量の10％を再生可能エネルギー

で賄っていきたいと推計しているところであります。

ただ、委員も御存じだと思いますが、再生可能エ

ネルギーはいろいろ課題がございまして、例えば季

節とか気候とか、天候の影響を非常に受けやすいと

いう中で、制御が難しいといった課題もあります。

そういった中で、主体的に国、県、市町村、民間、

あるいは家庭も含めまして、取り組んでいきたいと

思っております。

○瀬長美佐雄委員 次、８の52ページ。

産業振興と雇用の創出という関係で、１点目の県

内企業雇用環境改善支援事業について、例えば独自

の認証制度と、改善をしたところを、そういった対

応をすると。その仕組みと狙っている効果等々、状

況を確認します。

○下地康斗雇用政策課長 県内企業雇用環境改善支
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援事業につきましては、企業の人材育成の取り組み

を支援することによりまして、従業員がスキルアッ

プやキャリアアップ形成を行うことができる企業内

の雇用環境整備を促進しまして、雇用の質の向上と

離職率、失業率の改善を図るということを目的とし

ている事業でございます。そのことによりまして、

企業は生産性が向上し、付加価値の高い商品やサー

ビスを提供することができるようになり、経営が発

展することで、正社員への転換、あるいは賃金アッ

プなどの処遇改善が期待されると考えています。

○瀬長美佐雄委員 要するに認証して、すぐれた企

業ですよというふうなことが対外的に伝われば、あ

る意味でその企業自体への雇用、「いい企業だ」とい

うふうになるのでしょうが、それとのかかわりでは

どんな取り組みしていますか。

○下地康斗雇用政策課長 認証を受けた企業は、合

同企業説明会とかそういった就職説明会等で、認証

制度のロゴマークというのを付与していますので、

そのロゴマークを掲示して、認証企業であるという

ことをＰＲして、求職者のほうへの説明で、かなり

認証を受けた企業に対しては説明を聞きたいという

求職者が多いという報告もありますので、企業のイ

メージの向上効果ということと、スキルの高い求職

者の確保というものにつながると考えています。

○瀬長美佐雄委員 その次の正規雇用化企業応援事

業で正規化44名、次の正規雇用化サポート事業で71名

と効果が出ているのですが、具体的にどういう事業

なのかをお伺いします。

○下地康斗雇用政策課長 １つ目の正規雇用化企業

応援事業については、正規雇用化を図る企業に対し

まして、社員のスキルアップ等を実施するための研

修にかかる旅費及び宿泊費の４分の３を補助すると

いう事業でございます。

もう一つの正規雇用化サポート事業につきまして

は、従業員の正規雇用化を検討している企業に対し

まして、中小企業診断士等の専門家の派遣等を行っ

て、正規雇用化の促進を図るという事業でございま

す。

○瀬長美佐雄委員 課題となっている県内の正規雇

用が少ないというかかわりでいうと、こういう事業

の取り組みは地道でいいのですが、全体として正規

雇用を引き上げていくという政策的な、あるいはもっ

と県としてどういう形で早目に正規化を促進すると

いう、その取り組みはどんな状況ですか。

○下地康斗雇用政策課長 県の事業のみならず、沖

縄労働局でもいろいろキャリアアップ助成金という

形で、非正規雇用を正規化に転換するような企業に

対しての助成金とか、そういったさまざま施策をやっ

ております。

沖縄県は平成27年に沖縄労働局と沖縄県雇用対策

協定というのを締結しまして、各種雇用政策につい

て連携して取り組んでいるところであります。

その中で、正規雇用化に向けての取り組み目標と

しまして、正規求人数を約３万件、正社員の就職件

数を約8000件前後という形で、毎年取り組みの目標

を掲げて、連携して取り組んでいるところでござい

ます。

○瀬長美佐雄委員 ぜひ、正規雇用を高めるという

点では、努力を引き続きお願いしたいと思います。

文化観光スポーツ部のしまくとぅば普及継承事業、

９の40ページ。

しまくとぅば大会とかに参加しているのですが、

この取り組み、全体としてどういう目標と到達になっ

ているのか確認します。

○下地誠文化振興課長 県民大会への参加、ありが

とうございます。

沖縄文化の基層であるしまくとぅばの保存・継承

に向けた取り組みを推進していくため、沖縄県では

平成25年にしまくとぅば普及推進計画を策定し、県

が主体となって、沖縄県文化協会などと連携し、市

町村、市町村文化協会、学校、マスコミ、研究者な

どの協力者を得て全県的な普及活動を展開している

ところであります。

主な活動内容としては、しまくとぅば県民大会、

かたやびら大会の開催、しまくとぅば読本の配布・

活用、なぞなぞブック、50音表などの普及ツールの

作成、しまくとぅば人材養成講座の開催、テレビ、

ＣＭによる広報活動などとなっております。

○瀬長美佐雄委員 実は、さらに本格的にしまくと

ぅばを―今普及ということで入り口だということだ

と思いますが、このウチナーグチに興味もあって学

ぼうとしたときに、そういった関連の部分にどう結

びつけるのか。あるいは具体的には、どこでどのよ

うにして学べばいいのかという点ではどんな状況な

のですか。

○嘉手苅孝夫文化観光スポーツ部長 おっしゃるよ

うに、まだまだ普及に一生懸命取り組んでいるとこ

ろではございますけれども、最近の調査でも、しま

くとぅばに触れる機会、話す機会が乏しいという調

査結果が出ておりますので、我々はもっと腰を据え

て、このしまくとぅばの普及、それから継承に努め

ていかなければいけないということで、実は今年度

の９月にしまくとぅば普及センターを設置いたしま

して、腰を据えた形で県民に、県内にという形で、
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広報含めまして、研究含めまして、広げることを促

進をしていこうという取り組みを新たに始めたとこ

ろでございます。

○瀬長美佐雄委員 最後に、世界のウチナーンチュ

大会、９の53ページ。

海外から7000名を超えた参加者のイベントでした

が、これについて取り組んだ状況、あるいは寄せら

れた声などにどう改善していこうか、方向性が見え

ているのであれば確認したいと思います。

○川上睦子交流推進課長 昨年10月に開催されまし

た第６回世界のウチナーンチュ大会には、過去最高

となる7353名の海外からの参加者がありました。大

会期間４日間の期間中、さまざまなイベントに来場

者として約43万人の方にお越しいただいております。

開催の目的としましては、世界に広がるウチナー

ネットワークを持続的に継承・発展させるとともに、

沖縄独自のソフトパワーを国内外に発信し、沖縄の

その魅力と可能性を切り開いていくという目的で開

催しております。

ソフトパワーを国内外に発信するということで、

沖縄の文化を披露するさまざまなイベントを開催し

まして、主催イベントだけではなくて、さまざまな

後援イベントですとか連携イベントを含めまして

120余りのイベントが、大会期間中に開催されており

ます。

また、過去最高の海外からの参加者を得たことで

大盛況ではあったのですけれども、課題としまして

は、大会の初日に国際通りで開催されるパレードが

平日の午後に交通規制を行って開催するということ

で、参加者みんなが歩き終わることができない、ぎ

りぎりの参加人数ということで、開催曜日の改善と

かを次回大会では図っていきたいと考えているとこ

ろであります。

○瀬長美佐雄委員 参加者の国、あるいは参加者ア

ンケートもとられて分析もしているようですので、

そこら辺から特徴的なのがわかればお願いします。

○川上睦子交流推進課長 過去最多の参加者とは

なっておりますけれども、特にハワイからの参加者

が前回1000人余りだったものが、昨年は1861名の方

がハワイからいらっしゃっています。ハワイを中心

に北米からの参加者が約4500名となっておりまして、

北米を中心に参加者がふえている状況であります。

先ほど言い忘れたのですけれども、参加者からの

感想としましては、大変感動したということで、ま

た次回も参加したいというお声を直接多く寄せられ

たところです。

○瀬長美佐雄委員 ５年に１度というイベントのサ

イクルがいいのかという点では、１世、２世と３世、

４世、５世の時代になってきて、なかなか県人会活

動や沖縄のアイデンティティーの継承という意味で

苦労されていて、それをどう克服するのかという点

で、特に県人会長の感想を見ましたが、そこら辺に

答えるような改善のあり方とかというのは、皆さん

としてはどんな観点で取り組もうとされているのか、

お願いします。

○川上睦子交流推進課長 ５年に１度の大会は旅費

の負担などもあって、お金をためて来るという関係

もありますから、５年に１度の大会期間というのは

おおむね皆さん、それでいいと思っていらっしゃる

と思うのですけれども、おっしゃるようにアイデン

ティティーの継承ということに関しては毎年何らか

の取り組みが必要だと感じておりまして、県としま

しては、昨年の大会で10月30日を世界のウチナーン

チュの日と制定したことを踏まえまして、これから

毎年10月30日を中心にさまざまなウチナーネット

ワーク、継承・発展に関する取り組みをして、５年

に１度だけではなくて、毎年毎年この期間中に何ら

かの海外県人会とのやりとりが行われるような取り

組みを今後、毎年実施していきたいと考えておりま

す。

○瀬長美佐雄委員 今言う世界のウチナーンチュの

日が近づいていて、イベントもありますが、これが

世界的に同時にという点で、海外でどんな取り組み

が用意されているか、もし掌握されているのだった

ら。

○川上睦子交流推進課長 沖縄県から呼びかけまし

たところ、主なものとしましては、10月30日の当日

ではないのですけれども、その前の週末に、ブラジ

ルでイベントを開催していただいて、しまくとぅば

演劇大会があります。そこに沖縄県から芸能団を派

遣する予定となっておりまして、また、そのときの

模様をこちらで開催する祭典で流すということを考

えておりますし、またロサンゼルスでも、こちらの

呼びかけに答えていただいて、イベントを開催する

ということを聞いております。

○瀬長美佐雄委員 今、国際観光都市を目指す中で

いうと、世界中にいる沖縄県系の皆さんが沖縄に来

る、みずからの母国のアイデンティティーを持って

また海外で誇りを持って暮らすという点でもとても

いい大会になっているので、さらに発展させる取り

組みが必要なのと、今言う日常的に、毎年世界のウ

チナーンチュの日ができたことは、それとして意義

があると思うのですが、今度はそういう意味では世

界の県系人が沖縄に来て、沖縄でまた文化を学び、



－182－

あるいは労働力として海外から来る、いわゆる語学

の面でも受け皿として通訳的な活用ということも期

待ができる皆さんなのかなという点では、こういう

今後の沖縄の発展にどう結びつけるのかという点で

は、どんな展開ができますか。

○嘉手苅孝夫文化観光スポーツ部長 まさに今これ

からインバウンド、海外のお客様が、観光客がます

ますふえていく中では、きちんとした受け入れ体制

のおもてなしをするためには、通訳ガイドという存

在がますます大きくなっていきます。県といたしま

しても、全国通訳士以外に地域限定、それから特例

のことということで、特別な計らいといいますか、

取り組みをしているところでございます。

そういった中で、今おっしゃったように世界のウ

チナーンチュというのは、当然海外の事情に詳しく、

国際的な感覚も持っておりまして、当然その国の言

葉にも詳しく、そして日本のこともある一定以上知っ

ているということからしますと、通訳ガイドとして

の大きな戦力になると思っております。

そういった方々を、沖縄での仕事となりますので、

沖縄にいらっしゃる機会があれば、あるいは住む機

会があれば、我々はその通訳案内士の制度をきちっ

と周知させていただきまして、資格を取らなければ

いけませんので、そういった資格を取って、法的な

身分も安定した形で仕事をしていただける環境にも

なればいいかと思っております。

○瑞慶覧功委員長 玉城武光委員。

○玉城武光委員 初めに、中小企業者等設備導入資

金特別会計についてお聞きしますけれども、収入未

済額の中の説明で、貸付先企業・組合等の業績不振

や倒産ということがあるのですが、こういう業績不

振の企業が何件なのか、それから倒産が何件なのか、

教えていただけますか。

○金城学中小企業支援課長 現在、未収先が23件ご

ざいます。その中で、営業中の企業が８社、倒産し

た企業が15社という内訳になっております。

○玉城武光委員 この業績不振や倒産は減っていっ

ているのか、ふえていっているのか。

○金城学中小企業支援課長 新たな貸し付けはない

のですけれども、新たな倒産というのは今のところ

はないです。

○玉城武光委員 要するに新たに件数はふえていな

くて、ずっとトータルでこの会社はずっと業績不振

が続いていると。新たな倒産はないということです

か。

○金城学中小企業支援課長 そうでございます。

○玉城武光委員 未収額がふえれば、資金は枯渇す

るわけですよね。要するに、ふえなければ不用額で

処理しなければいけなくなるわけですよね。その原

資は大丈夫ですか。

○金城学中小企業支援課長 特別会計で管理してい

まして、新たな貸し付けの場合、また高度化資金に

つきましては県の一般会計、もしくは中小企業基盤

整備機構と協調融資で行っているところでございま

すので、今現在のところは繰越金がございますので、

その中で運用しているということになります。

○玉城武光委員 こういう業績不振や倒産会社に、

県はどういう指導を―要するに改善とか、そういう

倒産の要因を考えて、そういう指導はなさっている

のですか。

○金城学中小企業支援課長 未収金の発生の防止の

取り決めでございますけれども、新規の貸し付けの

際には事業所から提出された事業計画書について、

県や専門家等による診断や助言を行って、事業計画

を見直すという工程を重ねまして、事業者が示した

積算根拠等を十分精査して、最終的には貸付審査会

による審査を経て、無理のない償還計画となるよう

努めております。

また、さらに貸付後におきましては、貸付先の経

営状況や貸付対象施設の稼働状況等の把握に努めま

して、さらに経営状況等に問題がある場合は、貸付

先に対しては、県と中小企業基盤整備機構が一体と

なりまして運営診断等の経営支援を行う、こういう

ことで未収金の発生防止に努めているところでござ

います。

○玉城武光委員 倒産に至る前にそういう指導を、

ぜひ。そうすれば未収額も減るわけですから、ぜひ

そこも指導していただきたい。

次に中小企業振興資金特別会計、これは執行率が

非常に悪いのですが、借りる人が少なくなっている

のですか。

○金城学中小企業支援課長 平成28年度の状況とい

たしましては、他制度と比較して、金利に目立った

優位性がなかったということで、需要が当初計画を

下回ったという状況がございます。

○玉城武光委員 もう一回。

○金城学中小企業支援課長 平成28年におきまして

は、他制度で比べて金利に目立った優位性がなかっ

たということで需要が当初計画を下回ったと。近年

の低金利の関係で市中銀行に流れたという関係はあ

ると思います。

○玉城武光委員 わかりました。市場の金利が安い

から、市場の金利のところで上げたほうがいいとい

うことですが、そうでしたらこの特別会計のものも、
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それなりの金利に下げていくべきだと思うのですが

ね。

それでは、成果報告書の８の６ページ。

この高度情報通信産業人材育成で成果が出てきて

いたと思うのですが、この課題の中にＩＴ関係企業

の業務受注件数が増加傾向にあるということですが、

どれぐらい増加が、沖縄の企業が受注したのかとい

うのを、増加件数でいいですから教えてください。

○盛田光尚情報産業振興課長 この事業は県内のＩ

Ｔ企業に従業している人を対象に、人材育成のため

の講座を行っている団体に対して、補助をしている、

支援をしている事業でございます。

我々、成果目標でいいますと、実は講座の実施数

とその講座に参加した参加者の数で指標を押さえて

おりますが、県内受注が増加傾向にあるというのは、

業界団体からも伺っております。それで、指標とい

うか、その成果としてソフトウエア開発業が去年に

比べてことしが何億円ふえたかというような、その

分野別では把握はしておりませんが、実は先日も発

表させていただきました平成29年１月１日現在での

県内の情報通信関連産業の企業の生産額が4283億

2762万円ということで、これは前年比4.5％増、金額

にいたしまして184億円の増ということで順調に推移

しているということでございます。

○玉城武光委員 そういう受注件数がふえて、そこ

を受講する企業の社員がなかなか受講をしづらいと

いうことで改善が必要だということなのですね。

その改善策というのはどう考えていますか。

○盛田光尚情報産業振興課長 まず、その案件の受

注で、非常に忙しい時期等があるということで団体

からも伺っておりますので、その受注案件が集中す

るその時期と、あと、比較的集中しない時期等を企

業のほうにきめ細やかに聞き取りをしながら、企業

のほうから研修生が研修しやすい時期等について前

もって業界団体と県とも調整しながら、この講座は

この時期ぐらいがいいというところで対策したいと

思っております。

○玉城武光委員 では次、８の60ページ。

ここの障害者の雇用の拡大ですが、就職につなげ

るためのきめ細やかな支援を行う必要があるという

ことが課題になっているのですが、現在はそういう

ことがまだ改善されていないということだと思うの

ですが、具体的にどういうきめ細やかなことをやろ

うとしているのですか。

○下地康斗雇用政策課長 具体的な支援としまして

は、訓練中の業務習得であるとか、生活面の課題等

に対して、なかぽつセンターのアドバイザーである

とか就労移行支援事業所とか、ハローワーク等の支

援機関によって事業主への各障害者の特性に応じた

対応の方策の助言であったりとか、あるいは訓練生

が作業を理解できるような工夫です。例えば作業マ

ニュアルだけではなくて、ホワイトボードで絵を描

いて作業工程を説明したりというような、きめ細や

かな工夫をしまして、訓練を実施して、訓練後の職

場環境に適応して、訓練後はそのまま継続を図るた

めの支援ということで、現在もやっておりまして、

それをまたさらに今後も連携を図りながら充実させ

ていこうということでの課題という形で今、記載し

ているところでございます。

○玉城武光委員 訓練後の、就職して途中で休職す

る方もつかんでいますか。

○下地康斗雇用政策課長 この訓練自体は公共職業

安定所、いわゆるハローワークの所長から訓練受講

指示をして、その指示に基づいての訓練の実施にな

りますので、基本的にはほとんど訓練は終了しては

いますけれども、たまに訓練途中の解除者というの

も数名は出ておりまして、それは希望職種との違い

とか、あるいは体調が悪くなったりとか、そういう

さまざまな要因はありますが、訓練途中での解除者

というのも発生はしております。

その訓練途中の解除者につきましても、さらに就

労移行事業所であるとか、そういった支援機関を通

じまして、再就職につなげての支援は引き続き行っ

ているところでございます。

○玉城武光委員 次は、文化観光スポーツ部をお願

いいたします。

９の34ページに、2020東京オリンピック・パラリ

ンピック選手輩出事業、ここに支援している事業、

新規ですが、実施件数がありますが、９競技23名と。

この９競技というのは具体的にどんな競技ですか。

○瑞慶覧康博スポーツ振興課長 昨年度、９競技団

体、23名に対して支援しておりますが、その内訳と

しましてカヌー競技２名、レスリング４名、ウエイ

トリフティング７名、ハンドボール３名、柔道１名、

ライフル射撃１名、ラグビー２名、陸上競技１名、

障害者スポーツ２名、以上の９競技団体、23名でご

ざいます。

○玉城武光委員 この競技名と競技者を選考すると

いうのは、どこかからの推薦があったのですか。

○瑞慶覧康博スポーツ振興課長 基本的には中央競

技団体というのがありまして、例えばバスケットだ

と、バスケットの日本代表を強化するところがござ

います。そこの指定選手を主に選びまして、さらに

県内からそこにはまだ入っていないのですが、もう
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少しで入れそうという有望競技についても推薦をい

ただきまして、その方々を体育協会の中で、またそ

ういう専門家の方々から選んでいただきまして、そ

ういう形での選考をしております。

○玉城武光委員 これを選考して強化は、トップア

スリートとか言われるのですが、その人たちはどこ

かに派遣して、派遣するための支援をするわけです

ね。合宿とかに派遣して。

この競技以外に今後出てくる競技というのは予想

されるのですか。

○瑞慶覧康博スポーツ振興課長 先ほど申し上げま

したように、指定選手というのは毎年行いますので、

その都度資料をいただきまして、毎年選考しており

ますので、今年度は選考に漏れていた方がことしの

活躍に基づきまして、来年度、また成績が伸びてき

た方につきましては、そういう方々が来れば、また

選考の中で配慮していくという形になります。

○玉城武光委員 一人でも多く県内からオリンピッ

クに行けるよう頑張っていただきたい。

次に９の44ページ、文化発信交流拠点整備事業な

のですが、この予算現額、執行額というのは、これ

は大きいですね。ほとんど執行しなかったと考えら

れるのですが、この執行減の原因をお聞かせいただ

きたい。

○下地誠文化振興課長 文化発信交流拠点整備事業

について説明いたします。

この整備を検討している浦添市にある組踊公園は

都市計画決定を受けた浦添市の都市緑地ということ

になっております。このため、当該公園内に施設を

整備するに当たっては、整備に係る条件整理などに

ついて、浦添市を初め、関係機関との調整が非常に

必要な状況になりまして、平成28年度についてはそ

ういった調整の時間を少し要したものですから、実

施計画策定業務として計上していた委託料800万円余

りを執行することができずに不用となった結果に

なっています。

○玉城武光委員 これは浦添市との調整がうまくい

かなかったのか。要するに選定する段階でなのか、

浦添市側が場所がちょっとということなのか、そこ

はどういう説明になりますか。

○下地誠文化振興課長 浦添市は要望がございまし

たので、その場所でということでは了解いただいて

いるところなのですけれども、先ほど申し上げまし

たように、都市計画の中に入っていまして緑化率と

いう縛りがございまして、それをクリアするために

いろいろ今、関係機関と調整しているところでござ

います。

○玉城武光委員 これはクリアできそうですか。

○下地誠文化振興課長 はい、クリアできるように

頑張ります。

○瑞慶覧功委員長 休憩いたします。

午後０時２分休憩

午後１時20分再開

○瑞慶覧功委員長 再開いたします。

午前に引き続き質疑を行います。

金城勉委員。

○金城勉委員 では質疑をさせていただきます。

まず、文化観光スポーツ部長、大型ＭＩＣＥ施設

についてですけれども、一般質問、代表質問でも大

分取り上げられたのですけれども、今、国との交渉

の状況どうですか。

○嘉手苅孝夫文化観光スポーツ部長 国からは、本

会議でもお話をさせていただきましたけれども、需

要推計の部分とか、周囲の受け入れ環境に関して御

指摘をいただきまして、その中で我々も、さらにもっ

とできる限りの精度を上げて、あるいは見方を変え

てデータを集めながら、さらに精度を深くした形の

資料をブラッシュアップといいますか、よくして、

それをもとに、また国とのパイプというのも継続し

てやりとりさせていただいておりますので、またそ

の調整、意見交換をさせていただこうと思っていま

す。

また加えまして、午前中にも申し上げましたが、

大型ＭＩＣＥ施設の経済的な影響・効果はサンライ

ズ東浜地域にとどまるものではなくて、離島も含め

て県民全体に及ぶ、そういう経済効果の大きい、高

いものということを県民の方々にも理解・周知を進

めながら、県民の皆様からも応援していただけるよ

うな施設を一日でも早く建設するための努力を続け

ていこうと思っています。

○金城勉委員 内閣府とのやりとりの中で、その採

算性、あるいは運営の見通し、さらには周辺環境の

整備、アクセスも含めていろいろ指摘があるのです

けれども、その指摘されている部分で、県の試算と

内閣府の期待するものとギャップがあってそういう

ふうになっているわけですよね。

その辺のギャップの埋め方というのはどうなので

すか。

○嘉手苅孝夫文化観光スポーツ部長 我々も、例え

ば採算に関しましても、我々だけの調査ではなくて、

全国的なそういった専門の機関、コンサルも含めま

して、あるいは展示関係の会社、専門の方々から情

報を得まして、６年目には採算のとれる数値になり

得るということも含めまして、詳細にある程度デー
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タをつくって提示したつもりでございますし、周辺

環境整備におきましても、その現状を踏まえながら

いろいろと県外、あるいは海外からの投資関連の企

業、会社、機関にお話をさせていただいたところ、

実際その現場に行っていただいたところも幾つかあ

るほど、その場所の魅力、魅惑に興味が行っていた

いだいたと。そういったこともつぶさに御提示をし

ているのですけれども、ただ内閣府から求められる

部分で企業秘密に当たる部分が結構あって―投資す

る部分でも今の段階では知られたくないということ

もあるものですから、そういった部分で内閣府の求

めるものと我々の提供するものと、ちょっと差があっ

たりするところですけれども、我々としては今でき

る限りの資料は出しているつもりですが、まだまだ

足りないということであればもっとさらに調査の中

身を厚くして―本来なら基本設計をさせていただけ

ればもっと細かな数値が出てくるはずなのですけれ

ども、今の段階でのできる限りの精査をして、さら

にまた内閣府にきちんと説明を続けていきたいと

思っております。

○金城勉委員 その辺の数値の部分で内閣府の認識

と皆さんの認識がかみ合わない。その結果、そうい

う一括交付金の活用ができない、設計の予算がとれ

ないという状況なのですけれども、これは今後の見

通しとして、どこでどういう打開策を考えています

か。

○嘉手苅孝夫文化観光スポーツ部長 まず我々は制

度の趣旨からしましても、一括交付金がこの事業に

該当すると。本会議でも申し上げましたけれども、

過去からの経緯というか、積み重ねがございますの

で、今年度まだ基本設計、時間的に間に合いますの

で、それをきちんと内閣府から理解をいただいて、

基本設計に交付金を充てていただけるように、繰り

返しですけれども、いろんなデータもさらにそろえ

ながら資料の中身をきちっと厚くして内閣府と調整

を続けていきたいと思っています。

○金城勉委員 これはタイムスケジュールとしての

めどはどうですか。

○嘉手苅孝夫文化観光スポーツ部長 本来なら今年

度で基本設計と実施設計まで行う計画予定ではござ

いましたけれども、ごらんのとおりまだこういう状

況ですので、ただ基本設計に関しましては今の段階

でも十分間に合いますので、まずは基本設計を今年

度目指して取り組みを進めているところです。

○金城勉委員 ぜひその辺のギャップを埋めて、何

とかこれが打開できるように期待しておりますので、

頑張っていただきたいと思います。

次、商工労働部に移りますけれども、今各業界問

わず人手不足というのが深刻な状況になりつつある

のです。特に介護部門における人材の確保というの

が非常に深刻らしく、最近関係者の方々から話を聞

く機会があったのですけれども、非常ににっちもさっ

ちもいかないような状態になっていると。だから、

外国人のそういう雇用を広げていきたいという話が

あるのですけれども、この分野における外国人の活

用というのはどんな状況ですか。

○下地康斗雇用政策課長 介護分野におきましては、

現在在留資格の中で専門的技術を有する外国人とい

う形で、介護についても、平成29年―ことしの９月

１日からの施行でありますけれども、介護福祉士の

資格を持っている外国人は、高度外国人材という形

で在留資格が認められることになっています。

それとあわせて、技能実習生制度の中でも介護の

技能実習というのがことしの11月からの施行で、介

護分野での技能実習というのが11月から始まります

ので、その技能実習をして、その資格を取って高度

外国人材という形で、在留資格を認めて、介護分野

で介護福祉士として活用してもらうという形で、国

の施策として進められているところです。

○金城勉委員 この分野は国が窓口となって募集を

かけたりマッチングしたりということがあるようで

すけれども、これは国の機関だけで各都道府県を補

えますか、カバーできますか。

○下地康斗雇用政策課長 県の子ども生活福祉部で

介護分野の人材育成については、そのような研修と

かそういったものの助成とかを行って、介護福祉士

の養成というのは県でもやってございます。

それと新たに技能実習として、介護分野に加わる

部分については、県内の介護関係の機関が、管理団

体が、県内で管理団体というところで手を挙げる機

関がいるのかどうかも含めて、これは子ども生活福

祉部とも連携しながら、県内で管理団体で技能実習

ができるような協力体制ができるのかも含めて連携

して検討してまいりたいと思います。

○金城勉委員 介護施設の関係者の皆さん方からこ

ういう相談は受けたことはないですか。

○下地康斗雇用政策課長 雇用の関係では直接受け

てはございません。

○宮平道子労働政策課長 技能実習制度につきまし

ては、管理団体というところを通して海外からの実

習生を受け入れる制度になっておりますが、今現在

直接県で、こちらで受けているということはないで

す。この制度、こちらを通してという制度ではござ

いませんので、そういうこともあってということに
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なるかと思います。

○金城勉委員 では福祉関係のところとも連携が必

要なのでしょうけれども、やっぱり現場の話を聞く

と、人手不足が非常に深刻で場合によっては許され

た範囲のベッド数も制限して受けなきゃいけないと

か、利用者の制限もしなきゃいかんとか、そういう

ところまで来ているらしいのです。だからそういう

意味で、外国人の雇用も積極的に進めていきたいと

いう相談でしたので、これはぜひ子ども生活福祉部

あたりとも連携を図りながら検討いただきたいと思

います。

次に、海底鉱物資源のことについて伺いたいので

すけれども、何月でしたか、ことし海底鉱物を大分

大量に揚げましたね。その辺の状況を説明いただけ

ますか。

○喜友名朝弘産業政策課長 国ではことしの９月

26日に、沖縄近海で海底熱水鉱床の採鉱・揚鉱パイ

ロット試験を実施したと。そして、これが世界でも

初めてなものですから、連続の揚鉱に成功したとい

う説明を受けております。マスコミにもたしか、新

聞にも載っていたと思います。

○金城勉委員 これは、今後の見通しはどうですか。

○喜友名朝弘産業政策課長 これも国の情報ではあ

るのですけれども、昨年ちょっと古いのですが、伊

是名海穴で鉱物資源量が約740万トンということで、

非常に大きい量があって、そして中身も―まだ今調

査中ではあるらしいのですが、非常に有望な資源が

あるというところであります。ただ先ほども申しま

したように、世界でも初めて、日本でも初めてとい

うことで、国も非常に慎重に行っておりまして、有

望な資源はもちろんあるのですけれども、ヒ素とい

いますか、害のあるものも何かあるらしいので、マ

グマからの資源ですので。その辺もじっくり検査を

しながらやっていくという形で、情報も全て県にい

ただいているわけでもなくて、情報も出せるものは

出しながら、また混乱させたらいけないものは抑え

つつ、安定化を図りながら進めていくということの

ようでございますので、まだ我々も動きがしにくい

ところでございます。

ただ連携はとりながら、いただける情報は県とし

てはいただいているところです。

○金城勉委員 当然、将来的な産業化というのが重

要になってくるのでしょうけれども、その長期的な

見通し、あるいはまた、そこに県がどうかかわって

いけるのか、その辺のところは今の時点ではどうで

すか。

○屋比久盛敏商工労働部長 今、課長がおっしゃっ

たように実験が始まった段階というか、揚鉱といい

ますか、大量の鉱物を引き揚げて、それを製錬まで

持っていくという一連の実験ということで始まって

おります。そういう意味で我々がどこまでかめるか

というのは去年、一昨年あたりから調査も入れて沖

縄県で何ができるかということをＪＯＧＭＥＣなり

と意見交換はしています。

ただ、鉱物の製錬に当たっては、彼らも既存の製

錬所、もしくは過去使っていただろうという施設を

再稼働させながらやっていくという形にしているも

のですから、あれだけの施設を沖縄県ではすぐつく

れないだろうと考えていますので、ではまずは何か

らできますかと。実験のための母港の話は一応協力

はしました。次にそこから、この研究の最初とって

きたところの倉庫をつくるのかとか、そこら辺の話

をまずやっています。

さっき言った最初のヒ素ではないですけれども、

そこを洗い出す、選鉱する場所が必要なのかとか、

そういうことをやっていますので、まずはそこら辺

できることから提案していって、我々もその次の段

階、段階の産業化といいますか、クラスターといい

ますか、そこら辺に向けて頑張りたいと思っていま

す。

○金城勉委員 これは長期的な話ですから、今すぐ

具体的なことにはならないでしょうけれども、ぜひ、

沖縄県がかかわって産業化できるように。将来的な

期待をしておりますから、頑張ってください。

○瑞慶覧功委員長 大城憲幸委員。

○大城憲幸委員 まず成果報告書８の７ページ。

産業振興と雇用の創出・安定になっています。う

るま市のほうです。

この事業は、立地する企業の初期投資を抑えて企

業誘致を図るということなのですけれども、先ほど

も議論がありましたように、例えば海外ビジネス受

入体制構築事業とか、企業誘致促進事業という意味

では沖縄は経済もいいし、非常に進出意欲が高いと

いう話は最近よくあるわけです。そういう中で、一

括交付金で工場をつくってあげて、初期投資を抑え

ますからぜひ沖縄に来てほしいというのはどうも違

和感がある。またこれは新規ですから、やっぱりこ

れだけ企業が来てくれるのだったら、逆にどんどん

沖縄に投資してもらって、税金を納めてもらうとい

う意味では、そういう状況と、この事業を新たに始

めていくという部分で少し違和感を感じるのですけ

れども、その辺の考え方をお願いいたします。

○平田正志企業立地推進課長 おっしゃるとおり企

業誘致の観点からは非常に関心が高まっているので
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あれなのですけれども、賃貸工場に関していいます

と、対象業者は製造業になってくると。沖縄の低調

な部分でありますから、製造業になっておりますけ

れども、その分野では設備投資―製造業の企業が立

地するに当たって建物も建てて、さらに製造業の場

合はラインの製造というのは相当コストがかかる中

で、実際はなかなか立地していない状況です。

現状も、午前中説明させていただきましたけれど

も、特別自由貿易地域に分譲地と賃貸工場を合わせ

て63社来ている中で、賃貸工場に来ていただいてい

るのが46社で、現時点では49社にふえているのです

けれども、77.8％ぐらいになっていると。

そういう意味では、製造業を誘致するインセンテ

ィブとしては非常に効果があるものなので、これか

らも必要に応じて整備する必要があると考えていま

す。

○大城憲幸委員 現時点で約73％。あとこれは63区

画が埋まるまではこういう形で最後まで進めたいと

いう考え方なのですか、

○平田正志企業立地推進課長 数字を申し上げます

と73％、現時点、10月時点では77.8％台に達してお

ります。その一方で分譲のニーズも高まっています

ので、分譲地を活用して物流関連の企業が立地する

ニーズも高まっていますので、そことのあんばいを

考えながら―ただ私どもとしては付加価値の高い製

造業の誘致というのは必要だと考えてますので、均

衡を図りながら整備を検討していきたいと思ってい

ます。

○大城憲幸委員 終わりますけれども、やっぱり違

和感がある。言っていることはわかります。やっぱ

り製造業弱いですから、沖縄は。沖縄の力強い経済

をつくるためにも付加価値の高い製造業というのは

必要ですけれども、やっぱり今ほんとに、一括交付

金でつくってあげてそこに入ってくださいというの

はどうなのかというのはやっぱり感じますので、取

り組みをよろしくお願いします。

次に進みます。午前も議論があったクリーンエネ

ルギーの件、８の36ページです。

まず１点、久米島で取り組みを試験的にやってい

るのですけれども、そこは課長の答弁でちょっとがっ

かりきたのですけれども、一般家庭分で5.5世帯分し

かないから余り現実的ではないという話だったと思

うのです。再度この実証実験に関してどういう感覚

を持っているのか。

私は、50から100キロワットになって充実してきて

いるという認識なのですけれども、再度答弁をお願

いします。

○喜友名朝弘産業政策課長 午前にお話しましたの

は平成27年度の年間の総発電量で１万9784キロワッ

トアワー、一般家庭の5.5世帯に相当すると説明しま

した。

最近の平成28年度の総発電量は、約２世帯分とい

うことで、この理由としましては、発電が台風の影

響でコンピューターが故障したりとか稼働ができな

かったということで、非常に少なかったのです。例

えば年間運転資金が大体3000万円弱かかっているの

ですが、それで5.5世帯ということです。

当初の目的としては、海洋温度差発電の必要なデー

タをとるという目的でやってございますので、必要

なデータはもうおおむねとれているということです

ので、予定どおり今回の事業としては一旦終了せざ

るをえないと考えております。

○大城憲幸委員 確認ですけれども、私平成29年度

までと認識していたのですが、これ平成30年までに

延びたのですか。

○喜友名朝弘産業政策課長 もともと平成29年、平

成30年ということで予定していたようでございます。

○大城憲幸委員 平成25年から始めてもう最終に

なっているのですけれども、私の認識では61カ国、

7000人以上の皆さんがこの活用について見学に来て

いますと、そしてハワイとも連携しながら、温度差

発電だけではなくて、水素の活用についても複合的

に佐賀大学なんかと先進的な研究をしていますと、

非常に可能性があると聞いているものですから、今

のお話を聞いてがっくりきたのですけれども、県と

してはその認識でいいのですか。それともそのプラ

スアルファの部分というのはどう認識しているので

すか。

○喜友名朝弘産業政策課長 午前も御説明したので

すが、電力関係としてはそういった形なのですけれ

ども、ほかにも海洋深層水を農水産業に活用すると

か、場合によっては別のところで活用するとかいう

のは、またこれから意見交換をして議論をしていか

ないといけないだろうとは思うのですけれども、私

どもの課で所管している発電に関してのみは非常に

採算性はよくないという結論になっています。

○大城憲幸委員 沖縄総合事務局が調査をした海洋

深層水を利用した地域活性化可能性調査報告書とい

うのは読みましたか。

○喜友名朝弘産業政策課長 はい、確認してござい

ます。

○大城憲幸委員 ここにあるように、発電のところ

は試験だから加味しなくても十分に経済性がとれる

と。久米島地域の雇用に関する影響、あるいは経済
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に関する影響というのは非常に大きなものがあると

いうものが多く出ているわけです。

そういうものを見た場合、企画部から始まって農

林水産部が管轄して、あくまでもこちらは実証試験

だからみたいな話はあるのだけれども、やっぱりみ

んなでいいところを集め合って前向きにやるべきと

ころを、今みたいな発電だけ見ると「だめだね」み

たいな話になると、なかなか後ろ向きに聞こえてし

まうわけですよ。

これができたから久米島が元気になったと、そう

いう可能性がある非常にポテンシャルが高い事業だ

と思うのですよ。その辺は前向きに進めるべきだと

思うのですが、その辺に関して再度お願いします。

○屋比久盛敏商工労働部長 課長が答弁したとおり

実証実験ということで始めてきたわけですけれども、

結局どれだけの電力がとれるか、それからあと経済

性に持っていけるかということのデータだと思いま

す。

今の段階では、本当に今と同じような電気の値段

でこれが供給できるかというと、相当な、逆に言え

ば高コストな電力供給になってしまうというのがあ

る程度見えているというところから、我々としては、

ここについては一旦閉めたほうがいいのではないか

という形でございまして、海洋深層水の、先ほどの

調査の中で言われているような事業というのは、そ

れはそれでまた別の話で検討していくべきものでは

ないかと思っています。

○大城憲幸委員 終わりますけれども、やっぱりそ

れだけで終わるのではなくて、電力の部分で入口は

使います。その後で、この冷たい部分は農業に活用

します。そして出てくる部分はと。これを複合して

やることによっての可能性というのは残しているわ

けですよね、この課題のところでも。その辺は、電

力の部分、そしてそれを複合的に一緒にやりましょ

うみたいなことは、結局どこが所管するかでまた今

後もめると思うのですけれども、せっかくここまで

お金をかけて調査してきた実績もある部分ですから

前向きに進めていただきたいと思います。

文化観光スポーツ部に進みます。

９の１ページ、簡単にお願いします。

高付加価値型の観光ということで、観光客数はた

くさんふえたのですけれども、やっぱりきちっとリ

ピーターもお願いするし、当然付加価値の高い観光

というのはあると思うのですが、こういう事業はえ

てして補助金があるときはやるのだけれども、切れ

てしまうと終わりというのが多い気がするのです。

その辺について実績は１万6000名誘致しましたと

言っていますけれども、どのように継続してこの事

業を生かしていくのかをお願いします。

○平敷達也観光整備課長 委員御指摘のとおり、観

光客の皆様の滞在中にどれだけ消費していただくか

とか、そういうことが重要でございまして、本事業

において消費額の向上、及び滞在日数の延伸を図る

ために、体験型観光商品の開発や一般観光よりも経

済効果の高いＭＩＣＥパーティーメニューなどの開

発等を行っています。

この事業については、実際に３年間は事業ができ

るということを前提にやっていまして、３年やると

ころもあれば、１年で自走するところもございます。

そして、実際に大きく効果を出しているところがご

ざいます。

例としては、ＭＩＣＥのパーティーメニューとし

てやっているガンガラーの谷が南城市にございます

が、そちらなどは平成28年度の事業では4500人のお

客さんを集めてございます。実際の経済の効果とし

ては３億3883万円という形でやっておりまして、既

にもう１年やったのですけれども、もうこれは自走

していて世界中にアピール発信しているところでご

ざいます。

○大城憲幸委員 もう言いたいことは最初に言いま

したので、そのとおりで、いい事業だと思いますの

で、ぜひ充実していくようにお願いをします。

次に９の７ページ。、

先ほどもあった教育旅行、修学旅行の件ですけれ

ども、子供たちが減る中で、去年だったか、一度全

体としての数は減ったのですけれども、平成28年度

は増加したということです。直近の状況としては数

的にはどんな感じになっていますか。

○糸数勝観光振興課長 平成28年の修学旅行者数は、

44万2113人です。前年の平成27年が43万8854人です

ので、差し引き3259人、率にして0.7％の増となって

おります。また学校数につきましても41校の増となっ

ております。

○大城憲幸委員 民泊の安全・安心を確保したいと

いうことで、ガイドラインなどをやっているのです

けれども、このうちの何割ぐらいが民泊を利用して

いますか。

○糸数勝観光振興課長 約４割が利用しております。

○大城憲幸委員 去年もこの議論させてもらったと

思います。

大体４割ぐらいということになっていると思うの

ですが、今後この割合というのはふえていくのです

か。海外からの誘致というのもあるのですが、その

ニーズというのはどのように捉えていますか。
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○糸数勝観光振興課長 民泊については、ホテルの

宿泊と民泊、組み合わせた規模が非常に多いので今

後もふえていくと理解しております。

○大城憲幸委員 課長ともやったかな、担当者とも

何度も議論したのですけれども、今度のガイドライ

ンでも、民家に対して「簡易宿泊所の許可をとりな

さい」というような部分で力を入れているのですが、

この中間事業者に対して私はもっと指導あるいは規

制を含めて、あり方を議論するべきではないかと話

をしているのです。

やっぱり農家民泊、何とか民泊といっても、なか

なか専業で農業をしている人が子供たちを受け入れ

る環境はつくりにくい中で、今後ニーズがふえても

民家が集まらない状況になっているのではないかと

いう気がしているのです。

ここでいう安全・安心はどうしても守らないとい

けない。だけれども、やはり責任のある事業者との

もっと連携、あるいはそこら辺の指導というのは強

化するべきではないかという話を前にもしたことが

あるのですけれども、その辺についての考え方をお

願いいたします。

○糸数勝観光振興課長 今回、教育旅行民泊指針と

いうことで、どういった経緯でつくったかというこ

となのですが、やはり受け入れ民家、あるいはその

総括している団体においては、安全対策についての

意識のばらつきがあります。そういったことから、

我々としては非常に課題であると認識しておりまし

た。

そのような中から、今現在、修学旅行協議会を設

けておりますが、その中の下に下部組織として民泊

教育旅行分科会、その中で議論しました。こういっ

たガイドラインが必要だろうと。その構成している

メンバーというのは主にそういう教育民泊を実施し

ている団体が構成メンバーとなっていまして、現場

の意向を反映していると。

委員おっしゃるように、その統括する、あるいは

コーディネーターといっていますけれども、コーデ

ィネーターに対しては、指針の中では県の研修を受

けてくださいと、そして各民家に対してみずから受

け入れのマニュアルをつくって、それを周知徹底し

てくださいと指導しておりまして、これをやること

によって、民泊の安心・安全が確保できるのではな

いかと我々は理解しております。

○大城憲幸委員 子供たちの命を預かる事業ですか

ら、それは安心・安全が第一です。ただやっぱりそ

こを民家に負担をかけるのかというのは意見、認識

が違ったりしますので、その辺は継続的に議論をし

ていきたいと思いますのでよろしくお願いします。

最後の１点、ＭＩＣＥの件です。

９の25、26ページの議論は先ほどありました。

先週通告はしたのですけれども、その後できょう

の午前の議論とその後の事実に基づいて、財源確保

という視点から少し確認したいのですが、おととい

奥武山に２万人のサッカースタジアムの記事が出た

ものですから、私も県民から指摘を受けて―先ほど

来、部長も言うように、今課題は国との話し合い、

財源をどう確保するかというところで、平成28年の

中でも一括交付金で購入予定の土地も結局それがか

なわなかった。

そういうときに、今この総事業費178億円の一括交

付金を活用してＪ１規格のサッカースタジアムをつ

くりたいというものが出てくるのが少し違和感があ

るのですけれども、この辺については、何でこの時

期なのですか。今じゃないと間に合わないというこ

とで出てきたのか。これは通告してませんから、現

時点で答えられる範囲でお願いしたいのですが、お

願いします。

○瑞慶覧康博スポーツ振興課長 Ｊ１リーグにつき

ましては、平成27年度ごろから那覇市と一緒に準備

を進めておりましたが、那覇市ではなかなか進まな

いということで、昨年度から県が主体になりまして、

整備に向けてやろうということで、昨年度から整備

に向けての基本計画をことしまでに向けてつくった

ところでございます。

もう一つは、沖縄からＪ１を出すためにはＪ１の

施設がないと幾ら優勝してもＪ１に上がれないとい

うこともありますし、沖縄の今までの施設というの

はどちらかというと運動するほうが主役で、見るほ

うの観客が主役になるようなもの、そういうエンター

テインメント的なものとか、産業的な視点が欠けて

いたこともありまして、今後はこういうものから沖

縄県の経済を活性化させていくとか、そういう方面

からの視点がありまして、早目にＪ１はつくる必要

があるのではないかということがありまして、現在

それに向けて準備を進めているところでございます。

○大城憲幸委員 １点確認しますけれども、Ｊ１出

したいというのは一緒です。ただ、今回ＦＣ琉球が

Ｊ２に昇格基準を満たしたという報道もあったので

すけれども、それとこの事業というのは何か関連は

あるのですか。

○瑞慶覧康博スポーツ振興課長 ＦＣ琉球につきま

しては今Ｊ３でございますが、そのＪ３になったと

きも、当時はＪ２とＪ１しかございませんでした。

Ｊ２になるためにはＪ２の施設が必要ということで、
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沖縄市の総合運動公園をＪ２規格にしてございます。

それからまた今回Ｊ２の資格というのはＪ２になる

資格があるということでありまして、今度Ｊ２に上

がるためにはまた成績も伴わないと上がらないので

すが、逆に優勝しても上がれない状況が起こります。

今の状況でもし行きますと、あと二、三年してＪ２

に上がり、また中で強化して二、三年後に上がろう

というときには、五、六年後には最短でもしＪ１に

行こうとしてもＪ１施設がないと行けないという状

況もございますので、どうしてもその辺の方向も考

えながら、我々としてはまた、これまでそういうＪ

１用の専用のサッカー場が沖縄県には１個もないも

のですから、陸上競技場とかはいっぱいあるのです

けれども、県内に総合的な陸上競技場とか、そうい

う沖縄県全体の視野で、市町村は市町村の住民に対

する視野がありますが、県としては県全体の視野で

のサッカーの振興とかいろいろ考えた場合にＪ１ス

タジアムの整備が必要という形での議論の中で今準

備を進めているところでございます。

○大城憲幸委員 今言ったＪ１が子供たちの夢をと

いうのは同感です。ただこの経営計画を見ても、収

入のところを見ても、今のＦＣ琉球の収入なんかを

見てもなかなか厳しい中で、年間収入が約１億8900万

円から１億5000万円とか、経営したら赤字は１億円

から２億円になりますよとかいうのがあるのですよ

ね。だからオリンピックも控えてラグビーも一緒に

というのもわかるのですけれども、財源確保という

意味では、その中ではコンサート会場なども幅広く

活用してという話になると、財源論の中ではＭＩＣ

Ｅの事業に集中すべきなのではないかという意見は

どうしても出てくるのです。その中でまた178億円の

一括交付金の活用を検討しますとやってしまうと、

県民の思いとしてもぶれてしまわないかということ

で、私は何でこの時期かという違和感があったので

す。

その辺について部長答えられる範囲で、最後にお

願いします。

○嘉手苅孝夫文化観光スポーツ部長 サッカースタ

ジアムに関しましては、スポーツ振興という観点か

らの議論もございました。まさにその収益に関しま

しては、委員もおっしゃったとおり、単なるスタジ

アムだけでは試合のある日にしか人が来ないという

ことからしますと、あの場所が非常に市街地に近い、

空港も近いという場所の利便性を生かしながら、試

合のない日でもお客さんが集う、例えば複合施設、

エンターテイメント施設、商業施設を入れて国場川

沿いを生かしながら、そこに集うことによって、何

とか運営も含めて安定的な財源ができるかという視

点で、できないかということも含めまして今いろい

ろと検討しているところでございます。

○瑞慶覧功委員長 西銘啓史郎委員。

○西銘啓史郎委員 まず両部にまたがる質疑からし

たいと思いますけれども、両部長、各平成28年度の

執行率、それから繰越率、不用率がありますけれど

も、県全体の数字とそれから各部局との対比は把握

されていますか。自分たちの部以外の数字は。

○屋比久盛敏商工労働部長 今、細かい数字は持っ

ていませんけれども、去年あたりから一括交付金の

執行率の問題がございましたので、今、総務部を中

心に部局長会議、その中で毎月細かく執行率をチェッ

クしようということで各部から出してきます。その

中でどこが進捗してないというのが見えてきます。

昨年はうちはＭＲＯ―航空整備施設の問題があった

ので、私どもが１番びりでした。ところがことしは

ＭＲＯ―航空整備施設が順調に進んでいるものです

から、うちの部としては上に上がってきているとい

う状況は把握しております。

○嘉手苅孝夫文化観光スポーツ部長 おおむね今の

商工労働部長と同じ話ですけれども、また別途、ま

た資料等も見つけながら他部局の状況は把握をして

いるところでございます。

○西銘啓史郎委員 何が言いたいかというと、私も

この委員会の委員ですから３つの部を見ていますが、

全体的なものを見るというのが１つと、県全体と比

較して他部署がどうなのかとか。この間決算特別委

員会で聞きましたが、九州各県と比べてどうなのか

ということも聞きました。監査委員からは例えば不

用率ですけれども、九州の熊本県と沖縄県を除く不

用率は幾らぐらいだと思いますか。把握していない

なら把握していないでいいです。

○屋比久盛敏商工労働部長 新聞によりますと、沖

縄県のほうが高いと。九州のほうが低いということ

で、パーセントでいうと倍ぐらい違うという話があっ

たかなと思います。

○西銘啓史郎委員 監査委員の報告ですと、熊本県

と沖縄県を除いた九州平均の不用率は0.8％だそうで

す。沖縄県全体で幾つですか、今。

○屋比久盛敏商工労働部長 数字はわかりませんけ

れども、それよりも高いと。

○西銘啓史郎委員 ぜひ部長クラスは県全体の数字

ぐらいは把握するべきだと思います。2.1％です、今

年度。昨年度が2.2％。

改善はされているものの、やはり監査委員から指

摘されたように、各部局の予算の執行の仕方、それ
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から特に商工労働部でいうと特別会計の不用額が

8.1％でずば抜けて高いのですけれども、県全体の特

別会計の不用率は何パーセントですか。

○屋比久盛敏商工労働部長 これについて把握して

いませんけれども、特別会計の場合はいろいろ事情

がございまして、不用になった分はまた特別会計に

戻りますので、そこからまた使うということで、回っ

ていくお金だと考えております。

○西銘啓史郎委員 商工労働部の不用率が特別会計

で8.1％、県全体が0.8％なのです。ですからいろん

な理由があるにせよ、そういった数字のこだわりと

いうか、監査で指摘されるような―私は監査委員に

も聞きました。「部局別に監査の指摘はしているので

すか」と言ったら、「していない」と言っていました。

ですから僕は、監査は全体を見て、各部局ごとの話

はしないのかもしれませんけれども、最低限部長は

自分の部局、他の部局の比率を見ながら、ある意味

通信簿ではないですけれども、他の部局と比較して

うちの部がどうなのだというのは把握をしながら、

ぜひこの１年間の総括をしていただきたいと思いま

す。

今度は成果報告書に関することで、共通のことを

話したいと思います。

フォーマットが大変見やすくなりましたありがと

うございます。これについては財政課にお願いをし

て、幾つか修正されました。ただし、まだ不十分な

点があるので、財政課にはもう一度要請をしたいと

思いますけれども、農林水産部にも要請したので同

じことを言っておきます。

この目次のページの事業ごとのところに担当課を

記載してほしい。事前に課に詳細を聞けますので、

担当課を記載してほしいということ、それから目次

のページの最初に新規とか継続と書いてませんけれ

ども、新規だけでも書いてほしいということ、ナン

バリングをできたらしてほしいということを正式に

は財政課に要請したいと思いますが、こういったこ

ともお願いしたいと思います。

共通のところは以上ですけれども、あとは商工労

働部先に行きます。商工労働部にはまず全体の話か

らお願いしたいと思います。

商工労働部としていろんな企業の誘致とか地元企

業の育成みたいなものもあると思うのですけれども、

全体の、一般会計予算約330億円のうち、昨年度306億

円執行したうちで、企業誘致と県内育成というのは

どれぐらいの比率ですか、大まかにいうと。

○屋比久盛敏商工労働部長 企業誘致の部分は、款

項目で捉えられるのですけれども、課の予算としま

しては306億円に対しての６分の１ぐらいの予算で企

業誘致を行っているということでございます。

○西銘啓史郎委員 残り６分の５は県内企業のいろ

んな育成とか、販路拡大とかそういったところに使っ

ていると理解していいですか。

○屋比久盛敏商工労働部長 企業誘致がやっている

部分以外のほかの課が事業をやっている部分だとい

うことです。

○西銘啓史郎委員 いろんな重点施策を見ている中

で、先ほど大城憲幸委員からもありましたけれども、

何というか、当初の計画と余りにも執行が低い。例

えば具体的に言うとさっきの成果報告書８の７ペー

ジの新規事業でありますけれども、予算額８億4000万

円に対して6200万円しか執行していなくて、7.4％の

執行率だと思うのです。要は課題の中にニーズとの

ミスマッチが発生してと書いてありますが、この予

算をつくるときに、年間で６棟の建設をするという

計画をして、１年間でできるという全体的な計画が

もしあったとしたら、その段階で課題や要望を踏ま

えてなかったというのは僕はちょっと非常に不思議

なのですけれども、そういう理由でよろしいのでしょ

うか。

○平田正志企業立地推進課長 賃貸工場整備事業に

ついては、平成28年度から平成29年度の２カ年の事

業として計上しておりまして、平成28年度は設計と

一部の工事の着手ということで事業を進めておりま

ます。

今回執行率の面で低調だったということに関して

は、整備のうちの６棟を整備をする予定であります

けれども、そのうちの４棟について、床の耐荷重で

あるとか、設備機器の仕様を見直したことによって

追加の検討が必要になって不測の日数を要したこと

から設計業務がおくれ、伴って工事の発注がおくれ

たことによって繰り越しをしたということでありま

す。

○西銘啓史郎委員 では来年度にはちゃんと課題や

要望、ニーズのミスマッチもなくしてできるという

理解でよろしいのでしょうか。

○平田正志企業立地推進課長 今工事に着手しまし

て、契約は進行しておりまして、来年度の２月には

竣工するということで進めています。

○西銘啓史郎委員 次８の６ページを質疑したいの

ですが、いろんな講座を実施して、ＩＴの人材育成

だと思いますけれども、これは企業への補助という

理解でいいですか。講座を開いている企業への補助。

○盛田光尚情報産業振興課長 ＩＴ人材力育成強化

事業という事業で、県内のＩＴ関係団体、いわゆる
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公益社団法人沖縄県情報産業協会に補助事業者とし

て決定しまして、それで団体に補助をしている事業

で、１企業に、個別個別に補助を出しているといっ

たものではございません。

○西銘啓史郎委員 当初予算額でいうと、140講座の

予定ですけれども、１講座は幾らぐらいですか、計

算すると。

○盛田光尚情報産業振興課長 この講座が実はＯＪ

Ｔ講座であるとか、座学講座、それから資格取得講

座、それともう一つＰＢＬ講座―プロジェクトベー

スドラーニングと申しまして、実案件をとるために、

前もって県内企業の発注元である企業様の案件をと

るために、県内の企業が本当に開発業務ができるか

という中で先方から沖縄に来ていただいて、そういっ

た講座、人材育成をやるといった大きく分けて５種

類ございまして、その昨年の講座の実施、全体が、

181講座になっております。

ですから、決算額がございますけれども各講座講

座で単価が違うのですが、そこは平均で１講座当た

りということでお出ししても構いませんか。

○西銘啓史郎委員 何が言いたいかというと、単純

計算すると予算では１講座100万円ぐらいなのです

よ。実際実施したのは180講座だと74万円ぐらいにな

るのですが、総額が幾らでそれに対する補助が幾ら

かわからないけれども、相当高いような気がする、

補助額が。だから本当に中身をどう見ているのか、

実際それがどれだけ効果があるのか精査していただ

きたいと思いますので、これは指摘として申し上げ

ておきます。

商工労働部はいっぱいあるのですが、時間がない

ので。細かいところ、わからないところは各部局に

聞きたいので担当課を教えてください。

それでは文化観光スポーツ部に行きます。

文化観光スポーツ部の事業の中で、全部で45事業

の主要施策がありますけれども、ビューローへ委託

している事業はどれですか、この中で。

○嘉手苅孝夫文化観光スポーツ部長 事業数全体

45のうち、ビューローに委託しているのは14施策で

ございます。

○西銘啓史郎委員 左側に番号が打っていれば、何

番、何番って言ってほしかったのですが後で結構で

す。またどこかの機会で見たいと思います。

９の４ページ、これをちょっと質疑したいと思い

ますが、決算額が９億9000万円のうち８億8500万円

ありますね。その中で旅行商品造成への支援だった

り、旅行博への出店であったり、メディアでの広報

宣伝と書いてあるのですが、そのおのおのの内訳は

わかりますか。

○糸数勝観光振興課長 この国内需要安定化事業は、

細事業として同名の国内需要安定化事業ともう一つ

が細事業として沖縄観光ブランド戦略推進事業の

２つに分かれております。

細事業の国内需要安定化事業は総額で８億8519万

6000円です。内訳としては報酬が147万5000円、旅費

が277万1000円、委託料が８億8095万円で、もう一つ

の沖縄観光ブランド戦略推進事業が委託料で合計で

１億500万円となっています。

○瑞慶覧功委員長 休憩いたします。

（休憩中に、西銘委員から各個別事業の決算

額を答弁するよう指摘があった。）

○瑞慶覧功委員長 再開いたします。

糸数勝観光振興課長。

○糸数勝観光振興課長 各個別事業ごとにはないの

ですが、季節キャンペーンというくくりで、３億

9174万7621円、路線別連携プロモーションで２億

6905万6829円、その他プロモーションで736万5360円、

沖縄観光新規需要創出プロモーションで1854万

3471円、九州・中部地区開拓事業で116万1586円等に

なっております。

○瑞慶覧功委員長 休憩いたします。

(休憩中に、西銘委員から、旅行商品造成に対

する支援で、何社の旅行社に幾ら支援したの

か答弁するよう指示があった。)

○瑞慶覧功委員長 再開いたします。

糸数勝観光振興課長。

○糸数勝観光振興課長 旅行会社連携プロモーショ

ンという事業はあるのですが、今この費用は出して

おりません。申しわけありません。

○西銘啓史郎委員 数字は必ず出してください。

それともう一つ、ほかのＰＲやマスメディアのこ

とも、今わからなければ後で数字をください。

旅行社の費用がわからなければ、エージェント会

社にどんな商品をつくらせて、集客が何名だったの

かという数字もわかっていないということですか。

○糸数勝観光振興課長 この旬香周島おきなわキャ

ンペーンというのは、さまざまな事業を行っていま

して、例えば旅行博、イベントへの観光ＰＲブース

出店、テレビ、雑誌、ウエブ、マスメディア、そう

いった全ての事業についてはちょっと把握しており

ませんが、旅行関係プロモーションについては、９社

25企画ありました。その中で総客数が２万333人の集

客がございました。

○西銘啓史郎委員 毎回申し上げるのですけれども、

費用が幾らかわからない中では評価のしようがない
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のです。旅行社に対する支援の額が幾らかというこ

とと、やはり前回も何かで商品数が何件あったとい

うことを評価したと思うのですけれども、最後は人

数を幾ら集客したかが一番大事だと思うのです。恐

らく８億円の中でも―数字がわからないので何とも

言えませんけれども、旅行社への支援が仮に１億円

なら１億円かけて２万人の集客ということですよね、

恐らく。ですから、こういったものについては、必

ず費用対効果というのですかね。それから旬香周島

キャンペーンがどれだけの期間やったのかわかりま

せんけれども、旅行社はもともとそういう支援がな

くても旅行商品をつくります。旬香周島というキャ

ンペーンロゴを入れることで県から支援がもらえる

ということもあるかもしれませんけれども、この辺

についてやはり文化観光スポーツ部としてしっかり

見ておいてください。こういうことは全てにつなが

りますけれども、そういう支援がなければ商品をつ

くらないということがないようにしてほしいのです。

全ての事業がそうですが、支援があればやるけれど

もなかったらやらなくなるってことは、言葉は悪い

ですが、ある意味麻薬になってしまってもよくない

ので、これはぜひ中身をチェックしてください。

それと最後にちょっと９の26ページです。

ＭＩＣＥの件ですが、見方によっては70億円をそ

のまま使ったように見えますが、これは別に沖縄振

興特別推進交付金事業で使ったということではない

ですよね。

○平敷達也観光整備課長 委員御指摘のものは当初

は一括交付金を使って用地を購入する予定でござい

ましたが、結果として内閣府との調整がなかなかう

まくいかなかったというか、もともとこれが特別会

計で整備した港湾の施設用地だったものですから、

それを購入するのに一括交付金はいかがなものかと

御指摘がございましたので、結果としては財源を県

債等に振りかえて使用しています。

○西銘啓史郎委員 この書き方だと右側に星印がつ

いていて、下の枠外に一括交付金を使ったというふ

うに見えるではないですか、この70億円が。12.7ヘ

クタールの購入を行ったと。これも額も入っていま

せん。そういう勘違い、要は県債なら県債できっち

り明記していもらいたい。こういった星印で見る人

によっては、これは一括交付金で買ったと見えかね

ないので、ここはきっちり修正するなり訂正をして

もらいたいと思います。

あと１点だけ。９の28ページなのですけれども、

多言語コンタクトセンターの運営がありますよね。

これはいつからどこで何名ぐらいで、それから運営

時間というか、そういったものがわかれば教えてく

ださい。

○糸数勝観光振興課長 多言語コンタクトセンター

は平成22年10月から運用しております。設置場所と

しましては今年度から沖縄観光コンベンション

ビューロー内に設置しております。

参考までに申し上げますと、平成27年度から平成

28年度は那覇空港国際線観光案内所。平成26年以前

は委託しておりました通訳事業者の事務所内に置い

ておりました。

体制としましては、外国人観光客の問い合わせに

対しましてビューローが観光案内や情報提供を行い

まして、東京にありますＮＥＣネッツエスアイとい

う委託事業者が多言語を通訳して行うという３者間

同時通訳となっております。人員についてはビュー

ローが６名、３交代シフト制です。１日３名が出勤

します。ＮＥＣが４言語シェア―ド体制ということ

で、これは複数の委託企業からの通訳を同時に行う

ものです。

営業時間としては９時から21時の365日対応、利用

状況としては、平成28年度で年間7756件の利用があ

りました。対応言語としましては英語、中国語、韓

国語、タイ語の４カ国でございます。

○西銘啓史郎委員 やはり外国人の受け入れも非常

に大事なので、こういったセンターというのも必要

だと思います。いろんな対応がきっちりスムーズに

できるようにお願いします。

○瑞慶覧功委員長 砂川利勝委員。

○砂川利勝委員 平成28年度歳入歳出決算説明（商

工労働部）の資料の７ページ、朝も出たのですが、

収入未済額が37億2600万円余りありましたけれども、

これは何年前からの金額ですか。

○金城学中小企業支援課長 特別会計の創設が昭和

47年になっていますが、その時期からということに

なります。

○砂川利勝委員 昭和47年ですか。これは回収の見

通しはあるのですか。

○金城学中小企業支援課長 倒産している企業がご

ざいますので、かなり厳しい状況でございます。

○砂川利勝委員 できるできないはわかっていると

は思うのですが、通常できないものはいつまでも数

字を残しても始まらないのではないですか、どうで

しょうか。

○金城学中小企業支援課長 県の債権管理の基本方

針というのがございますけれども、明らかにとれな

い債権につきましては、債権放棄等によって精算し

ていく方針として示されております。
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○砂川利勝委員 何十年間はやらなきゃいけないと

か、規定はあるのですか。

○金城学中小企業支援課長 手元にないのですが、

その期間というのは今お答えできないです。資料が

ございません。その資料はあるとは思いますけれど

も。

○屋比久盛敏商工労働部長 昨年度債権放棄を１件

やったのですけれども、それが500万円ほどでした。

ただこれは連帯保証人まで入っているのが多いも

のですから、すると連帯保証人が相続人まで行って、

その方々が支払いができないとか、その辺を調べる

ので何十年かかるのですね。まずいなくなって、た

だその人が会社の登記を末梢とかしていればいいの

ですけれども、夜逃げみたいにいなくなってしまう

と倒産ということもいえないという状況。いろんな

パターンがあるものですから、かなり時間がかかる

ということです。

○砂川利勝委員 やっぱり数字が余り減っていかな

いとは思うのです。なかなか減らないと思います。

雑収入に5000万円とあるのですが、これは利息です

か、何ですか。

○金城学中小企業支援課長 利息でございます。

○砂川利勝委員 これは37億円に対しての利息です

か。

○金城学中小企業支援課長 そうです。

○砂川利勝委員 回収方法も含めていろいろ検討さ

れているのですけれども、なかなか数字が減ってい

かないし、延滞利息をかけてもそれがとれるかとれ

ないかもわからないという現実なのですよね。大変

だと思うのですよ。これも含めて精査すべきは精査

して、取れないとわかっていてずっとこの数字だけ

残していても何の意味もないと思うので、そこら辺

は部長の意見を聞かせてください。

○屋比久盛敏商工労働部長 先ほど言ったように、

不納欠損にするための話もありましたけれども、債

権放棄とか、逆に裁判にかけて、その中の調停の中

でやると。コリンザの事例が大きかったと思います。

あれも何十億円の世界でありましたので、どれが適

正かと。費用対効果もございますので、そこら辺を

考えながら適切に処理していきたいと考えます。

○砂川利勝委員 次に移ります。

県内のいろんな業種があると思うのですけれども、

賃金がわかれば教えてください。

○宮平道子労働政策課長 厚生労働省が実施しまし

た、平成28年の賃金構造基本統計調査によりますと、

沖縄県における一般労働者の所定内給与額は10人以

上の規模の事業所では主な産業別に見ますと、建設

業では26万4000円、製造業では21万1000円、運輸業

・郵便業では20万3900円、卸売業・小売業において

は22万2100円となっております。あと、医療・福祉

につきましては24万8600円、サービス業につきまし

ては19万1300円ということになっております。

○砂川利勝委員 全国に比べてどうですか。

○宮平道子労働政策課長 今、業種別で申し上げま

したけれども、これをもう一度なぞりますと、建設

業におきましては、沖縄県が26万4000円に対しまし

て、全国で33万4600円。製造業では沖縄県21万1000円

に対し、全国29万5100円。運輸業・郵便業では20万

3900円に対し、全国27万7000円。卸売業・小売業に

つきましては22万2100円に対し、全国30万7900円、

医療・福祉におきましては24万8600円に対し、全国

27万9600円、サービス業は19万1300円に対し、全国

が25万5100円ということになっております。

○砂川利勝委員 やっぱりこれを聞いたら結構差が

ありますね。今は少し上向いてきているとは思いま

すけれども、単価を引き上げるというか、利率を上

げて給料を上げていくという方向性に持っていかな

いとなかなか厳しいのかと思います。それはいろい

ろ経営方針もあるでしょうけれども、ただ全国を見

ると結構な開きがありますので、それを埋める努力

というか、やっぱりそういうのは企業も頑張るでしょ

うけれども、県のアドバイスとかそういうのが必要

ではないかと思いますので、頑張っていただきたい

と思います。

あと、外国人労働者の数が業種別にわかれば教え

ていただけませんか。

○下地康斗雇用政策課長 外国人を雇用した事業者

は、沖縄労働局に届け出ることになっておりまして、

その届け出については、報告を毎年10月末現在で労

働局から公表されております。

その数字の直近が平成28年の10月末現在の数値で

ありまして、県全体では5971人となっています。産

業別ですと建設業が478人、宿泊業・飲食サービス業

が932人、卸売業・小売業で778人、製造業で464人、

情報通信業で180人、教育・学習支援事業で726人、

医療・福祉191人、他に分類されないサービス業で

977人、その他という形で1245人で、合計先ほど申し

ました5971名となっております。

○砂川利勝委員 第１次産業にどのぐらいいるかわ

かりますか。

○下地康斗雇用政策課長 先ほど申しましたのは、

外国人を雇用した事業主が届け出た数字になってい

ます。第１次産業の農業とか水産業は、個人業主に

なりますので、第１次産業については労働局もはっ
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きりした数については、把握は難しいという状況で

ございます。

○砂川利勝委員 雇用不足はどの業種でも今、大変

だと思うのです。積極的な労働者の確保というのは

必要性があるのではないかと思いますので、その辺

は部長はどんな考えですか。

○屋比久盛敏商工労働部長 今それぞれの各分野で

人手不足という話はみなさん認識しているところで

はありますけれども、ではどうやってそこら辺の人

材を確保するかは、それぞれの業界といいますか、

それによってまた違うのだろうと思っています。

我々、各部局を集めての連絡会議をしているとこ

ろでございますので、そこで各分野で何をやってい

るかという情報交換をやっています。

最近でいえば例えば農業とか漁業で、漁業でも技

能研修で入る場合とか、ＪＡが新たに特区の中から

連れてくるとか、そういうやり方もある。それから

先ほども話がありましたが、11月１日から技能研修

を通して、仕事として解禁されるものも出てきます。

観光関係も多分出てくると思います。その技能研修

制度を使えばいい。これでまずやっていくと。

それから建設業の皆さんたちも、多分技能研修制

度を使っていると思いますので、ただ管理団体は多

分本土の企業ではないかと思います。

そういうことで、それぞれの業界がやりやすいパ

ターン、既存の制度を使いながらやって確保すると

いうこと、その情報を提供し、そこら辺を支援して

いくような形でいいのではないかと考えております。

○砂川利勝委員 ちなみに今、有効求人倍率が１倍

を超えている中で仕事のない人はどのぐらいいるの

ですか。

○屋比久盛敏商工労働部長 平成28年の年度平均で

言いますと、労働力人口が71万3000人で就業者が68万

4000人ですので、２万9000人ほどが失業かと思いま

す。

○砂川利勝委員 ２万9000人という数字が今部長か

ら言われたのですけれども、多分今年に入って下がっ

ていますよね。そうでもないですか。

○屋比久盛敏商工労働部長 月ごとの労働力調査は

出ますけれども、それぞれぶれはあるのです。ただ、

確かに７月は低下傾向です。平成28年では4.2％だっ

たのが最近では３％台に入っていますので、減って

きております。

○砂川利勝委員 やっぱり失業率を下げていく、下

がってきているということでいろんな努力があるの

ではないかと思いますし、またこれだけ人が足りな

いという中でまだ３万人近くの人がいるというのは、

いろんな職種の紹介とか、ハローワークを含めて対

応していただきたいと思います。

次、文化観光スポーツ部、お願いします。

観光白タクの実態はどうですか。

○糸数勝観光振興課長 昨今、外国クルーズ船の寄

港時にレンタカー等を使った白タク行為が発生して

おります。白タク行為といいますのは、道路運送法

第４条に定める一般旅客自動車運送事業に係る国土

交通大臣の許可を受けずに自家用自動車等を用いて

有償で旅客を運送する行為ということで、実態につ

きましては道路運送法を所管する総合事務局に確認

しました。本会議でもあったかと思いますが、外国

の発地側にてスマートフォンを活用した自動車配車

サービスアプリを使用して予約をとって、寄港地に

て個人、法人の旅行業者等がレンタカーとドライバー

をセットで提供しているというケースがあるとのこ

とですが実態については総合事務局においてもまだ

十分把握はできていないと。今後警察と連携しなが

ら引き続き調査をしていきたいと言っております。

○砂川利勝委員 これは沖縄県だけの問題ではなく

て、全国、東京でも今、テレビでも報道されるぐら

いなのです。白タクの件については前からいろんな

話が出ているのですよね。「総合事務局といろいろ

やっているよ」と言うのだけれども、前から話が出

ていてなかなか進展しないということ。これは本腰

を入れてやるべきではないですか。

○糸数勝観光振興課長 実はこの件、昨日総合事務

局に状況を確認しました。

総合事務局では、今毎週那覇港のほうに巡回し、

白タク行為の状況を調査しているということで、現

状では減ってきているという認識はあるようです。

離島についても同様の取り組みを行って、効果が出

ているという話をしてました。

○砂川利勝委員 やっぱり罰則がある以上はそれは

当然それに沿ってやらなければいけないし、やって

はいけないことですよね、これ。やってはいけない

のに、結局取り締まりというか、踏み込んだことが

できない理由って何ですか。

○糸数勝観光振興課長 我々でそこまではわからな

いのですが、証拠がないというような言い方はよく

警察や総合事務局からは聞いております。

○砂川利勝委員 やっぱり、バス、タクシーいろい

ろ公共機関もあるし、法律の中でしっかりやるべき

ことではないかと思うのですけれども。

○嘉手苅孝夫文化観光スポーツ部長 その件に関し

ましては取り締まりもきっちりやらなきゃいけない、

安心・安全が第一ですので。他方、旅行者でも違法
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性に関して十分認知されてない部分があるかと思い

ますので、我々はその発地側、旅行者の側でウエブ

サイトを通して、先方の旅行業者を通して「こうい

うことは日本では違法ですよ」ということも周知徹

底しながら、まず、そういった法律の違反行為をお

とがめするよりも、そういう人たちが利用しない形

の環境も大事なことではないかと思います。

○砂川利勝委員 平成28年度で、一括交付金を返納

した額は幾らですか。

○屋比久盛敏商工労働部長 平成28年度の一括交付

金としましては、繰り越した額も含めまして142億円

ほど商工労働部ではございまして、そのうち80.6％

の執行率がありましたのですけれども、不用額とし

ましては７億5468万4000円ということで率的には

5.3％の不用ということでございます。

○嘉手苅孝夫文化観光スポーツ部長 文化観光ス

ポーツ部については７億8955万6000円です。

○瑞慶覧功委員長 山川典二委員。

○山川典二委員 午前中から質疑しようとしたもの

は他の議員が質疑しましたので、別のものをやりま

す。やらないということではなくてね。ＩＴ、ある

いは先端医療とか、観光とか。簡潔に行きたいと思

います。

まずは情報通信関連産業が総売り上げで4000億円

を超えたという話もありますが、わかる範囲でいい

ですが情報関連業界の総売り上げ、雇用人数、そし

て業者数などがわかれば教えてください。

○盛田光尚情報産業振興課長 まず平成29年１月

１日現在で、県内に立地した、立地企業数が427社と

なっております。この427社の企業が立地して雇用が

創出されていますけれども、その雇用の数が２万

8045名でございます。

それから生産額でございますけれども、これも同

じ平成29年１月１日現在で、県内情報通信関連産業

全体の額が4283億円ということになっております。

○山川典二委員 この427社のうち、例えばコールセ

ンターも含まれていると思うのですが、純粋にＩＴ

の付加価値の高い技術を開発する業者として何社ぐ

らいあるか。大まかでいいのです。その開発してい

る業者の4283億円の売上割合、シェアがどれぐらい

あるか、もしわかれば教えてください。

○盛田光尚情報産業振興課長 県内に立地をしまし

た427社のうち、ソフトウエア開発業が149社、それ

からコンテンツ制作業が76社、情報サービス業が

88社、コールセンター業81社、その他の業態が33社、

合計427社となっております。

○山川典二委員 今、各分類がありましたが、それ

ぞれの売り上げのシェアが何パーセントとかはわか

りますか。

○盛田光尚情報産業振興課長 まずコールセンター

業が売上額に対して比率が27％、それから情報サー

ビス業が11％、コンテンツ制作が７％、ソフトウエ

ア開発業が19％、その他が36％ということになって

おります。

○山川典二委員 コールセンターが首位ですけれど

も、何とかソフトウエア開発であるとか、あるいは

コンテンツ制作、つまり技術的な付加価値が高いも

のですから、したがってそこに力を結集してくこと

も政策的には必要だと思うのです。

そこで、成果報告書の中で８の２ページ、まず沖

縄ＩＴ産業戦略センター（仮称）なのですけれども、

具体的なスケジュール、それからどこにどういう予

定、事業費でつくられるのか、日程なども含めて教

えてください。

○盛田光尚情報産業振興課長 今、沖縄ＩＴ産業戦

略センター（仮称）ということで、昨年から設立検

討委員会を立ち上げて、センターのあり方について

議論をしております。この４月から情報産業振興課

内に準備室を立ち上げまして、その中で具体的にセ

ンターの立地というか、センターを立ち上げる場所、

事業スケジュールも細かく検討している状況であり

ます。

委員から御質疑のありましたセンターをどこにつ

くるのかということでございますが、これは検討委

員会の中からも提言の中で示されていました。県内

外から、人の集まりやすい、利便性の高い場所とい

う提言もありましたけれども、そこを受け、我々県

では那覇市あるいはその近郊ということで考えてお

りまして、今、第１候補は那覇市内ということで考

えております。

それからスケジュールでございますが、現在、セ

ンターの設立予定は平成30年の中ごろということで、

具体的には７月ぐらいということを考えております。

そのセンター設立に向けて、今、法人形態の検討、

それから名称―実は名称をこの場をお借りして御紹

介いたしますが、沖縄ＩＴイノベーション戦略セン

ター、これは予定ということで、この名称に決めた

いと思っておりますけれども、そこを来年の７月に

向けていろいろ今年度中に設立準備会も立ち上げて、

いろんな事業計画案の具体化、出損調整をしたり、

経済団体等との調整をこれから進めてまいりたいと

思っております。

○山川典二委員 今の答弁では平成30年の中ごろと

いうことですが、これは基本的に計画ができるのが
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平成30年ということなのですか。先ほどセンター設

立という話がありましたけれども、具体的にもう一

度お願いします。

○盛田光尚情報産業振興課長 実はこのＩＴイノ

ベーション戦略センターはまず一般財団法人として

組織を立ち上げていきます。

それが、それが先ほど説明した来年の７月以降で

すが、その箱物について、いわゆる施設については、

それは今後必要性も含めて検討していきたいと思っ

ておりますが、もし施設をつくるということであれ

ば、３年後ぐらいにその施設の供用開始ができると

ころへ、施設をつくる立地場所も今とりあえず、担

当部局で検討は始めております。

○瑞慶覧功委員長 休憩いたします。

(休憩中に、山川委員から施設をつくるのかど

うか明確に答弁するよう指示があった。)

○瑞慶覧功委員長 再開いたします。

盛田光尚情報産業振興課長。

○盛田光尚情報産業振興課長 実は那覇市内で７月

に立ち上げるというのは、これは物件をお借りして

そこに組織が入りますけれども、センターとしての

自社の施設を建てるかどうかというのは、これから

検討してまいりたいということでございます。

○山川典二委員 沖縄ＩＴ津梁センターというのが

ありますよね。ＩＴ産業戦略センターですか。そこ

との兼ね合いはどう理解すればいいですか。このイ

ノベーションセンターの役割は。

○盛田光尚情報産業振興課長 うるま市州崎にござ

います沖縄ＩＴ津梁パークでございますが、そこは

平成20年から県がアジアと我が国を結ぶＩＴ産業の

一大拠点の形成を図るということで始めたプロジェ

クトでございます。

そこにはもちろん中核となる県内ソフトウエア開

発の一大窓口となって、県外の大手から案件をとっ

て、それを県内企業で協業してビジネス案件をこな

していくという企業を中心にその企業を集めていく。

コールセンターももちろんＩＴのパークには集積さ

せていくというようなところで、約20ヘクタールの

中に、その一大集積拠点を構えるということではご

ざいますが、ただいま御紹介しておりますＩＴイノ

ベーション戦略センターとは、いわゆるインキュベー

ト的な―企業がそこでビジネスをやるＩＴ津梁パー

クとはちょっと違いまして、このイノベーション戦

略センターは沖縄の強み産業である観光業、それか

ら農業を初めとしたそういった産業をＩＴをツール

―道具として、最先端の技術でもって産業を伸ばし

ていこうというところの位置づけでございます。も

ちろん企業誘致の一環というようなところもセン

ターが将来的には担うというところはあると思いま

すが、そういったところは沖縄ＩＴ津梁パークに入

居している企業にもセンターにいらっしゃっていた

だいて、ほかの産業の方々とマッチングをしたりと

いうことは出てくると思っていますので、そういっ

た辺りで連携してまいりたいと思っております。

○山川典二委員 沖縄県のＩＴ戦略の総合的な政策

を含めての中で、もう少しわかりやすく整理をして

いただければいいですが、後で部長にそれは伺いま

す。

次８の３、ページ。

今度はアジアＩＴビジネスセンター（仮称）なの

ですけれども、これにつきましては当初4900万円余

りの予算が、現実では1400万円の決算になっており

ますが、まずこの理由からお聞かせください。

○盛田光尚情報産業振興課長 アジアＩＴビジネス

センターにつきましては、実はスケジュールについ

てなのですが、昨年基本設計を終了しております。

昨年予算を確保した時点では、基本設計と実施設計

を含めて国へは交付金の交付申請をしていたのです

れけれども、なかなか基本設計と実施設計を分けて、

基本は基本、実施は実施ということで分けて出さな

いと交付決定がなかなかおりないというか、交付決

定できないということで、昨年はそこを基本設計の

みで発注いたしまして、納めまして、結局確定の額

が基本設計分になっております。

ことしは実施設計分の交付決定がおりましたので、

12月の完成に向けて、今土木建築部で実施設計をやっ

ているところでございます。

○瑞慶覧功委員長 休憩いたします。

（休憩中に、山川委員から12月に竣工するの

か、実施設計が完了するのか確認があった。）

○瑞慶覧功委員長 再開いたします。

盛田光尚情報産業振興課長。

○盛田光尚情報産業振興課長 今年度発注しました

実施設計については、土木建築部で12月末に完了す

る予定でございます。

○山川典二委員 センターの竣工予定はいつですか。

○盛田光尚情報産業振興課長 来年度末を目標にや

ろうと思っております。

○山川典二委員 これもどこかの事務所を借りてや

るようなイメージでいいのですか。

○盛田光尚情報産業振興課長 こちらはいわゆるア

ジアＩＴビジネスセンターということで、建物を県

でつくります。インキュベート施設をつくります。

それをアジアを初めとした沖縄の県内の企業、ある
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いは日本企業でもアジア企業でもいいのですけれど

も、アジア、日本の双方向のビジネスを展開する企

業に入っていただく。これは沖縄ＩＴ津梁パークで

整備したいということなのです。

○山川典二委員 今幾つかありますが、このアジア

ＩＴビジネスセンターの目的は何なのですか。先ほ

どの津梁パークの中でもお話がありましたけれども、

具体的に何をするのですか。簡単な概要は承知して

おりますが、具体的に何を狙うのですか。

○盛田光尚情報産業振興課長 沖縄21世紀ビジョン

実施計画であるとか、あるいはアジア経済戦略構想

等において、アジアと沖縄、双方向のビジネスの連

携拠点ということで沖縄を位置づけております。

やはり今非常にＩＴ企業は、県内企業もそうです

けれども、ベトナムを中心にミャンマーであるとか

東南アジア、アジアの国々と非常にビジネス連携が

進んでいる状況で、双方向ビジネスをする入居企業

を募りますけれども、その入居企業がビジネスセン

ターを使うことによって、高付加価値のサービスを

ここでつくっていただく。あるいは魅力的な環境を

我々が提供しますので、ビジネスの連携をするだけ

ではなくて、一緒になってアジアの企業も沖縄でビ

ジネスをして本土にいろいろ展開していく。あるい

は本土の企業も沖縄に来て、それからアジアに向け

て沖縄の企業と一緒に連携していく。そういった箱

物、受け皿がこのセンターでございます。そのセン

ターをつくることによって、国内外から新たな企業、

人を呼び込むといったところを今想定しております。

○山川典二委員 特に海外のＩＴ企業が沖縄に来る

インセンティブ、メリットはありますか。比較優位、

劣位からいうと。そんな優位性はないと思いますけ

れども、それを説明してください。

○盛田光尚情報産業振興課長 実は先月ベトナムの

大手ＩＴ企業が沖縄に事務所を立地いたしまして事

務所を開設したということで、これは大手のＦＰＴ

という会社でございます。ＦＰＴ社は、これは例で

ございますが、県内に立地した３つの大きな理由の

中で、１つはやはりニアショア拠点として沖縄で開

発をする価値はあると。といいますのは、本国のベ

トナムであればオフショアということでいろいろ日

本企業から仕事が来ますけれども、本国でやるのに

いろいろセキュリティーの問題であるとか、検証・

認証事業をやる際に機器が必要ですが、この機器が

なかなか本国ベトナムに持って行けないというよう

なところでは、やっぱり日本国内である沖縄で展開

する優位性はあると伺っております。

それからもう一つは、我々企業誘致のプロモーショ

ン活動の中でもＰＲさせていただいておりますけれ

ども、やっぱりさまざまな特区制度を活用した税制

の優遇措置があるとか……

○瑞慶覧功委員長 簡潔にお願いします。

○盛田光尚情報産業振興課長 それから国際海底

ケーブル等、情報インフラが整っているというとこ

ろも魅力があるということでございました。

○山川典二委員 思いはよくわかるのですよ。とこ

ろが現実的にベトナムはＩＴでは後進国です。当然

来るかもしれませんが、いつまでいるかわからない

ですよ。ある意味、台湾であるとか韓国であるとか

シンガポールとか香港もそうです、中国も今かなり

進んでいます。そういう国家戦略としてＩＴを成長

戦略の中に入れている中で、今沖縄に、例えばこの

アジアＩＴビジネスセンターをつくる狙いというの

をもう少し精査してやる必要があると思います。

ＩＴも裾野が広いではないですか。医療でいえば

内科、外科、産婦人科も全然違います。どこを狙う

かです。どこを狙ってそういう企業を誘致して、支

援をしていくかということが非常に重要だと思うの

ですけれども、それはいかがですか。

○屋比久盛敏商工労働部長 確かに裾野が広く、先

ほど委員からコールセンターからソフト開発からと。

ただ一応我々としては将来性を見据え高付加価値を

生むような企業を誘致したいと思っております。そ

れからあと市場展開が広いところを狙っていくとい

うことになりますと、これから新興していくであろ

う東南アジアの企業も、そこでは多分ＩＴ関係の需

要も相当出てくるはずです。

だから我々沖縄県の企業が出ていくにはちょうど

いい場所なのかと。そういう意味でのコラボの話を

その場所でやろうというセンターだと考えています

ので、それを核にしながらどんどん広げていこうと。

そういう意味で海底ケーブルも全部引っ張っていま

すので。シンガポールまで。そういったことをアピー

ルしながらますます呼んできたいと考えております。

○山川典二委員 海底ケーブルは最高の宝物ですよ。

あれが使えるというのは。ところがあれを使える意

欲というか戦略的な、何か向かっていくそういうも

のを全然感じないのですよ。これは大変なインフラ

だと思っています。東京、沖縄、香港、シンガポー

ルとつながっているわけでありますから、最高の場

所に今あるわけですよ。その重みをもう少し認識し

ていただきたいと思います。それで政策に落とし込

んでいく。いや本当にそう思います。

次に８の16ページ、３Ｄプリンター等。

現実的にはどこに委託をして、どういう流れで今
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後行くのですか。簡単でいいです。教えてください。

○神谷順治ものづくり振興課長 先端医療産業開発

拠点形成事業のことですが、委託先はまず再生医療

産業実現化コンソーシアムというものを組んでいた

だきまして、代表幹事が独立行政法人の国立沖縄工

業高等専門学校―沖縄高専でございます。

構成員としましては国立大学法人佐賀大学、それ

から株式会社サイフューズ、澁谷工業株式会社でご

ざいます。この構成員の役割分担ですが、沖縄高専

は細胞の塊―細胞塊というのですけれども、細胞塊

の大量培養技術開発、それから佐賀大学と澁谷工業

は３Ｄバイオプリンターの開発・検証、株式会社サ

イフューズは細胞膜の輸送技術の開発・検証となっ

ております。

○山川典二委員 先日この記事を見たのですけれど

も沖縄高専の千葉先生の。これもこの支援の中に入っ

ていますか。

○神谷順治ものづくり振興課長 再生医療に活用可

能な細胞塊を大量に生成するための装置、細胞塊を

無菌状態で自動で積層する臨床用―臨床というのは

人にですけれども、臨床用細胞塊積層装置の試作品

の開発を行っております。また今後の商業化を見据

え、高専ベンチャーの株式会社フルステムが創設さ

れたところでございます。

この細胞培養ベンチャーなのですけれども、細胞

塊をこれまでの通常の4.5倍の速さでできるというの

を平成28年度で完成させております。試作品をです

ね。

○瑞慶覧功委員長 休憩いたします。

（休憩中に、山川委員からこの事業を県が支

援しているかの確認があった)

○瑞慶覧功委員長 再開いたします。

神谷順治ものづくり振興課長

○神谷順治ものづくり振興課長 支援しております。

○山川典二委員 これは画期的なことなのですよ。

これ大変なことですよ。ノーベル賞とは言いません

けれども、それぐらいの人類への貢献度のある発明

というか、開発なのですよ。これをもっとアピール

して県民に訴え、あるいは県内外に訴えるべきだと

思います。私はこれは大変な開発だと思いまして、

極端にいえばそんなに大したというと怒られますけ

れども、開発するには大変な金額がいるのですが、

そうではないところで、この発明という部分で千葉

先生を中心とするグループが本当に画期的な開発を

したということは大変うれしい話なのです。

この記事にもありますけれども、経産省で2020年

に再生医療の市場というのは１兆円ぐらいですけれ

ども、2050年ぐらい、まだ先ですけれども、38兆円

規模になるという、そういう意味では、今後の沖縄

県の産業戦略に―観光あるいは情報通信、いろいろ

ありますけれども、この医療の、特に先端医療の部

分をしっかりとやっていただきたいと思います。

それで８の17ページに移りますが、ここは今度は

創薬支援であるとか医療機器の滅菌技術の導入を支

援してきたというのですが、これも実績としては既

に成果が上がっている話ですか、教えてください。

○神谷順治ものづくり振興課長 まず事業の概要で

すが、本県の医療関連産業を、観光、ＩＴ、物流に

続く基幹産業を育成するため、県内の医療産業をボ

トルネックを解決できる技術を持つ企業等に対して

支援を行っておるところでございます。

平成28年度につきましては６テーマを募集しまし

て、６テーマを採択して、その６テーマに対して補

助をしているところでございます。

○山川典二委員 その成果が出ているのですか。

○神谷順治ものづくり振興課長 この６テーマなの

ですけれども、まだ継続中ですので試作品とかそう

いうものはまだできておりません。

○山川典二委員 ８の29ページ、戦略的製品開発支

援事業。

ちょっと担当課が違うかもしれませんが、脳外科

用の顕微鏡であるとか、薬液流量装置などの開発が

実施されたとありますが、ちょっと詳述してくださ

い。

○神谷順治ものづくり振興課長 具体的にはうるま

市の次期脳外科用高倍率手術顕微鏡の開発と中国向

け製造販売の事業化ということで、まだこれは医療

機関の認定申請を予定しているところで、まだ結果

は出ておりません。今、申請する予定でございます。

○山川典二委員 申請していつごろできるようにな

るのですか。

○神谷順治ものづくり振興課長 現在聞いたところ

によると、現時点で認可がもうおりたと。

○山川典二委員 おりてどうなりますか。県とのか

かわりは。

○神谷順治ものづくり振興課長 認定がおりました

ら今後ビジネスとして中国、東南アジアの病院とか、

そういったところに売り込みたいと考えているとこ

ろです。

○山川典二委員 委託先はどこでしたか。

○神谷順治ものづくり振興課長 三鷹光器株式会社

という会社があるのですが、これはうるま市の賃貸

工場に入っておりまして、そこが委託先になってお

ります。
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○山川典二委員 県が支援して開発できたと、今後

おっしゃるように中国アジアに展開をしたいという

ことなのですが、先ほど来、ＩＴもありましたけれ

ども、この医療も十分に国境を越えて貢献ができる

内容の素材だと思います。ただし、インセンティブ

の問題なども含めて、例えば向こうからの企業誘致

であるとか、あるいはこっちから行く場合も含めて、

その辺の戦略的な企画というか、企てというか、こ

れがやっぱり私は必要だと思うのですよ。技術とい

うのは日進月歩ですから。そういうことも見合わせ

ながら対応していくということにしないと、せっか

く予算をかけて開発した技術がもう古いものになっ

てしまうと。そういう状況もあるので、その辺を見

込んだチームをつくるであるとか、いろんな協議を

してほしいのですが、いかがですか。

○屋比久盛敏商工労働部長 昨年から本当にバイオ

産業は、第４番目のリーディング産業になると私は

言ってきたつもりであります。というのも、観光、

情報、それから物流関係、この後に来るのがバイオ

だということで、これだけの製品開発の研究が大分

進んでいます。これがやがて芽が出るだろうという

雰囲気が出てきまして、これをどうやってまとめる

かと。産業製品化、産業的にということを次の段階

だということで考えていまして、今はまだ案の段階

でございますけれども、次はそういうバイオ関係の

拠点、賃貸工場でもいいのですけれども、そういう

ところをつくって、そこでそのプレーヤーを呼んで

きて、そこからアジアへの販売なり展開なりを図る

ということに結びつけていくということで進めてい

こう考えております。

○山川典二委員 しっかりお願いしたいと思います。

文化観光スポーツ部に行きます。

９の11ページ、カップルアニバーサリーツーリズ

ムの部分ですけれども、リゾートウエディングです。

これは資料を直前にいただきましたけれども、整

理の意味で経済波及効果額、それから国別でどれだ

けの皆さんが来ているのか、簡単に説明してくださ

い。

○糸数勝観光振興課長 平成28年の経済効果は県全

体で約224億9000万円でございます。国別でいいます

と香港が1065組、台湾が550組、中国が142組、韓国

が38組等となっております。

○山川典二委員 直行便の話もありましたので、こ

のリゾートウエディングはもっと伸びると思うので

すが、基本的に今の沖縄県が対応できるインフラで、

どれぐらいまでリゾートウエディングの組数が上限

として見ているのですか。

○糸数勝観光振興課長 今年度の目標値は１万

6000組を設定していますが、ただ需要が供給を生む

ということもありますので、どんどん伸ばしていっ

たらどんどんチャペルも二十八、九箇所ぐらいまで

いっていますので、これがどんどんふえていって、

よりたくさんの受け入れが可能かと思っております。

○瑞慶覧功委員長 休憩いたします。

(休憩中に、山川委員からキャパシティーに関

する議論はないか確認があった。)

○瑞慶覧功委員長 再開いたします。

糸数勝観光振興課長。

○糸数勝観光振興課長 今のところ年度目標のみと

なって、将来的な目標値というのは設定しておりま

せん。

○山川典二委員 設定する必要があると思いますが、

部長いかがですか。

○嘉手苅孝夫文化観光スポーツ部長 国内のウエデ

ィングが多少なりとも今後は減少傾向にあると予想

されますので、海外からのこういった形での誘客と

いうのは大事なことだと思います。

おっしゃるようにまだ目先の目標しかございませ

んけれども、また1200万人の全体的な数がございま

すので、きちんとその中で今後検討していきたいと

思っております。

○山川典二委員 ９の17ページ、危機管理でござい

ますけれども、当初予算の2600万円が5500万円に上

がった理由は、メディアの費用ですか。教えてくだ

さい。

○糸数勝観光振興課長 増額した理由は、パンフレッ

トを増刷いたしました。

○山川典二委員 この危機管理の危機は、どういう

危機を想定していますか。

○糸数勝観光振興課長 地震、津波、テロ、感染症、

航空機事故、そういったものを含めてです。

○山川典二委員 これに例えばミサイルとか、そう

いう軍事的なものはないですか。

○糸数勝観光振興課長 ミサイルについては観光客

だけではないのですが、地域防災計画と連携しなが

ら観光危機の中でも扱っております。

○山川典二委員 例えば、有事ではありませんけれ

ども、北朝鮮からミサイルが飛んでくるような話の

ときにどういう体制をとっているか、そういう訓練

とかをやったこととか、あるいはやる計画はありま

せんか。そういう必要性も含めて。

○糸数勝観光振興課長 まず県全体の取り組みはご

ざいます。

県全体としましては、まずは沖縄県への落下、あ
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るいは上空を通過する場合には弾道ミサイルの発射

情報が流れます。そして県全体の危機管理対策本部

が立ち上がり、そして国の指示によりまして、沖縄

県国民保護対策本部が立ち上がります。

観光部局の動きとしましては、まず最初に連絡会

議を立ち上げます。ただその中で相当程度の観光客

への被害が発生すると想定される場合は、それを格

上げしまして、警戒本部さらには甚大な被害が観光

客、事業者に生じるということであれば、対策本部

への引き上げになります。

その中でどういったことを行うかということです

が、県の災害本部とその他行政機関との連絡調整を

行いまして、観光客、観光産業への被害の情報収集、

把握そしてそれを含めて観光客への情報提供、帰宅

困難な観光客への対応等を行うこととしております。

○山川典二委員 部長、最後は対策で今話がありま

したけれども、観光客の安心・安全について。

○嘉手苅孝夫文化観光スポーツ部長 安全・安心と

いうのが第一のブランドでございますので、そういっ

た有事のことも、当然あってはならないことである

のですけれども、さまざまなことを想定をしながら、

全庁レベル、あるいは我々の観光局レベルできちん

と、課長からも報告ありましたけれども、何かの場

合、これがつつがなく動いて、安全・安心が確保で

きるような形でこれからも取り組んでいきたいと

思っております。

○瑞慶覧功委員長 島袋大委員。

○島袋大委員 ３問で終わりますので、よろしくお

願いします。

成果報告書８の57ページ、工芸の杜ですけれども、

用買に関しても担当部署は大変御尽力いただいて、

いろんな面で交渉に交渉を重ねて実行したわけであ

りますけれども、その後のスケジュール見ています

が、実際このスケジュール状況は工程どおりですか。

○神谷順治ものづくり振興課長 午前中でも質疑が

ありましたけれども、まず平成28年度に用地取得及

び基本設計を終了しておりまして、平成29年度は実

施設計及び工芸品の展示に関する設計を実施してい

るところで、今のところ同実施設計及び展示に関す

る設計については順調に進んでいるところです。

○島袋大委員 駐車場の件とかはどうなっています

か。

○神谷順治ものづくり振興課長 工芸の杜の駐車場

の確保の件については、まず工芸の杜１階に約100台

の駐車スペースを整備する予定でございます。

展示販売会等のイベントでは、隣接する空手道会

館及び現豊見城市が整備を進めている公園の駐車場

活用も想定しているところでございまして、先ほど

の工芸の杜が約100台、それから空手道会館が100台、

豊見城市が進めている公園で約400台、計600台の駐

車場を確保する予定でございます。

○島袋大委員 豊見城市との協議もろもろ含めて、

そういう形でやろうという理解でいいですか。

○神谷順治ものづくり振興課長 日ごろから工芸の

杜については、豊見城市とは連携を密にして調整を

させているところでございます。

○島袋大委員 ぜひとも豊見城市と１週間に１回く

らい詰めて、いい場所ですからよろしくお願いしま

す。

次、文化観光スポーツ部です。

９の13ページ、旭橋再開発地区観光支援施設設置

事業、これはスタート時点は、文化財が出ましたけ

れども、今現状はどうなっていますか。

○與那嶺善一観光整備課観光施設推進監 旭橋再開

発地区内の観光支援施設についてですけれども、現

在本体の出来高が９月末時点で約53.8％と報告を聞

いております。

旭橋再開発事業内の観光情報施設につきましては、

現在内装と展示の設計を進めているところでありま

して、今月末に完了する見込みとなっております。

○島袋大委員 これは課題にありますけれども、完

成は平成30年８月には間に合いますか。

○與那嶺善一観光整備課観光施設推進監 観光案内

施設につきましては、いわゆるテナント工事になっ

ておりますので、再開発ビル内の２階部分に位置し

ております。その躯体の工事が終わって、本体の工

事もろもろ終わりまして、内装工事に着手できると

ころになれば工事に入れますので、今年度内に工事

着手する予定になっております。

○島袋大委員 次、９の26ページ、ＭＩＣＥです。

用地の件も話がありましたけれども、当初14.5ヘ

クタールの土地購入予定が12.7ヘクタールの土地の

購入で、1.8ヘクタールはまだ買っていないというこ

とですか。

○平敷達也観光整備課長 1.3ヘクタールになります

が、これは沖縄町村土地開発公社西原支社のもので

して、これについてはことしの３月まで一括交付金

を予定して調整したのですが、交付決定がおりずに

不用という形で今は購入してございません。

○島袋大委員 この1.3ヘクタールの金額は幾らです

か。

○平敷達也観光整備課長 金額を申しますと、見込

みですが約８億5400万円、それぐらいになるという

ことになっております。
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○島袋大委員 だから何度も言っていますけれども、

1.3ヘクタールの土地も購入できてもいないのに基本

設計、実施設計に走るのがおかしいのではないかと

いうことを常に我々言ったのです。内閣府も含めて

土地の購入から先だろうと。その間に皆さん方と常

に議論されているものをクリアしない限り、進み切

れないのではないですかということが国が言ってい

ることではないのですか、部長。

○平敷達也観光整備課長 内閣府との３月までの調

整では、実施設計を行う段階がこの事業採択に当た

るので、それを踏まえて用地取得についても検討す

るということで言われているところです。

○島袋大委員 だからこの辺は実施設計を含めて、

基本設計もあるのだけれども、この設計の段階、今

やろうとしているのは基本設計だと思うのですけれ

ども、基本設計をやるのだったら意気込みとして県

は単費で何でやらないのですか。

○嘉手苅孝夫文化観光スポーツ部長 この土地に関

しても沖縄振興特別推進交付金が適応だと、対応で

きると理解をしておりますので、それはきちんと国

にお願いをして交付金を得たいと考えているところ

でございます。

○島袋大委員 あとこの地域におろすところの広報

もろもろ含めてです。やったということだけれども、

西原町、与那原町を中心にＭＩＣＥとはという広報

活動をやったのか。あるいは沖縄県全体にやったの

か、これはどうなっていますか。

○嘉手苅孝夫文化観光スポーツ部長 基本的にまず

地元優先ということもありまして、地元の理解を得

ることが大事ということで、まちづくりビジョンの

策定に当たりましても西原町、与那原町を中心にま

ずは情報提供、話し合いをしてきました。、午前中の

委員会の中でもお話をさせていただきましたが、非

常に大型ＭＩＣＥ施設のインパクト、経済的なもろ

もろのインパクトというのが県全体に及ぶというこ

とも踏まえまして、多少なりともやってきたつもり

でありますけれども、これからさらにきちんと県民

への広報も努めていって、そして理解も得られるよ

うに取り組んでいきたいと考えております。

○島袋大委員 ひとつまた、頑張っていきましょう。

９の41ページ、空手会館であります。

完成してどうなっていますか。

○山川哲男空手振興課長 御質疑ありがとうござい

ます。待っておりました。

空手会館ですけれども、４月から９月末までの利

用状況について見ると、累計で道場施設が32.5％と

いう稼働率になっております。

空手会館の基本計画の中では、当時126の演武会、

大会というのが県内で開かれておりました。空手会

館の休館日、それから年末年始の休みを引きますと

１年間当たり大体296日の稼働日があります。

その126のうち、半分の60ちょっとをまず１年目は

空手会館で使っていただこうという計画を立てまし

て、その際の稼働率が21％だったものですから、現

時点においては32.5％という稼動率は好調に推移し

ていると考えております。

ただ一方で、展示施設の入館者数の目標を３万

3000人に設定しております。それが４月から９月ま

での累計で9093人となっておりますので、展示施設

に関しましては、これから底上げをしていかなけれ

ばいけないと考えております。

○島袋大委員 まさしく、展示コーナー、展示室を

含めて、来客倍増を目指して非常に頑張らないとい

けないと思っていますから、これは広報も含めて、

これだけ空手の発祥の地と言われているのだったら、

この団体も含めて、子供たちから先輩方まで、いろ

んな声をかけていくような形で、観光客も生かすよ

うな体制でお願いしたいと思っています。

駐車場に関して、これからふやすという計画はな

いのですか。

○山川哲男空手振興課長 空手会館の敷地内におき

ましては、現時点において計画はございません。

○島袋大委員 ひとつ要望というか指摘なのですが、

夜、ホールを活用した後の県民の皆さん方から御意

見を頂戴したのですけれども、駐車場がまず暗いと。

会館の中は明るいのですよ。出てきたときには、真っ

暗で、年配の方々が足元が非常に何か―感覚がおか

しくなって、琉球石灰岩で足元をやっているのだけ

れども、雨降りの後は滑ると。危ないという指摘が

あって、改善できるならしたほうがいいのではない

かと思っていまして、足元を照らすライトも含めて、

ライトアップもいろんなことを考えて、これはちょっ

と改善できるのではないかと思っています。僕も現

場を見に行きました。確かだと思っていますので、

ぜひとも部長も行かれたほうがいいと思います。現

場を見て、次年度に向けて、その辺、改善を要望で

きるのだったらどうですか。

○嘉手苅孝夫文化観光スポーツ部長 済みません、

私夜分、行ったことないものですから、今初めて御

指摘を受けまして、早急に夜の状況も調査しながら、

先ほどの安全・安心、観光客も含めまして、地元の

方もそうですし、お年寄りの方も来られますので、

そこはきちんと対応を考えたいと思っています。

御指摘ありがとうございます。
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○瑞慶覧功委員長 以上で、商工労働部長及び文化

観光スポーツ部長に対する質疑を終結いたします。

説明員の皆さん、大変御苦労さまでした。

休憩いたします。

（休憩中に、執行部退席）

○瑞慶覧功委員長 再開いたします。

次に、特記事項について御提案がありましたら、

挙手の上、御発言をお願いいたします。

意見はありませんか。

（「提案なし」と呼ぶ者あり）

○瑞慶覧功委員長 提案なしと認めます。

以上で、特記事項の提案を終結いたします。

次に、お諮りいたします。

これまでの調査における質疑・答弁の主な内容を

含む決算調査報告書の作成等につきましては、委員

長に御一任いただきたいと思いますが、これに御異

議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○瑞慶覧功委員長 御異議なしと認めます。

よって、さよう決定いたしました。

以上で、本日の日程は全て終了いたしました。

委員の皆さん、大変御苦労さまでした。

本日の委員会は、これをもって散会いたします。
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沖縄県議会委員会条例第27条第１項の規定によりここに署名する。

委 員 長 瑞慶覧 功
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平 成 2 9 年 第 ５ 回

沖縄県議会（定例会）

閉 会 中 継 続 審 査

開会の日時、場所

年月日 平成29年10月19日 (木曜日)

開 会 午前10時０分

散 会 午後３時24分

場 所 第７委員会室

本日の委員会に付した事件

１ 平成 29 年 平成28年度沖縄県一般会計決算

第５回議会 の認定について（保健医療部所

認定第１号 管分）

２ 平成 29 年 平成28年度沖縄県病院事業会計

第５回議会 決算の認定について

認定第21号

３ 決算調査報告書記載内容等について

出席委員

委員長 狩 俣 信 子さん

副委員長 西 銘 純 恵さん 中 川 京 貴君

委 員 新 垣 新君 照 屋 守 之君

次呂久 成 崇君 亀 濱 玲 子さん

比 嘉 京 子さん 平 良 昭 一君

金 城 泰 邦君

欠席委員

末 松 文 信君

説明のため出席した者の職、氏名

保 健 医 療 部 長 砂 川 靖君

参 事 阿 部 義 則君

保 健 医 療 総 務 課 長 大 城 博君

保健医療総務課看護専門監 国 吉 悦 子さん

医 療 政 策 課 長 諸見里 真君

健 康 長 寿 課 長 宮 里 治君

地 域 保 健 課 長 山 川 宗 貞君

病 院 事 業 局 長 伊 江 朝 次君

病 院 事 業 統 括 監 金 城 聡君

県 立 病 院 課 長 真栄城 守君

県立病院課経営企画監 山 城 英 昭君

県立病院課医療企画監 與那覇 博 康君

北 部 病 院 長 知 念 清 治君

中 部 病 院 長 本 竹 秀 光君

南部医療センター・
佐久本 薫君こども医療センター院長

精 和 病 院 長 親富祖 勝 己君

宮 古 病 院 長 本 永 英 治君

八 重 山 病 院 副 院 長 篠 﨑 裕 子さん

3ii4

〇狩俣信子委員長 ただいまから、文教厚生委員会

を開会いたします。

本委員会所管事務調査事件「本委員会の所管事務

に係る決算事項の調査について」に係る平成29年第

５回議会認定第１号及び同認定第21号の決算２件の

調査、決算調査報告書記載内容等についてを一括し

て議題といたします。

本日の説明員として、保健医療部長、病院事業局

長及び各県立病院長の出席を求めております。

なお、本日は、八重山病院長が体調不良により欠

席しておりますので、副院長が代理出席しておりま

す。

まず初めに、保健医療部長から保健医療部関係決

算の概要説明を求めます。

砂川靖保健医療部長。

〇砂川靖保健医療部長 保健医療部所管の平成28年

度一般会計の決算概要について、お手元にお配りし

ております歳入歳出決算説明資料に基づき、御説明

いたします。

資料の１ページをごらんください。

表の右端の欄には平成28年度沖縄県歳入歳出決算

書のページを記載しておりますので、御参照くださ

い。

それでは、歳入決算の状況について御説明いたし

ます。

一番上の保健医療部の計の欄でございますが、予

算現額の計Ａ欄130億2650万3000円に対し、調定額Ｂ

欄は124億380万9502円、そのうち収入済額Ｃ欄が

123億8806万2916円、不納欠損額Ｄ欄は５万6932円、

収入未済額Ｅ欄は1568万9654円、収入比率は99.9％

となっております。

次に、歳入決算について、款ごとに主な内容を御

説明いたします。

まず、上から４行目（款）分担金及び負担金の収

入済額11万4216円は、未熟児養育医療費の給付を行っ

文教厚生委員会記録（第２号）
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た場合に発生する自己負担金となっております。

次に、表の中ほど（款）使用料及び手数料の収入

済額２億2939万8635円は、看護大学の授業料収入な

どとなっております。

次に、下から３行目（款）国庫支出金の収入済額

101億5590万853円は、難病患者及び精神疾患を有す

る者などの扶助費に充てるために交付された負担金

並びに医療施設整備に対する補助金などとなってお

ります。

２ページをごらんください。

表の中ほど、（款）財産収入の収入済額4970万4384円

は、健康づくり財団等への土地貸付料や基金の運用

益、旧看護協会用地の売却による収入などとなって

おります。

次に、（款）繰入金の収入済額14億7365万3601円は、

離島や北部地域の医師確保、医療体制整備等に要す

る経費に充当するため、保健医療部で設置した各基

金からの繰り入れとなっております。

次に、下から３行目、（款）諸収入の収入済額４億

5979万1227円は、病院事業局等への貸付金の元利収

入などとなっております。

３ページをごらんください。

表の下から３行目、（款）県債の収入済額1950万円

は、衛生環境研究所移転工事に要する経費に充当す

るために起債した額となっております。

次に、収入未済額について御説明します。

恐縮でございますが、１ページにお戻りください。

表の右から３列目、収入未済額Ｅ欄1568万9654円

について、その主なものを御説明いたします。

まず、上から６行目（目）衛生費負担金の収入未

済額473万8707円は、未熟児養育医療費負担金に係る

収入未済となっております。

これは、平成24年度まで母子保健法第20条の規定

に基づき、県が病院等への入院が必要な未熟児に対

して行っていた医療費の給付を行う事業において、

扶養義務者から徴収すべき自己負担金の徴収が滞り

収入未済となったものであります。

３ページをごらんください。

上から２行目（目）衛生貸付金元利収入の収入未

済額994万6800円は、看護師等修学資金返還金に係る

収入未済額となっております。

同資金は、看護師免許等を取得後、県内の指定施

設に一定期間勤務した場合には返還を免除しており

ますが、県外への就職、あるいは看護師等を離職し

た場合などには返還しなければならないところ、こ

の返還が滞り収入未済となっているものであります。

次に、歳出決算の状況について御説明いたします。

４ページをごらんください。

上の保健医療部計の欄でございますが、予算現額

の計Ａ欄682億9279万1366円に対し、支出済額Ｂ欄は

661億4799万2128円、翌年度繰越額Ｃ欄は３億3758万

円、不用額は18億721万9238円、執行率は96.9％となっ

ております。

次に、歳出決算の主な内容について御説明いたし

ます。

まず、上から４行目（款）民生費の支出済額336億

1567万5667円は、主に後期高齢者医療広域連合に対

する負担金、市町村国保への交付金等に要した経費

となっております。

次に、表の中ほど、（款）衛生費の支出済額317億

5047万5276円は、感染症予防、ハンセン病や結核対

策、精神保健、母子保健、健康増進の推進、難病対

策、衛生環境研究所及び保健所の運営、食品衛生、

医務･薬務及び病院事業への繰出金に要した経費と

なっております。

６ページをごらんください。

（款）教育費の支出済額７億8184万1185円は、看

護大学の管理運営等に要した経費となっております。

次に、翌年度繰越額について御説明いたします。

恐縮でございますが、５ページをごらんください。

下から６行目、（目）医務費の繰越額Ｃ欄３億3758万

円の主な内容でございますが、沖縄病院の建替工事

に補助を行う事業におきまして、設計変更に伴う着

工の遅延及び磁気探査業務に係る工期の延長により、

工事におくれが生じたことから、翌年度に繰り越し

を行ったものであります。

次に、不用額について御説明いたします。

恐縮でございますが、４ページへお戻りください。

表の右から２列目の欄、不用額の計18億721万

9238円の主な理由でございますが、上から４行目の

（款）民生費につきましては、その３行下、（目）老

人福祉費において、後期高齢者医療負担金等事業費

における、後期高齢者医療給付費県負担金の算定の

基礎となる医療給付費等の実績が見込みより少な

かったことにより１億9116万5636円、またその下の

（目）国民健康保険指導費において、国民健康保険

負担金補助金等事業費における、県財政調整交付金

の算定の基礎となる保険給付費等の実績が見込みよ

り少なかったことにより４億5831万7578円の不用が

生じたものであります。

次に、表の中ほどの（款）衛生費につきましては、

下から３行目、（目）精神衛生費において、精神障害

者自立支援医療費における医療費の助成実績が見込

みを下回ったことにより２億2826万1772円、その下
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（目）母子保健衛生費において、こども医療費助成

事業における市町村に対する補助実績が見込みを下

回ったことにより１億7875万6205円、５ページに移

りまして、上から４行目（目）衛生研究所費におい

て、衛生環境研究所施設整備事業等の不用額として

１億4269万2274円、また、下から６行目の（目）医

務費において、後期臨床研修医の養成など、医師確

保に係る事業等における実績が見込みを下回ったこ

とにより２億5779万5563円の不用が生じたものであ

ります。

以上で、保健医療部所管の平成28年度一般会計歳

入歳出決算概要の説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

〇狩俣信子委員長 保健医療部長の説明は終わりま

した。

次に、病院事業局長から病院事業局関係決算の概

要説明を求めます。

伊江朝次病院事業局長。

〇伊江朝次病院事業局長 病院事業局の平成28年度

決算の概要について、お手元にお配りしております

平成28年度沖縄県病院事業会計決算書に基づいて、

御説明申し上げます。

決算書の11ページをお開きください。

初めに、事業概要から御説明いたします。

事業報告書の１、概況の（１）総括事項について、

沖縄県病院事業は、県立北部病院を初め、６つの県

立病院と16カ所の附属診療所を運営し、医師や看護

師等の医療技術員の確保とともに、施設及び医療機

器の充実を図るなど、医療水準の向上に努めており

ます。

業務状況については、入院患者延数が66万4878人、

外来患者延数が77万8323人で、総利用患者延数は

144万3201人となり、前年度と比べて１万780人の減

少となりました。

次に、決算状況について御説明いたします。

恐縮ですが、１ページにお戻りいただきたいと思

います。

まず、決算報告書の（１）収益的収入及び支出に

ついて、収入の第１款、病院事業収益は、予算額合

計575億604万6000円に対して、決算額は532億8329万

5082円で、差額は42億2275万918円となっております。

その主な要因は、第１項の医業収益において、38億

3412万5056円の差額が生じたことによるものであり

ます。

次に、支出の第１款、病院事業費用は、予算額合

計569億6151万6000円に対して、決算額は533億6988万

6521円で、不用額は35億9162万9479円となっており

ます。

その主な要因は、第１項の医業費用において、34億

2658万6728円の不用が生じたことによるものであり

ます。

２ページをお開きください。

（２）資本的収入及び支出について、収入の第１款

資本的収入は、当初予算額に補正予算額等を加えた

合計102億6311万5000円に対して、決算額は61億

3543万4000円で、差額は41億2768万1000円となって

おります。

その主な要因は、第１項の企業債において、40億

310万円の差額が生じたことによるものであります。

次に、支出の第１款資本的支出は、当初予算額に

補正予算額等を加えた合計120億3928万7601円に対し

て、決算額は79億506万3024円で、翌年度への繰越額

が39億570万円で、不用額が２億2852万4577円となっ

ております。

その主な要因は、第１項の建設改良費において、

２億2756万4439円の不用が生じたことによるもので

あります。

３ページをごらんください。

平成28年４月１日から平成29年３月31日までの損

益計算書について、１の医業収益は、入院収益、外

来収益などを合計した461億1715万7803円で、２の医

業費用は、給与費、材料費、経費などを合計した517億

5608万7623円で、１の医業収益から２の医業費用を

差し引いた医業損失は56億3892万9820円となってお

ります。

３の医業外収益は、受取利息配当金、他会計補助

金、国庫補助金などの合計で、69億4084万6574円と

なっております。

４ページをお開きください。

４の医業外費用は、支払利息、長期前払消費税勘

定償却、雑損失を合計した20億4187万5222円で、３の

医業外収益から４の医業外費用を差し引きますと

48億9897万1352円の利益を計上しているものの、経

常損失は７億3995万8468円となっております。

５の特別利益は１億773万4994円で、６の特別損失

は２億4374万6072円であり、差し引き１億3601万

1078円の損失を計上しております。

当年度純損失は８億7596万9546円で、前年度繰越

欠損金42億8409万6550円を合計した当年度未処理欠

損金は51億6006万6096円となっております。

５ページをごらんください。

剰余金計算書について、表の右の欄、資本合計を

ごらんください。

前年度末残高39億6866万8389円に対し、前年度処
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分額がゼロ円、当年度変動額はマイナス８億7596万

9546円で、当年度末残高は30億9269万8843円となっ

ております。

下の欠損金処理計算書について、１行目、当年度

末残高の未処理欠損金は51億6006万6096円で、これ

につきましては、全額を翌年度に繰り越すこととな

ります。

６ページをお開きください。

平成29年３月31日現在における貸借対照表につい

て、まず資産の部における１の固定資産は（１）の

有形固定資産、７ページの（２）の無形固定資産、（３）

の投資を合わせた合計で397億2754万6398円となって

おります。

２の流動資産は、（１）の現金預金、（２）の未収

金、（３）の貯蔵品などを合わせた合計で174億3841万

217円となっております。

１の固定資産、２の流動資産を合わせた資産合計

は571億6595万6615円となっております。

８ページをお開きください。

次に、負債の部における３の固定負債は、（１）の

企業債、（２）の他会計借入金などを合わせた合計で

309億2006万1835円となっております。

４の流動負債は、（２）の企業債、（３）の他会計

借入金、（４）のリース債務などを合わせた合計で91億

462万5174円となっております。

５の繰延収益は、（１）の長期前受金から収益化累

計額を差し引いた繰延収益合計は140億4857万763円

となっております。

３の固定負債、４の流動負債、５の繰延収益を合

わせた負債合計は540億7325万7772円となっておりま

す。

９ページをごらんください。

資本の部における資本金合計は18億7858万4732円

となっております。

７の剰余金は、（１）の資本剰余金、（２）の利益

剰余金の合計で12億1411万4111円となっております。

６の資本金と７の剰余金を合わせた資本合計は

30億9269万8843円で、これに８ページの下の負債合

計を加えた負債資本合計は571億6595万6615円となっ

ております。

以上で、平成28年度沖縄県病院事業会計決算の概

要説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

〇狩俣信子委員長 病院事業局長の説明は終わりま

した。

これより質疑を行いますが、本日の質疑につきま

しては、決算議案の審査等に関する基本的事項（常

任委員会に対する調査依頼について）にしたがって

行うことにいたします。

決算特別委員長から調査を依頼された事項は、沖

縄県議会委員会条例第２条に定める所管事務に関す

る決算事項でありますので、十分御留意願います。

なお、要調査事項の提起の方法及びその取り扱い

等については、昨日と同様に行うこととし、本日の

質疑終了後に協議いたします。

質疑及び答弁に当たっては、その都度委員長の許

可を得てから、重複することがないよう簡潔にお願

いいたします。

また、質疑に際しては、あらかじめ引用する決算

資料の名称、ページ及び事業名等を告げた上で、質

疑を行うようお願いいたします。

さらに、答弁に当たっては、総括的、政策的な質

疑に対しては部局長が行い、それ以外はできるだけ

担当課長等の補助答弁者が行うことにしたいと思い

ますので、委員及び執行部の皆さんの御協力をよろ

しくお願いいたします。

なお、課長等補助答弁者が答弁を行う際は、あら

かじめ職、氏名を告げてください。

それでは、これより直ちに各決算に対する質疑を

行います。

次呂久成崇委員。

〇次呂久成崇委員 病院事業局からいきたいと思い

ます。当初業務予定量と実績について、沖縄県病院

事業会計決算審査意見書の９ページをお願いいたし

ます。

病院事業では、地方公営企業法及び地方公営企業

法施行令の規定に基づいて、予算において患者数を

業務予定量として定めているということなのですけ

れども、これは入院患者数を何名、また外来患者数

を何名というように見込んで、この入院外来の収益

が幾らという、予算編成に必要な予定量ということ

でよろしいのでしょうか。

〇山城英昭県立病院課経営企画監 業務予定量につ

きましては経営目標でありまして、県立病院が医療

を最大限に提供できる体制をもとに設定をしていま

す。しかしながら、実際には医療従事者の充足状況

や患者の動向等により、業務予定量と実績に差が生

じることになります。

県立病院といたしましては、県立病院が医療を最

大限に提供できる体制を整える必要があることから、

現行の算出方法を継続したいと考えています。

なお、収支については病院経営の１年間の収入支

出の実績結果を示したものであることから、業務予

定量と実績の差による損失につながることはないも
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のと考えております。

〇次呂久成崇委員 平成28年度当初の病院ごとの予

定量、入院、外来、実績等を見ますと、南部医療セ

ンター・こども医療センターの外来と宮古病院の外

来以外は、全てこの予定量を下回っているのです。

この要因については、どのように考えていらっしゃ

いますか。

〇山城英昭県立病院課経営企画監 この予定量に関

しましては、先ほど申し上げましたとおり、経営目

標でございまして、県立病院が医療を最大限に提供

できることを前提としてやっているということです。

〇次呂久成崇委員 下の３年間の合計で見てもずっ

と下回っています。これがあくまでも目標というこ

とであれば、これは下回ってもいいということなの

ですか。

〇真栄城守県立病院課長 目標ということで、病院

現場としては目標達成のためにいろいろと取り組む

ことは当然のことと考えていますが、病院現場の現

状を見ますと医師等の確保の難しさというところも

ございまして、目標をそのとおり達成するというこ

と、それも毎年度達成するという状況は現実的には

厳しい部分がございます。ただ、御指摘もございま

すので、やはり現場としましても予定量の確保に向

けた取り組みを進めていきたいと考えています。

〇次呂久成崇委員 県立病院の入院、また外来患者

数が減っているということですが、この要因につい

てどのように考えていらっしゃいますか。

〇真栄城守県立病院課長 病院ごとでさまざまな要

因がございますので、細かい説明は難しいところで

ありますが、例えば県立病院におきましては、地域

医療連携についてここ数年来取り組みを進めている

ところです。

その中で県立病院の特徴としましては、やはり急

性期の重篤な患者を中心に診るという体制の中で、

外来患者についてはコントロールをしていきたいと

いうことで取り組んでいるところでございます。特

に平成28年度においては、県立北部病院で７対１看

護を実施する上から患者数をコントロールするとい

ういきさつがございまして、その中で患者数の減少

となったところもございます。それから中部病院に

つきましては、昨年度の10月１日から大病院を受診

する際に紹介状を持たずに受診する場合の初診加算

が、従来から5000円という価格に―これは国の施策

に伴って値上げしたということもございまして、そ

れに伴って外来患者数が減ったと。これは自然減と

いうよりも、あらかじめそういうことをもくろんだ

上での減少というところも含まれているというよう

に考えています。

〇次呂久成崇委員 そのようなことでの方向であれ

ば、この予定量を見直すということも必要ではない

かと思うのですが、それについてはいかがですか。

〇真栄城守県立病院課長 どの程度まで予定量を現

実のベースに合わせて見直していくかということは、

個別具体的な検討が必要になるものと思っています。

ただ予定量は低く見積もり過ぎますと、逆に、例え

ば年度途中で医師が確保できてその分の患者数や収

入がふえる場合、それにあわせて業務予定量の見直

しとか、あるいは補正予算を組むという必要が出て

くる可能性もあります。病院事業としましては、そ

ういった事態に対して補正予算などの手続をとって

いると、迅速な対応ができずに経営の効率化の面で

支障が出ることも考えられます。そういうこともご

ざいまして、やはりある程度少し上振れした予測を

もって業務量を設定する必要があると考えています。

〇次呂久成崇委員 病院事業局は、これまでも経営

改善に取り組んで、一定の成果を上げてきているか

と思います。ただ新八重山病院の建設に係る企業債

の償還や老朽化した施設また医療機器の更新など、

やはりこれから多額の資金も必要になってくると思

いますけれども、その上で、今後の病院の経営はよ

り一層厳しくなるのかと思います。

現在、未収金の対策はなされていると思いますが、

発生防止を含めた組織的な取り組みについてはどう

なっているのか伺いたいと思います。

〇山城英昭県立病院課経営企画監 未収金の発生防

止の取り組みにつきましては、入院支援室において

メディカルソーシャルワーカーなどが入院時から患

者対応や医療費納付相談を実施しています。また、

経済的な理由による支払いが困難な患者と市町村へ

出向いて、生活困窮者の生活保護申請相談等を実施

しています。さらに高額医療費制度や限度額適用認

定書発行の援助、出産一時金直接支払い制度、各種

公費適用等の社会保障制度の活用支援を実施してい

るところであります。今後もこれらの取り組みにつ

いて、さらに強化、充実を図るとともに、未収金発

生防止に努め、未収金回収を病院事業局全体で取り

組んでいきたいと思っております。

〇次呂久成崇委員 次に、保健医療部にいきたいと

思います。主要施策の成果に関する報告書の６の23

の緊急医療用ヘリコプター活用事業、その次の６の

24、ヘリコプター等添乗医師等確保事業、これらに

ついて関連のあるものをお聞きしたいと思います。

これを見ると、現在県内では浦添総合病院で実施

していて、搬送件数も405件となっているようです。
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沖縄本島全域、また本島周辺離島、そして鹿児島県

の奄美以南の離島が対象ということなのですが、こ

れは要請があって浦添総合病院に全部の患者さんが

来られるのか。それとも県内のほかの病院に搬送す

るのか、幾つかのケースがあるかと思うのですが、

このドクターヘリの概要と内訳等について御説明い

ただきたいと思います。

〇諸見里真医療政策課長 浦添総合病院に国、県か

ら補助をしまして、沖縄県のドクターヘリを運航し

ております。昨年の実績が405件でございます。当然、

医療機関、急患が発生した場所から役場等を通して

防災に来て、そこから搬送に行くという形をとって

おります。沖縄本島と本島周辺離島という形での対

象が範囲になっております。そちらから最寄りとい

うか、患者のかかりつけの医療機関等に行きますの

で、必ずしも浦添総合病院に運ばれるということで

はございません。

〇次呂久成崇委員 鹿児島県奄美地域の場合でも県

内の病院に運んでくるということですが、この場合

の運営費について、鹿児島県の負担はどうなってい

るのか伺いたいと思います。

〇諸見里真医療政策課長 鹿児島県の奄美３島につ

いては、平成20年にドクターヘリが導入されたとき

の約束で、それ以降毎年搬送しています。その負担

金については、搬送件数に応じた割合で負担金をい

ただくという形で約束がされているところでござい

ます。参考として昨年は2253万円の負担金をいただ

いております。

〇次呂久成崇委員 ドクターヘリは日中のみの搬送

を行っているということなのですが、夜間の対応に

ついて伺います。そしてまたドクターヘリがない宮

古、八重山地域については、自衛隊や海上保安庁の

協力により緊急搬送を実施していますが、この実施

状況についても伺いたいと思います。

〇諸見里真医療政策課長 沖縄本島周辺離島につい

ては夜間にドクターヘリが稼働できませんので、自

衛隊に対応していただいております。宮古、八重山

地域については、昼間、夜間も含めて海上保安庁に

緊急搬送のお願いをしているところでございます。

宮古、八重山における海上保安庁の実績については

昨年41件あります。そのうち夜間が25件で約６割近

くが夜間という形になっております。

参考までに、自衛隊につきましてもほぼ同じ割合

です。150件中86件が夜間ということで、大体６割ぐ

らいが沖縄本島周辺離島の搬送という形になってい

ます。

〇次呂久成崇委員 ドクターヘリの医療機器と比べ

て自衛隊や海上保安庁のヘリ等の医療機器の整備状

況はどうなっているのですか。６の24、ヘリコプター

等添乗医師等確保事業の実績にあるように、県の補

助、医療機器の購入とかあるのですが、そういうこ

とを実際になされているのか伺いたいと思います。

〇諸見里真医療政策課長 当然、沖縄本島の県のド

クターヘリは、その機材、医師という形でのドクター

ヘリでございます。八重山地域や宮古地域、また当

然沖縄本島の夜間への対応として自衛隊や海上保安

庁についてもほぼ同様の形で整備したいということ

で、医師の添乗、確保の部分と、ハード部門として

医療機器等ポータブル等になるかと思いますが、そ

ういうものも支援していきたいということで、昨年

度は約1300万円を離島振興協議会を介して、一緒に

機材を購入して、環境をよくしていこうという形で

取り組んでいます。

〇次呂久成崇委員 現状は宮古、八重山の先島地方

は、ドクターヘリではなくて、自衛隊や海上保安庁

の協力によって離島からの患者の搬送を行ったほう

がいいと。これに要する経費を考えたときに、現在

の状況がやはり一番いいと県は考えていらっしゃる

のか。この線引きについて県はどのように考えてい

るかお聞きします。

〇諸見里真医療政策課長 結論から先に言いますと、

現状の体制―県のドクターヘリ、宮古、八重山地域

につきましては海上保安庁や自衛隊の協力のもとで

その体制を維持、強化していきたいと。理由として

は、先ほど言ったように、夜間の飛行が６割を占め

ています。あとは、仮に八重山地域にヘリを導入し

たとしても、ドクターヘリを運航する医療機関―沖

縄本島だと浦添総合病院になりますが、多分県立八

重山病院になるかと思います。その場合、通常の診

療体制を維持するのがいっぱいいっぱいな状況です

ので、それにまたドクターヘリを運航することを病

院としてやる場合には、少し急にということは難し

いのかと思っています。当面は現在の体制を維持、

強化して、特に自衛隊や海上保安庁の体制の部分で

の機器整備も含めて構築していきたいと考えていま

す。

〇次呂久成崇委員 ドクターヘリと同様の医療機器

について、自衛隊機や海上保安庁での整備がもちろ

ん必要かと思います。重篤患者というのは、やはり

自衛隊機で沖縄本島に搬送するのですね。その場合、

やはりこの医療の空白期間というものがどうしても

生じてくると思うのです。そういうところから考え

ると、今新しい県立八重山病院ができます。この病

院は、本当に最南端の中核病院として、やはり八重
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山圏域の期待が物すごく大きいわけなのです。やは

りこの医療提供の空白期間というものをつくらない

ように、八重山圏域の人々が満足のいく医療の整備

が本当に大事ではないかなと考えます。そして、医

療の格差というものもなくさないといけない。経済

的な負担ですね。沖縄本島に行ったときの経済的な

負担をなくすということが県の役割、責務だと思い

ます。そういう意味では、医療機器の整備は大事に

なってくるのではないのかと思います。

あえて保健医療部長にお聞きしたいと思います。

基金活用ということで３億円の予算を計上していた

だきましたが、まだこの基金は残額があります。そ

れについて増額できないのかということを含めてお

聞きします。

〇砂川靖保健医療部長 基金については、必要であ

れば増額を検討したいと思います。ただ、あくまで

もこの基金は、緊急的な医師確保事業に使うという

ことが条例の目的となっており、医療機器の整備は

副次的なものでございます。医師確保やその定着に

おいては有効である場合には基金を活用して医療機

器の整備ができることもございますが、それを前提

にした基金ではないということについては御理解い

ただきたいと思います。

〇次呂久成崇委員 沖縄21世紀ビジョン改定計画で、

保健医療や福祉関連機能の充実についても、中核的

医療機能を担う県立八重山病院における医師及び看

護師の安定的な確保を図る、そして施設整備を図る

とありますので、ぜひ、今後、基金の活用も含めて

継続して検討していただくようお願いします。

〇狩俣信子委員長 亀濱玲子委員。

〇亀濱玲子委員 先ほどからの質疑と少し重なる点

もありますが、御容赦ください。病院事業局の会計

から質疑をさせていただきます。

県立病院は、救急医療や高度医療そして周産期医

療、不採算部門も含めて離島・僻地などの医療のニー

ズにも応えるというのが、県民の命のとりでである

とずっと思っているわけです。今回の監査委員の報

告として、先ほどの質疑でもありました、当初の業

務予定量に比べ少ないということについての課題が

指摘されておりますが、皆さんは県立病院の経営安

定化計画に基づいて継続してやりますと。平成28年

３月の期間延長版の中でもしっかりと患者数の確保

というものをうたっていると思います。先ほどから

最大限の医療が提供できるということを前提とした

予定量であるとお答えいただいているわけですから、

そうであるならば、最大限の医療を提供しようとす

る体制を整えるということがまず前提になるものと

思います。

１点目にお聞きしますが、診療科目の休診状況と

診療制限状況を各病院ともお答えください。

〇與那覇博康県立病院課医療企画監 診療科目の設

置状況と診療スタッフの充足状況にお答えします。

まず医師は定数398名に対して、現在の定員が381名

で、17名の欠員となっています。実際に診療制限を

行っているのは９月１日現在で６診療科であり、医

師６名が不足していることによるものと認識してお

ります。医師については、常時確保に努めています

が、どうしても医師の偏在等がある中で、どのよう

に確保していくのかが課題となっています。

次に、看護師は定数1843名に対して、現在の定員

が1817名で、26名の欠員となっています。看護師の

欠員の要因としては、育児休業等による休職者84名

に対して、補充の臨時職員の採用が61名にとどまっ

ていることによるものです。

次に、コメディカルは定数447名に対して、現在の

定員が438名で、９名の欠員になっています。コメデ

ィカルの欠員の要因は、薬剤師や臨床検査技師の育

児休業や普通退職による補充職員がいないためです。

事務職員は定数187名に対して、定員が185名で、

２名の欠員となっております。事務職員の欠員の要

因としては、普通退職による補充職員がいないため

です。

次に、診療科の状況について御説明いたします。

９月１日時点での医師不足の診療科は６診療科であ

ると先ほど申し上げました。これは北部病院産婦人

科で平成28年４月から１名不足していること。北部

病院外科で平成29年から８月から１名の不足。南部

医療センター・こども医療センターの泌尿器科で平

成24年４月から１名不足。中部病院眼科で、平成29年

６月から１名不足。宮古病院眼科で平成27年４月か

ら１名不足。八重山病院眼科で平成23年５月から１名

不足しており、合計６名の不足となっています。

〇亀濱玲子委員 押しなべて、ドクター17名が欠員。

６つの診療科が休診。看護師が26名欠員。コメディ

カルが９人欠員し、事務員についても欠員という状

況です。先ほどの答弁で、各病院でそれぞれの課題

があると言われていました。患者数も確保できてい

ないというお話もありましたが、各病院の医療スタッ

フが充足できていない中で、運営している各病院の

課題について、それぞれの病院長にお答えいただき

たいと思います。

〇知念清治北部病院長 北部病院は、医師を初めと

する職員の確保と、老朽化した医療機器や施設環境

の整備が課題であると考えております。
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職員の確保のうち医師については、外科医の退職

により夜間緊急対応の維持が困難となったため、北

部地区医師会病院に協力していただきながら、毎週

火曜日、木曜日、日曜日の午後５時から翌朝８時ま

で救急患者の受け入れを制限しています。産婦人科

も引き続き、診療制限を行っておりますが、その全

面再開に向けては現在の３名体制を６名体制に増員

する必要があります。

薬剤師は欠員２名が発生しており、入院患者の服

薬指導については午後のみ実施しており、午前は制

限を行っている状況であります。

放射線技師は、夜間の業務はオンコールで対応し

ていますが、必要な職員数を確保した上で、２交代

制の導入を検討する必要があるものと考えています。

次に、医療機器の整備はＣＴ、ＭＲＩなどの放射

線診断機器については耐用年数を超えて使用してい

ることから、安定した医療を提供するために適切な

更新が必要と考えております。

次に、施設環境の整備は、院内の空調管理機器が

導入から25年経過しているため、修理部品の確保が

困難になりつつあるほか、建物外壁タイルが落下す

る危険性や、給排水設備が腐食しているとの指摘が

あり、これについて計画的な更新が必要であると考

えています。

〇本竹秀光中部病院長 中部病院は眼科で５月31日

に１人退職しています。一番困るのはＮＩＣＵの未

熟児の診療が必要だということで、現在は空白を埋

めるために琉球大学医学部附属病院―琉球大学病院

から週に１回来てもらって、診察と治療に当たって

もらっています。それから、入院患者や成人部門の

患者も出てくるので、もう一日ふやしてもらって週

に２回琉球大学病院から来てもらっている状況です。

次年度から、琉球大学病院にお願いして、さらに１人

派遣していただきたいということで、今お願いして

いるところです。

ソフト面の課題としては、やはり職員定数の増員

です。中部病院の医師は、診療業務以外にも研修教

育や離島への業務応援など多くの役割を担っていま

す。そのような中で、当直や時間外勤務での対応な

ど過重な負担が続いています。やはりこれを維持す

るためには、さらなる増員が必要であると考えてい

ます。

看護師につきましては、産休や育休の取得により、

常に実働人員が不足しています。７対１看護体制の

維持や、夜間対応可能な臨時的任用職員の確保が困

難であるため、不測の事態を見越した余裕のある採

用が必要であると感じております。

コメディカルにつきましては、現行の採用方法で

は、民間との競争による人材の確保が非常に困難で

あると感じておりますし、それから薬剤師に関して

は欠員の状況がずっと続いており、交代制による勤

務体制の維持が困難な状況となっております。

事務職は、業務の委託化と嘱託員を任用している

状況から、正職員が専門的知識を蓄積しにくい環境

にあります。

今後も業務範囲の拡大が見込まれていますので、

正職員の全体的な増員が必要であると考えています。

〇佐久本薫南部医療センター・こども医療センター

院長 医師に絞ってお答えします。現在、泌尿器科

の医師が確保できておりません。そのため長らく泌

尿器科を閉じている状況が続いております。県立中

部病院に、新たに泌尿器科の医師が赴任したという

こともありまして、そこから外来という形で応援を

いただいており、泌尿器科の診療自体は入院患者を

中心に継続しています。できるだけ、泌尿器科につ

いて対応できない状況がないように努力しています。

南部医療センター・こども医療センターの最大の

問題は、産婦人科医が５名欠員になっていることで

す。総合周産期母子医療センターとしての機能を維

持しないといけないということで、医師はもとより

助産師等のコメディカルにも相当負担がかかってい

るところです。このため、できるだけ当直をしっか

り確保するということで、民間の産婦人科施設や琉

球大学病院の産婦人科医局に応援を依頼して、現在

のところその機能はぎりぎり維持しております。

〇本永英治宮古病院長 宮古病院は、診療体制を維

持するために必要とする人材確保が喫緊の課題と

なっています。

平成27年度から眼科医師が不在のため、眼科が休

診しております。また、循環器、呼吸器、透析など

の専門内科、精神科、小児科等の安定的な診療体制

の確保についても苦慮しており、慢性的な医師不足

が解消できておりません。

また、当院のような離島地域は、看護師の確保に

ついても苦慮しております。看護師においては育休

や、長期研修及び長期病休などの休職者の補充人員

を確保することが困難になっています。宮古島以外

の県内・県外へも広く募集を行っていますが、求人

に対する応募がない状況であります。特に産休や育

休については、常時発生することから、実質的な職

員の配置補充に考慮した人員体制の構築も課題と

なっています。

そのほか、看護補助員の応募が少なくて、安定的

な採用が難しくなっております。また、国家資格を
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有する人材の確保やその定着も大きな課題となって

います。例えば精神保健福祉士は、嘱託員としての

雇用条件では継続的な確保が難しく、社会福祉士、

臨床検査技師、薬剤師等も慢性的な人員不足である

ため、現場職員の業務負担が大きくなっているもの

と考えています。

〇篠﨑裕子八重山病院副院長 八重山病院の課題と

しては、次年度開院予定の新病院へ向けての円滑な

移転とそこに入れる機器の調達や移設です。新病院

の運営を確立するために来年に向けて取り組んでい

る状況です。

本年６月に脳神経外科医が赴任していただきまし

た。それによって６月から９月までの手術に関して

も着実にふえていますが、１人の診療科であります

ので、かなり本人の負担は大きいと思います。その

改善に向けて、脳神経外科医がもう一人いれば、交

代で休める環境がつくれるのではないかと思います。

あと、平成23年の５月から眼科医が不在となって

いることから、現在も眼科の休診状態が続いており

ます。

当院は、地域周産期母子医療センターということ

でＮＩＣＵを併設していますので、それに向けて未

熟児に関する網膜症の検査や治療が必要になること

から、民間のクリニックの眼科医師に依頼して、必

要な検査や治療に関して御協力いただいている状況

です。

それと先ほど、ヘリ搬送のお話がありましたが、

八重山病院は石垣市に海上保安庁の基地があるため

に、海上保安庁から要請があって全てに医師が添乗

するようになっています。多良間島に行くとしても、

八重山病院の医師が添乗して患者さんを搬送してい

る状況です。その中で、当直以外にこれに対応する

ためのヘリ当番というものを設けて、先生方に対応

していただいています。あと、沖縄本島に搬送する

ときの自衛隊ヘリにも当院の医師が添乗しています。

このため、先生が添乗した場合には外来や当直の変

更を余儀なくされている状況であります。やはり医

師の確保とあわせて医療を担う人材の確保が必要で

あると考えております。

〇親富祖勝己精和病院長 医師の定数それから精神

保健福祉士、作業療法士等の専門職に関する定数に

ついてお話ししたいと思います。

まず、医療法上、精和病院は単科の精神病院です。

精神科のみです。医療法上、随分優遇されていると

いうか、医師の数が少なくて済むような設定になっ

ておりまして、現在の当院の医師の定数は８名となっ

ています。しかしながら、１人でも病休などによる

休職者が出ると、定数を維持することが難しくなる

という状況です。定数８名に対して現在９名で病院

の運営を行っているのですが、そこで短期間ではあっ

ても休職による欠員が生じると診療することが難し

くなるということです。

国の施策として、入院中心の医療から地域へ移行

するという大きな目標があります。その場合、現行

の医療法に基づく医師の数であれば、従来どおり病

院への収容を維持するだけの形になると考えていま

す。他県のさまざまな先進的な医療を行っていると

ころを見学した中で、院長らのお話を聞いてみても、

地域へ移行するためには、やはり医師を含めた他職

種でチームを組んで―精神保健福祉士、作業療法士、

看護師等をチームとして、地域で患者さんたちが定

着するということをしなければならないと。そうで

なければ、疾患の性質上、再発による入退院を繰り

返してしまうことになる。結局は、病院での生活、

療養といったものが長くなってしまうということで、

国が上げている地域への移行ということは、非常に

大きな問題を抱えているものと思っています。やは

り医師の定数の見直し、増員を考えること。それか

ら精神保健福祉士、作業療法士等についても、現在

嘱託員で対応しております。ただ嘱託で募集すると、

民間病院に比べて待遇面で非常に劣るということが

あって、経験を積んだベテランの精神保健福祉士、

作業療法士等の確保に支障を来しているということ

があります。

今後の精和病院のあり方として、当院は非常に古

い施設で、耐用年数もあと10年あるかというところ

です。今後の沖縄県も例外なく人口減を迎えること

を考えると、総合病院への統合も含めた検討を行っ

ているところです。

〇亀濱玲子委員 病院事業局長、各病院の院長が答

えていただいたものをまとめてペーパーにして、出

していただきたいと思います。

皆さんがつくられた、県立病院の経営安定化計画

の中でも、人員体制の整備と人材の安定確保がうた

われておりますが、今、お伺いすると本当にぎりぎ

りの状態で、綱渡り状態で経営しているということ

がわかります。中には、看護師が産休をとるとその

補充がないために、看護師が足りない状態でも必死

になって働いているということが伝わってきます。

ですから、これについてはやはり計画に基づいて対

応していかなければいけないと思います。この現状

を聞いて、病院事業局長にお答えいただきたいと思

います。

〇伊江朝次病院事業局長 今の現場の課題について
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は、県立病院課でも十分に把握できるよう常日ごろ

からヒアリングを行うなど、現場とのコミュニケー

ションについて絶やさずにやっております。そうい

う意味では、人材の確保は病院経営の基本であると

思います。人がいなければ県民に対して医療も提供

できませんので、人材をしっかり確保できる環境を

つくるという意味では、定数交渉をしっかり行って、

ぜひ現場で必要な人材を確保していきたいと思って

おりますし、医療あるいは社会の変革に対応できる

状況を、常日ごろから情報収集しながら対応するこ

とが、私たちの努めだと思っています。そういう中

でやはり人材確保は、現場からのお話でもありまし

たが、定数があっても確保できないという、診療科

医師の偏在や地域の偏在があります。これについて

は、やはり現場の問題だけでは解決できないことで

もありますし、国や県ともしっかりその辺は対応し

ながら環境を整備していかないといけないと思って

います。ぜひ委員の皆様の御協力もよろしくお願い

いたします。

〇亀濱玲子委員 今、環境整備のことをお話いただ

きましたが、そうであるならば教えていただきたい

のですが、病院事業局が平成30年４月１日から適用

する給料の調整額についてのお考えを示していると

思います。これは９月15日に病院事業局から出てい

ます。これについては職員の調整額あるいは調整数

という等級が変わっていくということになると、職

員からすると、月々の給与、ボーナスの減額、また

退職金に影響をするということもあります。こういっ

たことを、今あえてやらなければならないというこ

とについて―もちろんこれから後の話なので、提案

されている状況なのですけれども、これについて大

幅に調整額や調整数が減らされていく方針について

のお考えをお示しください。

〇金城聡病院事業統括監 病院事業は、本土復帰し

たときには地方公営企業法の全部適用ではなくて、

一部適用ということで知事が管理する形をとってい

ました。その中で、企業制度ができていますけれど

も、その本土復帰以来の企業制度の中で、数回にわ

たり調整数の見直しがなされています。企業制度と

いうのは、常時見直していくというのが大原則であ

りますので、今回の調整数の見直しについてもその

中で提案させていただいております。

〇亀濱玲子委員 これは働く側からすると給料につ

いて、例えば調整数が１ある人がゼロになると年間

で約10万円から40万円の減額になるという試算が

あったりと、非常に職員にとって働きにくい環境に

なっていくのではないかと思いますので、これにつ

いては、慎重に議論を進めていただきたいと思いま

す。

先ほど経営改善の取り組みの中で、未収金対策に

ついては納付相談を行っているということでしたけ

れども、全ての県立病院がしっかりと子ども生活福

祉部との連携はできているのか。さらには弁護士に

業務委託をしてスムーズにいくように工夫をしてい

るということについて全病院できちんと取り組まれ

ているかお答えください。

〇山城英昭県立病院課経営企画監 子ども生活福祉

部との連携については、各病院や自治体と地域連携

協議会を開催し、お互いの現状や患者の福祉制度の

相談など、問題解決に向けた調整を実施しています。

また、支払い困難な患者の経済面や生活面について

は、市町村へ出向き、生活困窮者の生活保護申請相

談等、未収金対策を講じています。さらに、高額療

養制度等の社会保障制度の活用支援を実施している

ところです。

また、弁護士への委託業務に関しては、現在、北

部病院、中部病院、宮古病院において実施し、未収

金の回収強化に努めております。

〇亀濱玲子委員 これは、実績がきちんと上がって

きているという報告と受けとめます。先ほどの答弁

でさらに強化していくという方針をお答えいただい

ておりますが、どのようにして強化していくお考え

ですか。

〇山城英昭県立病院課経営企画監 未収金につきま

しては、さまざまな施策や限度額適用認定証の提出

の徹底等を患者や家族の皆様に対して周知し、管理

を行い、さらに関連機関と密接に連携することによっ

て未収金の発生を最小限に押さえる取り組みを実行

していきたいと考えています。

また、長期未納患者や返済能力がない患者とその

家族につきましては、不納欠損の手続等を検討し、

悪質な未納者と判断した患者や家族につきましては、

法的措置委員会を開催し法的処置も実施しておりま

す。また、知事部局で実施しています未収債権の縮

減に向けた取り組みを参考にして、対応していきた

いと思っております。

〇亀濱玲子委員 ぜひ、各県立病院が支払い困難な

方を福祉につなぐという対応について、丁寧にきめ

細かく行っていただきたいということを希望します。

続いて、沖縄県病院事業会計決算審査意見書の

７ページに、県立病院が抱える附属診療所の状況が

載っておりますけれども、これについて現在の状況

と課題をお答えください。

〇與那覇博康県立病院課医療企画監 附属診療所の
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状況と課題については、各診療所で少しずつ違いが

あります。まず課題から申し上げますと、医師等の

安定確保というのが１番目に来るということ。２番

目には、観光客が年々増加していて、外国人観光客

に対する言葉の対応と、一部の観光客ではあります

が、その過大な要求や要望にどうやって応えていく

かということ。３番目に、診療所の建物や医療機器

の老朽化ということがあります。４番目に、医師や

看護師が定着するための代診制度などの担保が課題

だと考えております。状況という意味においては、

診療所によって多少の違いはありますが、課題があ

るということは、そういうところが十分に担保でき

ていないということが現状としてあるということで

す。

〇亀濱玲子委員 19カ所の診療所の中で３カ所が休

止という状況であるということですが、これの対応

についてはどうなっていますか。

〇真栄城守県立病院課長 御指摘のとおり、条例上

19カ所の診療所がございまして、そのうち現在休止

となっておりますのが、北部病院管轄でいうと安田

と古宇利です。それから八重山病院管轄では伊原間

になります。

古宇利につきましては架橋されましたので、診療

所として継続する必要性が弱くなったという判断を

して、現在休止している状況でございますが、今後、

今帰仁村が施設を活用して事業展開を考えていると

聞いています。まだ具体的な進展はない状況ですが、

今帰仁村に譲渡するという方向で検討している段階

です。

安田につきましては、村が診療所を運営しており

まして、県立病院としては実質運営しておりません

けれども、医療については継続されている状況でご

ざいます。これについても、いずれ村と協議をして

施設の取り扱いについて定めていくことになると

思っています。

伊原間につきましては、診療所としての開設は休

止しておりますが、八重山病院から巡回診療という

形で診療を実施しております。当面休所の状況には

変わりはありませんけれども、そのような対応をし

ているところです。

〇亀濱玲子委員 巡回診療が行われているというこ

となので、住民の意向をしっかり踏まえながら進め

ていただきたいと思います。

地域医療構想の中で伺います。同構想の中に、沖

縄愛楽園と宮古南静園の病床数は数えられていない

のですが、例えば診療所として地域の連携、医療の

連携というものとの関連について、もし県が何らか

の方針を持っているのでしたら教えてください。

〇諸見里真医療政策課長 委員がおっしゃっている

ように、地域医療構想の中では、一部はありますが、

基本的にはカウントされておりません。また、現時

点では連携という形で構想の中では整理されており

ません。

〇亀濱玲子委員 宮古病院に深く関係されているの

で、本永宮古病院長はよく御存じだと思います。実

は、県立病院と療養所のベッド数がうまく活用―入

所者の方に迷惑がかからないようにですが、活用で

きる方法や診療について、地域がそこを外来で利用

するということについては、既に宮古島市の南静園

では開かれています。このことを県もしっかりと踏

まえて、宮古病院もそうですし、県立病院との連携

については、沖縄本島北部にあります愛楽園や宮古

島市の南静園も話し合う機会をぜひ持っていただき

たいと思います。これについてはいかがでしょうか。

〇砂川靖保健医療部長 今の件については、地域住

民にとってどのようなものがいいのかという観点か

ら考える必要があるだろうということで、名護市長

と話したときに、名護市は屋我地に診療所を持って

いるものですから―市立屋我地診療所の近くにせっ

かく愛楽園があるので、そこを診療所として活用し

たほうがいいのではないかとお話ししたのですが、

どうしても愛楽園の診療所は、入所者を優先するこ

とになってしまうということで、屋我地に住んでい

る人にとっては使い勝手が悪いのだという話がござ

いました。そういったことからも、医療の効率的な

提供体制という観点から、今後、この点については

関心を持って考えていきたいと思います。

〇亀濱玲子委員 時間がかかると思いますが、丁寧

に地域医療構想の中で、それぞれの療養所を大事に

して、連携できるところを模索していただきたいと

思います。

続いて、衛生費の決算の145、146について質疑し

ます。

その中の小児特性疾患あるいは特定疾患の対策費

については、執行率は高いのですが、不用額があり

ます。それについて説明をお願いします。

〇山川宗貞地域保健課長 小児慢性特定疾病等対策

費の主な内容としましては、小児がんなどその治療

が長期にわたり、医療費の負担額も高額になる特定

の疾病について、医療費の一部を補助する小児慢性

特定疾病医療費助成事業で、その主な経費が扶助費

となっております。

小児慢性特定疾病医療費助成事業は、平成27年度

１月より児童福祉法の一部を改正する法律が施行さ
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れ、対象疾病が514疾患から704疾患にふえたため、

平成27年度の当初予算で扶助費を６億8389万8000円

計上しましたが、平成27年度の決算額は５億581万円

と見込まれたことから、平成28年度は１億5956万

1000円を減額し、５億2433万7000円としたところで

あります。

〇亀濱玲子委員 ふえたことも原因だったのですね。

続いて、ハンセン病対策費の執行率が76％と低い

のはなぜでしょうか。

〇山川宗貞地域保健課長 ハンセン病対策費の中の

ハンセン病療養所入所者家族援護費についてお答え

します。この中に幾つかの事業があるのですが、こ

れはハンセン病療養所入所者の家族に対する援護費

用になります。この当初予算額が584万6000円でした

が、実際の支出は451万4244円となり、不用額が133万

1756円となっております。この事業は、新たな家族

からの申請があることを見越して積算している費用

なのですが、それが今回は１組余ってしまったとい

うことで不用額が生じています。

〇亀濱玲子委員 これについて、対象者が受け取れ

る環境は十分につくられているものと考えてよろし

いですか。

〇山川宗貞地域保健課長 これは、愛楽園や南静園

の関係者を通してその家族に対して周知を図ってお

ります。それによって申請を受ける制度になってい

ますので、県としては引き続き、周知を図っていき

たいと考えております。

〇亀濱玲子委員 ドクターヘリの状況を次呂久委員

から聞いていただきました。確認ですが、海上保安

庁のヘリ、自衛隊のヘリ、それとドクターヘリの医

療面における違い、医療の充実度の違いを明確に示

してください。

〇諸見里真医療政策課長 先ほど少し述べましたが、

当然、ドクターヘリは医療機材等を常備しておりま

す。海上保安庁と自衛隊につきましては、搭乗する

ときにポータブル等の機器を含めて整備をしている

と。八重山地域につきましては、県立八重山病院か

ら医療機器を持っていくという形で―その部分の機

器等については1300万円で購入しております。医療

機器につきましては大体17種類購入していまして心

電図、ＡＥＤ、ストレッチャーなど、一通りのもの

はそろえております。ただドクターヘリと同程度と

いうものはなかなか難しいのですが、そこに近づけ

ていくような形で、今後も引き続き支援していきた

いと思います。

〇狩俣信子委員長 比嘉京子委員。

〇比嘉京子委員 各病院の院長をお迎えしてお話を

伺うことは、予算特別委員会や決算特別委員会ぐら

いしかありませんので、とても勉強になります。

今の２人の質疑を踏まえて質疑します。

先ほど病院事業局長が、病院経営の大もとという

か、重要なのは人材確保なのだとおっしゃっていま

した。それから、各病院長からのお話の中で、課題

等については、やはり人材確保について深刻な状況

があるものと認識しました。医師のみならず、コメ

ディカルや事務職も含めて、非常に深刻であること

を再認識したところです。

まず、保健医療部にお聞きします。３番目の医師

確保事業の総額と実績について伺います。

〇大城博保健医療総務課長 平成28年度は医師確保

対策に関連して、26の事業を実施し、決算額は18億

9634万5000円となっております。医師確保の実績と

しては、県全体で延べ139名の医師を確保しており、

そのうち131名は離島・僻地の医療機関における確保

の実績となっております。このほか、離島診療所の

医師が研修や休暇等で不在となる場合の代診医の派

遣につきましては、町村の診療所も含む実績であり

ますが、20診療所で242日分を実施したところです。

さらに、県による眼科、耳鼻咽喉科、整形外科等

の専門医による離島の巡回診療が９診療所で、延べ

106日間実施したところでございます。

〇比嘉京子委員 今、医師確保対策事業に18億円余

りを費やしているというお話がありましたが、かつ

てはその倍以上―数年前であったかと思いますが、

40億円を超えるような時代もあったかなと思います。

今、かなり落ちてきているのかなと思いますが―そ

のようなこともないですか。それは、認識の誤りで

すね。診療における偏在等が確かにあるのかと思い

ますが、民間では医師不足ということを余り聞かな

いのです。なぜ県立病院にこれだけ医師が集まらな

いのか、なぜ難しいのか、その理由はどこにあると

思いますか。

〇伊江朝次病院事業局長 今、委員がおっしゃった

民間病院での医師不足を聞かないということは、多

分、都会の民間病院だと考えております。総じて、

民間でも離島・僻地の病院を見ていますと、常勤医

はなかなかいない。いたとしても院長１人だけで、

あとは本院から研修医を二、三カ月で交代するとか、

あるいは本院の院長や副院長が毎週１回来るという

ような状況なのです。そういう意味では、県立病院

における医師の充足状況については、まだ離島・僻

地における民間病院よりはいいというように考えて

おります。ですから現在の、どうしても都市地区に

偏在するという状況をどのようにして解決していく
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かということが大変重要な課題だと思っています。

それぞれの人生において、どうしても家族一緒に住

まないといけないという状況の中で単身で赴任する

という―私もそうでしたが、そのような状況が許せ

るような人、そうでない人もいますので、こういっ

たところを我々はどのように配慮していくのか。地

域偏在や診療偏在を嘆いても仕方がないわけですか

ら、やはり少しでも人が動けるような状況、行って

もらえるような状況をつくることが、我々の責務だ

と思っております。

〇比嘉京子委員 医師以外のコメディカルについて、

それを確保できないことについてはどうでしょうか。

〇伊江朝次病院事業局長 県立病院においては、職

種によって定数が十分に確保できていないこともご

ざいます。

最近の傾向としては、我々が、薬剤師について定

数増を図って、その確保ができるような環境をつく

りましたが、なかなか来てもらえない状況がござい

ます。これは国の医療政策で、いわゆる応需薬局と

いうか、院外薬局がある程度薬を出せるような状況

になっていて、それだけ地域の薬局のニーズが高まっ

ているせいなのかなと感じております。もう一つは、

それ以外についても、薬剤師のニーズが、例えば製

薬会社などからのニーズもかなり高まっているとい

う状況です。以前でしたら薬剤師は、かなりの方が

県立病院に来ていましたけど、現在の病院は、なか

なか就労環境も含めて厳しいような状況があるとい

うことです。それと給与の問題です。このような問

題もあると思いますので、この辺は逐次見直してい

く必要があると考えております。いずれにしても供

給に対して需要がかなり上回っているというのが昨

今の状況ではないのかなと考えています。

〇比嘉京子委員 かつてのように考え直さないとい

けないのかなと。続いて、お聞きしたいことは、例

えば、コメディカル―作業療法士や理学療法士等は

離島においては、正職員として求人していないので、

なかなか確保ができないという実態はございません

か。

〇伊江朝次病院事業局長 確かに、ほとんどが嘱託

員や臨時的任用職員―臨任とか、臨任は正職員待遇

でございますが、いわゆる常勤ではないという形に

なっいます。けれども、以前に比べると、かなり関

係機関の御理解を得て、定数の増は図られたという

ように考えています。

今後懸念するのは、少子化時代に対して、医療の

ニーズというか、高齢者の皆さんたちからのニーズ

がふえているという状況にミスマッチがあるのかな

と。ですから、つい数年前までは非常に就職困難な

時期があって、看護師の皆さんもかなり看護学校に

来たりした状況がございましたが、今後は、その辺

のところでかなり少子化の影響が出てくるのではな

いかと考えています。そういう意味では、人材をど

のようにして確保していくのか。どうしてもやはり

雇用条件のよしあしが競争になると思いますので、

その辺をできる限りよくしないと来てもらえないの

ではないのかと。沖縄県は島嶼県でありますし、離

島・僻地も抱えている状況から大変なハンデがあり

ます。それをカバーできるような状況をつくってい

かければならないのかと思っています。

〇比嘉京子委員 定数の枠を広げてほしいとの御意

見があれば、各病院長からお聞かせいただけません

か。

〇知念清治北部病院長 医師の定数については、や

はりふやしてほしいと思っています。

〇本竹秀光中部病院長 今、労働基準監督署から勧

告を受けた問題で、各県立病院は、特に医師の問題

で苦慮しております。例えば、三六協定で大体750時

間でやったときに、どれくらいの人数が必要かにつ

いては試算しておりますが、中部病院であれば60人

ぐらいという話になってきますが、現実の問題とし

て60人の医者を集めるのは不可能なところがありま

すけれども、少しずつふやしていかないと困難であ

ると考えています。そのためには、やはり定数をふ

やしていただかないと、それも解決できないと思い

ます。

〇佐久本薫南部医療センター・こども医療センター

院長 現状として、定数を埋められていない診療科

があります。病院事業局長がお答えになったように、

診療科によるドクターの偏在化とういうことは国を

挙げて是正していく必要があるかと思います。

それ以外にも、今非常に過重な労働を強いられて

いる診療科がありまして、それを補うための定数の

増員はどうしても必要になってくるものと考えてい

ます。医師も労働者であるということを認識し、働

き方を変えていかないといけない。そういう全体の

業務の見直しは、各病院もやっているつもりですが、

それを補うための人材確保ということに大変苦労し

ているというのが現状です。適正な定数をいただい

て、それを埋めるべく努力させていただければ、あ

りがたいものと考えています。

〇本永英治宮古病院長 宮古病院も医師だけではな

くて、看護師やソーシャルワーカー、ＰＳＷという

精神保健福祉士、それから臨床検査技士など、いろ

いろな分野で定数増の要求をしています。宮古地域
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の医療の質を維持していくために、どうしてもやは

り必要なものです。今、実は救急医療を維持するだ

けでもぎりぎりの状況なので、もっと質の高い、レ

ベルの高い医療を提供していくためにも各分野にお

ける職種をぜひふやしていってほしいと願っており

ます。

〇篠﨑裕子八重山病院副院長 八重山病院も新病院

に向けて、やはり入院などがふえる可能性が出てく

ると思いますので、それに見合った医師の数をふや

していただきたい。労働基準監督署からの勧告の問

題も含めて、人数を確保するということは必要だと

思っています。

あと看護師に関しても、なかなか八重山圏域でハ

ローワークなどに出しても来ていただけない、その

分はやはり正職員という担保がないと看護師は来な

いという現状ですので、そちらもやはり定数として

ふやしていただきたい。

それとコメディカルに関しては、やはり地域と連

携するためには、先ほど本永宮古病院長からもあり

ましたように、ソーシャルワーカーなどの位置づけ

がとても必要になってきます。あと患者との臨床的

な面での相談のためにも、臨床心理士など新しく出

てきた職種に関しても定数化をしていただきながら、

その必要性を考慮した人材の確保、それに向けた定

数化というのは必要であると思います。

〇親富祖勝己精和病院長 本竹中部病院長からもあ

りましたように、現時点で県立病院に求められてい

る労働基準法の遵守を考えると、どの診療科も１診

療科当たり24時間365日を１人の当直医がカバーする

となると、同法を守るためには少なくとも12人から

13人程度の人数になることは間違いありません。

精和病院の場合には、精神科だけ特別の人数になっ

ていて、250床に対して医療法上の定数は８人なので

す。非常に医療密度の低い状態です。これは、かつ

て精神科医療が施設収容中心だったせいなのです。

今、求められているのは、地域移行や地域定着なの

です。そうなると、医療法が定めている人数という

ものを参考にして、単科の精神病院、精神科の定数

を決めること自体に無理があると。現代的な国の政

策に沿っていないということです。国自体も恐らく

矛盾したところで、医療法を放置しているのだろう

と思います。ですから、ぜひ定数増をお願いしたい

と思います。

それから、地域移行や地域定着を行うためには、

医師だけではなくてコメディカルの方たち、特に精

神保健福祉士、作業療法士、心理士、看護師や医師

でチームをつくって、患者が地域で再発することを

予防し、再入院することを予防しなければ地域定着

というものは難しいです。病院で頑張れば、地域移

行は可能です。しかし、一旦地域に移行しても、そ

こで定着するかどうかが精神科医療の鍵なのです。

地域定着がなければ、また再入院を繰り返すと、結

局収容という状態になっていくということが懸念さ

れています。

〇比嘉京子委員 今、労働基準監督署からの勧告の

問題があって、たしか15.5時間ということで皆さん

は御検討いただくのであろうと思うのですけれど、

この機会に、やはり行政職の方の考え方というもの

は、人をふやせば人件費がふえるという意識が非常

に根強くあると思うのです。しかし、病院事業局に

おいては、人がお金を生み出しているわけです。こ

れは、本来、もちろんお金を生み出すことが目的で

はなく、地域の医療を守るということ。そして医療

の質を担保とすることによって、結果として報酬を

いただくことになると思います。そのことを考えま

すと、私は定数を改正するのには、とてもいい機会

だと思うのです。そして行政の定数と、病院事業局

の定数を切り離すべきだと思うのです。それについ

てのお考えをお聞かせください。

〇金城聡病院事業統括監 委員がおっしゃっている

ことが、条例を別にするという意味であれば、これ

は法制的・技術的な問題であると思います。定数で

で言いますと、条例で定めるというのが本来の趣旨

であります。知事が定める条例を一つにするのか、

２つにするのかは、知事が考える法制的な技術的な

問題であるかと思います。

〇比嘉京子委員 これは不可能なことではなく、本

来、病院事業局は独立―これは部局レベルではなく

て、その位置づけとして知事との間に線が引かれて

いると思います。でも部長があってラインとしてお

座りをいただいているわけですけれども、そのこと

から考えましても、病院事業局長はしっかりと現場

の意見と―あと地域住民の健康、命という最重要課

題を負っていると思うのです。そのことからすると、

これまでたくさん議論がなされてきた中において、

私はやはり何年たっても、手足を縛りながら稼げと

いうのかという論を忘れてはいけないと思います。

そう考えると、自由な裁量を各病院に与えて、そこ

は経営も考えながらどうしていくのか。多分、医師

については、生涯お務めになる方がかなり少なくなっ

ていて、おっしゃるようにローテーションの期間が

非常に長くなっていると。そうすると、引当金の問

題とかも含めてどうなのだろうと思っているわけで

すが、そのことを考えましても、私はここは大きな
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英断で―我々もうんと支援したいと本当に思います。

なぜかというと、医療が質を目指していける、また

はやりがいがある、そして意識が落ちないようにす

る。そのようなことを考えると、私は大もとは、本

当に定数ではないかと、改めて認識をしました。ぜ

ひ定数改正に向けて、または定数を分離させるとい

うことに向けて、我々も議論していきたいと思いま

す。ぜひ大胆な改革案を病院事業局から出していた

だきたい。保健医療部も医師確保ということの困難

さと苦労をいかにしてその権限を与えていくのか。

今、ある意味で権限さえも与えられていないわけで

す。これはやはりいけないと思います。だから、も

う一度原点に戻って、人材の確保をもっと委ねてい

く、正規雇用も委ねていく、そして今、行政マンが

大枠の定数を持っているけれども、実質人数という

ものは定数の中に入っているわけですね。定数を超

えて人は採らないということの中で―行政マンだっ

て定数がある中で、そのもとで採用しているわけで

す。ですから定数の枠を広げるということであって、

その枠分を全部皆さんが使うということにはならな

いと思うのです。そのことをもう一度、私たちはやっ

ていく必要があると思っています。

先ほどから未収金の問題。前年度より7000万円以

上減ったということでありますが、そこで問題になっ

ているのが、メディカルソーシャルワーカー等って

いう「等」のところなのですけどれも、「等」の中に

―このことは毎年のように監査委員から指摘があり、

ここでいう社会福祉士や臨床心理士は、県にこうい

う職種はあるのですか。採用しているのですか、ど

うなのですか。

〇金城聡病院事業統括監 委員が今おっしゃる職種

については、病院事業局組織規程に基づいて設置し

ております。それぞれの職について、採用すること

ができるような職種として組織テーマごとに定めて

います。その職について必要な業務量があって定数

が配置されていれば、その配置された職に職員を任

用するというようなことになると思います。

〇比嘉京子委員 この職種において、募集をかけて

正規雇用は実現されていると理解していいですか。

〇與那覇博康県立病院課医療企画監 ＭＳＷ―医療

ソーシャルワーカーＰＳＷ―精神ソーシャルワー

カーについても定数はございます。ただ、今、未収

金を含めて地域連携室絡みの業務がどんどんふえて

いっている中で、定数は十分な数ではなく、その増

員を考えなければいけないと思っています。今おっ

しゃった職種に関しては、基本的には定数は全てあ

りますが、定数の数として十分ではないということ

になると思います。

〇比嘉京子委員 職種としてとることはできるが、

十分に足りていない。その足りないところに正規の

職員としてとれるかとれないかという問題もあると

考えていいわけですね。やはり皆さんの中で―もう

一つ６ページに、監査委員の意見で毎年のように出

てくる是正と改善に対する事項というのがあるので

す。それについても毎年指摘されていますけれども、

ことしは去年のものと比較すると厳しい指摘になっ

ているのです。それはなぜかというと、かなりしび

れを切らした言い方になっていると思うのです。契

約事務、各種手当など、極めて基本的な事務におい

て不適切な事務処理が多いという指摘があります。

そして、その発生原因を分析しなさいという指摘に

なっているのです。それを監査委員に17日に質疑い

たしました。そうすると、こんな回答がありました。

病床100床当たり、沖縄では7.2人ですと。だけれど

も、全国的には10.3名です。つまりここでも人が足

りていないのではないか。私は、この基本的な事務

における不適切な処理というものは、事務職員のス

キルの問題なのかわからなかったのですが、そのこ

とをもう少し詳しく指摘していただけませんかと聞

いたら、監査委員は人数の問題だという指摘をなさ

いました。ここでも人手の問題だということも含め

て、病院のこれからの継続的・安定的な沖縄県民の

医療を守るという立場を考えると、やはり、ここは

職員数や人材の問題だということを指摘をさせてい

ただきたい思います。

〇狩俣信子委員長 休憩いたします。

午前11時57分休憩

午後１時20分再開

〇狩俣信子委員長 再開いたします。

午前に引き続き、質疑を行います。

平良昭一委員。

〇平良昭一委員 主要政策に関する報告書の６の

４ページ、親子で歯っぴープロジェクト関連で伺い

ます。県内の人口比から見た歯科医師数は、全国比

ではどのような状況になっていますか。

〇諸見里真医療政策課長 人口10万人当たりの歯科

医師数につきましては全国が79.4人、沖縄県が57.6人

で全国より21.8人少なくなっております。

〇平良昭一委員 離島を抱える沖縄県ですので、離

島における歯科医師の対策はかなり前から言われて

います。保育園を含めて小・中学校ですけれども、

そういう中で、なかなか歯科検査などができないと

いうことの悩みは昔から続いています。歯科医師が

いない離島・過疎地域の取り組み等については、県
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ではどのようなことを行っていますか。

〇諸見里真医療政策課長 従来は、巡回で歯科診療

をやっておりましたが、現時点ではそれについては

やっていない状況でございます。

〇平良昭一委員 この巡回ができなくなった理由を

教えてください。

〇阿部義則保健医療部参事 歯科巡回診療について

は、これまで地域を決めて毎年、定期的に診療して

おりました。４年ほど前に地域医療再生基金がござ

いまして、これを活用して、歯科診療のニーズが高

いと言われていた波照間島と渡名喜島に歯科診療所

を整備いたしました。これによって、ほぼニーズが

高いところについては、カバーできただろうという

ことで、歯科巡回については一旦閉じたという事情

がございます。

〇平良昭一委員 その地域はそれなりのカバーがで

きたということでありますが、それ以外のところに

ついてもかなり歯科に関しては厳しい状況なのです。

離島や過疎の地域です。一番に、歯から病気は来る

と言われていますので―特に幼児についてですね。

親子でそういうことをやっていこうとする趣旨は大

変理解できます。ただ現状において、まだまだ足り

ない部分があるということなので、それに変わるも

のについていろいろと考えないといけない。その辺

は、これまで、ほかの医療に関しては離島への助成

―沖縄本島で受診する際の助成等もいろいろありま

すが、当然、歯科診療についても助成の対象になっ

ていますよね。

〇諸見里真医療政策課長 離島患者の支援の関係だ

と思いますが、歯科に関しては今のところ対象には

なっていません。

〇平良昭一委員 それはおかしいと思います。当然、

それも対象になるべきものだと思うし、皆さんのこ

の事業の趣旨は子供たちですね。親子でそういうプ

ロジェクトに取り組んでということですので、当然、

歯科の施設がない場合には、沖縄本島に行かないと

いけない。これを考えると、幼児や子供１人で行く

わけにはいかないので、親子で行くことになる。そ

の辺の助成も当然あるべきだと思いますけれども、

どうですか。なぜ、歯科について、本来の医療施設

とは別個として考えるのですか。

〇諸見里真医療政策課長 現在の離島―今回の新し

い事業は７疾病―疾患等について補助します。あく

までも市町村が実施する分について半額を支援する

という仕組みになっています。毎年度、市町村等と

話し合いを続けていきますので、この辺で要望があ

れば検討が可能か議論していきたいと思います。

〇平良昭一委員 対応していただきたいと思います。

次は、自殺対策強化事業ですが、ここ数年の自殺

の件数の推移を教えてください。

〇山川宗貞地域保健課長 直近の平成25年から３年

間のものでお答えします。沖縄県の自殺者数は平成

25年度が278人、平成26年度が284人、平成27人が281人

となっています。

〇平良昭一委員 推移を見ると、そんなに増減はな

いということになるかもしれませんが、県として、

抜本的な改善のための新しい自殺防止対策や方針な

どは考えていますか。

〇山川宗貞地域保健課長 県では、自殺対策強化事

業というものを設けております。当該事業は、県及

び市町村が行う相談や、人材育成、普及啓発、地域

ネットワークの強化などの基幹的事業や特に必要性

が高い自殺対策に関して、地域の特性に応じた効率

的な対策を後押ししています。例えば市町村事業へ

の補助、ゲートキーパー養成研修や、講師派遣事業、

またかかりつけ医を対象とした研修、自殺未遂者再

企図防止事業などがございます。これらは地域にお

ける、さらなる自殺対策の強化を図る事業となって

おります。

〇平良昭一委員 結局、３年間の統計を見ていて、

そんなに推移の状況が変わらないということは、抜

本的な対策が講じられていないということではない

のですか。新しい考え方を持って臨まないといけな

い状況があると思います。その辺は、今後の検討課

題だと思いますので、ぜひ理解して取り組んでいた

だきたいと思います。

次に、北部地域及び離島緊急医師確保対策基金に

ついて伺います。これまでの実績として26件、18億

円余りの予算を使って、139人を確保できたというこ

とで、これについてはいいことだと思います。今後

の基金のあり方についてお伺いできればと思います。

平成30年度で、基金が一旦切れるということになり

ますので、平成30年以後の基金についてどういう考

えをお持ちですか。

〇大城博保健医療総務課長 琉球大学医学部の地域

枠の学生が専門研修を終えて、離島・僻地での勤務

義務を実施していくのが、早くても平成32年度以降

になっていて、その後、徐々に離島で勤務をする地

域枠の卒業者の数はふえてまいります。平成41年度

以降は自治医科大学による養成、それから県立病院

で養成した後期研修医や地域学生も含めて、毎年度

100名程度、安定的に勤務する医師が確保できるもの

と見込んでおります。現在、北部、離島の緊急医師

確保基金を活用して、医師確保のための事業実施を
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しているところです。保健医療部といたしましては、

医師が安定的に確保できるまでの間、同基金は必要

であると考えておりまして、条例に基づく基金の設

置期間の延長も視野に検討しているところでござい

ます。

〇平良昭一委員 延長も考えているということです

ね。

新八重山病院の医療機器を購入するということで

すが、条例がこの基金の中にもかかわってくるとい

うことで、新病院に新しい医療機器を入れることに

ついては、条例に反するようなことになるのですか。

〇大城博保健医療総務課長 この緊急医師確保基金

の目的ですけれども、この基金は、本県の北部地域

及び離島における医師の確保を図るために、県が緊

急に行う事業の費用等の財源に充てるということに

しております。当然、医療機器の整備を目的にして

いるわけではなく、医師の確保を目的としているの

で、こういった条例の趣旨や目的に沿って事業を実

施していく必要があると考えています。

今回の八重山病院の脳神外科医、外科の医療提供

体制の整備に係る機器整備といいますのは、八重山

地域における脳神経外科医の定着、確保に係る必要

性が非常に高い、緊急性が高いということに着目し

て、基金を活用して事業を実施したところです。

〇平良昭一委員 八重山病院だけではなくて、ほか

の病院でもそういう医師確保のために機材を購入し

ている実例はあるわけです。現場の八重山病院副院

長も来ていますけれども、最新の医療機器があれば

当然医師確保につながります。やる気が出てきます

ね。そういう観点から、行政側と現場側との違いが

出てきていると思うのです。その辺について、八重

山病院副院長はどうお考えですか。

〇篠﨑裕子八重山病院副院長 やはり医療機器とい

うものは、医師が診断や治療をしていく際に、必要

とする検査などに使うものですから、新しい検査機

器について最新の物があるということは医師のモチ

ベーションにもつながるものと思っております。

〇平良昭一委員 そのとおりです。医師はいい医療

機器があれば行きます。医師確保につながるのであ

れば、当然条例の範疇です。だからもう少し柔軟性

を持って対応していただくことが大事だと思います。

これから、基金を延長していくことを考えていきた

いということでありますので、今後は柔軟性を持っ

て対応していただきたいと思っています。

次に、北部病院の産婦人科の完全な診療体制の確

立は長年の課題でした。現在も３人。６人いないと

できないということでありますけれども、知念北部

病院長がお見えですので、現場から医師確保につい

ての手段、方法、要望等があれば、ぜひこの機会に

行政側にお伝えいただきたいと思います。

〇知念清治北部病院長 現在、医師の派遣事業等を

利用して医師の確保に努めていますので、そういう

ものに基づいてやってきたいと思います。

〇平良昭一委員 本当に、これは20年来の課題です。

若い方々が、中・南部地域から北部地域に里帰りし

てきても子供を産める状況にないということで、ま

た戻るという状況を何度も聞いています。ぜひ魅力

あるヤンバルのために子供を産み、育てる環境につ

いて、北部病院においても長年の課題であり、苦労

しているのはわかりますが、ぜひ、行政と現場が協

力して抜本的な改革を進めてほしいと思っておりま

す。

次に、ＨＩＶの県内の状況についてお聞きします。

〇山川宗貞地域保健課長 沖縄県内のＨＩＶ感染者

・エイズ患者の届け出状況の直近の３年間を見ると

平成26年の33名がピークとなっています。平成27年

が27名、平成28年が22名、今年度はまだ途中ですが、

現在14名の報告がございます。

〇平良昭一委員 報告を受けている人数等について

は、当然どなたであるかということは、皆さん熟知

しているわけですね。県内のどこに在住してるかと

いうことなどはわかっているのですか。

〇山川宗貞地域保健課長 沖縄県内ということです

が、実際に居住しているところについては正確には

把握しておりません。

〇平良昭一委員 ＨＩＶに対する診察や治療を行え

るところは、県内で３カ所と聞きましたが、その病

院はどこになりますか。

〇山川宗貞地域保健課長 沖縄県内ではエイズ治療

中核拠点病院として琉球大学医学部付属病院、エイ

ズ治療拠点病院として県立中部病院と県立南部医療

センター・こども医療センターが指定されておりま

す。また、薬を与えることについては、県立宮古病

院も対応している状況です。

〇平良昭一委員 感染した方からの御相談があった

こととして、普通に生活するためには仕事をしたい

と。別に見た目は変わらないわけですから、そうい

う面ではその対応する窓口が病院側にあるというこ

とですが、この３カ所の病院には、そういうあっせ

ん、指導や相談ができるような状況は整っています

か。

〇山川宗貞地域保健課長 ＨＩＶ感染者やエイズ患

者に関しましては、拠点病院の看護師やケースワー

カーが研修を受けたり専門性を持って、さまざまな
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悩みを持つ患者さんに個別に対応している状況です。

〇平良昭一委員 病院でそういう相談があったとし

ても、実際職場との連携が全くとれていないわけで

して、土木建築業に従事しようと思うと、かなり気

になってできなくなるということもあります。また、

感染している本人がどのような仕事につけるのかわ

からないし、就労について民間の方と行政機関との

調整がもっとうまくできないのかと思います。病院

側の努力は認めますが、その後の展開について、ど

のような障害があるのかわからないし、その辺はど

のような考え方がありますか。

〇山川宗貞地域保健課長 各病院で、個別に看護師

やケースワーカーが対応することに加えまして、県

では沖縄県エイズカウンセリング事業を沖縄県臨床

心理士会に委託して、患者が抱える病気や治療の不

安、就労や恋愛など、今後の生活に関することにつ

いて心理的支援を必要とする患者の方に対して、専

門知識を有する臨床心理士を派遣してそれぞれの相

談内容に対応しています。

〇平良昭一委員 それはわかっています。民間との

連携によって、どう仕事としてつながりをもってい

けるかということ。何て言うかな……。

〇山川宗貞地域保健課長 ハローワークとの連携に

ついては、難病の場合にはうまくいくような感じな

のですが、どうしてもＨＩＶ感染に関しては個人的

な問題があって相談しにくいということがあるので、

こちらとしても少し気にしているところであります。

〇平良昭一委員 確かに相談しにくいから、そこを

病院側でうまくカバーして、本人が間に入らないよ

うな状況をつくってほしいということです。その辺

は研究課題となりますので、お願いします。

病院事業局に伺います。

沖縄県病院事業会計決算審査意見書の中の審査意

見に対する見解と対策についてですが、労働基準監

督署の是正勧告を受けた内容で、医師の夜間勤務に

対する時間外勤務手当の支給について、いろいろと

言われてきました。その手続等の流れや今後の影響、

また対策についてお聞かせください。

〇真栄城守県立病院課長 今回、労働基準監督署か

ら是正勧告がございました主なものは、医師の当直

勤務につきまして、従来は本土復帰後は15.5時間の

当直時間のうち８時間分を時間外勤務手当として支

給していた実績がございますけれども、これに対し

て、労働基準監督署から拘束時間は全て勤務時間に

当たるとの指摘がございました。その中で、15.5時

間全てについて時間外勤務手当として支給すべしと

いう勧告がございました。それに基づきまして、い

わゆる未払いがあるという認識に至りました。その

未払い分について、県立病院全ての当直にかかわっ

たドクターについて２年さかのぼりまして、個人個

人、そして一人１日ごとの勤務時間について、再度

確認をしながら未払い分の額の確定を行い、なおか

つそれに各種の税金の部分の天引き、共済関係の費

用の差し引きといった関連する計算も含めて少し細

かい作業がございます。そういう関係もありまして、

今、各病院で支給に向けた作業を行っております。

そのような中で、精和病院は医者の数が少ないとい

うこともございまして、８月21日には支払いを完了

しているところです。それ以外の５つの病院につき

ましては、鋭意作業を進めております。まだ、確定

的なものではありませんが、一応今月末を目途に支

給を進めていきたいと思っています。

今後の影響と対策ということつきましては、今回

支給する時間外勤務手当が、現在の段階で大体14億

5000万円というような積み上げになっております。

当然、これを病院事業の予算の中から支払いをして

いくということになりますので、いわゆる医者がふ

えて支給額がふえるということではなくて、医者の

数は変わらない状況の中で、つまり収入を伴わない

中で費用がふえるということになりますので、病院

事業の収支については、厳しい影響が出てくると考

えております。やはり基本的には、病院における医

師の勤務状況の改善を図りながら、なおかつ医師の

確保もあわせて努めていきながら、病院の中での医

業収益の確保に今後さらに努めていくことになるも

のと考えています。

〇平良昭一委員 今月中に確定するという中で、大

体14億5000万円というのはかなりの金額です。これ

については、本来、皆さんが運営する中で負担する

ことになるのは当然だと思いますけれども、果たし

て現状の中でそれが対応できるような金額なのかと

少し疑問に思います。今後、病院事業局だけの問題

ではなくなるかもしれません。その辺の対応策につ

いて、皆さんの中で考えていらっしゃいますか。

〇真栄城守県立病院課長 まず、費用面につきまし

ては委員の御指摘のとおり、やはり医業収益だけで

それを賄うというのは厳しい部分もあるだろうと考

えております。その中で、私どもといたしましては、

これはいわゆる医師の当直、例えば救急や産科など

の政策医療にかかわる分については、医師の当直に

よる費用の増があったということになります。これ

については、基本的な枠組みの中で一般会計繰入金

で、それぞれ政策医療の収支差に基づいて繰り入れ

を行うという仕組みがございます。その仕組みに乗



－223－

せて費用が増加した分、つまり収支が悪化した分に

ついては、繰り入れの対象となるよう関係部局との

協議を進めてまいりたいと考えております。

〇平良昭一委員 医師のモチベーションが下がらな

いような状況をつくっていただきたいということを

要望しておきます。

比嘉委員からもありましたとおり、平成27年度に

経常損失を計上して、平成28年度はその額がさらに

拡大するということで、このために持続的な経営の

健全化に向けた取り組みを強化する必要があるとい

うことで４点が挙げられています。経営安定化に向

けた取り組み、経営改善の取り組み、医師と医療ス

タッフの確保、是正改善を要するという４項目です

が、前回もそのような項目を指摘されております。

ことしはどのような考え方をもってその４項目に対

して取り組んでいくのか、お聞かせください。

〇山城英昭県立病院課経営企画監 まず、経営安定

化に向けた取り組みについて御説明いたします。平

成29年３月に策定しました沖縄県立病院経営計画で

は、経常収支の黒字確保、投資資金の確保、手元流

動性の確保の３つを目標としております。目標を達

成するには、県立病院が安定的に経営を行う必要が

あり、経常収支の黒字を維持するとともに資金の確

保が必要であります。さらに医療を提供する人員体

制の整備と人材の安定確保や設備投資も必要となり

ます。事業運営に必要な人員体制を整備する具体的

な事例として、医師や看護師の確保については、県

内外での説明会の実施や、研修制度を充実させるこ

となどによって、安定的な確保に努めていきたいと

思います。また、選択と集中による戦略的な経営を

展開し、収益拡大に向け、効果的・効率的な運営を

行う必要があります。具体的には、各県立病院にお

ける実施計画において、病院運営の重点事項指標の

目標を設定し、その達成に向けて取り組みを実施し

ていきます。さらに、経営改革会議等において実施

計画の達成状況をＰＤＣＡサイクルで検証・評価し、

目標管理を徹底していきたいと思います。加えて、

外部有識者で構成される沖縄県立病院経営評価委員

会においても評価を実施していきます。

次に、経営改善の取り組みについてお答えします。

医業収支の改善につきましては、収益の確保と費用

の縮減が必要であります。収益の確保につきまして

は、これまでどおり入院患者の確保と平均在院日数

の管理を行うとともに、新規患者の確保等に努めて

いきたいと思います。一方、費用の縮減につきまし

ては、薬品及び診療材料の縮減や在庫管理の効率化、

後発医薬品の推進に努めるとともに、委託費等の縮

減、効率化を図っていきたいと思います。また、未

収金対策として、入院支援室のメディカルソーシャ

ルワーカーや未収金担当者等において、入院時から

の患者対応や医療費納付相談、関係機関との連携を

強化して、未収金発生を最小限に抑える取り組みを

実行していきたいと思います。

続きまして、是正改善を要する事項についてお答

えします。今回の定期監査においては、契約事務等

に関する指摘が多く、各病院の事務処理体制の改善

が必要であると考えております。指摘が多い主な要

因としましては、事務処理方法の認識不足、組織と

してのチェック機能が弱い等が上げられます。病院

事業局としましては、会計事務処理研修を定期的に

実施すること、あわせて各病院における会計事務の

ダブルチェックを徹底するなどにより、事務処理体

制の改善を図っていきたいと考えております。

〇狩俣信子委員長 西銘純恵委員。

○西銘純恵委員 最初に、県立病院の関係で、今、

やはり沖縄県内どこに住んでいても安心した医療が

受けられるということで、各病院長の皆さんも頑張っ

ていると思います。これまでの議論で職員定数に関

して、必要な医師や看護師を確保してほしいという

現場の声がありますが、それが定数に反映されてい

ない、少ないと言われました。実際に各病院長にお

尋ねします。医師、看護師、コメディカルについて、

希望された定数について現状はどうなっていますか。

不足している人数について、それぞれお答えできま

すか。

○親富祖勝己精和病院長 定数なのですけれども、

今、精神保健福祉士は定数３人です。たしか私の記

憶では合計で10人です。残りはほとんどが嘱託員に

なっています。午前中にも答弁したように、やはり

嘱託員になると、他の民間病院と条件があまりにも

違いすぎるということで、なかなか経験豊かなベテ

ランの精神保健福祉士を雇用するのは難しいという

ような状況になっております。

○篠﨑裕子八重山病院副院長 平成29年度の要望に

ついては、今は手持ちがないのでお答えできないの

ですが、現在、新病院に向けた体制について、脳外

科の１名増員や現在配置されていない眼科医、それ

から今後は手術がふえていくことが予想されるので

麻酔科とか、そのような人数を含めると、医師につ

いては四、五人は必要ではないかと思っております。

看護体制に関しましても、新たにＮＩＣＵ以外にＧ

ＣＵの増設を行ったり、外来部門、化学療法部門と

かを含めると、それに対応した人数の確保の必要性

が出てきております。細かい数字については把握し
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ていませんので、その辺はお答えできません。コメ

ディカルに関しては、やはり精神福祉士とか、あと

ソーシャルワーカーなど必要な部分があります。そ

ういう地域との連携を図っていくために、事務的な

手続や関係性の部分を強化するためには、事務系の

職員を確保する必要性が出てくると思います。

○本永英治宮古病院長 現在、医師の定数45名に対

して臨任と嘱託員を合わせると実数より多く雇って

いますが、定数としては不足しています。看護師は

190名の定数に対して188名なので２名足りないので

すが、実際に看護嘱託助手、補助員たちを合わせる

と216名で動かしております。それから、薬剤師は定

数９名に対して７名の薬剤師が働いています。定数

は２名あるのですが、応募者がいない状況になって

おります。栄養士が定数２名に対して、正職員が今

２名で、実質４名いますが、実際には２名では足り

ないということで、補助として２名雇っています。

それから、メディカルソーシャルワーカーが定数１名

で、１名勤務しています。また、精神保健福祉士に

ついては定数はないのですが、臨任で１名雇ってい

ます。その他いろいろあります。あと、事務職が１名

足りていない状況です。このような形で、各部署に

おいて定数はあっても応募がないものなどを含める

と、全体的に足りていない状況でございます。

○佐久本薫南部医療センター・こども医療センター

院長 医師については、定数は126名ですが、今欠員

が５名となっています。看護師が16名欠員でござい

ます。それと、薬剤師が定数17名に対して１名の欠

員という状況です。つけ加えておきたいのですが、

嘱託員で確保している方が社会福祉士、精神保健福

祉士の各１名で、これについての定数化をぜひお願

いしたいということです。それと、午前中の質疑に

は余り出てこなかった、医師事務作業補助者。私た

ちはこれを医師クラークと称してますが、今なくて

はならない業務になっています。この辺の定数化が

できればよろしいのではないかと考えております。

歯科衛生士についても定数ではなくて、嘱託員とし

て雇っているという現状でございます。

○本竹秀光中部病院長 これまでの定数を見ると、

とにかく医師と看護師に焦点が絞られてきました。

ところが、先ほどから未収金の話や、生活困窮者の

人たちの未払いについてどうするのかといったとき

に、そこに介在するというか、介入するのが実はＭ

ＳＷであったりします。それから事務職です。元中

部病院長だった宮城良充先生のときに、私たちは事

務力アップということをやったのですが、人数がふ

えないと事務力はアップしないのです。そういう意

味で、実は事務系についても人をふやしていかない

と、病院経営や地域医療、地域連携も含めてなかな

かできないというところで、そちらにもう少しフォー

カスを当てる必要があるのではないかと考えており

ます。医師、看護師については数的には出てきます

けれども、そういうようにそちらも強化していかな

いといけないのではないかと考えております。

○知念清治北部病院長 正確な人数について―これ

は大まかな人数でよろしいでしょうか。医師につい

ては定数増ということです。定数をどれだけふやし

てほしいかということについては医師が４名。それ

から、今、放射線科はオンコール体制をとっている

のですが、これをなくすために４名。検査科が３名。

栄養士が２名。社会福祉士が１名。リハビリが１名。

歯科衛生士３名。事務職が３名。足りない部分は、

現在嘱託員で補っているところもあります。

○西銘純恵委員 お尋ねしましたら、やはり新たな

職種として定数に持っていくという課題。そして現

在、嘱託でやっているけれども、これを本務にする

ということが一番大きな課題になっていると思いま

す。結局は病院事業局長と各病院長の皆さんが定員

についてその必要数の話し合いをして、そこを皆さ

んはやはり経営的にどうかということについても考

えないといけないと思うのですが、ただ、不採算で

あっても、やはり県民の医療を守るということで頑

張っているということ、やはりそこが肝心なことと

思います。私は、定数の権限は病院事業局長にある

と思っているのですが、提案するのは知事であると。

それでは、各病院長と病院事業局長が一緒になって、

知事や三役と話し合いを持つということも、やはり

病院の実態について話をしていくということが重要

ではないかと思います。その辺の検討といいますか、

取り組んでいくことについてはいかがでしょうか。

○伊江朝次病院事業局長 西銘委員のおっしゃると

おり、病院現場のニーズに合ったことをしっかり把

握して分析し、経営を実態に合わせていくようにす

ることが私の仕事だと思っております。やはり新た

な定数増を提案するためには、しっかりとした根拠

を出して、相手に理解してもらわなければいけない

ということがございます。その辺は情報収集を含め、

地域の医療のニーズ等も考えながら、県立病院とし

ての社会的責任をしっかりと果たしていきたいと

思っています。

○西銘純恵委員 沖縄県病院事業会計決算審査意見

書の37ページ、未収金の関係で各病院が出ているの

ですが、前年と比べて未収金はどうなっていますか。

件数と金額を教えてください。



－225－

○山城英昭県立病院課経営企画監 平成28年度決算

の個人負担分未収金は18億5897万円となっており、

平成27年度末と比較しますと7162万円減少しており

ます。また、平成28年度決算時点の未収金の発生件

数は１万3895件となっており、平成27年度末の件数

１万4940件と比較すると1045件減少しているところ

でございます。

○西銘純恵委員 現年度の未収金についても答えて

いただきたかったのですが、過年度のものが大きい

ですね。それで1000件未収金を減らしたと。そして、

金額でいえば、前年度３億5900万円が３億円という

ことで、金額的にも皆さんが努力しているというこ

とはわかります。でも、この改善の方法として、弁

護士に任せたということを言われたのですが、この

弁護士に任せて、強制徴収ということになりますが、

実際に任せた件数と、それによって回収できた件数

はどうなっているのかわかりますか。

○山城英昭県立病院課経営企画監 弁護士への業務

委託に関しましては、北部病院が平成26年１月から

実施しております。北部病院の平成28年度実績とい

たしまして委託件数が4171件、１億4659万円に対し、

最終の結果が2048件、2180万円であります。中部病

院と宮古病院に関しましても委託を行っております

が、中部病院が平成29年８月、宮古病院が平成29年

９月からの委託ですので、まだ実績は上がっており

ません。

○西銘純恵委員 これについて１億円余りのもので、

実際は、件数的にも効果というものがどうなのかと

いう。私はもう少し分析してほしいのですけど。回

収できる相手について回収を行ったのかというとこ

ろも見ながら、少し県民を追い詰めるようなことに

なっていないのかということも検証していただきた

いと。それとその前に、私はやはり医者にかかって

お金を払わないで済ませようという県民はほとんど

いないと思っています。払いたいけれども払えない

というのをどうするかについては、やはりケースワー

カーに担当させて、きちんと福祉につなげると。こ

の福祉につなげるということが各病院でどうなって

いるのかだと思うのです。体制はきちんととられて

いるのですか。

○山城英昭県立病院課経営企画監 未収金の具体的

な取り組み、発生防止の取り組みにつきましては、

入院支援室において、メディカルソーシャルワーカー

など、入院時から患者対応や、医療費納付相談を実

施しているところであります。また、経済的な理由

等による支払い困難者につきましては、市町村に出

向き、生活困窮者の生活保護申請等を実施しており

ます。また、経済的な理由により支払いが困難な患

者に関しましては、生活困窮者の生活保護申請相談

や、国民健康保険法第44条の適用該当者の相談等を

講じております。そのほか、退院日事前通知の徹底

や、未収金対策会議等を開催し、未収金対策の周知

や、院内連携強化において改善を実施しているとこ

ろであります。

○西銘純恵委員 年間１万4000件近くの未収金対策

ということになるのですが、この１万4000件に対す

る相談体制というのは１人、２人とか、一つの病院

で簡単にはいかないのですね。今、福祉につなげる

といっても、丁寧に入院や通院のときから、どうで

すかということをやらないと、追いかけて取れませ

んでしたいうことになったらいけないと思います。

私は各病院にきちんと患者数の割合に見合うような

相談体制をとっていただきたいと思うのですが、そ

こもあわせてお答えください。

○山城英昭県立病院課経営企画監 現在の未収金の

対応についての配置状況は、北部病院におきまして

は９名配置しております。中部病院に関しましては

17名、南部医療センター・こども医療センターに関

しましては18名、宮古病院に関しましては８名、八

重山病院に関しましては６名、精和病院に関しまし

ては９名配置しているところでございます。

○西銘純恵委員 これは、ケースワーカーというこ

とでよろしいのですね。

○山城英昭県立病院課経営企画監 医療相談員等で

ございます。

○西銘純恵委員 医療相談員も正規職でやっている

のかなと思いますが、やはり福祉の制度を熟知しな

いとつなげることができない。先ほど国民健康保険

法第44条とおっしゃったけど、それについてわかる

のかということがありますので、やはり社会福祉士

などの専門性を持った方を配置していただきたいと

思います。

それで、県立病院の条例の中で医療費の減額・免

除の制度というものはありますか。

○山城英昭県立病院課経営企画監 使用料等の減免

につきましては、条例や規程に定めはございますが、

具体的な運用方法についての定めはない状況です。

○西銘純恵委員 今の話を聞くと、生かされていな

いということですから、ぜひ要綱などをつくって生

かせるようにやっていただきたいと思いますが、い

かがですか。

○山城英昭県立病院課経営企画監 運用方法を定め

るに当たっては、条例の減免制度を適用する対象者

をどのような基準で選定していくのかという検討が
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必要であり、手続等においても、証明書等の発行等

について、市町村や福祉事務所との調整が必要であ

ります。また、減免を実施した場合、収益の減にな

るということから、各病院における経営面での影響

が想定されることになります。

○西銘純恵委員 病院の経営面とおっしゃったけれ

ども、この減免制度をつくれば、県立病院で充てる

―収益で来るということはないですから、福祉の予

算で減免のものを持ってくるという新たな補助制度

などをつくるべきであると思います。今いろいろな

課題があると言われましたので検討していると思い

ます。ぜひ早いうちにそれができるようにしていた

だきたいと思います。

沖縄県病院事業会計決算審査意見書の16ページ、

一般会計からの繰り入れについてお尋ねします。ど

のような繰入額になっていますか。

○山城英昭県立病院課経営企画監 平成28年度にお

きましては、予算額58億9978万8000円となっており

まして、同額が決算額となっております。

○西銘純恵委員 16ページで説明してほしいと言っ

たのですが。

○山城英昭県立病院課経営企画監 収益的収入に係

る繰入金に関しましては、一般会計から繰り入れた

額が47億9721万2000円で、前年度と比較して559万

5000円減少しております。内訳を見ますと、地方公

営企業法第17条の２第１項第１号の負担金が１億

2226万8000円増加し、同項第２号の負担金交付金が

１億8325万8000円増加しております。同法第17条の

３等の保険金は３億1112万1000円減少しております。

資本的収入に係る繰入金に関しましては18億3094万

7000円で、地域医療再生臨時特例基金事業等の増に

より、前年度と比較して２億6055万2000円増加して

おります。

○西銘純恵委員 １号と２号の繰り入れという、大

事なところの括弧書きについてお答えいただいてい

ないのですが。同法で定める１号は、その性質上、

公営企業の収入をもって充てることができない経費。

収入に関係なく経費を全て。そして２号というのは、

一部負担する必要があるという経費ということで、

明確にされているのです。それで、救急医療の分で

すね。それは経費を全て一般会計から繰り入れをす

ると。この１号の繰り入れの５年間の平均について

どうなっていますか。

○山城英昭県立病院課経営企画監 ５年間の平均で

お答えします。平成25年度は８億2556万7000円。平

成26年度は７億655万7000円。平成27年度は７億

4445万円。平成28年度は８億6671万8000円。平成29年

度は８億4719万3000円。５年の平均は７億9809万

7000円でございます。

○西銘純恵委員 今の説明で、救急医療の繰り入れ

は平均７億円から８億円ということですが、この収

益は幾らですか。５年平均でいいです。収益は幾ら

で、費用が幾らで、今、説明されたのが繰り入れと

言われたのですが、差し引きしたのではないですか。

金額をお願いします。

○山城英昭県立病院課経営企画監 平均の収益につ

いては15億6884万円。費用に関しましては23億6693万

7000円。平均の繰入金額は７億9809万7000円で、こ

れは収支の差額によるものでございます。

○西銘純恵委員 私は何度も言ってきているのです

が、かかった費用が23億6693万7000円。この額を救

急医療の一般会計から繰り入れをすべきであるとい

うことが総務省の基準になっているということなの

です。これは是正すべきだと何度も言ってきたので

すが、次年度、新年度予算ではきちんとやる予定で

すか。病院事業局長にお尋ねします。

○伊江朝次病院事業局長 現在のところ、今までやっ

たこの収支差でこの繰入金の額を決めているのが現

状でございます。その収支差についても、やはりしっ

かりとしたいわゆる原価計算というものがとても大

事だろうと思うのですが、この原価計算の概算とい

いますか、正確な数字についてなかなか出すのが難

しいということもございます。したがって、今、病

院現場では原価計算がしっかり出せるような取り組

みを行っていくということです。今、各病院でやっ

ております。

○西銘純恵委員 総務省基準にのっとらないでやっ

ていると。１床当たりの繰り入れについて、沖縄県

は全国平均と比べて１ベッド当たりはどれだけです

か。

○山城英昭県立病院課経営企画監 平成28年度の繰

入金の総額は58億9978万8000円となっておりまして、

１床当たりの繰入金は、収益的収入にかかる繰入額

が219万3000円。資本的収支にかかる繰入額は83万

7000円となっており、合計は303万円となっておりま

す。

○西銘純恵委員 沖縄県と全国との差について聞き

ましたが。

○山城英昭県立病院課経営企画監 本県の平成28年

度の１床当たりの金額と、全国平均が出ている平成

27年度とを比較しますと、収益的収入は167万6000円

少なくなっており、基本的収入が47万7000円少なく

なっております。したがって、合計で215万3000円少

なくなっております。
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○西銘純恵委員 １床当たり215万円余り少ないこと

を見ると、ベッド数はどれだけあるのですか。かけ

てみたら、確実に繰り入れが少ないということがわ

かるわけですね。それで、このページの最後にあり

ますが、他会計繰入金、医業収益比率についても全

国との差があるのですが、全国と同じようにすると、

実際はどれだけの資産が出るのですか。最後の部分

で資産を出してもらえますか。

○山城英昭県立病院課経営企画監 他会計を入れず

に47億1000万円になります。

○西銘純恵委員 全国の繰入額１床当たりの平均に

すれば、合計で105億円を一般会計から繰り入れしな

ければならないという数字になってくるわけです。

ところが半分しかやってないという。また、一番下

のオのところでお尋ねしたいのは、他会計繰入金対

医業収益比率。これも沖縄県では他会計繰入金の比

率が10.4％。でも全国平均は26.2％になっていると。

全国平均にすれば2.6倍しても78億円です。だからそ

ういう意味では、一般会計の繰り入れというのは、

やはり各病院長を初めとして先生方は一生懸命やっ

ているけれども、この一般会計から県民の不採算医

療をやってほしいということについて総務省の基準

にものっとらないし、それと全国と比べても少ない

ということが明らかなのです。だから堂々とそうい

うこともやって、繰り入れを順当にやっていただき

たいと思うのですが。各病院長の皆さんが御発言な

さるということはできないので、病院事業局長いか

がですか。

○伊江朝次病院事業局長 今、全国の１床当たりの

繰入額ということが出ましたが、我々でいろいろと

調査してみますと、全国みんな統一された算定とい

うものがないのです。ですから各自治体によって、

それぞれ独自にといいますか、使ってるような状況

です。我々が調べたもので一番多いのが、予算年度

の見込み数値による収支差というものが13団体で

あったという状況でございます。どこに基準を置く

のかということがなかなか難しい状況にあると思い

ますし、それぞれの自治体の財政事情によって、そ

ういったことが見込まれているのではないかと考え

ております。そういうことで、我々としては現状の

中で、どう正確にそのような数値を近づけるかとい

うことを、まずは当面の目標としてやっている次第

であります。ですから、そういった算出のあり方と

いうものについては、知事部局ともしっかり協議し

ながら、今後どのようなことができるのか話し合い

をしていきたいと思います。

○西銘純恵委員 労働基準監督署から指摘をされた

２年間で14億円という数字を見ても、先生方の勤務

している実態に合っていない。収益は入らないのだ

から。それではどうするのかといったら、やっぱり

補助金や、一般会計からの繰り入れ以外にないと思

うのです。そこはしっかりやっていただきだいと強

く要望します。

〇狩俣信子委員長 金城泰邦委員。

〇金城泰邦委員 初めに、監査委員からの審査意見

書からお尋ねいたします。

先ほども質疑がありました労働基準監督署の是正

勧告についての文言が４ページにあります。これは

医師についての夜間勤務に対する手当の問題であり

ますが、医師以外にも看護師など、病院に従事する

方々についても同様な感じで勤務手当の支給の問題

があるのか。あと超過勤務時間の問題などもあるの

かについてお尋ねします。

〇真栄城守県立病院課長 先ほども答弁したとおり、

今回の労働基準監督署からの勧告につきましては、

医師の当直勤務に対する支給が不適正であるという

指摘でございました。このルールは医師の当直勤務

に限ってのルールになっています。例えば、看護師

につきましては、交代制勤務という形で、当直制を

とっていない関係がございます。このため、看護師

については今回の労働基準監督署の基準に基づく勧

告の内容における直接的な該当はないところです。

ただし、いわゆる当直勤務以外のその他の時間外労

働について把握できていないものがあれば、把握す

るように努めていきたいと考えております。

〇金城泰邦委員 看護師等については、まだ把握で

きていない状況ということですね。

〇真栄城守県立病院課長 実は看護師を含めたドク

ター以外の職種についても、ことしの６月ごろの段

階で、一旦、未払いのある時間外勤務があればそれ

を報告していただきたいという形での調査を実施い

たしました。新聞報道等でもございましたとおり、

その段階では看護師１名のみの報告となっておりま

す。これについても、今、支給の準備をしていると

ころでございますけども、それ以外にも同じような

状況にあれば、継続的な把握に努めていく必要があ

るものと考えています。

〇金城泰邦委員 ぜひこれについては、しっかりと

把握していただきたいと思います。

同じく４ページには、経営安定化に向けた取り組

みということで、平成24年度から平成28年度までは、

県立病院経営安全化計画に基づいて、経常収支の黒

字の維持、手元流動性の確保、そして３点目に長期

債務の縮減ということがあります。その中に、人員
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体制の整理と人材の安定確保というものに取り組ん

できたということですが、その後の新たな県立病院

経営計画では平成29年度から平成32年度については

黒字確保、投資資金の確保、手元流動性の確保につ

いては同じだと思いますが、役割の明確化を策定し

てあるとか、自立的な経営、経営の健全化という文

言があります。これを見ると、先ほど来、要望がずっ

と出ている、人員体制の整備と人材の安定確保とい

うものは、この新たな経営計画には盛り込まれてい

ないものと受けとめるのですが、その辺はどうなの

でしょうか。

〇真栄城守県立病院課長 沖縄県立病院経営計画に

つきましては、平成29年度から平成32年までの４カ

年計画として、ことしの３月に策定したところでご

ざいます。その中で経営の効率化に関する取り組み

を行うということを明記しておりまして、その中で

同じように経営安定化計画等も同じようなトーンに

なりますが、人員体制の整備と人材の安定確保といっ

たものを盛り込んでおります。これは、非常に重要

な部分だと思っておりますので、これについても取

り組みを進めていきたいと考えています。

〇金城泰邦委員 先ほど来、要望が出ている人員確

保について、県の計画として取り組む方向であると

いうことでよろしいですね。

同じく意見書の中には、12ページ（５）職員数が

ありまして、平成28年度は医師が前年度と比較して

７人増、看護部門は６人減、医療技術員は29人増と

いうことで、医師が0.7人の増、看護部門では1.4人

の減ということで、比較して見ると、看護部門の減

が少し目立つなという気がしております。その辺の

要因について説明してください。

〇與那覇博康県立病院課医療企画監 看護部門につ

いては、急な産休や育休等があります。それについ

ては、人材の補充を嘱託員などで対応しているので

すが、それが少し追いついていない現状があります。

あと、看護師に関しての募集を随時行っていますが、

地域性―医師ほどの地域偏在はないのですが、年齢

によって働ける場所が限られていることなどもござ

いまして、看護師不足の状況が生まれているものと

理解しています。

〇金城泰邦委員 成果報告書等を見ますと、看護師

を確保するための事業もいろいろあると。看護大学

校もありますし、そこで看護師を養成をしていると。

それから民間立の学校が、半数以上を輩出している

ということが成果表にあります。それでも、看護師

が足りないというのはどういうことなのでしょうか。

〇與那覇博康県立病院課医療企画監 数字のことか

らきちんと御説明いたします。今、看護師の定数が

1827名で、現在の職員数は1801名となっていて、欠

員数は26名になっています。欠員の要因の一部とい

うものは、先ほどもお話をした育児休業等による休

職者が84名で、このために補充した臨時職員の採用

が61名となっています。正職員としての採用は行っ

ていないのですが、嘱託職員で一応180名は順次補助

員として採用しています。一応、看護大学など、先

ほどから説明している取り組みも全部やっています。

ホームページから含めてやっていますが、平成28年

の看護大学と看護師養成所で690名卒業し、県内就業

が450人で65.1％となっています。今後も県内就業を

促進していきますが、県内の看護大学や看護学校の

卒業生は、必ずしも全員が県立や民間に行くという

わけでもなく、県外に出ているという状況もありま

す。そのような中で、モチベーションを上げる形で、

いろいろこちらも出向いて行って説明会を開いたり、

インターンシップの機会を設けたりするなど、ティー

チングアシスタントとして看護師養成機関に講師を

派遣したりというようなことで看護師教育に参加す

る機会を持ちながら、その養成に努めています。今、

そのような努力をしています。あとは育児休業明け

の職員―県立は交替勤務制で夜間勤務や離島勤務も

ありますので、育児短時間勤務制度とか配置部署を

考慮していく等の負担軽減も行っています。看護師

をサポートする人も安定的に確保して、その業務分

担を行うことで、看護師の業務負担を軽くしていか

なければいけないと考えています。このようなこと

で看護師不足に対応していきたいと思っております。

〇金城泰邦委員 同じく意見書の９ページには、当

初業務の予定量と実績ということで、法令に基づき、

予算において患者数を業務予定量として定めたと。

その結果、平成28年度入院患者数が予定量を5.2％下

回ったと。外来患者数も予定量より5.8％下回ってお

り、入院・外来患者の合計では予定量より5.6％下

回っています。これについての御見解を伺いたいと

思います。

〇山城英昭県立病院課経営企画監 業務予定量につ

きましては経営目標でありまして、県立病院が医療

を最大限に提供できる体制をもとに設定をしている

ものでございます。しかしながら、実際には医療従

事者の充足状況や患者の動向等により、業務予定量

と実績に差が生じることになります。県立病院とい

たしましては、県立病院が医療を最大限に提供でき

る体制を整える必要があることから、現行の算出方

法を継続している次第でございます。なお、収支に

つきましては、病院経営の１年間の収入、支出の実
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績結果を示したものであることから、業務予定量と

実績の差によって損失につながることはないものと

考えております。

〇金城泰邦委員 ということは、予定の見込みが甘

かったということですか。

〇山城英昭県立病院課経営企画監 予算等の考えも

ございます。最大限の医療を提供できる状況をマッ

クスとして積算しておいて、そういう充実が図れた

場合においてスムーズに対応できるようにというこ

とで、このような積算方法をとらせていただいてお

ります。

〇金城泰邦委員 そうであれば、マックスの目標に

向けて、やはり体制を確立するということが一番求

められるものと理解しました。

次に、歳入歳出決算説明資料５ページの（款）衛

生費の中に（目）健康増進推進費がありますが、不

用額として3376万円が出ています。この要因につい

て御説明をお願いします。

〇宮里治健康長寿課長 健康増進事業推進事業費に

つきましては、健康増進法第17条第１項及び第19条

の２の規定に基づき、市町村が実施する健康増進事

業に対し、市町村の事業計画を聴取し、補助金を交

付するものとなっております。平成28年度につきま

しては、41市町村に補助を行ったところです。各市

町村において、主に健康増進法に定める健康診査や

保健指導、健康教育等が実施されているところでご

ざいます。不用額の理由としては、補助金の予算に

ついては、市町村が提出します実施計画をもとに決

定しているところです。平成28年度は、実施計画よ

りも健康診査やその他の肝炎ウイルス等の検診受診

者が少なくなったことからが不用額が生じたもので

ございます。

〇金城泰邦委員 検診等の受診が見込みよりは少な

かったということは、受診率が思ったよりよくなかっ

たということなのでしょうか。

〇宮里治健康長寿課長 市町村の実施計画に基づき、

予算の見込額を決定していきますので、市町村にお

いては、例えばマックスで予算計画を立てているこ

とによるものだと考えています。

〇金城泰邦委員 受診率の向上については、市町村

任せで、県はどのような取り組みを行っているのか、

今の答弁では見えないのですが。

〇宮里治健康長寿課長 市町村が行う健康診断等の

受診率の向上につきましては、県としてはさまざま

な広報事業におきまして、テレビ・ラジオ放送や、

いろいろな健康イベント等で受診率の向上に向けた

広報活動を行っているところです。

〇金城泰邦委員 一時期、ペナルティー制度のよう

なものもありましたが、今はそれもなく、よりメリッ

トを出すような施策が講じられていると思います。

今後は、このような不用額をより減らす努力が必要

となるので、御検討していただきたいと思います。

同じく５ページの医薬費の中の医務費で不用額が

２億5700万円余り出ています。これについても御説

明をお願いします。

〇大城博保健医療総務課長 医務費の不用額２億

5779万6000円の主な内容ですけれども、事項でいい

ますと、医学臨床研修事業での１億5725万円の不用

額が主なものになっております。

幾つか不用額が発生した理由を御説明します。医

学臨床研修事業におきまして、県立病院に後期研修

医の養成を委託して、養成後に離島・僻地への勤務

を義務づけておりますけれども、当初58名の養成を

予定していたところが、後期研修医の途中退職の発

生などにより、その養成数が計画を下回り、3775万

円の不用額が発生しました。

それから、県内外の民間病院や大学病院等から、

県内の離島・僻地の医療機関に医師を派遣する医師

派遣等推進事業におきまして、受け入れを希望する

離島・僻地の医療機関と派遣先との派遣調整が整わ

ず、2452万7000円の不用額が生じております。

また、北部地域及び離島医師供給体制緊急強化事

業において、離島・僻地の県立病院及び診療所の医

師のスキルアップのための環境を図るということで、

学会等への派遣費用の補助を行っておりますが、対

象となっている医師について、診療や当直等の関係

で、代診医確保の調整がなかなかできないというよ

うなことがありまして、2269万9172円の不用額が生

じた状況ということです。

〇金城泰邦委員 同じく（目）で、保健師等指導管

理費や薬務費も大きな減になっていると思いますが、

それについても、御説明いただけますか。

〇国吉悦子保健医療総務課看護専門監 保健師等指

導管理費の主な減額の理由ですが、看護師等養成所

の運営に必要な経費を補助して、安定的に看護師を

確保するために実施している看護師等養成所運営補

助事業費で、浦添看護学校の２年課程―准看護師の

方が進学する課程がありましたが、これが閉科しま

したので、それに伴う事業の1105万5000円の減額と

なっております。あと県内就業准看護師の進学支援

事業があり、これが平成28年度新規事業なのですが、

平成27年度に看護師等従事届―そこで実際に進学を

を希望するかということで把握して、その数字を進

学希望者数として予算措置したのですが、実際の進
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学者は半数ほどにとどまりましたので、こちらも

1050万円減額となりました。このために減額という

形になっております。

〇金城泰邦委員 今の御説明から、看護師を確保す

る対策というものは、平成28年度以上にしっかりやっ

ていかないといけないということが理解できました。

これについては、またしっかりと取り組んでいただ

きたいと思います。

次に、診療の未収金に関係するかわからないので

すが、最近、県内において外国人観光客がふえてい

ます。竹富島のような離島でも、外国人の診療がふ

えているということで、課題としては言葉の対応や

過大な要求に対する対応と言っていました。外国人

の場合は、多分日本人とは違って、国民健康保険の

適用はないと思いますが、こういった支払いについ

てのトラブルはありませんか。対応は大丈夫ですか。

〇與那覇博康県立病院課医療企画監 支払いに関し

ては、まず保険の把握が難しいということが一つ。

言語的なものでコミュニケーションがとりづらいと

いう問題もあります。また、やはり旅行保険に入っ

ている、入っていないということがありまして、旅

行保険がけがなどを担保しているのかわからないと

いうことで、ただ離島診療所の場合は額が少額です

が、病院等になると額がかなり大きくなるものです

から、そこら辺でやはり保険制度や通訳という両方

の面で問題が生じています。

〇金城泰邦委員 外国人観光客で、最近よくレンタ

カーで移動される方もいて、そのレンタカーによる

事故も結構ふえています。離島にかかわらず沖縄本

島内でも外国人観光客が事故を起こしたりなどして、

病院に運ばれるケースがふえると思います。そうな

ると診療した後の支払い時のトラブルが以前よりは

ふえているだろうなと少し気になったものですから、

質疑しています。沖縄本島でも同じようなことがあ

りますか。

〇與那覇博康県立病院課医療企画監 事故も含めて、

例えば未収金、徴収不能分ということでお答えいた

します。北部病院に関しては、産科検査等を受けた

患者―出身地不明ですが１万2420円ほどの額が未納

になったことがあります。また平成28年度に八重山

病院で、手関節の不調で受診した欧州出身の方で１万

3410円の診療費が未収金になっています。これは

キャッシュカードでお金がおろせず、カード払いも

できないということで、後日支払いに来なかったと

いうものです。現在、平成29年度の外国人受け入れ

による未収金調査表を県で作成しております。各病

院でいろいろあって、今、中華圏の観光客が一番多

いです。発熱患者の未払いとかいうものもあります

が、大きなところでは、外傷性気胸という病名で救

急受診された中華圏の方の157万5745円について、ま

だ請求中で、未収金となっています。現在、交渉中

です。あと新聞記事等で御存じだと思いますが、南

部医療センター・こども医療センターなどに、若い

妊婦さんが来て、結局は新生児医療などは旅行保険

の対象になっていないものですから、自費で支払う

ことができないということで、この事例に関しては

資金カンパ等によって支払いがなされたということ

です。中部病院では、香港の観光客が自動車による

交通事故で受診した件があり、その方は保険に入っ

ていて、保険の範囲内でいろいろ適用できたようで

す。また、クレジットカードなどによる支払いもあ

りますが、そのように現金の持ち合わせや保険の関

係で、まだ支払ってもらえていない額が100万円台に

なっているものもあります。

〇金城泰邦委員 一つ一つは小さいものも結構ある

と思うのです。ただ、外国の方ではありますが、本

来、受け取るべき診療代が取れないというものを、

そのままにしておくことはできないと思います。き

ちんと何らかの手だてを打たないといけない。ちな

みに現時点でわかっている、受け取るべきものが受

け取れていないのは、総額で幾らぐらいになってい

るのですか。

〇諸見里真医療政策課長 今、正確な数字は持ち合

わせていませんが、県医師会との会議の中でも、外

国人の医療費の問題は非常に大きい問題でして、そ

の中で医師会として調べたデータで大体1400万円か

ら1500万円ぐらいの未収金があるとのお話がありま

した。

〇金城泰邦委員 一つ一つは小さくても、総額とな

る1400万円から1500万円は大きな金額だと思います。

今後こういったことに全庁的に対応しないといけな

いかと思います。また、クレジットの話もありまし

たが、それに対応できるような体制づくりというこ

とも必要だと思います。そこは早目早目の対応をし

ていただきたいと思いますが、いかがでしょうか。

〇諸見里真医療政策課長 県としましても、非常に

今のところは重要なところでして、県と沖縄観光コ

ンベンションビューローや県医師会で構成する協議

会を８月に立ち上げています。来週にその１回目の

会議を開催します。そこで、外国人の未収金の解決

に向けた協議を初めて行う形になります。その中で

どういう対策がとれるかということで、今後何回か

繰り返す中で、具体的な施策を打ち出せたらと思い

ます。
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〇金城泰邦委員 ぜひ全庁的に、空港や港の入り口

の段階から、このようなことも周知する必要がある

と思います。余計なトラブルが病院の窓口で起きな

いようにすることも病院に従事する方々の負担軽減

にもなると思いますので、そこは早急な取り組みを

行ってほしいと思います。

あと、成果報告書の中に６の５にはがん予防対策

推進事業があります。がん検診の管理事業費という

ことで、当初予算1300万に対して決算額が699万円と

なっています。これはどういう状況であったのか御

説明をお願いします。

〇宮里治健康長寿課長 がん予防対策推進事業は、

がん対策を効果的・効率的に推進することを目的と

して、がん登録事業、沖縄県生活習慣病検診管理協

議会が設置されておりまして、そこでいろいろな協

議を行う協議会を運営するための予算となっていま

す。不用の理由は、がん予防対策事業の中に報償費

がありますが、報償費の384万円が主な不用額となっ

ています。これは全国がん登録事業において、各医

療機関へ届け出する場合の謝金がありますが、その

見込み件数が下回ったことによるものです。

〇金城泰邦委員 同じこの事業で、アルコール・た

ばこ対策の中で、やはりアルコール依存症というも

のが、沖縄県の大きな課題として取り上げられてお

ります。このアルコール依存症にならないための取

り組みについて、県で何か講じているのでしょうか。

〇宮里治健康長寿課長 県では、アルコール対策に

ついて、健康おきなわ21の健康増進計画でも重点施

策として位置づけており、主に適正飲酒の普及啓発

に取り組んでいます。テレビ、ラジオ等を利用した

広報活動や、いろいろなイベントにおいて適正飲酒

の推進を図るような取り組みをしているところです。

また、県においては、現在、健康障害対策基本計

画の策定を取り組んでいるところでありまして、そ

の中で、総合的な対策の計画を立てていくことを考

えております。予定としては今年度中に策定できれ

ばと考えており、鋭意取り組んでいるところです。

〇金城泰邦委員 特定不妊治療費の助成事業は、年

々その助成額が増加していると。この推移について

お答えいただけますか。

〇山川宗貞地域保健課長 特定不妊治療の直近３年

の助成実績は、夫婦の組数でいいますと平成26年が

1471件、平成27年が1541件、平成28年が1268件となっ

ております。

〇金城泰邦委員 今後も必要な助成だと思いますの

で、継続して取り組んでいただきたいと思います。

〇狩俣信子委員長 照屋守之委員。

〇照屋守之委員 病院事業局の決算を中心に集中的

に質疑します。

先ほど残業未払い分が14億5000万円という御説明

がありましたが、平成28年度決算においてはどのぐ

らいの数字ですか。平成28年度分を教えてください。

〇真栄城守県立病院課長 今般の労働基準監督署か

らの勧告に基づく未払い分の支給につきましては、

平成29年度の予算で支給する手続を進めているとこ

ろでありまして、平成28年度決算上の数字には反映

されておりません。

〇狩俣信子委員長 休憩いたします。

（休憩中に、照屋委員から時間外勤務手当の

発生時期について確認があり、平成28年度

の未払い支給の見込額について答弁するよ

う指摘があった。）

〇狩俣信子委員長 再開いたします。

真栄城守県立病院課長。

〇真栄城守県立病院課長 平成28年度分につきまし

ては、約８億5000万円となっております。

〇照屋守之委員 これを見ると、純損失が８億7596万

円となっており、これは当初のものからするとかな

り決算の収益が落ちていますね。当初予算の部分で

この事業の収益、損失というのはどの数字なのです

か。当初予算のものと現在のものについて少し説明

してもらえませんか。当初の見込みでは幾らプラス

になると予定していたものが、今、具体的にどうなっ

ているのか。

〇真栄城守県立病院課長 平成28年度予算の収入の

部になります。ここの病院事業収益として575億604万

6000円を見込んでおりました。これに対して、同じ

く平成28年度予算の収益的支出の病院事業費用の予

算額として569億6151万6000円を見込んでおりまし

た。その収支差の５億4500万円について、純利益と

して見込んだ予算となっておりました。

〇照屋守之委員 ５億4000万円のプラスが８億

7500万円のマイナスですね。14億円ぐらい差があり

ます。この残業分については、ほとんど予期せぬこ

とで、これまでずっとやってきたことが、公にこれ

はだめだよということなって未払い金が８億5000万

円ということになると、これは８億7000万円、14億

円、平成28年度分の事実上のマイナスは22億円です。

これは平成28年度分の残業分ですから当然でしょう。

当初は５億4500万円のプラスが、最終的には８億

7500万円。

私はずっと病院事業経営を見てきていて、非常に

不思議に思っていて、独立行政法人化を含めてこれ

を何とか改善できないものかと。ただ、独立行政法



－232－

人化についてはなかなか厳しいので、そのまま県立

病院でいくということが、県民にとってもよいとい

うことで今考えております。この経営計画の数字で

すが、普通の民間の経営からすると最終的には１年

間でどういうようなものをやるのかという魂が入っ

ています。ところが、この病院事業局の経営計画を

見ると、何か事務的に積み上げられているという感

覚しか持てないのです。一応、プラスの計画でつくっ

ておいて、あとはやってみないとわからないという

ことですから。やってみたら８億7500万円のマイナ

スになりますという経営ですね。ですから、さまざ

ま経営に関する注文がある。一般会計からもお金を

入れるということがあって、医師不足などの、さま

ざまな課題があります。非常に多くの課題がありな

がら、私はもうこれは経営自体そのもの、体制自体

そのものを根本的に変えていかないと、病院事業経

営は県民の期待に応えられないのではないかと、最

近つくづくそう思っているのです。これは、我々県

議会の手も離れていますよ。幾らこんな議論をして

いて、毎回、毎回、同じ議論ですから、根本的に変

わらない。だからここは、この数字の積み上げ方も

含めて、本当にそれぞれ６つの県立病院の実情に合

わせた、あるいは社会的な環境の変化というものも

含めた形で、この経営計画をつくり、それに基づい

てどういう形で具体的に経営してくのか。その責任

を誰がどのようにとって、チェックをしていくのか

というところが非常に曖昧なので、私は今の病院事

業局の経営に対して、自分自身が責任追及できない

ような思いがあるのです。それぞれの病院長たちは、

それぞれの地域でさまざまな課題を抱えて一生懸命

厳しい中で頑張っていらっしゃる。そういうことを

考えたときに、本当にこの病院経営がこれまでのや

り方でいいのかと。なぜなら、本来の経営というも

のは、経営責任が伴わないと民間の経営も含めて成

り立ちません。成り立たないけれども、病院経営に

ついてはそういう経営責任の追及がやりづらいとい

うことがあって、今、非常にジレンマに陥っていま

す。この当初の計画と８億7500万円の損失を出すと

いう経緯について、どういう形で数字をつくり、ど

ういう取り組みをして、このような結果になったの

かということを少し説明してもらえませんか。

〇真栄城守県立病院課長 まず予算の組み方の考え

方を御説明いたします。先ほど来、答弁しておりま

すとおり、病院事業の与えられた役割を踏まえた上

で、病院事業が果たすべき医療機器で、最大限に発

揮することを一つの前提として予定数量というもの

を見込んでおります。それに伴って、収入と支出の

予算を組んでいるところでございます。当然、病院

事業としての経営責任がございますので、やはり年

度当初予算を立てる段階では、黒字化を目標として

予算を組む必要があるものと考えております。やは

り黒字が生じませんと、病院事業の中での新たな投

資もままならなくなるということもございます。予

算を立てる段階ではそういうことを念頭において予

算化しているところでございます。ただ実態としま

して、１年間経営を展開する中では、医師の確保が

困難であるとか、さまざまな外的要因というと責任

回避に聞こえるかもしれませんけれども、例えば診

療報酬におけるマイナス会計だったり、今回の労働

基準監督署による勧告の問題がここにきて顕在化し

てきたことがございまして、なかなか当初の予定数

量をこなす上での支障があるというところがござい

ます。ですから経営を進める上では、そういった障

害や問題について、地道に一つ一つ解決していきな

がら取り組んで行くという進め方をするしかないも

のと思っています。結果として、平成28年度はまた

赤字が拡大したということでございますので、そう

いう意味ではやはり病院事業局全体としての予算の

立て方、そして立てた予算を実現させるための取り

組み体制といった部分についてもよく検証して、そ

ういう観点を加味しながら、今後の経営計画を立て

ていく必要があるものと考えております。

〇照屋守之委員 それぞれの課題が出てきて、結果

的にはこうなると。こういうやり方は最悪です。最

初は黒字の計画で５億円です。それが結果としては

８億7000万円の赤字です。さまざまな状況の変化で

こうなりますという話ですね。そうであれば最初か

ら５億円なら５億円の赤字、10億円であれば10億円

の赤字を見込んだ経営をしないとだめなのです。何

十年病院経営をやっていますか。その上で一般会計

からの繰り入れについては、かくかくしかじかだけ

れども、あと10億円助けてくれと。こういう厳しい

状態だから10億円程助けてくれとていう形でいかな

いと、このようなつじつま合わせの経営をしていて、

１年間やったらこうなりましたと。これ51億6000万

円から幾らになると思いますか、あと14億5000円ふ

えますよ。合わせると66億円になります。結果的に

平成28年度は66億円の赤字になる。これは予期せぬ

ことが起こっているのです、14億円ね。経営という

のは予期せぬことが起こるのです。だからリーダー

が必要なのです。予期せぬことが起こっていくとき

に、そこをこうしよう、変えていくから、こう改善

しようとしていくから経営者が必要であり、リーダー

が必要なのです。今のように事務的にやっていて誰
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が責任を負うかわからないという経営は、これは経

営ではありません。

ですから、県立病院でどうぞ頑張ってください。

ただし、しっかりした経営コンサルタントを入れて

ください。日本全国を見ると、病院事業に特化した

経営コンサルタントもいます。そこをしっかり脇に

つけて、500億円規模の事業について経営改善できる

のであれば、1000万円や2000万円でも払ってもいい

ではないですか。経営コンサルタントを入れて、そ

こに置いて、各病院長や病院事業局も一緒になって

協議して、こういうふうにしたらこうなります、あ

あいうふうにしたらこうなりますと、医師が足りま

せんから、もっとお金をふやしましょうとか、その

ためにはこうしないといけませんと。本当に実情に

合った一つ一つの課題を解決をしていくということ

をやっていかない限り、このような経営をしていた

ら、私は、議会人としても責任を負えないですよ。

これを見ると、毎年、毎年、全く同じことの繰り返

しでしょう。ですから、病院事業局そのもの自体が

経営コンサルタントも含めて、もう異動、異動の事

務屋ではなくて、より病院事業の経営に特化した病

院事務局にすべきです。三、四年で異動して、この

ような経営を見ると、一般会計のように事務屋は全

く同じことしかできません。去年はこうでした、こ

としはこうでしたという話ですから。

改めて、局長はこれからあと10年できますか。今、

在任中にしっかりと、本当に病院経営について外部

から入れてください。ただ単に、お伺いを立てる外

部委員会などやっても、全然、経営改善できません。

本当に経営についてしっかりわかる専門的なコンサ

ルタント―3000万円や4000万円を払ってもいいでは

ないですか。そういうことを一緒にやって、本当に

数字的なものについて魂を込めてつくる、ありのま

まつくる、県にも今の残業分はそのまま20億円出し

てくださいとお願いをする、県も協力する、そうい

うものを一体となってやっていかないと、絶対皆様

方の力だけで、これは改善できません。我々議会も

責任を負えない状況です。ぜひその辺も含めて、よ

り専門的な視点で病院事業を経営できるようにお願

いします。

〇狩俣信子委員長 先ほど、金城泰邦委員に対する

答弁で、山川地域保健課長から答弁を訂正したいと

の申し出がありますので、発言を許します。

山川宗貞地域保健課長。

〇山川宗貞地域保健課長 金城泰邦委員が質疑され

ました、特定不妊治療の中で、私が夫婦の組数と言

いましたが、実際には治療の件数です。訂正をよろ

しくお願いします。数字に変更はございません。

〇狩俣信子委員長 休憩いたします。

（休憩中に、西銘委員から病院事業局会計の

一般会計からの繰入金を58億円と答弁した

のではではないかと確認があった。）

〇狩俣信子委員長 再開いたします。

山城英昭県立病院課経営企画監。

〇山城英昭県立病院課経営企画監 平成28年度にお

ける繰入金の予算額58億9978万8000円で、決算額も

同額となっております。

〇狩俣信子委員長 以上で、保健医療部長及び病院

事業局長に対する質疑を終結いたします。

説明員の皆さん、大変お疲れさまでした。

休憩いたします。

（休憩中に、執行部退席）

〇狩俣信子委員長 再開いたします。

次に、特記事項について御提案がありましたら、

挙手の上、御発言をお願いいたします。

（「提案なし」と呼ぶ者あり）

〇狩俣信子委員長 提案なしと認めます。

以上で、特記事項の提案を終結いたします。

次に、お諮りいたします。

これまでの調査における質疑・答弁の主な内容を

含む決算調査報告書の作成等につきましては、委員

長に御一任願いたいと思いますが、これに御異議あ

りませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

〇狩俣信子委員長 御異議なしと認めます。

よって、さよう決定いたしました。

以上で、本日の日程は全て終了いたしました。

委員の皆さん、大変お疲れさまでした。

本日の委員会は、これをもって散会いたします。
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沖縄県議会委員会条例第27条第１項の規定によりここに署名する。

委 員 長 狩 俣 信 子
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平 成 2 9 年 第 ５ 回

沖縄県議会（定例会）

閉 会 中 継 続 審 査

開会の日時、場所

年月日 平成29年10月19日 (木曜日)

開 会 午前10時00分

散 会 午後２時19分

場 所 第３委員会室

本日の委員会に付した事件

１ 平成 29 年 平成28年度沖縄県水道事業会計

第５回議会 未処分利益剰余金の処分につい

乙第19号議案 て

２ 平成 29 年 平成28年度沖縄県工業用水道事

第５回議会 業会計未処分利益剰余金の処

乙第20号議案 分について

３ 平成 29 年 平成28年度沖縄県一般会計決算

第５回議会 の認定について（環境部所管分）

認定第１号

４ 平成 29 年 平成28年度沖縄県水道事業会計

第５回議会 決算の認定について

認定第22号

５ 平成 29 年 平成28年度沖縄県工業用水道事

第５回議会 業会計決算の認定について

認定第23号

６ 決算調査報告書記載内容等について

出席委員

委員長 新 垣 清 涼君 中 川 京 貴君

副委員長 照 屋 大 河君 中 川 京 貴君

委 員 座 波 一君 座喜味 一 幸君

翁 長 政 俊君 仲 村 未 央さん

崎 山 嗣 幸君 上 原 正 次君

赤 嶺 昇君 糸 洲 朝 則君

欠席委員

具志堅 透君 嘉 陽 宗 儀君

※ 決算議案の審査等に関する基本的事項４

（６）に基づき、監査委員である具志堅透

君及び嘉陽宗儀君は調査に加わらない。

説明のため出席した者の職、氏名

環 境 部 長 大 浜 浩 志君

環 境 政 策 課 玉 城 不二美さん
基地環境特別対策室長

環 境 政 策 課 副 参 事 桑 江 隆君

環 境 保 全 課 長 仲宗根 一 哉君

自 然 保 護 課 長 金 城 賢君

環 境 再 生 課 長 安 里 修君

企 業 局 長 町 田 優君

3ii4

○新垣清涼委員長 ただいまから土木環境委員会を

開会いたします。

本委員会所管事務調査事件、「本委員会の所管事

務に係る決算事項の調査について」に係る平成29年

第５回議会乙第19号議案及び同乙第20号議案の議決

議案２件、平成29年第５回議会認定第１号、同認定

第22号及び同認定第23号の決算３件の調査及び決算

調査報告書記載内容等についてを一括して議題とい

たします。

本日の説明員として、環境部長及び企業局長の出

席を求めております。

まず初めに、環境部長から環境部関係決算の概要

説明を求めます。

大浜浩志環境部長。

○大浜浩志環境部長 環境部の平成28年度一般会計

決算の概要について、お手元にお配りしております

歳入歳出決算説明資料に基づいて御説明いたしま

す。

１ページをお開きください。

環境部所管の歳入は、使用料及び手数料、国庫支

出金、財産収入、繰入金、諸収入、県債の６つの款

からなっております。

(款)使用料及び手数料のうち、(項)証紙収入につ

きましては、出納事務局でまとめて計上されること

となっております。

環境部所管の歳入の合計額は、予算現額19億

6889万9000円、調定額は17億3393万1930円、うち収

入済額も調定額と同額となっており、調定額に対す

る収入済額の割合である収入比率は100％となって

おります。

次に、（款）ごとの歳入について御説明いたしま

す。

土木環境委員会記録（第２号）
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（款）使用料及び手数料は、収入済額2279円で、

平和創造の森公園に係る土地使用料であります。

（款）国庫支出金は、予算現額15億3667万1000円

に対し、収入済額は、13億4811万1688円であり、主

なものは、海域生態系保全事業費及び米軍施設環境

対策事業などの沖縄振興特別推進交付金でありま

す。

（款）財産収入は、予算現額159万5000円に対し、

収入済額174万6188円であり、その主なものは、環

境保全基金利子及び産業廃棄物税基金利子などの財

産運用収入であります。

２ページをお開きください。

（款）繰入金は、予算現額３億5520万6000円に対

し、収入済額３億5344万4061円であり、その内訳は、

産業廃棄物税基金繰入金と沖縄県再生可能エネル

ギー等導入推進基金繰入金であります。

（款）諸収入は、予算現額2287万5000円に対し、

収入済額1712万7714円であり、その主なものは、動

物愛護管理センター受託金であります。

（款）県債は、予算現額2160万円に対し、収入済

額1350万円であり、その内訳は、石綿健康被害救済

制度推進事業及び自然公園施設整備事業費でありま

す。

次に、歳出決算の状況について御説明いたします。

３ページをお開きください。

平成28年度の環境部所管の歳出は、衛生費と農林

水産業費の２つの款からなっております。

その合計額について、予算現額は、40億2031万

2000円、うち支出済額は、35億6413万756円、翌年

度への繰越額は、２億9513万5000円、不用額は、１億

6104万6244円となっております。

予算現額に対する支出済額の割合を示す執行率は

88.7％となっています。

次に翌年度繰越額２億9513万5000円について御説

明いたします。

（目）環境衛生指導費１億8967万9000円は、主に

海岸漂着物等地域対策推進事業において国の経済対

策に伴う補正予算措置によるものであります。

（目）環境保全費8937万7000円は、自然環境の保

全・再生・防災機能戦略的構築事業の計画変更に伴

う繰り越しであります。

（目）自然保護費1607万9000円は、自然公園施設

整備事業費において入札不調により、設計・積算及

び入札方法の変更に不測の日数を要したことによる

繰り越しであります。

次に不用額１億6104万6244円のうち、（目）で主

なものについて御説明いたします。

（目）環境衛生指導費の不用額3129万4951円は、

主に海岸漂着物等地域対策推進事業における入札の

不調による委託料の残等であります。

（目）環境保全費の不用額8170万8684円は、主に

米軍施設環境対策事業の機器整備に係る入札残及び

沖縄県再生可能エネルギー等導入推進基金事業の補

助金の確定に伴う実績の減などによるものでありま

す。

（目）自然保護費の不用額2756万1350円は、主に

外来生物侵入防止事業費における届出の提出がな

かったことによるものであります。

以上、平成28年度の環境部一般会計決算の概要説

明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○新垣清涼委員長 環境部長の説明は終わりまし

た。

次に、企業局長から企業局関係決算の概要説明を

求めます。

町田優企業局長。

○町田優企業局長 平成28年度の水道事業会計及び

工業用水道事業会計の決算、並びに両会計決算の結

果生じました未処分利益剰余金の処分について、そ

の概要を御説明申し上げます。

初めに、認定第22号平成28年度沖縄県水道事業会

計決算について、お手元にお配りしております決算

書に沿って、御説明いたします。

１ページをお開きください。

決算報告書の（１）収益的収入及び支出について

御説明申し上げます。

収入の第１款水道事業収益は、予算額合計293億

2073万2000円に対して、決算額は292億2585万146円

で、予算額に比べて9488万1854円の減収となってお

ります。

その主な要因は、第３項の特別利益の減少による

ものであります。

次に、支出の第１款水道事業費用は、予算額合計

295億7000万1036円に対して、決算額は281億3182万

2467円で、翌年度繰越額が3713万9040円、不用額が

14億103万9529円となっております。

不用額の主な内容は、第１項の営業費用における

動力費や薬品費等の減少によるものであります。

２ページをお願いいたします。

（２）資本的収入及び支出について御説明申し上

げます。

収入の第１款資本的収入は、予算額合計171億
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5945万3000円に対して、決算額は148億4380万2921円

で、予算額に比べて23億1565万79円の減収となって

おります。

その主な要因は、建設改良費の繰り越しに伴い、

第２項の国庫補助金が減少したことなどによるもの

であります。

次に、支出の第１款資本的支出は、予算額合計

223億8038万5646円に対して、決算額は196億4249万

5812円で、翌年度への繰越額が24億1982万4800円、

不用額が３億1806万5034円となっております。

繰り越しが生じた主な要因は、第１項の建設改良

費において、工事計画の変更等に際し不測の日数を

要したことによるものであります。

次に、３ページの損益計算書に基づきまして、経

営成績について御説明申し上げます。

１の営業収益155億2057万5691円に対して、２の

営業費用は254億7321万9909円で、99億5264万4218円

の営業損失が生じております。

３の営業外収益123億4583万1867円に対して、４の

営業外費用は14億6176万5228円で、108億8406万

6639円の営業外利益が生じており、経常利益は９億

3142万2421円となっております。

５の特別利益、６の特別損失を加味した当年度の

純利益は７億8114万886円となり、この当年度純利

益が、当年度未処分利益剰余金となっております。

次に、５ページの剰余金計算書について、御説明

申し上げます。

資本合計の前年度末残高433億555万4776円に対

し、当年度変動額が８億310万4477円増加したこと

により、資本合計の当年度末残高は441億865万

9253円となっております。

次に、６ページをお願いいたします。

剰余金処分計算書（案）について御説明申し上げ

ます。

未処分利益剰余金については、当年度末残高７億

8114万886円の全額を、今後の企業債償還に充てる

ため、議会の議決を経て、減債積立金に積み立てる

ことにしております。

次に、７ページの貸借対照表に基づきまして、財

政状態について御説明申し上げます。

まず、資産の部については、資産合計4506億2126万

2470円となっております。

負債の部については、負債合計4065億1260万

3217円となっております。

資本の部については、資本合計441億865万9253円

となっております。

なお、11ページから13ページは決算に関する注記、

また15ページ以降につきましては、決算に関する附

属書類となっておりますので、後ほど御確認いただ

きたいと思います。

以上で、認定第22号平成28年度沖縄県水道事業会

計決算の概要説明を終わります。

45ページをお開きください。

引き続きまして、認定第23号平成28年度沖縄県工

業用水道事業会計決算について御説明申し上げま

す。

決算報告書の（１）収益的収入及び支出について

御説明申し上げます。

収入の第１款工業用水道事業収益は、予算額合計

６億8883万円に対して決算額は６億8810万3197円

で、予算額に比べて72万6803円の減収となっており

ます。

その主な要因は、第１項の営業収益における給水

収益の減少によるものであります。

次に、支出の第１款工業用水道事業費用は、予算

額合計６億9012万2038円に対して、決算額は６億

5948万164円で、翌年度への繰越額が162万円、不用

額が2902万1874円となっております。

不用額の主な内容は、第１項の営業費用における

動力費や負担金等の減少によるものであります。

46ページをお願いいたします。

（２）資本的収入及び支出について御説明申し上

げます。

収入の第１款資本的収入は、予算額合計１億67万

5000円に対して、決算額は6702万1500円で、予算額

に比べて3365万3500円の減収となっております。

その主な要因は、補助事業の計画を見直したこと

により、第１項の国庫補助金が次年度に繰り延べに

なったことなどによるものであります。

次に、支出の第１款資本的支出は、予算額合計１億

6316万6000円に対して、決算額は、１億3986万8732円

で、翌年度への繰越額が704万774円、不用額は1625万

6494円となっております。

不用額の主な内容は、資本的収入が減少した要因

と同じく、補助事業の計画を見直したことによるも

ので、これにより第１項の建設改良費が減少となっ

ております。

次に、47ページの損益計算書に基づき、経営成績

について御説明申し上げます。

１の営業収益２億7965万2345円に対して、２の営

業費用は６億2352万4980円、営業損失が３億4387万

2635円生じております。
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３の営業外収益３億8607万8245円に対して、４の

営業外費用が1504万8823円で、３億7102万9422円の

営業外利益が生じており、経常利益は2715万6787円

となっております。

５の特別損失を加味した当年度の純利益は2714万

6620円となっており、この当年度純利益が当年度未

処分利益剰余金となっております。

次に、49ページの剰余金計算書について御説明申

し上げます。

資本合計の前年度末残高13億3836万6949円に対

し、当年度変動額が2715万2213円増加したことによ

り、資本合計の当年度末残高は13億6551万9162円と

なっております。

次に50ページをお願いいたします。

剰余金処分計算書（案）について御説明申し上げ

ます。

未処分利益剰余金については、当年度末残高

2714万6620円の全額を今後の建設改良費に充てるた

め、議会の議決を経て、建設改良積立金に積み立て

ることにしております。

次に、51ページの貸借対照表に基づきまして、財

政状態について御説明申し上げます。

まず、資産の部については、資産合計73億9192万

4698円となっております。

負債の部については、負債合計60億2640万5536円

となっております。

資本の部については、資本合計13億6551万9162円

となっております。

なお、55ページから57ページは決算に関する注記、

また59ページ以降につきましては、決算に関する附

属書類となっておりますので、後ほど御確認いただ

きたいと思います。

以上で、認定第23号平成28年度沖縄県工業用水道

事業会計決算の概要説明を終わります。

決算の概要説明に続きまして、当該決算と関連の

ある議案として提出しております未処分利益剰余金

の処分について、その概要を御説明申し上げます。

別冊の議案書（その２）の34ページをお開きくだ

さい。

乙第19号議案平成28年度沖縄県水道事業会計未処

分利益剰余金の処分について御説明いたします。

本議案は、決算における未処分利益剰余金の処分

を行うためには、地方公営企業法第32条第２項の規

定により議会の議決を必要とすることから、提出し

たものであります。

内容につきましては、平成28年度水道事業会計の

未処分利益剰余金７億8114万886円の処分について、

今後の企業債償還に充てるため、全額を減債積立金

に積み立てるものであります。

続きまして、35ページをお開きください。

乙第20号議案平成28年度沖縄県工業用水道事業会

計未処分利益剰余金の処分について御説明いたしま

す。

本議案は、決算における未処分利益剰余金の処分

を行うためには、水道事業会計と同様に議会の議決

を必要とすることから、提出したものであります。

内容につきましては、平成28年度工業用水道事業

会計の未処分利益剰余金2714万6620円の処分につい

て、今後の建設改良費に充てるため、全額を建設改

良積立金に積み立てるものであります。

以上で、乙第19号議案及び乙第20号議案の説明を

終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○新垣清涼委員長 企業局長の説明は終わりまし

た。

これより質疑を行いますが、本日の質疑につきま

しては、決算議案の審査等に関する基本的事項（常

任委員会に対する調査依頼について）にしたがって

行うことにいたします。

決算特別委員長から調査を依頼された事項は、沖

縄県議会委員会条例第２条に定める所管事務に関す

る決算事項でありますので、十分御留意願います。

なお、要調査事項の提起の方法及びその取り扱い

等については、昨日と同様に行うこととし、本日の

質疑終了後に協議いたします。

質疑及び答弁に当たっては、その都度委員長の許

可を得てから、重複することがないよう簡潔にお願

いいたします。

また、質疑に際しては、あらかじめ引用する決算

資料の名称、ページ及び事業名等を告げた上で、質

疑を行うようお願いいたします。

さらに、答弁に当たっては、総括的、政策的な質

疑に対しては部局長が行い、それ以外はできるだけ

担当課長等の補助答弁者が行うことにしたいと思い

ますので、委員及び執行部の皆さんの御協力をよろ

しくお願いいたします。

なお、課長等補助答弁者が答弁を行う際は、あら

かじめ職、氏名を告げてください。

それでは、これより直ちに各決算に対する質疑を

行います。

崎山嗣幸委員。

○崎山嗣幸委員 主要施策の成果に関する報告書の
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４の11ページ、ジュゴン保護対策事業について聞き

ます。平成28年度で実施をした事業の成果として、

どういうことをしたのか、説明をもらいたいと思い

ます。

○金城賢自然保護課長 ジュゴン保護対策事業につ

きましては、絶滅が危惧されるジュゴンを保護する

ため、ジュゴンの生態等に関する調査を実施してお

ります。本事業では、ジュゴンの推定分布域である

沖縄島周辺を対象海域としており、平成28年度は既

存情報の整理、調査対象海域の選定、藻場分布図の

整理、検討委員会の開催及びジュゴン保護に関する

方策等の検討を実施しております。

○崎山嗣幸委員 ５点の事業を開始し、平成28年度

は1033万8000円の決算でありますが、この中で検討

した結果、４海域を調査するという結論が出ている

ようですが、この４海域名は特定したのですか。

○金城賢自然保護課長 海域については特定してお

ります。対象海域である４海域につきましては、

2000年以降のジュゴンのはみ跡の目撃事例が存在す

る海域であること、現在までの10年間に調査が実施

されていないこと、周辺に海草藻場が存在すること

を選定基準として、４海域を調査対象として選定し

ております。

○崎山嗣幸委員 今、言っている条件の中で、地域

名は特定されていますか。

○金城賢自然保護課長 ４海域の地域名は特定され

ておりますが、検討委員会において、ジュゴンの保

護の観点から、海域については調査が終わるまで非

公開扱いにさせていただいております。

○崎山嗣幸委員 どういった方法で調査を行うかも

検討されたのですか。

○金城賢自然保護課長 調査の方法は、４海域の生

息状況の調査で、マンタ法を使ったり、藻場の特性

の整理、ジュゴンの藻場分布図の作成等を行ってお

ります。

○崎山嗣幸委員 調査方法について、どのような形

で行うか聞かせてください。

○金城賢自然保護課長 調査方法は、調査員が船に

曳航されて調査をする―マンタ法と言いますが、主

にそのマンタ法によって藻場のはみ跡等の調査を実

施しているところでございます。

○崎山嗣幸委員 藻場の調査は潜水するのですか。

○金城賢自然保護課長 藻場については、はみ跡の

調査なので、ジュゴンが藻場で餌をはんでいたか、

その確認をしているところでございます。

○崎山嗣幸委員 平成28年度に検討委員会をつく

り、平成29年度はそれを受けて実施しているさなか

なのですか。

○金城賢自然保護課長 この事業は平成28年度から

平成29年度までの２カ年事業となっております。平

成28年度につきましては、検討委員会において調査

方法や既存資料等を踏まえて検討しました。その検

討結果を踏まえて、４海域を調査中で、今年度中に

調査結果を踏まえてジュゴンの保護のあり方につい

て検討していくということでございます。

○崎山嗣幸委員 船で曳航するマンタ法と藻場の潜

水調査を実施しているさなかということですが、何

月ごろに終わるのですか。

○金城賢自然保護課長 ことしいっぱいは４海域の

調査をしまして、第１回目の検討委員会を今年度の

５月に行いましたので、その調査結果等を踏まえて、

年明け１月ごろ、もしくは２月になるかもしれませ

んが、あり方について検討する予定としております。

○崎山嗣幸委員 １月ごろ結果が出るということで

理解してよろしいですか。

○金城賢自然保護課長 今のところ、そういった予

定でございます。

○崎山嗣幸委員 沖縄防衛局の調査で８月28日に国

頭村安田でジュゴンの鳴き音が録音されたというこ

とが、沖縄防衛局の第９回環境監視等委員会の議事

録に載っていたと公表されておりますが、ジュゴン

の頭数と沖縄防衛局がどのような調査をしたのか、

説明してもらえますか。

○金城賢自然保護課長 平成29年９月27日に開催さ

れた第９回環境監視等委員会の資料によりますと、

沖縄防衛局はジュゴンの生息状況等を確認するた

め、航空機と水中録音装置を活用した監視を続けて

いるということでございます。８月28日10時に国頭

村安田の海域においてジュゴンの鳴き声を確認した

ということがあります。同日、９時53分に古宇利島

沖において固体Ｂが確認されております。議事録に

よると、委員から固体Ａの生息範囲が名護市嘉陽周

辺に限られていることを考えると、個体Ｃの可能性

もあるのかとの意見があったが、個体Ｃである可能

性は、個体Ａである可能性も含めて否定しないとい

うことで、沖縄防衛局においてはＡ、Ｂ、Ｃという

３個体を特定しているのですが、古宇利島沖で個体

Ｂが同じ時刻に確認されていて、国頭村安田で確認

されたのは個体Ｂ以外の個体Ａか個体Ｃか、どちら

かはわかりませんが、鳴き声は確認したということ

が出ております。

○崎山嗣幸委員 沖縄防衛局の調査で県内には
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３頭、そして、今言われているように、個体Ａはお

おむね名護市嘉陽海域に生息していると。それから、

個体Ｂが古宇利島沖で発見されたから国頭村安田で

発見されたのは個体Ｃだろうという報道でしたが、

沖縄防衛局の調査結果の信憑性については、県はそ

のとおりだと理解されているのですか。

○金城賢自然保護課長 沖縄防衛局においては個体

Ａ、Ｂ、Ｃの３頭を特定しているということでござ

います。個体Ｂは古宇利島沖においてヘリコプター

で確認したということでございますが、国頭村安田

で同じ時刻に聞こえた鳴き声が個体Ａか個体Ｃかは

わからないということでございます。鳴き声による

個体の識別ができていないので、個体Ｂ以外の個体

Ａか個体Ｃのどちらかということでございます。

○崎山嗣幸委員 ３頭いて、個体Ｃがしばらく見え

なかったが、国頭村安田で発見されたという沖縄防

衛局の実態調査について、認識は一致しているかと

いうことを聞いているのです。

○金城賢自然保護課長 沖縄防衛局においては、普

天間飛行場代替施設建設事業のアセスのときから調

査を積み重ねておりまして、調査結果によって３頭

ということになっております。その調査報告が出て

いることは認識しておりますが、ジュゴンの生態に

ついては、まだ実態がよくわからない部分がありま

すので、県としても平成28年度からジュゴンの調査

を始めたところでございます。

○崎山嗣幸委員 曖昧なところもあるということ

で、県が調査することについては評価したいと思い

ます。沖縄防衛局が行った調査は、水中録音機と航

空機を使ったということで、皆さんの船で曳航する

マンタ法とは違うのですか。どちらがより具体的に

捉えられるのですか。

○金城賢自然保護課長 県の調査は、ジュゴンその

ものを確認して識別をするわけではなく、ジュゴン

は生き物なので、どうしても餌が重要です。その餌

―どこの藻場を使っているか、その藻場を保全する

ことがジュゴンの個体の保護には重要なので、ジュ

ゴンがオスなのか、メスなのかという識別ではなく、

ジュゴンの藻場を保全することを目的にしておりま

す。ジュゴンの目撃情報や、はみ跡の結果等があり

ますので、そういったことを総合的に踏まえて、

2000年以降、目撃情報があるところや、調査されて

いない場所―藻場はどこを使っているかを調査し、

そこを保全することによってジュゴンの保護ができ

るということです。沖縄防衛局の場合は事業による

影響ということで、沖縄防衛局が結果を出している

３頭について個体の識別としてヘリコプターを使っ

たり、鳴き声などの調査を継続して行っております

ので、そこで調査の違いがあると理解しております。

○崎山嗣幸委員 沖縄防衛局と県の調査とは若干違

うわけですね。今、聞いたら、ジュゴンの生息状況

を把握するという意味では極めて重要だと感じます

ので、しっかり頑張ってもらいたいと思います。沖

縄防衛局は、古宇利島と国頭村辺土、国頭村安田、

名護市嘉陽の４地域で海底に録音装置を設置して調

査したいということを県に申請していると報道で聞

いたのですが、この４地域で沖縄防衛局がさらに具

体的に調査をする目的については、県はどのように

捉えていますか。

○桑江隆環境政策課副参事 沖縄防衛局は環境影響

評価の手続の中で事後調査を行うことになっており

まして、事後調査の中で鳴き音調査を実施しており

ます。

○崎山嗣幸委員 これから実施しようとしている話

なのですか。

○桑江隆環境政策課副参事 沖縄防衛局が実際に調

査を行っている海域は、辺野古の事業が行われてい

るところで、国頭村安田海域などについては、船か

らの鳴き音の調査などを実施しているところでござ

います。

○崎山嗣幸委員 沖縄防衛局から４カ所で海底に録

音装置を設置して調査をしたいという申し入れがあ

ると聞いているのですが、どういう目的で行おうと

しているかについて聞いているのです。

○桑江隆環境政策課副参事 沖縄防衛局が行おうと

しているのは、嘉陽海域と古宇利島海域、安田海域、

辺土海域ということで土木建築部に申請しておりま

して、そこの藻場を利用しているとか、そういう生

息の調査を実施しようということでございます。

○崎山嗣幸委員 先ほど県が調査する海域は特定さ

れませんでしたが、沖縄防衛局が行おうとする４カ

所と重複する場所がありますか。

○金城賢自然保護課長 県が調査をしている海域

は、沖縄防衛局が調査を実施しているところと一部

重なっているところがございます。

○崎山嗣幸委員 埋立工事によってジュゴンの個体

Ｃが寄りつかなくなったが、最近、何年かぶりに国

頭村安田で見つかったと言われています。そういっ

た意味では大浦湾も県は調査対象にすべきだと思い

ますが、大浦湾も調査対象になっているのですか。

○金城賢自然保護課長 調査海域の選定につきまし

ては、先ほど申しましたが、2000年以降にジュゴン
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のはみ跡の目撃が存在する海域であることと、現在

までに10年間調査が実施されていないということ、

それから、周辺に海草藻場が存在するということで、

検討委員会の先生方の意見等を踏まえて実施してお

ります。大浦湾等については、これまで調査がされ

ておりますので、県としては調査されている以外の

ところを調査するということで、進めているところ

でございます。

○崎山嗣幸委員 ジュゴンが大浦湾一帯に、特に個

体Ｃがいたということも言われています。大浦湾海

域について、私が言うまでもなく県みずからが生物

多様性のある海域だということで、自然保護のラン

ク１に位置づけられていると聞いていますが、ジュ

ゴンが大浦湾一帯に生息していたという状況につい

て説明してもらえますか。県も沖縄防衛局も把握し

ていたのですか。

○金城賢自然保護課長 ジュゴンの生息状況の調査

につきましては、沖縄防衛局も調査を行っておりま

すが、環境省も沖縄島の周辺海域で調査をしており

ました。そういった調査等を踏まえて、先ほどと繰

り返しで恐縮ですが、県としては、既往の調査の結

果や目撃情報等、それから、2000年以降調査がされ

ていない場所、藻場等の調査を踏まえて、ジュゴン

がどこでどのような目撃をされていて、どの藻場が

重要なのかということも踏まえて、保護対策のあり

方を今年度中でまとめたいということでございま

す。

○崎山嗣幸委員 私が聞いているのは、個体Ｃは嘉

陽海域近くの藻場を主に利用して行動範囲が広い

と。平成23年から平成25年にかけて、沖縄防衛局が

航空機を使ってジュゴンの生息状況を確認したと聞

いているのですが、この間、35日のうち29回、８割

ぐらい大浦湾で確認をされたという事例があるとい

うことです。今回、個体Ｃが国頭村安田で見つかっ

た意味は、個体Ｃは嘉陽から辺野古にかけて相当な

範囲にわたって行動していると、県と沖縄防衛局の

認識は一致しているのではないかということを聞い

ているのです。そこで、今、工事がされていて、個

体Ｃはここから離れて見えなくなったが、最近、鳴

き音が聞こえたということで大きなニュースになっ

ているのではないですか。従来、皆さんが言ってい

るアセスの中でジュゴンのはみ跡もあって、生息し

ていたということが確認済みだったら調査はいらな

いわけですが、今回、そこも調査すべきではないか

と聞いているのです。

○金城賢自然保護課長 県のジュゴンの保護のあり

方については、県独自の調査だけではなく、これま

での環境省や沖縄防衛局の調査等も踏まえます。そ

のあり方を検討する中で、大浦湾の保護についても、

県の調査結果等を踏まえた上で検討委員会の中で議

論をしていくものと理解しております。

○崎山嗣幸委員 ４の８ページ、サンゴ礁の保全再

生について、辺野古崎や大浦湾で絶滅危惧種、オキ

ナワハマサンゴが発見されたと言われていますが、

県の状況把握について聞かせてもらいたいと思いま

す。

それから、沖縄防衛局が言っているサンゴ、７万

3000群体が移植対象となりますが、その移植対象の

分布状況、移植先、移植時期、移植期間の説明をお

願いします。

○桑江隆環境政策課副参事 普天間飛行場代替施設

建設事業に係るサンゴの移植時期、移植先・元など

についてお答えします。

普天間飛行場代替施設建設事業に係る環境影響評

価書では、移植時期等については、事業実施前に移

植・移築作業の手順等の具体的方策について、専門

家などの指導、助言を得て、可能な限り工事区域外

の同様な環境条件の場所に移植・移築するとしてお

ります。また、移植実施期間については、第４回普

天間飛行場代替施設建設事業における環境監視等検

討委員会の議事要旨において、移植の作業の期間は

９カ月程度と予定していると記載されております。

○大浜浩志環境部長 オキナワハマサンゴの件です

が、ことし３月に環境省がサンゴに関するレッドリ

ストを公表しました。その中では15種類が新たに掲

載されたということでございます。その中の一つで

ありますオキナワハマサンゴは絶滅危惧２類に位置

づけられており、ヒメサンゴは準絶滅で新たに掲載

されておりまして、その２種が今回埋め立て予定と

なっているＫ１護岸の近くで14群体確認されていた

ということでございます。調査する段階で、最終的

には14群体のうち１群体が生存して、13群体は白化

現象で死亡したという報告を受けております。この

１群体につきましても、半分は白化が進んでいる状

況もありますので、移植するかにつきまして、今後、

農林水産部、関係部局とも調整して、対策をとって

いきたいと考えております。

○新垣清涼委員長 仲村未央委員。

○仲村未央委員 基地環境汚染対策費について伺い

ます。

沖縄市のサッカー場も含めてですが、この間、県

が実施した環境調査、環境汚染として対応した調査
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の件数と予算、執行実績をお尋ねします。

○玉城不二美環境政策課基地環境特別対策室長 基

地環境汚染で環境部が実施した分析を伴う調査につ

きましては、平成20年度から平成29年度までに10件

ありまして、基地内での立入調査が２件、基地外の

事故調査が１件、その他周辺環境調査が７件となっ

ております。調査の予算につきましては、10年間全

体で446万9000円となり、内訳は、金武湾の貝類採

取49万9000円、沖縄市サッカー場362万5000円、名

護市安部の底質調査34万5000円で、全て県単独予算

で対応しております。環境調査の実施体制としまし

ては、環境部では主に環境保全課を主体としており

まして、衛生環境研究所や保健所と連携して行って

おります。

○仲村未央委員 同じく、米軍機の航空機騒音の調

査件数、実績、予算、それから、悪臭についても県

が行った調査等の予算体制についてお尋ねをしま

す。

○仲宗根一哉環境保全課長 米軍機騒音の調査とし

ましては、米軍基地騒音監視調査を実施しておりま

す。当該調査につきましては、平成９年３月から関

係市町村と連携しまして、航空機騒音の常時監視を

行っているところでございます。平成23年度から平

成28年度までの監視システム保守業務等の委託料が

総額3045万8000円となっておりまして、これは全て

一般財源となっております。それから、悪臭調査に

つきましては特段予算化はしておりませんが、通常

の大気汚染監視の事業の一環として、衛生環境研究

所、嘉手納町役場及びニライ消防と連携して、悪臭

試料の採取、分析を行い、悪臭の実態把握に努めて

きた事例がございます。

○仲村未央委員 基地環境汚染に対する対策費は、

いずれも一般財源ということでしたが、平成23年度

の金武湾の貝類採取はなぜ生じたのですか。

○仲宗根一哉環境保全課長 金武湾の海域の調査に

つきましては、キャンプ・コートニーの周辺海域の

環境調査の一環ということで実施しております。

キャンプ・コートニーでは鉛弾を使用したクレー射

撃場があり、その射撃によって周辺海域に推定49ト

ンの鉛が堆積している可能性があるということで、

県では平成15年８月に立ち入りの許可申請を行いま

したが、米軍から申請に回答する権限は日米合同委

員会にあるという回答がありました。それで、平成

17年８月の日米合同委員会においては、この立入調

査についてさらに検討を行う必要があるということ

で、日米合同委員会のもとにある環境文化委員会に

付託することが決定されております。その後、平成

23年６月の日米合同委員会において、立入申請に関

する合意がようやくなされて、平成24年２月に貝類

の採取を実施をしたところでございます。

○仲村未央委員 結局、申請から実際の調査に至る

までの期間はどれぐらいかかったのでしょうか。

○仲宗根一哉環境保全課長 平成14年に最初の立入

申請をして、平成24年に実施しているということで、

９年３カ月を要しております。

○仲村未央委員 環境調査に事態発生から９年３カ

月もかかるということになると、もはや環境も風化

するでしょうし、このような例というのは幾つも重

なってはきているのですが、結局、金武湾の貝類の

分析はどうだったのでしょうか。

○仲宗根一哉環境保全課長 貝類の調査につきまし

ては、マガキ貝という貝を採取しました。これは食

用に供する貝でしたので、可食部について鉛の含有

量を調査しております。鉛の汚染のない海域も対象

海域として、同様に貝を採取して可食部の鉛を調査

しておりますが、可食部の鉛の含有量には統計的な

有位な差はございませんでした。

○仲村未央委員 ９年もたってから調査をすれば、

環境は恐らく変わっているでしょうし、発端となる

原因の範疇のことなのか、もはやそれすらも手に負

えないという状況で調査に至ったということでしょ

う。今回もヘリの墜落が相次いだわけですが、平成

28年度の名護市安部の墜落の調査も一般財源を投入

したということでしたね。この調査が実際どうだっ

たのか、それから、今回の東村高江の墜落について

もどのような調査体制だったのか、そこをあわせて

お尋ねします。

○仲宗根一哉環境保全課長 名護市安部の墜落地点

周辺の分析もしているのですが、現在、手元に詳細

なデータがないのでお答えできませんが、必要な分

析項目の中で、有害物質を含んでいるか、それが環

境基準を超えているかという調査を行っておりまし

て、環境基準を超えるものは検出されませんでした。

今回の東村高江の件ですが、我々は事故が起きた当

日、現場に急行したのですが、その日は規制線の内

側に入れず、外周規制線の中にも入れませんでした。

12日にも現場に向かいましたが、中には入れません

でしたので、周辺の調査ということで、ＰＴＡ会長

からの依頼もあった高江小学校や消火活動に当たっ

た国頭地区行政事務組合消防本部―国頭消防の隊員

が当日着けていた防火服と装具についても、放射線

の測定をしましたところ、異常はありませんでした。
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13日になりまして、外周規制線の中に入れることに

なり、内周規制線の際で同様に放射線係数率を測定

し、土壌も採取して、分析に回しているところです。

最終的に、17日に内周規制線の中に入りまして、放

射線係数率を測定し、土壌も採取しまして、これも

今後、分析に回していくことになります。

○仲村未央委員 土壌の採取ということでしたが、

調査をするに当たって十分な土量がとれなかったの

ではないかという指摘がありますが、そのあたりは

いかがですか。

○仲宗根一哉環境保全課長 13日のサンプリングに

ついては、十分な量がとれております。17日に採取

した土壌については、土壌に含まれる放射性同位体

であるストロンチウム90の分析と、土壌に含まれる

有害物質の有無を確認する２つの分析方法を計画し

ており、恐らく放射線量の測定は可能だと考えてい

ますが、有害物質を測定するには少し不足している

状況です。

○仲村未央委員 昨日、環境部長が沖縄防衛局と記

者会見に臨んだ報道も見ています。有害物質の検査

に関しては十分な土量の採取に至っていないという

話もありますが、きのうの会見は安全だということ

を宣言したような形になっているのですか。それを

沖縄防衛局と記者会見を行うことについて―過去に

はそのようなことは余りなかったと思いますが、そ

れは何なのか。その辺は少し違和感があります。今、

県の調査も途中でまだ分析結果も出ない中で、内周

規制線について十分な体制がとれているとは言いが

たいと。しかも、事故機も撤去を始めているわけで

すよね。そういった中で、かなり制約のある調査だ

と思いますが、きのうの趣旨をもう一度、聞きたい

のと、環境部の立場について体制のありようや現場

のガイドラインの運用も含めて課題があれば、その

こともあわせてお尋ねします。

○大浜浩志環境部長 現場の対応は、環境保全課長

から説明したとおりですが、きのうの会見は、住民

の方が放射線について非常にナーバスになっている

ということもございましたので、我々としては放射

線量について会見に臨んだわけです。13日と17日の

調査結果では自然界との差異や環境への放出の痕跡

はなく、今後も拡散はないだろうと。しかし、まだ

土壌の調査がありますので、それも含めて総合的に

判断しなければならないと思いますが、とりあえず

放射性物質につきましては安全ではあるということ

で会見に臨んだわけでございます。

○仲村未央委員 事件、事故が起こるたびに県が対

応するのは、当然、環境部の使命として、県民の環

境を守る立場で体制をとられることはわかるのです

が、実際、先ほどの騒音調査では平成23年度以降で

3000万円余り、それから、基地環境汚染で県が投入

した一般財源だけで446万円かかっているわけです

よね。これは、さかのぼっての五、六年の話で、こ

の間のトータルではいかばかりかと思うのです。こ

ういった環境需要というのは、沖縄県の場合、他県

にはないような環境対策が突発的に、あるいは、今

の状態では頻発して、そして、騒音対策費について

は、むしろ沖縄県の環境要因としては発生源が恒常

的にあるわけですよね。それが一般財源で先ほどの

額に上るわけですが、財源元として、国から何らか

の環境対策に対する交付税の重点措置とか、需要に

対する積算基準を傾斜して、沖縄の環境要因に対応

する。むしろこれは国が提供する施設の運用や配置

に伴って発生しているもので、自然環境が起こして

いるものではないわけです。それについての財源と

いうのは、どのように措置されているのか。通常の

環境行政として行っているのか。その辺をお尋ねい

たします。

○大浜浩志環境部長 環境部が行っている環境調査

につきましては、周辺の環境にどれぐらいの影響を

与えるかという監視としての調査をしておりますの

で、一般の調査と相違ないような形で一般財源で

行っております。今、調べておりますが、交付税に

つきましても算定項目に入っているかどうかも確認

して、検討していきたいと思っております。今、財

源的には、環境省なりの補助メニューはございませ

ん。

○仲村未央委員 そういう財源の求め方について

も、沖縄県側が環境被害の発生元ではないし、自然

災害でもないという意味では、他県に比して、特段

の需要として国に対しても施設を提供する責任のも

とで沖縄県が―額で言えばそうですが、皆さんが通

常業務で行うということは、独自の体制も伴ってい

るわけですよね。環境調査についても、衛生環境研

究所を手前でもっているから新たな財源を工面せず

とも、あるいは、体制、人員を工面せずとも対応で

きている部分がようやくあるということであって、

それでも外注に頼らざるを得ないということであれ

ば、過去3000万円、4000万円という額になってくる

ということであれば、環境部としては、国や県庁内

でも調整して財源を求めていく必要があるのではな

いかと感じますが、そのあたりは求め方も含めて、

検討されたことがあるか、どのようにお考えか、見
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解を求めます。

○大浜浩志環境部長 これは重要なことだと認識し

ております。事故がいつ起きるかということはわか

りませんし、そういう状態で予算を組み立てるのは

なかなか難しいところもございます。衛生環境研究

所でできるものもありますが、ダイオキシンなどの

調査は、どうしても外注しないといけません。こう

いったことも含めて、突発的に出てくる事故の対応

に係る調査の予算確保については、関係部局と十分

に調整していきたいと考えております。

○仲村未央委員 比謝川のＰＦＯＳについては、相

手は認めていませんが、皆さんは嘉手納基地からの

流出であると断定し、今、その対策に当たっている

わけです。その対策に要している経費、あるいは、

そのフィルターも含めて施設整備もあるでしょう。

その額はどれぐらいになっていますか。

○町田優企業局長 今回のＰＦＯＳに関連する経費

として、最も大きいものは、北谷浄水場の粒状活性

炭の取りかえ工事でございます。この粒状活性炭と

いうのは、北谷浄水場に以前からある浄水施設の一

つでございまして、粒状活性炭でいろいろな物質を

吸着させて浄水するという施設でございます。粒状

活性炭は消耗品でして、ある程度の期間ごとに取り

かえています。なおかつ、北谷浄水場ができてから

30年ぐらい経過しておりますので、その老朽化対策

として施設改良工事をしております。この粒状活性

炭接触池施設については、平成28年度から平成31年

度まで４年間かけて国庫補助事業で施設改良をする

予定でしたが、今回、ＰＦＯＳの問題が明らかにな

りまして―この粒状活性炭は、ＰＦＯＳを吸着する

性質がありますが、新しいものほど吸着効果が高い

という性質がございます。したがいまして、ＰＦＯ

Ｓの濃度を下げるため、平成28年度に北谷浄水場の

粒状活性炭の４分の１に相当する部分を前倒して取

りかえ工事を行いました。このため、国庫補助が間

に合わず、県単事業として１億7000万円の費用がか

かっております。

○仲村未央委員 １億7000万円を県単で投入をした

と。これも明らかに、皆さんが特定をする基地環境

汚染だと県民誰もが受けとめています。まさか、こ

の１億7000万円の県単でかかったものを水道料金に

転嫁して、受益者負担にするというスキームになっ

ていないかどうか。そのあたりはいかがでしょうか。

○町田優企業局長 私どもとしてもＰＦＯＳ関連で

生じた費用、１億7000万円につきましては、日本政

府あるいは米軍で負担していただくことが当然であ

ると考えまして、昨年６月に沖縄防衛局に対して、

この費用の補償を要請しております。

仲村未央委員 その要請に対する先方の具体的な対

応、それから、今、米軍は原因者として認めてはい

ないということも含めて、どういう見通しをもって

交渉されているのでしょうか。

○町田優企業局長 現在、米軍は昨年から調査をし

ているという状況はお聞きしています。日本政府と

いいますか、沖縄防衛局の費用補償に対する回答を

読み上げます。「現在、米軍とＰＦＯＳ等々の因果

関係が確認されておらず、また我が国のＰＦＯＳ等

に係る水道法上の水質基準が設定されていない中

で、いかなる補償が可能か検討が必要であり、当局

としても、現在の貴県における取水計画等を拝聴し

つつ検討してまいりたいと考えております。」となっ

ております。

○仲村未央委員 非常に曖昧模糊とした、よくわか

らない回答だと言わざるを得ません。まさかこれが

県民の負担になるようなことがあっては、環境被害

もあわせ二重、三重に―先ほど来、私が指摘する県

の一般財源を投入して、なお、このような状況が続

いていることについては、現場の対応としては非常

に厳しいかと思っていまして、これは強く国に言わ

ないといけません。責任はこちらではないことも含

めて強く要求すべきだと思います。今回のヘリの墜

落も含め、ＰＦＯＳも含め、環境部長にも企業局長

にも聞きたいのですが、特に水源地上空での訓練に

ついては、あえて、環境部と企業局の水源を守ると

いう立場から、どのように認識をされ、どのような

対応があるべきだとお考えなのか、所見をいただい

て終わりたいと思います。

○町田優企業局長 先日の県議会において、水源地

上空での米軍機の飛行訓練を中止することという意

見書が全会一致で採択されました。私どもとしても、

その件については大変重く受けとめております。こ

の件につきましては、特に基地問題を所管する知事

公室との関連が大きいと思っていますので、知事公

室と連携して今後の対応を検討してまいりたいと

思っております。

○大浜浩志環境部長 環境部におきましても、住宅

地上空の飛行につきましては、住民も非常に問題視

していますし、我々の騒音のデータでも異常値が出

ているところもございますので、避けるべきだと

思っております。企業局長と同じように県議会の議

決を重く受けとめて、関係部局と連携して対応策も

設けていきたいと思っております。
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○仲宗根一哉環境保全課長 先ほど、キャンプ・

コートニーの立入申請から実際の調査に入るまでど

れぐらい期間がかかったかという御質疑に対して、

正確に申し上げますと、平成14年11月６日に立ち入

りの要請を行っております。正式に立入申請をした

のは、最初が平成15年８月５日でございます。です

から、最初に立入申請してから調査が実現するまで

は８年７カ月となります。要請してから立ち入りが

実現するまでが９年３カ月ということになります。

○新垣清涼委員長 上原正次委員。

○上原正次委員 主要施策の成果に関する報告書の

４の３ページ、世界自然遺産登録推進事業について

お伺いします。

事業内容の②イリオモテヤマネコ交通事故防止対

策基本計画の策定についてですが、イリオモテヤマ

ネコの今の推定個体数は何頭ぐらいですか。

○金城賢自然保護課長 イリオモテヤマネコの推定

個体数は100頭前後と言われております。

○上原正次委員 2016年度に、過去最悪、６頭の交

通事故死があったと聞いていますが、今年度10月ま

でのイリオモテヤマネコの死亡事故の件数をお聞か

せください。

○金城賢自然保護課長 詳細な資料は持ち合わせて

いないのですが、私の記憶の中で、ことしのイリオ

モテヤマネコのロードキルは３頭と聞いておりま

す。細かいところは確認させてください。

○上原正次委員 新聞紙面に７月から９月の３カ月

の間に３頭の事故がありまして、２頭が死亡したと

いう報告があります。では、１月から現時点で３頭

ということでよろしいでしょうか。

○金城賢自然保護課長 資料を持っていないので、

後ほど確認してからお答えさせていただきます。

○上原正次委員 今、100万人観光ということで、

石垣島の観光客がすごく多く、昨年度、西表島だけ

でも約33万人の方が観光を含めて来島しているとい

う中では、交通事故がふえるのは必然的ですが、レ

ンタカーを含めた観光客への事故対策、イリオモテ

ヤマネコの交通事故の周知等はどのような形で行っ

ていますか。

○金城賢自然保護課長 イリオモテヤマネコについ

ては、特にロードキル、交通事故による影響が大き

いということで、平成27年度から今年度まで世界自

然遺産登録の中の細事業として、イリオモテヤマネ

コの交通事故防止に向けたハード対策とソフト対策

を行っています。ハード対策としては、イリオモテ

ヤマネコが道路に進入しないように、フェンスをつ

くり、効果の検証をしております。一方、ソフト対

策としては、地元においてロードキル防止の協議会

や活動がされておりますし、環境省とタイアップし

ながら、観光客がレンタカーを借りるときに島内に

おいてはスピードを落とすようにとか、イリオモテ

ヤマネコが出てくる場所はどのあたりかということ

をお知らせしています。竹富町や国においては、重

点箇所に標識を立てて普及啓発に努めているところ

でございます。

○上原正次委員 先ほど自然保護課長から推定個体

数は100頭前後というお話がありましたが、交通事

故等を含めて、減少していくことが危惧されますの

で、県として人工繁殖といった取り組みは現在行っ

ているのか、なければ今後考えがあるのか、お聞か

せください。

○金城賢自然保護課長 イリオモテヤマネコにつき

ましては、絶滅のおそれのある野生動植物の種の保

存に関する法律―種の保存法で指定されており、保

存のために、保護増殖計画を策定するということが

あります。これにつきましては国を主体とし、自治

体、県も協力をしていきます。そういった保護増殖

事業についても計画がされていると聞いておりま

す。

○上原正次委員 県と国でしっかり取り組んでもら

いたいと思っております。

ヤンバルクイナの交通事故での死亡例について

は、昨年度は何件報告されていますか。

○金城賢自然保護課長 環境省が調査をしていて、

報告があることは知っていますが、今、資料がなく

て、何羽がロードキルになったかということについ

ては、後ほどイリオモテヤマネコとあわせて報告さ

せていただきたいと思います。

○上原正次委員 琉球新報のこども新聞というのが

ありまして、その中で、昨年度、交通事故等で年間

90羽のヤンバルクイナが犠牲になっているという記

事があります。年間90羽ということは相当多いと思

いますが、どうでしょうか。

○金城賢自然保護課長 ヤンバルクイナの推定個体

数が平成28年度で1500羽前後だということです。そ

れからすると今のロードキル等で90羽ということに

ついては、推定個体数からするとやはり影響がある

ということがあります。それで、環境省が中心になっ

て、ロードキル対策ということで、普及啓発と、あ

とヤンバルの道路を走っていただければわかると思

いますが、ヤンバルクイナが飛び出しそうな場所に

標識をつくるなどの対策を進めているところでござ
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います。

○上原正次委員 この新聞紙面にもありますよう

に、国頭村楚洲で調査をしているのですが、ここ二、

三年、ヤンバルクイナの鳴き声等が聞こえないとい

う状況があります。それだけ、この地域においては、

ヤンバルクイナが住みづらい環境になっているとい

うことなのです。

それと関連しますが、犬猫の放置がヤンバル―国

頭村等でありますが、今、県として殺処分ゼロの方

向性を見直していますが、殺処分ゼロの目標年度は

何年度にしてますか。

○金城賢自然保護課長 県においては、動物の愛護

及び管理に関する法律―動物愛護管理法に基づきま

して、動物愛護管理推進計画をつくっております。

現在の計画は、平成26年度から平成34年度で、平成

34年度までに目標頭数を3300頭にするということで

ありましたが、昨年度で既に1500頭と、大幅に殺処

分の数が減っており、暫定的に平成30年度までに

1500頭以下ということとしております。平成30年度

までに動物愛護管理推進計画を見直すということに

なっておりますので、今年度から平成30年度にかけ

て、暫定の数値や今年度の殺処分の数等を踏まえな

がら、計画の数値を立てていきたいと思います。そ

の計画を策定する中で、最終的には殺処分ゼロを目

指したいということで、今現在、何年度までにとい

うことはあらわせませんが、それに向けて計画を検

討しているところでございます。

○上原正次委員 今、いい方向にいっている状況が

ありますので、しっかり取り組んでもらいたいと

思っております。

続きまして、４の５ページ、マングース対策事業

について伺います。ＩＵＣＮが調査に入ったときに、

環境省の職員がＩＵＣＮの調査員にマングース対策

が功を奏しているというような説明をしていまし

た。北部地域では、マングース対策事業はすごくい

い方向にいっていて、防護柵や箱わなを仕掛けるな

ど、いろいろな対策を行っていると聞いております

が、希少種や、もともといる動物、犬猫でもいいの

ですが、わなにかかって死亡しているといった事例

や報告はありますか。

○金城賢自然保護課長 県は環境省と連携しなが

ら、多くの希少種が生息する沖縄島北部地域―ヤン

バル地域においてマングース対策事業をしておりま

す。平成28年度における在来種の混獲は12種241個

体となっております。

○上原正次委員 マングース対策が効果を出してお

りますが、わなの仕掛けなどは在来種に少し配慮を

して、ぜひこれがないように取り組んでもらいたい

と思っております。

今は国頭地域への侵入防止対策なのですが、中・

南部地域もマングースが相当多い状況にあります。

マングースによる農作物への被害の報告などはあり

ますか。

○大浜浩志環境部長 環境部にはそういう報告はな

いと思いますが、農林水産部などにも確認してみた

いと思います。

○上原正次委員 今の時点では対策が功を奏してい

るのですが、ヤンバル地域へ北上する可能性もあり

ますので、しっかり中・南部地域の対策も含めて取

り組んでもらいたいと思っております。

○新垣清涼委員長 糸洲朝則委員。

〇糸洲朝則委員 主要施策の成果に関する報告書の

４の３ページ、世界自然遺産登録推進事業について、

報道にありますように国際自然保護連合、いわゆる

ＩＵＣＮの専門家２人が既にヤンバルの視察をし

て、きのうからきょうまで西表島、そして、20日に

記者会見するということで、随分大詰めを迎えたな

という感じとともに、この視察が無事に世界自然遺

産登録へ向けて大きく前進するようなものにしても

らいたいと祈るような気持ちでおります。専門家、

環境省職員、県職員の約15人が同行したとあります

が、この視察の状況を教えてください。

○大浜浩志環境部長 10月11日から20日までの調査

で、奄美大島、徳之島、そして、15日に沖縄に入っ

て、16日からヤンバルの調査、きょうまで西表島と

なっております。あした、総括の意見交換なり記者

会見があるということですが、現段階でどういうも

のがあったかという詳細な内容については、まだ当

局も報告を受けていませんので、総括の中で報告さ

れると理解しております。

〇糸洲朝則委員 多分そうだろうと思いますが、た

だ、これまでそういう視察を一つの目途にして、い

ろいろ対策を練ってきたと思います。今、上原委員

からも交通事故の問題や外来種の問題がありました

が、報道などを見ても、ヤンバルにおいて、例えば

ヤンバルクイナなど希少な鳥類に対する課題の一つ

は犬猫ですよね。これは本会議でも取り上げました

が、かなりの数の犬や猫が野生化して捕食をしてい

るというのもばかにならないなという思いでいつも

見ております。野犬、野猫対策はいかがですか。

○金城賢自然保護課長 県においてはヤンバルの希

少な野生生物を守るために、ノイヌ・ノネコ対策事
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業を昨年度から行っております。昨年度におきまし

ては、山の中にいる野犬、野猫の状況がわからない

ということで、専門機関に委託をして実態把握に努

めております。その中に検討会も設置しまして、今

年度、捕獲等を含めて効果的な野犬・野猫対策を検

討しているところでございます。その検討結果を踏

まえながら、野犬・野猫対策をしっかり実施してい

きたいと思っております。

○糸洲朝則委員 野犬はかなりの数がいますよね。

何頭ぐらいいますか。

○金城賢自然保護課長 昨年度の調査で、野犬につ

いては62頭確認されております。

○糸洲朝則委員 報道によると、野犬化した犬によ

る人への被害もありました。世界遺産登録がされる

と観光客がもっともっとふえていきます。ですから、

これに対する対策をよほどやらないと、これが風評

被害を呼ぶこともあり得るのです。犬猫殺処分ゼロ

という目標もわかりますが、これは今回の世界遺産

登録の大きな課題の一つだと思うのです。ですから、

ここは思い切った対策をとらないといけないと思い

ますが、いかがですか。

○金城賢自然保護課長 野犬、野猫については、確

かに希少種の保護ということと、命ですので、それ

をまめに殺処分するわけにもいきませんので、まず

捕獲をしながら、できるだけ命が長らえるように譲

渡などといったことについても検討会の中では考え

ております。もう一つ大事なことは、それをふやさ

ない。実際、ヤンバルにいる野犬、野猫を捕獲する

ということも重要なのですが、結局、中・南部地域

から遺棄をしに来ることがありますので、普及啓発

をさらに強化する。野犬、野猫を遺棄することは犯

罪になりますし、罰金100万円というのもあります

ので、そういった普及啓発をしっかりしながら、野

犬、野猫がふえないように対策を進めていかなけれ

ばならないと思っております。

○糸洲朝則委員 特に犬などは、集団化すると大変

なのです。今どき、放し飼いにする人は少ないと思

いますが、しかし、いるのです。きちんと管理でき

なければペットを飼う資格はないと思いますが、そ

の対策、指導はどれぐらい行っていますか。

○金城賢自然保護課長 犬につきましては、各市町

村において飼い犬条例を持っておりますので、基本

的には市町村で登録などを行っております。また、

県の動物愛護管理センターにおいては、狂犬病予防

法に基づいて犬の捕獲等がありますので、そういっ

たところで適正飼養についての講習会を行ったり、

普及啓発をしているところでございます。

〇糸洲朝則委員 ヤンバルについてもう一つ、報道

でしきりに言われているのは、米軍の北部訓練場と

の兼ね合いです。ですから、環境省も北部訓練場を

外したりとかいろいろ……。いずれにしても、北部

訓練場との兼ね合いをしっかり対処できなければ、

世界遺産登録に影響しかねない。これまで本会議で

も取り上げていますが、再度その辺について伺いた

いと思います。

○大浜浩志環境部長 北部訓練場につきましては、

国立公園等の法的な保護担保措置がとれない、困難

であるということで、今回の世界遺産の推薦区域に

は含まれていないというのが事実でございます。こ

の区域の選定に当たりましては、琉球諸島の生態系

に知見がある学識経験者の方々の助言を得まして、

地域との合意形成も踏まえてそういう形になったと

いうことでございます。今回のＩＵＣＮの現地視察

においても、現在の区域では十分な遺産の価値を説

明できていると考えております。北部訓練場につき

ましては、影響がないように、希少種のモニタリン

グ等も行って、十分に対策を講じていくということ

で、今、説明をさせていただいているところでござ

います。返還されたところにつきましては、市町村

の意向も踏まえて国立公園化をして、世界遺産登録

へ拡張していくということで、今、検討に入ってお

りますので、そういった流れの中で北部訓練場残存

地域についてもしっかりと対応していきたいと考え

ております。

○糸洲朝則委員 ヤンバルクイナとか、イリオモテ

ヤマネコとか、動物が注目をされているわけですが、

それだけではないと思います。むしろ、ヤンバルの

自然、西表島の自然、植物に魅力を感じるというこ

とも大きいと思いますが、ヤンバルと西表島の特徴

的なところを教えていただけますか。パンフレット

ではいろいろ紹介されていますよね。

○金城賢自然保護課長 沖縄島を含むヤンバル、西

表島、奄美大島、徳之島がなぜ世界遺産の登録に推

薦されているかということを見ますと、世界遺産の

登録における基準として、まず、大陸と接していた

り、離れたりという島の成り立ちにおいて、島に残

された種類がそのままその島で生き残っていて―こ

れは大陸にはいない固有種と言いますが、そういう

固有種が島にそれぞれ残っているということがあり

ます。奄美大島ではアマミノクロウサギ、ヤンバル

ではノグチゲラやヤンバルクイナ、西表島ではイリ

オモテヤマネコといったものはそこにしか生息して
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いません。特異な生態系とあわせて、島における生

物、貴重なものも含めてかなりの数の生態系がある

と。多様性が広がっているということが特徴です。

○糸洲朝則委員 ですから、皆さんのパンフレット

もこのように動物なのですが、それだけではないの

です。自然の成り立ちを形成しているのは希少種も

さることながら、それを育んでいる植物なのです。

そこをもっと表に出して強調しないと―イリオモテ

ヤマネコを見るのは大変です。島に入って何十日か

けても、いるのかわかりません。そうではなくて、

もっと自然に入っていけるアピールの仕方というの

は、この自然の成り立ちなのです。そこを聞いてる

のです。せめてヤンバルと西表島だけでも特徴を教

えてください。

○金城賢自然保護課長 特徴ということでしたの

で、一番特徴あるものを挙げましたが、もちろん植

物も含めて生物多様性というのが非常に特徴的では

あります。それを訪れる方に触れていただきたいと

いうことで、それぞれ国立公園になっています。国

立公園の利用計画、また拠点の整備構想などを考え

ていますので、それを踏まえて、今、委員がおっ

しゃった、貴重な生物だけではなく、島の自然その

ものを見ていただくということで、エコツアーやそ

のあり方といったことを事業の中で計画をしている

ところでございます。

○糸洲朝則委員 課題は、観光客も間違いなくふえ

るし、その対策だと思います。ちょうど国立公園の

記念式典に参加したときも、辺土名高等学校の生徒

や大宜見村の小学生などがいろいろ研究発表もして

いたし、エコツーリズムの話も出たりしていまして、

こういう観光資源としての使い方、いわゆるルール

づくりだと思いますが、これは今、どこまで進んで

いますか。

○金城賢自然保護課長 ヤンバルにおいては、所管

は農林水産部になりますが、森林ツーリズムという

ことで、平成27年度から平成29年度にかけて、森林

ツーリズムのあり方検討会に地元の観光業者の方、

環境省、保全と利用ということがありますので、我

々自然保護課も入って、森林ツーリズムを検討して

おります。また、西表島も、観光客がかなり増加し

ているということがありまして、いろいろなエコ

ツーリズム―カヌーやトレッキングなどがありま

す。今年度から世界自然遺産の事業の中で、実際に

携わっている地元の事業者を交えてワーキンググ

ループをつくり、エコツアーの形態も違いますので、

地域を６つほどに分けて、どのようなあり方がいい

か、地元の声をしっかり聞きながら、検討をしてい

る最中でございます。

○糸洲朝則委員 どなたか世界遺産登録後の屋久島

を視察された方はいますか。やはり、先進地だから

調査すべきだと思います。私は２回行きました。10年

ぐらい前に前島さんと一緒に行ったときは、縄文杉

のところまで行けたので、しっかり見てきました。

また、ことしか昨年の暮れに、屋久島といったら屋

久杉ですので、それは見ないといけないと思って行

きましたが、物すごく下のほうでシャットアウトさ

れました。縄文杉のところまで行くには、ガイドを

つけて徒歩。しかも、ガイド料が半端ではありませ

ん。これぐらい厳しくなっています。そうしないと

自然は守れないということを実感してきました。ぜ

ひ一度行ってみてください。どうですか。

○大浜浩志環境部長 国内には４つの世界遺産があ

りまして、白神山地、知床、小笠原、屋久島とあり

ますが、私は白神山地と知床は見てきたところでご

ざいます。今、委員がおっしゃった屋久島につきま

しては、杉ということで、そこら辺をラインにして、

杉からイタジイに変わってくるという成り立ちに

なってくるかと思っております。森林ツーリズムの

中では、認定ガイドでないと入れないところもいろ

いろと検討していく形になっておりますので、見せ

るところは見せる、守るところは守るということを

踏まえてガイドすることが重要かと思っております

ので、十分検討していきたいと思います。

○糸洲朝則委員 ぜひ先進地の視察もしていただき

たいです。

主要施策の成果に関する報告書の４の13ページ、

沖縄県再生可能エネルギー等導入推進基金事業につ

いて、９市村22施設ということで、特に小規模離島

は南大東村、北大東村、多良間村が入っております。

これは前にも質疑したことありますが、あの企画は

どうなっていますか。この３村に限定して、お聞か

せください。

○安里修環境再生課長 この事業は災害に強い地域

づくりという観点で、平成26年度から、地震や台風

等の大規模災害に備えまして、県内の防災拠点や避

難所への太陽光発電装置、蓄電池等の導入支援を

行っている事業でございます。予算としましては、

基金を造成しまして、その取り崩しを行って事業を

実施しております。平成28年度の実績として、南大

東村につきましては４施設で、南大東村役場、南大

東小中学校、南大東村高齢者生活福祉センター、南

大東村多目的交流センター。北大東村につきまして
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は５施設で、北大東村保健福祉センター、北大東村

庁舎、宿泊施設ハマユウ荘、北大東小中学校、北大

東村複合型福祉施設。多良間村につきましては３施

設で、多良間小学校、多良間中学校、多良間村浄水

場という形になっております。

○糸洲朝則委員 多分、実験的にこの３島を選んだ

と記憶しております。島のエネルギーを賄えるとい

うところまで持っていくにはまだまだ時間かかると

思いますが、そのための試験だと思うのです。実際

に、太陽光だけで島のエネルギーを賄っていけるめ

どは立ちましたか。

○安里修環境再生課長 こちらにつきましては、災

害時における避難所、また、防災拠点施設に太陽光

発電と蓄電池を導入しまして、災害時における緊急

時のエネルギーの確保を目的としております。です

から、常時のエネルギーとして島の全体を賄うとい

うことまでは想定しておりません。防災上の利用で

ありますので、まずは蓄電池に充電して、充電し終

わった後に常時使用する電力を賄う形を考えており

ます。ですので、容量としてそれほど大規模なもの

は導入されておりません。

○糸洲朝則委員 導入されていませんでは困るので

す。試験として、将来的にどれだけの規模のものを

つくれば賄えるという計算は成り立たないのです

か。

○大浜浩志環境部長 これは実証ではなく、実際に

災害―沖縄の場合であれば台風を考えております

が、離島では停電になると、本島からの復旧員が二、

三日来られない場合もありますので、その期間をこ

のような再生可能エネルギーで賄っていくという組

み立てのものですから、島全体に再生可能エネル

ギーを普及するということではなく、避難所に拠点

をおいて導入する事業でございますので、少し目的

が違うということでございます。

○糸洲朝則委員 逆に災害のときにそれが使えなく

なった場合、アウトなのです。そうなっては困るの

です。小規模離島はエネルギー、水など、最低限の

生活に必要なものは自前で、そこで自己完結するよ

うな体制を整えるべきだと思うのです。私は五島列

島も行きましたが、向こうは小さな島々があって、

太陽・風力発電にかなり国の予算を投入して、海域

で風力発電をして、島の電力を賄った上で売電する

という計画のもとに進んでいるのです。ですから、

どこか１島でも、その島で賄えるエネルギー、水と

いったものを、特に環境部としては電力だと思いま

すので、ほかの部とも連携しながら、思い切ってそ

ういうモデル的なものをつくってみませんか。何も

太陽光だけではなくて、まだまだあるでしょう。

○大浜浩志環境部長 エネルギーの確保は大事だと

思いますので、商工労働部としっかり調整をしてい

きますが、来間島では太陽光で電力を賄えるような

スマートエネルギーの実証もしていると思います。

そういうところの実績も踏まえて、商工労働部とも

意見交換をしながら、導入を検討できないかについ

て話し合っていきたいと思います。

○糸洲朝則委員 もう１点だけ、離島ごみの対策事

業について、新聞報道によると、チリメーサーとい

うすぐれものが出ています。これは各離島に配備を

しているという報道なのですが、これについて説明

いただけますか。

○松田了環境整備課長 小型の焼却施設、チリメー

サー等を導入して実際に使用している町村として竹

富町は、各島々に小型の焼却炉を入れて、各島で焼

却したものを西表島の最終処分場で最終処分すると

いうようなことをしております。それから、伊平屋

村におきましては、海岸漂着ごみの焼却に小型の焼

却炉を使っております。南大東村におきましては、

肥料の入っていた袋を燃やすための施設として、小

型の焼却炉を入れているといったようなことで、県

内でも使用している離島がございます。

○糸洲朝則委員 これは全離島に設置されていると

ありますが、多良間村の水納島には設置していない

ですか。

○松田了環境整備課長 申しわけござません。設置

しているかどうかは後ほど確認して御報告いたしま

す。

○糸洲朝則委員 何度も行って見ていますが、最後

の楽園になると思うので、そこは汚してはいけませ

ん。ですから、そういうところに１基設置して、ど

ういう形で管理するかは別にして、そこからまずき

ちんとしてはどうでしょうか、よろしくお願いしま

す。

○松田了環境整備課長 多良間村と連携をしまし

て、導入の検討を進めたいと思います。

○新垣清涼委員長 休憩いたします。

午前11時59分休憩

午後１時24分再開

○新垣清涼委員長 再開いたします。

先ほどの上原委員の質疑で、答弁を保留された部

分に関し、答弁の申し出がありますので、発言を許

します。

金城賢自然保護課長。
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○金城賢自然保護課長 午前中、上原委員からイリ

オモテヤマネコの交通事故、ことしは何件かという

御質疑がございました。お調べしましたところ、こ

としは現在のところ３件でございます。ヤンバルク

イナの交通事故につきましては、ことし９月30日現

在、29件となっております。

○新垣清涼委員長 午前に引き続き質疑を行いま

す。

座波一委員。

○座波一委員 歳入歳出決算説明資料の３ページ、

（款）農林水産業費、（項）林業費、（目）造林費に

ついて、造林費の事業内容を確認したいと思います。

○安里修環境再生課長 造林費について説明いたし

ます。

緑化事業が農林水産部から環境部に移管したこと

に伴いまして、緑化関連分野の事業が環境部に移っ

ております。造林費につきましては、事業名としま

して、緑化推進費、全島緑・花・香いっぱい運動事

業、沖縄グリーンプロモーション事業、離島空港ちゅ

らゲートウェイ事業、森林公園の管理に関する経費

として、平和創造の森指定管理費と森林公園管理事

業費がございます。

○座波一委員 主要施策に関する成果報告書からも

ある程度確認できたのですが、沖縄の山を守るとか、

あるいは山を再生する、あるいは在来種を大切にす

るという意味で取り組む造林事業というのは今のと

ころないのですか。

○安里修環境再生課長 森林分野の造林事業につき

ましては、農林水産部で行っております。我々が持っ

ている事業につきましては、主に緑化関連の事業で

ございまして、緑化活動団体の体制構築のための事

業でありますとか、全島緑化県民運動に係る事務経

費、さまざまな企業や団体などが緑化活動に参加す

るための助成事業、あと、離島空港ちゅらゲートウ

ェイ事業として、久米島空港、新石垣空港、宮古空

港の周辺の緑化事業を行っております。山に直接造

林する事業というものは、こちらには現在含まれて

おりません。

○座波一委員 森林関係は農林水産部が所管すると

いうことではあるのですが、沖縄県がこれほど多様

性のある自然を有している中で、保全あるいは再生

というのは非常に重要であるという時代に入ってい

るわけで、これがひいては観光に結びついてくるわ

けですよね。観光から人間の健康という点にも結び

ついてくると思うのですが、その辺について環境部

は農林水産部と連携はとっているのですか。ヤンバ

ルの自然が、今、国際的な注目を浴びて、世界遺産

登録までもっていこうとする中で、それは農林水産

部がその辺を整備して位置づけていくのですか。

○安里修環境再生課長 我々、環境再生課において、

緑化マトリックスという組織を持っていまして、こ

れは環境部、土木建築部、農林水産部、文化・観光

スポーツ部、教育庁など、それぞれのさまざまな緑

化関連の分野を網羅しまして、情報共有しながら、

各部が持っている各緑化施策を進めていくというこ

とで連携を図っているところであります。

○座波一委員 先ほどから、環境問題についていろ

いろ議論されていますが、基地から発生する―大き

いくくりで言うと生活環境の部分と自然環境の部分

があると思います。沖縄県の今の取り組みは、自然

環境の部分での取り組みについては非常に薄いと

思っています。今、沖縄県の自然自体がかなり危機

的な状況にあるということは、ぼやっと感じている

とは思いますが、危機的な部分の取り組みが、今、

薄いのではないかと思っています。それが環境部の

責任といいますか、環境部の対応するべきところだ

と思っていますが、どう思いますか。沖縄県の今の

自然の状況と環境部のとるべき立場といいますか―

もちろん生活環境も大切だと思いますが、自然環境

についての考え方です。

○大浜浩志環境部長 今おっしゃるところは、ヤン

バルであるとか、西表島であるとか、そういう自然

環境への取り組みということで理解しております。

森林と林業につきましては農林水産部の事業です

が、ヤンバル型の森林業の施行の仕方といったとこ

ろは環境部も入っていろいろやっています。また、

自然公園については、環境部で行っています。自然

公園というのは保全と利用が目的になっております

ので、きちんと守るところは守って利用をしていく

というのが自然公園法の趣旨でございます。そう

いった形でグリーンツーリズムなどの事業について

は関係する部局と十分に連携しております。それか

ら、世界遺産登録に向けては、副知事をトップにし

た協議会を設けまして、文化・観光スポーツ部も含

めて、全庁的に取り組んでいるところでございます。

一つ一つとれば課題が多いところもあるかもしれま

せんが、大きいくくりの中の世界遺産登録に向けた

取り組みについては全庁的に取り組んでいるところ

でございます。

○座波一委員 糸洲委員との質疑もある程度そう

いった趣旨が入っていたと思います。ですから、世

界遺産登録、あるいは自然史博物館等の誘致も視野
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に入れて、国際的水準の観光地を目指すというのは、

とりもなおさず自然環境を保全していく、あるいは

育成、再生していくという努力が沖縄県に求められ

ていると思うのです。そこで、私はヤンバルの海を

汚している一番の原因は赤土だと思っています。確

かに埋め立ても一時的には破壊しますが、埋め立て

した後は、海の再生力はすごいもので、結構、復活

してくるのです。御存じかと思いますが、那覇空港

の奥のほうは、埋め立てした後もサンゴがすごく群

生していますよね。だからといって、埋め立てがい

いと、破壊しないとは言わないのですが、一番海に

ダメージがあるのは赤土なのです。それから、下水

道を接続してないところの生活雑排水です。赤土は

農林水産部との問題、生活雑排水は土木建築部との

問題ではあるのですが、そこら辺との横断的な取り

組みはどうなっていますか。先ほど、一体的な取り

組みを目指していると言っていましたので、そこら

辺の連携はできていますか。

○仲宗根一哉環境保全課長 まず、赤土の問題です

が、県では赤土等流出防止対策を総合的、計画的に

進めていくために、平成25年９月に沖縄県赤土等流

出防止対策基本計画を策定したところでございま

す。この計画では、赤土の堆積が著しい海域、ある

いは環境保全の観点から守るべき自然が残されてい

るような海域などを基準にして、県内76海域を監視

海域に位置づけております。その中でも重要な海域

として22海域を設定しておりまして、陸域、海域を

モニタリングするとともに、モニタリング結果をも

とに必要な対策を農林水産部を含めて、関係機関と

ともに現在、進めているところでございます。生活

雑排水につきましては、県では生活排水対策重点地

域を指定しておりまして、市町村と連携しながら生

活雑排水に対する対策を進めているところでござい

ます。

○座波一委員 サンゴの再生事業なども行っており

ますが、はっきり言って、目に見えた再生までは至っ

ていないというのが今の状況です。これは結構、予

算をつぎ込んでいますよね。それでも、今この状態

です。やはり赤土の問題と生活雑排水の問題に根本

的な解決策を講じていないということなのです。で

すから、幾らやっても同じことの繰り返しだと思い

ます。赤土の問題は、今、いろいろ取り組んでいる

とは思いますが、ヤンバルでもパイナップル畑など、

いろいろ土地改良していますよね。そういうところ

からの排水が明らかに原因になっていると。その対

策はどうなっていますか。

○仲宗根一哉環境保全課長 委員のおっしゃるとお

り、沖縄県全体での赤土の流出量を推計しましたと

ころ、農地からの赤土の流出量が約86％と非常に大

きな比重を占めております。先ほど申し上げました

ように、我々は全庁的な取り組みとして、赤土等流

出防止対策基本計画を策定したところですが、具体

的な対策を進めるに当たって、平成27年３月には赤

土等流出防止対策行動計画を策定しておりまして、

関係機関が実施すべき役割をそこで明記しておりま

す。特に農林水産部につきましては、農地整備の中

で農地の畑面の勾配を緩やかに修正したり、沈砂池

を設置するなど、ハード的な取り組みを行っており

ますし、あるいは、営農対策としましては、畑のあ

ぜにグリーンベルトを設置するといったような対策

を進めているところでございます。

○座波一委員 赤土対策というのは今に始まったこ

とではなく、既に何年も取り組んできていると思い

ますが、勾配修正について、北部地域の取り組みが

まだまだされてなくて、南部地域が比較的進んでい

るのです。ですから、先ほど部長からあったとおり、

一体となった取り組みとして、なぜ北部地域で行う

話が出ないのか。北部地域は望んでいないのかもし

れませんが、そういうものが一体的な環境対策では

ないかと思います。どうですか。

○仲宗根一哉環境保全課長 先ほど申し上げました

沖縄県赤土等流出防止対策基本計画の中で22の重点

海域を設定しておりまして、行動計画の中ではさら

に５つの対象海域を設定しております。これは、ま

ず優先的に対策をとるべき海域と位置づけておりま

して、環境部と農林水産部では、その５つの海域を

中心に、まずそこから対策を進めていこうという考

え方で対策を進めているところでございます。

○座波一委員 調査やモニタリング関係の時間が長

過ぎて、本当に効果的、効率的な対策になっている

かといったら、まだ目に見えてきていないのです。

そこが非常に残念だと思っています。ジュゴンの問

題も、ジュゴンが好む海草はザングサと言いますよ

ね。漁師はザングサがどの辺の海域にあるか、大体

わかっているのです。その辺から調べていけば、そ

んなに長くかかりません。先ほど海草がどこにある

かを調べるために調査しているという話もありまし

たが、沖縄の漁師に聞けば大体わかると思います。

ですから、そういったものは余り時間をかけずに、

そこで生息できるのかどうかの問題を早く判断す

る、あるいは見つけたら見つけたでどう保護しよう

としているのか、ジュゴンが沖縄の近海で保護でき
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るのか、そういった問題まで突っ込んでいかないと、

調査ばかりに時間がかかって、何の結論も出ない。

決算で言う最小の費用で最大の効果というのは全く

あらわれていないではないですか。それも含めて、

もっと効果が出るような具体的な対策を立てないと

いけないのではないかと思います。

〇大浜浩志環境部長 今、我々が行っている調査は、

ジュゴンの生育する場である藻場を中心に行ってお

ります。これにつきましては、漁業関係者からヒア

リングをしたりしておりまして、実際、どういう形

ではみ跡があるかということをきちんと調査してい

るところでございます。そういったことも踏まえて、

今年度中には保護のあり方を検討することにしてお

ります。問題は、ジュゴンの生態がなかなかわから

なくて、十分確認されてないところがございます。

そういった中で、いろいろな研究も含めて情報収集

等をしながら、藻場の調査をして保護対策をしてい

くという仕組みで取り組んでいるところでございま

すので、今年度中には保護対策をきちんと策定して

いきたいと考えております。

○座波一委員 保護対策のために調査するのは否定

しません。ただ、最後はどこに持っていこうとして

いるかがわからないのです。要するに、ジュゴンが

確認できたとして、近海をどうするのかということ

です。３つの個体の生存が確認できましたと。最後

はこれをどうするんですか。

○大浜浩志環境部長 そういうところをきちんと保

護できるような仕組みをつくっていくことが重要で

はないでしょうか。

○座波一委員 ですから、赤土対策、生活雑排水対

策もしっかりやらないと、今、こういった調査をし

ても徒労に終わるのではないかと思います。ジュゴ

ンが戻ってきて、ここで繁殖していくような環境を

つくるという前提ですか。

○大浜浩志環境部長 そういうことで、赤土対策に

つきましては、行動計画をつくって取り組んでいる

ところです。また、生活雑排水については、沖縄県

汚水再生ちゅら水プランで土木建築部とも連携を

とって取り組んで行こうと。やはり下水道普及率を

上げていく、それから、合併浄化槽へ転換していく

ことが重要でございますので、そういったところの

施策をとっていくと。そういうことが大きくまと

まっていって、保全につながっていくと考えており

ます。

○座波一委員 実態と、今、進んでいるところはま

だまだ乖離しています。一雨降ればヤンバルの海は

真っ赤っかです。こういう状況を世界遺産登録のた

めの調査員が見たら、一発で、保護対策がなってい

ないとしか思わないのではないでしょうか。ですか

ら、保護対策ができているところこそ世界遺産登録

する価値があるという見方になると思うのですが、

せめて下水道はほとんど普及していて、接続してい

ないのはほんの数％だというところまでもっていか

ないと、世界遺産登録はどうだろうと。登録する人

たちに説得力がないのではないかと思うのです。そ

こも環境部を中心とした一体的な取り組み、体制を

とるべきではないかと思っています。

○大浜浩志環境部長 繰り返しになりますが、赤土

につきましても協議会の中でしっかり全庁的に取り

組んでいきたいと考えております。

○座波一委員 そういうことの繰り返しになると思

いますので、これ以上言いませんが、目に見えて改

善したと。サンゴもこれだけ改善し、赤土もこれだ

け防止したと。あるいは、下水道普及率もこれだけ

上がったという数値的なものが見えてこないという

こともあります。これが全ての環境対策であるとい

うことになるように、ぜひよろしくお願いしたいと

思います。

○新垣清涼委員長 座喜味一幸委員。

○座喜味一幸委員 歳入歳出決算説明資料の３ペー

ジ（目）環境衛生指導費について、１億8900万円余

りが繰り越しになって、約3129万円不用になってい

ますね。この事業の中身と経過について教えてくだ

さい。

○松田了環境整備課長 まず、１億8967万9000円の

繰り越しについて御説明します。これは産業廃棄物

対策費が3460万3000円となっておりまして、行政代

執行２件に関する費用となっております。それから、

公共関与推進事業費が3951万6000円、これが公共関

与で最終処分場を建設する事業費のうち一部の進入

道路の工事が年度内に終了しなかったことから、繰

り越しをしているものでございます。３点目に、海

岸漂着物等地域対策推進事業費が１億1556万円と

なっておりまして、海岸漂着ごみの回収処理等を行

う費用でございますが、国の指示等もございまして、

平成28年度の補正でとった事業費を平成29年度の回

収処理事業費に利用するということで繰り越してお

ります。不用額については３点ございまして、海岸

漂着物等地域対策推進事業費で1672万5000円、これ

は入札残と市町村の執行残等でございます。それか

ら、資源化物リサイクル促進支援事業は、市町村に

資源化物のリサイクルを推進するための委託事業と



－253－

して実施を予定しておりましたが、１自治体が実施

を見送ったために不用となっております。残りは、

職員費の残ということになっております。

○座喜味一幸委員 海岸漂着ごみは広域行政で取り

組まないといけないほど、離島等では産業廃棄物問

題、漂着物問題は大変だという指摘をしているので

すが、ちなみに、沖縄県として海岸漂着ごみ、もし

くは産業廃棄物等の量などについて、市町村ごとの

実態は把握されていますか。

○松田了環境整備課長 海岸漂着ごみについては、

平成23年度から平成24年度にかけまして、全県下で

基本的に調査ができる全海域について調査をしてお

りまして、そのときの結果で約8000立方メートルの

海岸漂着ごみが確認されております。市町村ごとの

内訳は個別にございますが、データがかなり細かく

なりまして……。

○座喜味一幸委員 できれば、その辺の共通認識と

して委員にも資料を配ってもらったほうが、今後の

議論がしやすいと思います。

○新垣清涼委員長 休憩いたします。

（休憩中に、環境整備課長から後ほど資料を

提供するとの説明があった。）

〇座喜味一幸委員 再開いたします。

座喜味一幸委員。

○座喜味一幸委員 ちなみに、産業廃棄物に関する

調査はされていますか。

○松田了環境整備課長 産業廃棄物につきまして

は、５年ごとに詳細調査を実施しておりまして、直

近の調査が平成25年度の実績を平成26年、平成27年

で調査をしております。

○座喜味一幸委員 この件についても、地域ごとの

資料をいただければと思います。

それから、もう１点、各地域からの声として、古

くなった船の廃船処理を何とかしてほしいという要

望がありますが、これに対する実態調査はされてい

ますか。

○松田了環境整備課長 漁船の調査等に関しまして

は、農林水産部が調査を実施しておりまして、私の

記憶では全県下で400艇程度あると。これにつきま

して、農林水産部で補助を出して処理を進めている

と聞いております。

○座喜味一幸委員 この話は本当に深刻な問題で、

特に平成23年度から平成24年度にかけて海岸漂着ご

みの調査をしたということですが、台風の後、季節

風の後等におけるごみの量は大幅に変化すると思っ

ていまして、この辺の実態はどのように数字として

処理していますか。

○松田了環境整備課長 経年的に二十数カ所につい

て調査をしておりまして、そういった結果を踏まえ

て、変動等については調査をしております。これに

ついても後ほど資料を提出したいと思います。

○座喜味一幸委員 この約8000立方メートルに及

ぶ、それから、変動するであろう海岸漂着ごみに関

してどのように処理をしていこうとしているのか、

県はどういう立場で関与し、市町村はどういう仕事

の分担をしてこの問題に取り組もうとしているのか

が見えないので、その辺を具体的に説明してくれま

せんか。

○松田了環境整備課長 国が平成21年度に海岸漂着

物処理推進法という法律を策定しておりまして、そ

の中で、国は海岸漂着物処理に対する都道府県等の

支援を行うと位置づけられております。今、国は県

及び市町村が海岸漂着物の回収処理を行う事業に対

して９割補助を行っております。沖縄県はその補助

をもらいまして、県で回収処理、あるいは希望する

市町村については、市町村に９割補助を行い市町村

で回収処理を行うという、県及び市町村で連携して

回収する体制をとっております。

○座喜味一幸委員 回収したものを処分することに

関してはどういう形でやっていますか。

○松田了環境整備課長 回収しました海岸漂着ごみ

につきましては、市町村が回収した場合、市町村で

処理ができるものは市町村の処理施設で、できない

場合は産業廃棄物の処理業者に処理を委託するとい

うことで、その処理費も含めて補助の対象になって

おります。

○座喜味一幸委員 ちなみに、平成24年度で約

8000立方メートルの海岸漂着ごみの調査が済みまし

た。実績として、年度ごとにどれぐらいの量が処理

されたのか、現在、どういう状況で収まっているの

かをお聞かせください。

○松田了環境整備課長 回収量でいいますと、平成

22年度が141トン、平成23年度が1280トン、平成24年

度が689トン、平成25年度が373トン、平成26年度が

755トン、平成27年度が189トン、平成28年度が133ト

ンとなっております。海岸漂着ごみについては、回

収してもまた漂着するところがありまして、今年度

から全海岸の現存量の調査を再度開始したところで

ございます。

○座喜味一幸委員 おおむね約8000立方メートルの

うち50％ぐらいできたということになりますか。

○松田了環境整備課長 容量で言いますと、平成
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22年から平成28年までに２万5844立方メートルの回

収を実施しております。

○座喜味一幸委員 皆さん方の把握として、平成

28年度はどれぐらいのごみを拾わなければならない

と思っていて、実績は拾うべき量に対して、どれだ

け拾ったかという話で見るとどうですか。

○松田了環境整備課長 海岸漂着ごみは、沖縄の場

合ですと中国や韓国、台湾といった諸外国からの漂

着物の量も多いということがございまして、これに

ついては、毎年漂着する量に増減があるだろうと考

えております。ですから、例えば、今年度は2000立

方メートルを回収するといったような目標がなかな

か立てづらいということがございまして、可能な限

り毎年回収をしていくということで、国の補助金の

額、内示等の問題もありまして、満額要望が通らな

い場合もありますが、可能な限り回収をしていくと

いう方針でございます。

○座喜味一幸委員 ちなみに、この問題に関してほ

とんどの市町村は一生懸命取り組んでいますか。地

域によって差があるように見ておりますが、実態は

どうなっていますか。

○松田了環境整備課長 我々は毎年、各市町村に会

議等で海岸漂着物の補助金の制度を説明しまして、

回収に取り組むようにお願いしております。そうい

うこともございまして、取り組んでいただいている

市町村も数多くあると認識しております。

○座喜味一幸委員 先ほど糸洲委員からも質問が

あったのですが、離島における産業廃棄物等々の処

理は大変大きな問題で、その廃棄物の処理と産業廃

棄物、海岸漂着物の処理等に関して、大きくまとめ

るよりは小さく分散して地域ごとで処理をしていく

というのが原則のような気がするのですが、チリ

メーサーの導入を環境部が音頭をとって、地域で予

想されるであろう処理量にあわせた適正な規模で、

速やかに導入していくということを本気で考える必

要がある。もしくは、私は前から言っていますが、

広域的に取り組まないといけない課題もあるのでは

ないかと思うくらい、ごみ問題というのは大きいの

ですが、チリメーサーの導入の可能性について、環

境部としては具体的にどう考えておられますか。

○松田了環境整備課長 今、委員がおっしゃいます

ように、小規模な離島では産業廃棄物の焼却施設が

ない離島もございます。そういうところで発生した

燃やすことができる産業廃棄物の処理については、

離島市町村ではなかなか処理ができなくて、沖縄本

島に持ってきて燃やすことでコストがかかる状況が

ございます。そういったことも含めまして、今、調

査を行っておりまして、その調査の結果を踏まえて、

必要に応じて市町村にそのような小型の焼却炉を設

置するということも対策の一つとして含めて、検討

を進めてまいりたいと考えております。

○座喜味一幸委員 これは本気でやったほうがいい

です。

話は変わりますが、一般ごみの焼却施設に関して、

合わせ処理をする範囲について前から指摘していま

したが、宮古島市の一般焼却施設で少し拡大があっ

てよかったと思っております。発泡スチロールにお

いては一般焼却施設で燃やしてもいいという指示が

あって、実際に動き始めておりますが、今後、発泡

スチロールのみならず、塩化ビニール系等々の焼却

をふやしていくということが大変重要なことだと思

います。その取り組み、考えについてお聞かせくだ

さい。

○松田了環境整備課長 委員御提言の市町村の処理

施設で産業廃棄物を焼却する―合わせ処理と呼んで

おりますが、これにつきましては、我々も市町村の

担当課長会議等で市町村には広くその実施を呼びか

けているところでございます。今、焼却施設につい

てはまだ実施事例はございませんが、例えば、宮古

島市あるいは伊江村では、産業廃棄物を受け入れて、

最終処分場で処理するといったようなことが既に行

われている事例もございます。今後は、合わせ処理

について広く市町村に実施を呼びかけていきたいと

考えております。

○座喜味一幸委員 県がだめだというので、自分た

ちでは燃やせないということがあるのです。多良間

村から聞いた話は、彼らは肥料袋を丁寧に巻いて、

新聞紙等で丸めて、多分いいであろう量をさりげな

く、後ろめたく燃やしていると。宮古島市あたりは、

今回、発泡スチロールもできたのですが、農業用の

泥がついていないビニール、あるいは塩化ビニール

系の資材に関しても、発泡スチロールの成分と熱カ

ロリーは基本的に同じで、発泡スチロールができて

なぜ肥料袋ができないのか。農業用の上屋用のビ

ニールができないのか。これは県の指示待ちなので

す。宮古島では塩化ビニールを船で運んで、結局、

最終処分場で処理するという、お金と時間をかけた

膨大なエネルギーを費やしている。それを県が許容

の範囲内で基準を示すことによって、地域で相当な

量の処分が可能となります。私は速やかに基準をつ

くるべきだと思うのですが、いかがですか。

○松田了環境整備課長 農業用の袋等につきまして
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は、南大東村で既に、農業協同組合と協力をして袋

だけを集めて、小型の焼却炉で燃やすということが

行われております。市町村の一般的な炉でそういう

ものを燃やす場合、いわゆる泥や土がついていると、

うまく燃やすことができないといったことがござい

ます。それから、マルチングで使われているビニー

ルにつきましては、多量に入れると、炉のストーカ

―格子状になっているところに溶けてくっついてし

まって、炉がうまく機能しなくなるといった構造上

の制約もございます。そういうことにつきまして、

今後、少し研究をしまして、このようにしたらうま

くいきますということについては、私どもから市町

村に示していきたいと考えております。

○座喜味一幸委員 この話は大変重要で、前向きな

答弁を久しぶりにもらえてうれしいのですが、具体

的に県ができないというような、非常にしゃくし定

規的な話をしている。泥のついたマルチ用のビニー

ル等々については農家もわかっておりますので、た

だ、それを水洗いや雨で流して持ってくればいいと

いうような弾力的な話し合いをしていけば、発泡ス

チロール、ビニール系、ポリエチレン系などは相当

の量があって、環境の負荷になっているから、こう

いうものをぜひ具体的に、速やかにおろしてもらう

ことによってうまくいく。例えば、多良間村のよう

な小さな焼却炉等で今のような問題等があったとし

ても、先ほどおっしゃったように、南大東村あたり

がチリメーサーを入れて、自主努力で一つの方向性

を見つけたというのであれば、環境部が各離島にお

ける焼却炉との連携において、一般ごみと産業廃棄

物にチリメーサーをセッティングして、持ってくれ

ばほとんどの廃棄物が処理できるような環境をつ

くっていくと。その根本的な部分で環境部が音頭を

とってくれたら相当な改善になるし、後ろめたい気

持ちで、隠してごみに入れないでもいいし、コスト

等も含めるとこれは大きなことです。ですから、も

し市町村で厳しい場合は広域行政でやればというの

はそういうことで、今、できることを環境部が基準

化し、ルール化し、丁寧にマニュアルに落として、

地域のごみを地域で処理していくという方向性をつ

くっていけば、相当、お金も浮きます。その辺を、

より具体的に、前向きに、答弁してください。

○大浜浩志環境部長 今のは大事なことで、委員か

らもいろいろな提言を受けて、ことしから離島の廃

棄物適正処理促進事業を行っております。おっしゃ

るとおり、各島々でいろいろな処理の仕方がござい

ますので、合わせ処理や広域化の調査も含めて、離

島での一般廃棄物や産業廃棄物の処理システムをき

ちんと構築したいと考えております。提案のあった

小型焼却炉の導入につきましても、この中で検討し

ておりますので、総合的に考えて、取り組みを加速

し、スピード感をもって対応していきたいと思って

います。

○座喜味一幸委員 前向きな答弁ありがとうござい

ます。ぜひチリメーサーも含めて地域に合った一つ

の形をつくって、速やかな対応をしていただくと、

美しい観光の島ができると思いますので、よろしく

お願いします。

もう一点、地熱エネルギーの話が出ているのです

が、現状を紹介してもらえませんか。

○安里修環境再生課長 地中熱を活用した省エネ普

及促進事業についてでございます。地中熱とは、浅

い地盤中、大体10メートル以下になるのですが、存

在する低温の熱エネルギーで、大気の温度に対しま

して、地中の温度は大体10メートルから15メートル

の深さになると年間を通して温度の変化が少なくな

ります。沖縄県では22度程度ということが、我々の

調査でわかっております。そのため、夏場は外気温

度よりも地中温度が低く、冬場は外気温度よりも地

中温度が高いことから、この温度差を利用して効率

的な冷暖房を行うということでございます。また、

地球温暖化防止の観点から、再生可能熱エネルギー

として、県外では利用が広がっているところではあ

りますが、県内では普及が期待されているものの、

モデルとなる事例が少ないということでございま

す。今回、我々は平成28年度から、沖縄県特有の地

質の調査、また、県内企業を育成することを目的と

した地中熱に関する講習会を、昨年度実施したとこ

ろでございます。

○座喜味一幸委員 コストを含めて、技術的にはほ

ぼ確立されたという理解でよろしいですか。

○安里修環境再生課長 全国的には5000件程度の事

例が報告されており、東日本の東北地方といったと

ころで普及が進んでいるところでございます。沖縄

県で利用するに当たっては、沖縄県の事例が少ない

ということや、普通の冷暖房機器に比べる設置費用

が高くなるということがございます。今、沖縄県用

の仕様である機器の試用運転をしながら実証を積み

上げていることと、どこまでコストの縮減が図れる

かということを、今回の事業で実証試験をしながら

調べている最中でございます。

○座喜味一幸委員 最後に、宮古島の八重干瀬は、

オーストラリアのサンゴ礁群にも負けないサンゴ礁
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群だと言われております。詳細な地図などというも

のが、今のウミンチュがいなくなれば全部なくなっ

てしまうおそれがあります。そういう八重干瀬を含

む近海のサンゴの重要性や、サンゴのイノーにつけ

られた名前などの地図の作成、そこにある資源の重

要さというものについて、県として、本気でこれを

整理するべき時期だと思っており、世界遺産に指定

する、しないは別にしても、大変重要な財産だと思

うのです。この辺を本気で整理して、沖縄の大きな

資源、資産として、保存していく必要があるし、中

身も深みを持った資源として整理しておく必要があ

ると思うのですが、いかがでしょうか。

○大浜浩志環境部長 海だけではなく、人が住んで

ない離島も含めて、調査されてないところがたくさ

んあるということもありますので、そういった基礎

的な調査をしっかり行わないといけないと考えてい

るところではあります。まだそれは具体的にはなっ

ておりませんが、今、おっしゃったようなサンゴ礁

は、ネーミングされているものも、されてないのも

たくさんあると思いますが、そういったものも十分

調査する必要があると考えております。今後、この

辺のところの調査も含めて検討して、沖縄県で大事

なところは誰が見てもわかるようなマッピングが必

要かと思っていますので、十分そのようなところを

検討していきたいと思っています。きょうの御要望

につきましては、今後、検討していきたいと思って

います。

○座喜味一幸委員 幻の大陸、八重干瀬と言われて

おりますので、観光利用、資源も含めて、キャッチ

アップする必要があると思っていますので、よろし

くお願いします。

○新垣清涼委員長 以上で、環境部長及び企業局長

に対する質疑を終結いたします。

説明員の皆さん、大変御苦労さまでした。

休憩いたします。

（休憩中に、執行部退席）

○新垣清涼委員長 再開いたします。

次に、決算調査報告書記載内容等について御協議

をお願いいたします。

まず初めに、要調査事項を提起しようとする委員

から改めて、提起する理由の御説明をお願いいたし

ます。

座喜味一幸委員。

○座喜味一幸委員 沖縄県の予算の確保や沖縄21世

紀ビジョンの達成のために執行率を上げていく、繰

り越し、不用額を減じていくことは当然のことです

から、全庁的な取り組みが大変重要です。ぜひ人事

や予算をつかさどる総務部長、それから知事、副知

事をぜひ決算特別委員会に招いて質疑をさせていた

だきたいと思います。

○新垣清涼委員長 以上で、要調査事項を提起しよ

うとする委員の説明は終わりました。

次に、要調査事項として報告することについて反

対の意見がありましたら、挙手の上、御発言をお願

いします。

照屋大河委員。

○照屋大河委員 改善に向けた取り組みについて当

然だとおっしゃったように、当然、改善に向けた取

り組みはされているということですし、平成28年度

の決算の審査の中で突出して大きな課題があったと

いうことではないと私たち会派は考えていて、知事

などを呼んで改めて質疑をする必要はないというこ

とを申し上げます。

○新垣清涼委員長 ほかに意見はありませんか。

（「意見なし」と呼ぶ者あり）

○新垣清涼委員長 意見なしと認めます。

以上で、要調査事項として報告することへの反対

意見の表明を終結いたします。

次に、決算特別委員会における調査の必要性及び

整理等について、休憩中に御協議をお願いいたしま

す。

休憩いたします。

（休憩中に、要調査事項の必要性及び整理等

について協議した結果、予算の執行率の改

善に向けた組織の強化を含めた全庁的な取

り組みについてを報告することで意見の一

致を見た。）

○新垣清涼委員長 再開いたします。

要調査事項につきましては、休憩中に御協議いた

しましたとおり報告することといたします。

次に、特記事項について御提案がありましたら、

挙手の上、御発言をお願いいたします。

（「提案なし」と呼ぶ者あり）

○新垣清涼委員長 提案なしと認めます。

以上で、特記事項の提案を終結いたします。

次に、お諮りいたします。

これまでの調査における質疑・答弁の主な内容を

含む決算調査報告書の作成等につきましては、委員

長に御一任願いたいと思いますが、これに御異議あ

りませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○新垣清涼委員長 御異議なしと認めます。
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よって、さよう決定いたしました。

以上で、本日の日程は全て終了いたしました。

委員の皆さん、大変御苦労さまでした。

本日の委員会は、これをもって散会いたします。
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沖縄県議会委員会条例第27条第１項の規定によりここに署名する。

委 員 長 新 垣 清 涼
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平 成 2 9 年 第 ５ 回

沖縄県議会（定例会）

閉 会 中 継 続 審 査

開会の日時、場所

年月日 平成29年10月26日 (木曜日)

開 会 午前10時３分

散 会 午前11時59分

場 所 第７委員会室

本日の委員会に付した事件

１ 常任委員長に対する質疑

２ 要調査事項の取り扱い等について

３ 総括質疑の取り扱いについて

４ 審査日程の変更について（追加議題）

５ 平成 29 年 平成28年度沖縄県水道事業会

第５回議会 計未処分利益剰余金の処分に

乙第19号議案 ついて（追加議題）

６ 平成 29 年 平成28年度沖縄県工業用水道

第５回議会 事業会計未処分利益剰余金の

乙第20号議案 処分について（追加議題）

７ 平成 29 年 平成28年度沖縄県一般会計決算

第５回議会 の認定について（追加議題）

認定第１号

８ 平成 29 年 平成28年度沖縄県農業改良資金

第５回議会 特別会計決算の認定について

認定第２号 （追加議題）

９ 平成 29 年 平成28年度沖縄県小規模企業者

第５回議会 等設備導入資金特別会計決算の

認定第３号 認定について（追加議題）

10 平成 29 年 平成28年度沖縄県中小企業振興

第５回議会 資金特別会計決算の認定につい

認定第４号 て（追加議題）

11 平成 29 年 平成28年度沖縄県下地島空港特

第５回議会 別会計決算の認定について（追

認定第５号 加議題）

12 平成 29 年 平成28年度沖縄県母子父子寡婦

第５回議会 福祉資金特別会計決算の認定に

認定第６号 ついて（追加議題）

13 平成 29 年 平成28年度沖縄県下水道事業特

第５回議会 別会計決算の認定について（追

認定第７号 加議題）

14 平成 29 年 平成28年度沖縄県所有者不明土

第５回議会 地管理特別会計決算の認定につ

認定第８号 いて（追加議題）

15 平成 29 年 平成28年度沖縄県沿岸漁業改善

第５回議会 資金特別会計決算の認定につい

認定第９号 て（追加議題）

16 平成 29 年 平成28年度沖縄県中央卸売市場

第５回議会 事業特別会計決算の認定につい

認定第10号 て（追加議題）

17 平成 29 年 平成28年度沖縄県林業改善資金

第５回議会 特別会計決算の認定について

認定第11号 （追加議題）

18 平成 29 年 平成28年度沖縄県中城湾港（新

第５回議会 港地区）臨海部土地造成事業特

認定第12号 別会計決算の認定について（追

加議題）

19 平成 29 年 平成28年度沖縄県宜野湾港整備

第５回議会 事業特別会計決算の認定につい

認定第13号 て（追加議題）

20 平成 29 年 平成28年度沖縄県国際物流拠点

第５回議会 産業集積地域那覇地区特別会計

認定第14号 決算の認定について（追加議題）

21 平成 29 年 平成28年度沖縄県産業振興基金

第５回議会 特別会計決算の認定について

認定第15号 （追加議題）

22 平成 29 年 平成28年度沖縄県中城湾港（新

第５回議会 港地区）整備事業特別会計決算

認定第16号 の認定について（追加議題）

23 平成 29 年 平成28年度沖縄県中城湾港マリ

第５回議会 ン・タウン特別会計決算の認定

認定第17号 について（追加議題）

24 平成 29 年 平成28年度沖縄県駐車場事業特

第５回議会 別会計決算の認定について（追

認定第18号 加議題）

25 平成 29 年 平成28年度沖縄県中城湾港（泡

第５回議会 瀬地区）臨海部土地造成事業特

認定第19号 別会計決算の認定について（追

加議題）

26 平成 29 年 平成28年度沖縄県公債管理特別

第５回議会 会計決算の認定について（追加

認定第20号 議題）

27 平成 29 年 平成28年度沖縄県病院事業会計

第５回議会 決算の認定について（追加議題）

認定第21号

決算特別委員会記録（第２号）
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28 平成 29 年 平成28年度沖縄県水道事業会計

第５回議会 決算の認定について（追加議題）

認定第22号

29 平成 29 年 平成28年度沖縄県工業用水道事

第５回議会 業会計決算の認定について（追

認定第23号 加議題）

出席委員

委員長 平 良 昭 一君

副委員長 又 吉 清 義君

委 員 西 銘 啓史郎君 山 川 典 二君

島 袋 大君 中 川 京 貴君

次呂久 成 崇君 当 山 勝 利君

狩 俣 信 子さん 比 嘉 京 子さん

新 垣 光 栄君 新 垣 清 涼君

瀬 長 美佐雄君 比 嘉 瑞 己君

金 城 泰 邦君 金 城 勉君

大 城 憲 幸君

説明のために出席した者の職、氏名

総 務 企 画 委 員 長 渡久地 修君

経 済 労 働 委 員 長 瑞慶覧 功君

文 教 厚 生 委 員 長 狩 俣 信 子さん

土 木 環 境 委 員 長 新 垣 清 涼君

3ii4

○平良昭一委員長 ただいまから、決算特別委員会

を開会いたします。

常任委員長に対する質疑、要調査事項及び総括質

疑の取り扱いについてを議題といたします。

各常任委員長からの決算調査報告書につきまして

は、決算議案の審査等に関する基本的事項に基づき、

10月24日に各決算特別委員に配付しております。

また、決算調査報告書配付後に、渡久地修総務企

画委員長、瑞慶覧功経済労働委員長、狩俣信子文教

厚生委員長及び新垣清涼土木環境委員長に対する質

疑の通告がなされており、当該常任委員長の出席を

求めております。

まず、決算特別委員会運営要領に基づき、常任委

員長の報告に対する質疑を行います。

なお、常任委員長への質疑は、当該常任委員長に

対し２回を超えないものとすると決定しており、質

疑通告をされた委員の再質疑は１度のみとなります

ので、その点について御留意をお願いいたます。

また、質疑は一括して行うようお願いいたします。

これより、各常任委員長の報告に対する質疑を行

います。

又吉清義委員。

○又吉清義委員 総務企画委員なものですから、答

弁書等を見る中で、どうもまだまだ納得いかないこ

とがいっぱいありまして、その辺を確認させていた

だきたいと思います。

まず、経済労働委員長に伺います。

新規就農者の育成・確保対策事業についての取り

組みと実績についてということで読ませていただき

ましたが、例えばこの新規就農者一貫支援事業で県

が努力しているのもよくわかります。その中で、新

規就農者がどういった点に困っているかが１点目。

そして２点目に彼らの追跡調査です。新規就農支援

事業、皆さんこれまでたくさんの方を支援してきま

した。この事業がうまくいっているかいっていない

か、そういった追跡調査等も行っているかの質疑等

もあったかどうかもお伺いいたします。

次に、鮮度保持技術と戦略出荷によるブランド確

立事業についてお伺いします。この鮮度保持、ブラ

ンド確立事業ということで、ちょっとびっくりした

のが、皆さんの答弁書を見た場合に、こういうふう

に県はお答えしているのです。県はどう答えている

かといいますと、この鮮度保持事業についての質疑

に対して、これから検証を行っていくという答弁が

あるのです。私はこれを聞いてびっくりしたのです

が、県はまだその段階をしているのか。実を申し上

げますと、この鮮度保持事業に関しては、自民党か

ら４年前に「こういうのがありますよ」と、離島の

経済活性化のために１日も早く活用していくべきだ

ということで、当時、「これを活用したい」という答

弁をいただいた記憶があるのです。私ではなくて、

他の議員からです。既に検証を終わったものだと思っ

たのですが、まだ検証しているという、本当にこの

程度の質疑だったのか。既に他府県で実施されてい

るのですよ。そういった質疑はなかったかどうかと

いうことと、県はまだ検証する段階の考え方しかな

いのか。自民党から資料も上げて、既に他の自治体

でとり行われているということも、明確に資料も渡

したということで覚えているのですが、県の姿勢は

その程度であるかどうかをまずお伺いします。

次に、産地の生産体制を一層強化するための栽培

施設整備が必要であるが県の対応方についてという

ことで、質疑の中で、産地の生産体制を一層強化す

るための栽培施設整備に関しまして、県としては、

この栽培施設というのは、ものをつくればそれでい

いと。主にハウスだけに凝っている感じしかしない

のですが、産地形成を強化するからには、まず皆様

方が補助を出してつくったビニールハウス、そして

用水施設があります。そういったもろもろも現状、
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今、農家が何を悩んでいるのか、何が問題になって

いるのか、そういう質疑もあったかどうかです。

そしてもう一点目は、県は自分たちがつくった施

設、農家に実態調査もしたことがありますか。実を

言いますと、農家からは、普及所にも声は上がって

いるのは事実なのです。こういうのを改善していた

だきたいと。そのような体制に関して県はどのよう

に取り組んでいるか、どのような答弁があったかを

ぜひお答えしていただきたいと思います。

次、耕作放棄地の現状とその対応についてです。

耕作放棄地は非常にふえております。減ることは

ないです。減ることはないけれども、県は対応して

いるのもよくわかりますが、これに対して、どのよ

うに改善したらこれが減るのか。従来どおりの対応

でいいのか。従来とは違うような対応の仕方の質疑

があったか。県としてもこれを改善するために、こ

ういう取り組みを変えましたと。原因はもう書いて

あるのですよ、皆さん。なぜ、これがふえるかです

ね。原因がわかるならば、改善するのが当たり前と

思うのですが、それに対して県はどのような姿勢を

持っているか。その答弁がうまく見当たらないもの

ですから、そのような質疑があったかどうかをお伺

いいたします。

次は、本県の伝統工芸産業における後継者育成に

ついてということで、やはり本県の伝統工芸・芸能

が潰れるとういうことはものづくり社会がなくなる

のです。非常に危険性をはらんでおります。その中

で伝統工芸・芸能について、人材育成の取り組みと

いうことで質疑がありますが、具体的に人材育成を

どのように取り組んでもらいたい、県としても人材

育成に向けて何をどうするのか、答弁が見えてこな

いものですから、これについての質疑がどのように

あったかをお答えしていただきたいと思います。

次、観光白タクの実態とその対応方についてです

が、白タク行為ということで、皆さんも確かに非常

にいい答弁をなさっております。

しかし、これに対しまして、私が非常に残念なの

は、県の考え方として、白タク行為を取り締まるだ

けの時代はもう終わっております。白タクというの

はそのくらい進んでいます。ですから、県がなぜ質

疑に対して、白タクがどのように行われ、なぜタク

シー業界とともに、白タク行為がなくなるような技

術革新、情報の共有をしないのか、不思議でなりま

せん。ですから、県の答弁を見た限りでも、取り締

まりだけに専念するのであって、白タク行為をなく

すために、タクシー会社が今度生き残るためにどの

ように対応していくという答弁が全く見えていない

のです。ですから、その辺の答弁もなかったかどう

か。

実際、私が調べただけでは、白タク行為の方々は

観光団の方々です。ちょっときょう資料を家に忘れ

たのですが、半年間でどのぐらいのアクセスがある

かというと8500件あります。半年間で8500件ありま

すよ。これは残念だけれども沖縄のタクシー会社、

全て対応できません。そして、クルーズ船から来る

方々というのは、最初から白タク行為がやりたくて

やっているわけでなく、そこから移動したいけれど

もタクシーがないと。沖縄に上陸して二、三時間く

らいしか時間がない。本当に観光立県を目指す、そ

こに金を落とすシステムであれば、これをスピー

ディーにできる体制を県はやるべきだと思うのです。

こういったのを備えた白タク行為の質疑だと私は思

いますが、これに対して県の考え方が余りにもおく

れ過ぎているような答弁しか見えてこないものです

から、再度質疑に対しての県の答弁はどのような考

え方をしているのか。取り締まりだけに専念する行

為だったのかどうか、その辺についてお答えをして

いただきたいと思います。

次、文教厚生委員長にお伺いいたします。

子ども生活福祉部が実施する放課後児童クラブ支

援事業についてですが、この放課後児童クラブ支援

事業について繰り越しもあるかと思うのです。その

繰り越しの中身で、これは国３分の１、県３分の１、

市３分の１の割合で予算を出しています。ただそこ

で残念なことがあります。質疑の中で私が確認した

いのは、補助率が国３分の１、県３分の１、市３分

の１です。自治体ですね。ですから、この20あるメ

ニュー―明らかな数字ではないですが、それぐらい

多くあるメニューの中で、この放課後児童クラブ学

習支援事業を受けようとする方が自治体に申請して、

市が３分の１を拠出することができるかできないか

が大きなポイントです。できなければどうなるかと

いうと、この放課後児童クラブ支援事業をしている

方々の全て持ち出しです。逆にそうなれば、その制

度をもう少しやりやすいように負担率を変えること

によって、この事業はほとんど繰り越しどころか不

用額はなくなります。しかし残念だけれども、これ

が現状かと私は理解していますが、そういった質疑

もなかったかどうか。現状はどういうふうに、なぜ

不用額が出るのか。補助率であり、そして求めてい

るにもかかわらず各自治体はどう対応しているのか。

そしてその対応がどうなったのかとの質疑があった

か、県もどのように対応しているかということをお

伺いしたいと思います。
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○瑞慶覧功経済労働委員長 答弁の前に、この質問

の要綱ですか、その中で答弁を準備しているのです

けれども、もっと具体的に突っ込まれた問いが中に

あったのですけれども、私の所見という形では述べ

られませんのであしからず。ですから、いろんな資

料等もあったと思いますが、それ以上の又吉委員の

疑問にお答えできかねるところもあると思うのです

けれども、執行部の質疑に対する答弁についてお答

えしたいと思います。

新規就農者の育成・確保対策事業による新規就農

者の確保策について伺いたいということに対する答

弁でございますが、県としては、平成24年度から一

括交付金を活用し、青年就農給付金事業と沖縄県新

規就農一貫支援事業の２本立てで事業を実施してお

り、給付金事業の中で経営が定着するまでの間、準

備型は最長２年間、経営開始型は最長５年間支援を

行っている。また、新規就農者については、技術が

不安定であることや農地の問題等、いろいろ抱えて

いることから、普及センターなどで、きめ細やかな

技術的な指導を行っている。さらに、経営規模の拡

大や施設の設置等はそれぞれ該当する事業について、

市町村、ＪＡ等と連携をとりながら、経営が定着す

るようしっかりやっていきたいと考えているとの答

弁がございました。

困っていることに関しての追跡調査等はなかった

かということでしたですけれども、そういう質疑は

ございませんでした。

次に、鮮度保持技術と戦略出荷によるブランド確

立事業の質疑にお答えします。

本県は他県と比較して海水温が高いことからマグ

ロ類の身質の劣化が起こりやすいため、漁獲直後の

冷却を含めて鮮度保持技術が重要となっている。そ

のため県では平成27年度より同事業においてマグロ

類の鮮度保持技術についての調査研究を行っており、

本年度はウルトラファインバブルによる鮮度保持技

術を検証する計画である。具体的には、マグロ漁船

船蔵の水中に窒素ガスの微細な泡を吹き込み、低酸

素状態にし、漁獲のマグロ類の酸化による劣化を防

ぐ技術の検証を行っていきたい考えているとの答弁

でございました。

県としては、青森県での洗浄技術を視察し、そし

てシャーベット氷とか基本技術等について検証して

おります。平成28年度は、マグロ類の県外出荷を想

定し、発泡スチロール、耐水ダンボール、アルミ蒸

着パックなどの梱包資材についての検討を行いまし

た。その中では資材による鮮度保持は大きな差はな

かったことが確認されたという答弁がございました。

次に、災害に強い栽培施設の整備事業の実績及び

今後の方策についての質疑にお答えします。

県では、ゴーヤー、菊、パイナップルなどの園芸

作物の生産供給体制の強化を図るため、平成24年度

から平成28年度までに一括交付金を活用し、台風な

どの自然災害の影響を受けにくい強化型パイプハウ

ス平張り施設を約120.5ヘクタール整備してきた。ま

た、産地の生産体制を一層強化するため、今後も栽

培施設整備が必要であることや生産現場からの要望

も多いことから、事業の継続実施に向けた予算確保

が必要であると考えている。県としては、引き続き

生産現場からの要望を踏まえ、市町村及び関係機関

などと連携し気候変動に対応した施設の拡大に向け、

支援を行っていきたいと考えているとの答弁でござ

いました。

答弁の中に、「産地の生産体制を一層強化するため

今後も栽培施設整備が必要であることや生産現場か

らの要望も多いことから、事業の継続実施に向けた

予算確保が必要だと考えている」と。要望等は聞い

ているという形になっているかと思います。

次に、平成28年度における耕作放棄地の現状とい

うのはどうなっているか。また、耕作放棄地再生利

用緊急対策交付金の中で造成された基金は、平成30年

度で終期設定されているが、それ以降の事業におけ

る受益者負担について、県及び市町村で持つことは

できないか伺いたいということに対する答弁として、

平成28年度現在では3279ヘクタールの耕作放棄地が

存在している。同基金については、平成30年度が終

期となっているが、平成31年度以降は国で用意され

ている新たな荒廃農地等利活用促進交付金という事

業が創設されているので、平成30年度に同基金を全

部使い切った後は、この新しい交付金を使って耕作

放棄地の対策に取り組むという計画となっている。

耕作放棄地については、高齢化の問題や未相続の

問題、あるいは資産的な保有の意識の強さなどの課

題がある。また現在の県及び市町村の負担について

もいろいろな考えがあり、市町村によっても温度差

があることから、市町村と連携を図りながらどうい

う事業の仕組みができるのか、関係機関と調整した

いと考えているとの答弁がございました。

次に、本県の伝統工芸産業において後継者育成の

問題及び沖縄の伝統工芸品の県外への発信について、

どのように考えているかという質疑に対する答弁で

す。

近年、同産業における後継者については減少傾向

というか、不足ということもあるので、伝統工芸セ

ンターで人材育成を行っているところであるが、さ
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らなる振興を図るということで、工芸の杜という構

想を立ち上げて、空手道会館とセットという形で相

乗効果を上げていきたいと考えている。具体的には

観光客や子供たちの体験コーナーなどを設け、人材、

伝統工芸の大切さというものもあわせながら振興し

ていく構想になっている。それを起爆剤にしながら、

振興させていこうと思っているとの答弁でございま

した。

次に、観光白タクの実態はどうなっているか聞き

たいということに対する答弁で、昨今、外国クルー

ズ船の寄港時にはレンタカーを使った白タク行為が

発生している。白タク行為は道路運送法第４条に定

める一般旅客自動車運送事業に係る国土交通大臣の

許可を得ずに自家用自動車等を用いて有償で旅客を

運送する行為ということである。実態については、

道路運送法を所管する総合事務局によると、外国の

出発地にてスマートフォンを活用した自動車配車ア

プリを使用し予約をとり、寄港地にて、個人、法人

の旅行業者等がレンタカーとドライバーをセットで

提供しているというケースがあるとのことである。

総合事務局としては、現在、毎週、那覇港を巡回し、

白タク行為の状況を調査しているということで、現

状としては減ってきている認識は持っているようで

ある。今後は警察とも連携しながら、引き続き調査

をしていきたいと考えているとの答弁がありました。

そのほかにも具体策が見えないという御指摘がご

ざいましたけれども、それに関連しましては旅行者

のほうでも違法性に関して十分認知されていない部

分があるかと思いますので、その発注側、旅行者の

側がウエブサイトを通して、いわゆる先方の旅行業

者を通して、「こういうことは日本では違法です」と

いうことを周知徹底しながら、まずそういった法律

の違反行為をおとがめするより、そういう人たちが

利用しない形、環境も大事なことではないかと思う

という答弁がありました。

○狩俣信子文教厚生委員長 放課後児童クラブ支援

事業について、国・県・市、予算３分の１ずつ、も

し市がどうできるか、持ち出しがどうかとか、これ

に対する対応は県はどうするのかという御質疑でご

ざいましたけれども、この質疑は委員会の中で出て

おりません。申しわけありません。

○又吉清義委員 あと少しだけお伺いします。

もう少し具体的に本当に何が起きているかという

と、たくさんは言いませんけれども、産地の生産体

制を一層強化する栽培施設の整備等なのですが、本

当に県として、災害に強いパイプハウスをつくって

おります。これは当たっています。それだけで産地

形成ができるかということなのですよ。そういう質

疑が非常にほしかったということです。

なぜかというと、そこに土壌であり、かん水施設

であり、農家は非常に困っているのです。その声は、

しかし農家一個人で、普及所には届けるのですが、

残念なことに県には対応してもらえないと。パイプ

ハウスをつくったからといって、ものはできないで

すよ。そこに大事な作物を植える土であり、そして

それにかん水であり、これがそろって本当の整備な

のです。しかし残念なことに県はそれがわかってい

ない。農家のその声が届かない。ですから、そういっ

た質疑があったかということを聞いたのですが、そ

れも届いていないということで、また県もそういっ

たパイプハウスをつくればいいというだけではいけ

ませんよということをあえて委員長にも再度確認し

ます。やっぱりそれもなかったのかと。なかったな

らば、やはり本当に沖縄の農家を助けたいのであれ

ば、私は知事も呼んで考え方を変えてくださいとこ

の場で聞きたいぐらいの気持ちを持っておりますの

で、本当に知事も呼んでいただきたいぐらいの気持

ちです。

白タクについてなのですけれども、先ほど県のほ

うはなるほどねと。この考えだからはっきり言いま

すが間違いです。違法行為であるという考え方です。

これは知事をぜひ呼ばないといけないと思いました。

なぜかといいますと、観光に来た、クルーズ船から

来た方、5000人ぐらい来るわけですよ。３時間ぐら

いしか沖縄に滞在時間がないです。ですから、そこ

をスマートフォンを活用したアプリを使用してタク

シーを呼ぶわけですよ。とても簡単です。タクシー

会社がそのアプリを入れてしまえば、それで全てが

オーケーなのです。県がそのアプリを入れるのに、

私は金額が幾らか知っていますよ。「半分補助出しま

しょうか」と言ったら、すぐみんな入れますよ。何

も難しくないです。とても簡単ですよ。それを県が

考え方で、「タクシー会社の皆さん、入れてください」

と。「補助出しますよ」と。「わずかな金額ですよ」

と。それも本当にタクシー会社のドライバーがしっ

かりと利潤を上げていただく。そして二、三時間し

か滞在しない方が、沖縄県はタクシーを待たなくて、

来たらどんどんタクシーに乗ってさっさと行く。こ

れはほんの一例です。ですから、違法、違法で取り

締まっていたのでは大変です。既に私の友人が調べ

ただけで、半年間だけで8500回のアクセスがあった

ということです。これはほんの一例です。このアプ

リで。だから沖縄のタクシー会社に入れてもらえば

いいのですよ。だからこれも知事に、観光立県を目
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指す、タクシー業界の所得を伸ばすのでしたら、そ

こまでお考えはないですかと。取り締まるだけでな

いですよ。取り締まるのは取り締まりなさいと。タ

クシー会社がしっかりと活用できるなら活用しなさ

いということを、あえてそれもお聞きしたいと思っ

て、知事にじかに聞きたい気持ちです。委員長、そ

れをぜひお願いしたいということをあえて申し上げ

ます。

そして最後に、文教厚生委員長にお伺いしますが、

現場で何が起きているかというと、国３分の１、県

３分の１、市３分の１。市の財政が出すことができ

なければ何が起きているかというと、満額自分でや

るのです。わかりますか。自分でやるのです。放課

後児童クラブ支援事業をやる方は。自分で整備であ

り、こういうのを全て自分でやるのですよ。おかし

いと思いませんか。国もとりなさい、県もとりなさ

いと。市が財源がなくて３分の１を出せないから、

全額自分でやるのですよ。ですから、そういった枠

を少し、制度を変えているような質疑があって、県

もどういう考えをしているのか。そういうのを取り

組んでいただくことによって、この支援事業はさら

に進みますよということを言いたいものですから、

この３点について、再度答弁をお願いいたします。

○狩俣信子文教厚生委員長 先ほど申し上げました

ように、この予算とか、そういうことにつきまして

は、委員会の中では出ていないのです。ですから、

今、お金がなくなって全額自己負担でやっていると

いうお話なのですけれども、そのことにつきまして

も質疑は出ておりません。申しわけありません。

○瑞慶覧功経済労働委員長 災害に強い栽培施設の

答弁に関しては、確かにハウス等の答弁が偏ってい

ると思うのですけれども、そういった地域からの要

望とかというのは、農業改良普及センターとか、そ

ういったところが窓口になって、通常いろいろ意見

交換をしているというような関連的な話としては

あったかと思いますけれども、具体的には―その普

及所というのも県の機関だと思いますので、そういっ

たところで県が全く把握していないということでは

ないのかと。主観を入れてはいけませんので、そう

いう形態はとっているとのことです。

あと、白タクについて、私としてはとてもいい意

見だと思いますが、国土交通大臣の許可を受けずに、

自家用自動車等を用いて有償で旅客を運送する行為

ということで、これは違法であると。県としては今

後とも、警察と連携しながら引き続き調査をしてい

きたいという答弁がありました。

○平良昭一委員長 山川典二委員。

○山川典二委員 質疑の前に、決算特別委員は去年

当選しまして初めてなのですが、委員長への質疑の

中に執行部がいないというのも非常にびっくりして

おりまして、さらにびっくりするのは、委員長を含

めて17名の決算特別委員がいると思うのですが、今

回質疑するのが我が会派の４人だけということも、

これはある意味異常ではないかと。なぜそうなのか。

やはり委員長だけでは質疑が深まらないからではな

いかと思うのです。やっぱり執行部がちゃんといて、

委員長ともやりとりをしながらやっていくというの

が本来の県民に対する決算のあり方だと私は思いま

すので、これはまた後で理事会でぜひそのあり方を

ぜひ御検討いただきたいと思います。

ほかの委員とも重なりますので事前に提出しまし

た質疑をちょっとはしょっていきますけれども、ま

ずは不発弾等処理事業についてですが、これにつき

ましては、予算がたしか30億円以上計上されている

のに執行が24億円だということでありますが、改め

て予算と執行率、執行額、処理件数、処理件数の中

には当然、何トン処理したのか、それから自衛隊の

処理班の出動回数、そういった基本的なところをま

ず確認させていただきたいと思います。

次に、知的・産業クラスター形成事業につきまし

て、これも本当は知事に聞きたいのですが、当初、

鳴り物入りで知的・産業クラスター形成に向けた研

究拠点をつくろうということで事業が始まったと思

うのですが、やはりその成果の検証をしっかりしな

ければいけない。いろいろなものが今開発中だとか

あるのですが、クラスターというのはある意味、ブ

ドウの房ではありませんけれども、そこに一つの業

種、業態の集積をつくるという大きな目的があると

思うのです。それは何かというと、研究開発をして、

産業化の道ができて、実際、製造メーカーもあって、

さらに要望するマーケットの皆さんに提供していく

という一連の流れがあると思うのですが、それがど

うも見えない。ただ研究して、「ああよかったな」と

いうところに今あると思うので、改めて中長期の計

画も含めての骨太な県の方針というものを確認した

いと思います。

それから、次に、これは南・北大東島に関連する

ことですが、離島地区海底光ケーブル整備事業の現

況と今後の取り組みについて伺います。

さらに、離島住民等交通コスト負担軽減事業。こ

れは大東島への航空運賃の軽減策だと思うのですが、

今、片道１万円なのです。低減されても１万円。こ

れは大変な負担だと思いますので、運賃の価格の根

拠とそれをさらに軽減できるようなことをしっかり
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と県としては国に要望、調整する作業が必要だと思

いますが、その辺について伺います。

それから、離島を含めての信号機の新設、電源付

加装置整備事業、道路標示の改修点検事業について、

現況を伺います。

次に、文教厚生委員長。

緊急医療用ヘリコプター活用事業について、現状

と課題を伺います。

それから土木環境委員長につきましては、最後の

ヤンバルにおける犬・猫の野生化問題について。こ

れは世界自然遺産の指定等も今、登録の準備をして

いるところでございますし、一方でヤンバルクイナ

とか、いろんな希少生物、動物がこの野犬であると

か猫の被害がある状況もありますので、それを現状

でいいですので、できるだけ正確に御答弁をお願い

したいと思います。

○渡久地修総務企画委員長 総務企画委員会で質疑

・答弁のあった部分について、お答えします。

まず不発弾等処理事業についてですけれども、予

算に関しましては、平成27年度から繰り越された額、

その上の数字が30億円余り、あと予算が24億円、当

初予算１億9399万8000円で、これは繰り越された額

ですけれども、こういった繰り越された分について

は１億8813万8000円が執行されていて、繰り越され

た額については97％執行という答弁がありました。

平成28年度の予算については、決算額22億1675万

1000円、繰越額３億9817万7000円、合計26億1492万

8000円執行されていて、執行率は93％ということで、

県としては不用額の縮減あるいは予算の流用や申請

手続の簡素化、迅速化、そういったものに取り組ん

でいきたいとの答弁がありました。

先ほどありました、不発弾の処理件数、それから

何トンやったかとか、自衛隊の出動件数は何件かと

いうことに関しましては質疑がありませんでしたの

で、当然答弁もなかったということで御理解願いた

いと思います。

それから知的・産業クラスター形成事業につきま

して、お二人の委員から質疑がありました。その中

で、１年間通してどんな進捗、成果があったのかと

いう質疑に対しまして、県としては、健康、医療、

環境及びエネルギーの４分野を柱として、６つの事

業を実施してきていると。そして、その中で一つの

例として、シークヮーサーに含まれている有効成分、

美白成分、こういったものが解明されていて、それ

によってベンチャー企業が設立されていると。それ

から、ライフサイエンスネットワーク形成事業につ

いてもウコンだとかの機能性、安全性、そういった

ものを研究して特許出願中であると。そして、沖縄

科学技術イノベーション構築事業においても、豆腐

ようの色素のナノ粒子に関する技術の開発などを通

して、製品製造が見込まれていると。今後とも、こ

のようなものを支援していきたいという答弁があり

ました。

そして、先ほど委員からありましたように、もっ

と県として積極的にやるべきではないか、どういう

方針を持っているのかという質疑に対して、やっぱ

り、世の中に商品としてのニーズがどこにあるかと

いうことをもっと把握して、そういったコーディネー

ターを発掘して取り組んでいきたいという答弁があ

りました。

それから離島交通に関しましては、これも委員か

ら離島交通コストの低減事業が行われているけれど

も、実際はまだまだそんなに安くなっていないので

はないかという質疑がありましたけれども、この負

担軽減事業は、航空運賃に関しては新幹線と同程度

ということで設定していると。各路線の区間距離と

同程度の東海道新幹線の運賃を参考にして設定して、

約４割の運賃低減を行っているということです。

具体的に、山川委員から南・北大東の運賃低減の

件で質疑がありましたけれども、県からは、南・北

大東路線については、航空会社が設定した片道運賃

が１万6600円、それから6600円の負担を軽減して片

道当たり今１万円となっていると。この運賃は同程

度の東海道新幹線、東京—岐阜羽島で396キロメート

ルで１万1100円、あるいは東京—米原間で１万2400円

だけれども、これを下回る水準になっているという

答弁でございました。

それから、交通道路標識については、去年、信号

機と白線についての質疑と答弁がありました。信号

機につきましては、平成28年度、新規が５基、それ

から不要になったところからの移設を合わせて９基

を設置したということです。９基設置しているけれ

ども、県内には今、2000基余りの信号機があって、

その維持管理だけで更新したりするのに６億円余り

の予算措置を行っているという答弁でございました。

それから、道路標識については、１億4000万円措

置しているということで、道路標識が薄くなってい

る部分については把握することに努めていると。こ

れは県警察のホームページでの情報収集あるいは県

民からの意見・要望を吸い上げて、本島から宮古・

八重山地域まで、大体年間20回に分けて整備してい

るという答弁がありました。

海底光ケーブルについては、南・北大東島のルー

プ化について質疑がありまして、今、南・北大東島
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のほうは行っていないということですけれども、こ

れから一種の強靱化が求められているので、沖縄本

島から北大東島を経由して新たな光ケーブルを敷設

して、ループ化を完成させるということを目指して

いるということです。それから、宮城島、伊計島、

浜比嘉島、こういったところも予算措置をして、今、

試算結果が出ているので、これにも取り組んでいき

たいということでの答弁がありました。

○狩俣信子文教厚生委員長 緊急医療用ヘリコプ

ターの活用事業についてでありますけれども、本事

業は浦添総合病院に対する国と県からの補助によっ

てドクターヘリを運航しており、平成28年の運送実

績は405件であります。宮古・八重山地域における傷

病者については、終日、海上保安庁に緊急搬送をお

願いしているところでございます。

なお、沖縄本島周辺離島につきましては、夜間に

おけるドクターヘリの運航ができないということか

ら、自衛隊に緊急搬送のお願いをしているところで

あります。

それから現状ですけれども、今、鹿児島の奄美３島

につきましては、平成20年にドクターヘリが導入さ

れたときの約束で、それ以降、毎年搬送をしており

ます。その負担金については、件数に応じて割合で

負担をいただくという形ですが、昨年は2253万円の

負担金をいただいているということでございます。

それから、宮古・八重山地域につきましては、昼

も夜も海上保安庁がやりますけれども、宮古・八重

山地域では昨年41件ありまして、そのうち夜間が25件

の搬送でございます。約６割近くが夜間という形に

なっております。

ちなみに、自衛隊につきましては、ほぼ同じ割合

ですけれども、150件中86件が夜間ということで、大

体６割ぐらいが本島、離島で夜間搬送も行われてい

るということでございます。

課題なのですけれども、例えば宮古島で新しい病

院ができる。宮古島でドクターヘリはどうかという

質疑があったのですけれども、これに対して、やは

り宮古、八重山もいっぱいいっぱいで、またドクター

ヘリを運航する際には、医師も乗らなければいけな

いというのもありまして、そういうのはちょっと難

しい。だから当面は今の体制を維持強化して、特に

自衛隊、海上保安庁の体制の部分の機器整備も含め

て構築していきたいというのが、県の立場でありま

した。

○新垣清涼土木環境委員長 山川典二委員のヤンバ

ルにおける犬・猫の野生化問題について、世界自然

遺産登録をする上でも大きな課題があると考えると

いう趣旨の御質疑について、委員会での答弁を報告

したいと思います。

県においては、ヤンバルの希少な野生生物を守る

ために、ノイヌ・ノネコ対策事業を昨年度から行っ

ております。山の中にいる野犬・野猫の状況がわか

らないということで専門機関に委託して、実態把握

に努めております。その結果を踏まえ、効果的な野

犬・野猫対策を検討し、実施していきたいと思って

います。また、野犬については62頭が確認されてお

ります。野犬・野猫については希少種の保護という

ことと、野犬・野猫も一つの命なので、それをまめ

に殺処分するわけにはいきませんので、できるだけ

命が長らえるよう、譲渡などといったことについて

も検討会の中では考えております。もう一つ大事な

ことは、実際、ヤンバルにいる野犬、野猫を確保す

るということも重要なのですが、それをふやさない

ためには、結局中南部から遺棄をしに来るというこ

とがあるので、普及啓発をさらに強化して、野犬・

野猫を遺棄することは犯罪になりますし、罰金100万

円ということもあり、野犬・野猫がふえないよう普

及啓発をしっかりしながら対策を進めていければと

思っていますという答弁であります。

○山川典二委員 不発弾につきましては、平成28年

度実績で26億円余り、そして約４億円の予算が不用

になったのですが、これは不用になること自体、私

は問題だと思います。やはり今の状況で処理してい

くとあと80年、90年、それぐらい不発弾の処理の時

間がかかるということでございます。これはもっと

不用額がないように、不発弾処理について、県から

しっかりとした処理計画をもう少し精査をして遂行

して、むしろ予算が足りないぐらいのものではない

とだめだと思います。辺野古の問題いろいろありま

すけれども、やはりこれだけ人口が微増といいます

か、沖縄県でふえている中で、宅地造成、いろんな

開発の中で、やはりこれは必ず出てくる話ですから、

しっかりとこれは使い勝手のいい予算活用というか、

そういうことも含めて今後ぜひ、国との調整をお願

いしたいと思います。

それから、ドクターヘリですけれども、民間のド

クターヘリが夜間にできないという理由が、もしわ

かれば後で教えてほしいのですが、さらに急患とい

いますか、夜間に発生する状況がやはり多いです。

民間のドクターヘリで405件の搬送実績があるという

ことですが、自衛隊も150件で合わせると550件で、

そのうち、先ほど委員長がおっしゃいましたが、６割

が夜間だと。やはり夜間対策の部分で、民間のドク

ターヘリも夜間ができるようにすべきだと。法的な
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いろんな問題があるかもしれませんし、あるいは労

働時間の問題があるのかわかりませんが、その辺は

ひとつ解決策が必要だと思いますが、その辺の見解

を委員長として述べていただければありがたいなと

思います。委員長が無理ならば、ぜひ執行部に調整

をしてください。

それから、ヤンバルの野犬・野猫というのですか、

これは本当におっしゃるように、中・南部からドラ

イブがてら向こうに捨てると。遺棄という言葉があ

りましたけれども、捨て犬、捨て猫の現状があるの

で、これは業界も含めて、獣医師会とか、動物愛護

団体含めての啓蒙活動をしっかりと抜本的にやるべ

きだと思います。そういう時期に来ていますよ。ぜ

ひしっかり、その辺はお願いしたいと思います。

○渡久地修総務企画委員長 今、委員から指摘のあっ

た件も、委員会で指摘がありまして、それに対して

知事公室長は、今年度、大分力を入れて、９月末の

上半期で当初予算30億9100万円に対して、執行額が

26億8200万円で、執行率87％。ただ、住宅等開発磁

気探査支援事業が83％で、まだまだ我々は執行率を

高めるための取り組みとして、市町村や建築士への

説明会など、しっかりやらなければならないと思っ

ていますと。そして、国への要望でも、もっと使い

勝手のいい沖縄の実情に合った不発弾処理事業の要

綱にしていただきたいということも、意見交換も行っ

ているともありましたので、おっしゃるように執行

率を高める努力を今一生懸命やっているという答弁

でございました。

○狩俣信子文教厚生委員長 民間ドクターヘリはな

ぜ夜間はできないのかという質疑ですが、委員会の

中では、一切出ておりません。申しわけありません。

○新垣清涼土木環境委員長 先ほど報告申し上げた

ように、中・南部からの遺棄が多いということで、

さらに普及啓発を強化して、野犬・野猫を遺棄する

ことは犯罪であるということで取り組みをしていき

たいという当局の答弁ですので、機会があればその

ことも伝えたいと思います。

○平良昭一委員長 中川京貴委員。

○中川京貴委員 それでは、質疑に入ります。

又吉委員とちょっとかぶるところがありますので

それは外して、まず経済労働委員長に。

鮮度保持技術と戦略出荷によるブランド確立事業

について確認したいのですが、先ほど話がありまし

た我々沖縄・自民党会派も福岡に行ってナノバブル

を検証してまいりまして、早速取り上げるようにと

いうことでやりましたけれども、市町村自治体から

県にそういった漁業組合からの要請があったかと思

うのですが、しかしながら、執行部の答弁では、ま

だ検証の段階ということに対して、ちょっとびっく

りしています。たしか前年度予算措置されておりま

せんか。確認です。

続きまして、２番目の災害に強い栽培施設の整備

事業については、これも我々沖縄・自民党会派で、

台風、またそういった突風に強いビニールハウスや

そういう施設を県はしっかり予算措置すべきだとい

うことを申し上げてまいりました。現場に視察に行

きました。今帰仁とかいろいろなところにです。そ

うしたら、県の補助金でつくったビニールハウスは

飛んで、農家の皆さん方が工夫してつくったビニー

ルハウスのほうが強かったということもありまして、

もっと改善すべきではないかと。やはりその地域、

例えば南部なら南部、北部なら北部の地域にあった、

農家の要望を取り入れたビニールハウスの設置も必

要ではないかということも提言してきましたけれど

も、たしか委員会では、そういった農家の意見を聞

いて、建物の設置をしたいという答弁書が出ていま

したが、果たしてそれが実行されているのか、その

辺の具体的な質疑が出ていたのか確認したいと思い

ます。

平成28年度の耕作放棄地については削除します。

本県の伝統工芸産業についても削除いたします。

介護部門における人材の確保についても削除いた

します。

文教厚生委員会について、小・中学生を対象にし

た無料塾は削除します。

公立学校管理職候補者選考試験について伺います。

この件は、委員会でも慎重審査されたと思ってい

ますが、まずもって、たしか平成８年度にこの公立

学校管理職候補者選考試験が見直されて設置された

ということでしたけれども、実際これまでに何名の

方が試験免除で校長になったのか。それと、たしか

人事配置上の必要性からという答弁でありましたが、

校長試験を受けないと、校長の資格がないと校長に

なれないのかということも委員会で審査がありまし

たら答えていただきたいと思います。

そして、沖縄県ではないと思いますが、本土では

校長試験がなくても、民間から校長になった例もあ

りまして、その時代に合った、地域に合った制度が

あるべきだと思っていますけれども、その件につい

て委員会審査を行ったか。

そして、土木環境委員長にお伺いしたいと思って

います。

土木環境委員会も予算の執行率の改善に向けた組

織の強化を含めた全庁的な取り組みについて伺いま
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すけれども、やはり予算のあり方。私は総務企画委

員会でも総務部長に執行率についてお伺いしました。

やはり土木建築部の中でも、予算の確保や沖縄21世

紀ビジョン達成に向け、執行率を上げていかないと

いけないと。繰り越しや不用額が多く出ればその分、

その予算がよそで使えません。そういった意味では、

予算の執行率を上げるのが最大の課題と思っていま

すが、その専門職を―これは総務企画委員会でもお

聞きしました。配置してプロの職員でやらなければ、

その職員はもちろん配置によっては手続が長くか

かったり、今まで２週間、３週間でできたのが１カ

月以上待たされたり、それで執行できなかったとい

うこともあると思っています。

そういった意味では、沖縄県はほかの都道府県と

違って事業量が多いところから、執行率、組織体制

について伺います。

基地に係る騒音、悪臭など環境対策については削

除いたします。

比謝川のＰＦＯＳの問題についても削除します。

○瑞慶覧功経済労働委員長 先ほどの又吉委員の質

疑に重複しますけれども、鮮度保持技術の質疑です

けれども、予算措置がされているかについて、この

件に関して質疑はなかったのですけれども、予算措

置はされているということです。主要施策の成果に

関する報告書の中で引き続き取り組んでいるという

ことです。

それと、もう一点は農家の意見を聞いて実行され

ているかという災害に強い栽培施設についてですね。

先ほどもちょっと普及所ですか、そういったとこ

ろが窓口になっているかと思うのですけれども、意

見を聞いて実行されているかというと、その具体的

なものは確認はできませんけれども、県としまして

は、引き続き生産現場からの要望を踏まえて、市町

村、関係機関と連携し、支援を、対応を図っていく

ということです。

○狩俣信子文教厚生委員長 委員会の中では、小・

中学生に対する無料塾については出ていないです。

ただ、高校については出ました。これはよろしいで

すか。

管理職選考試験について行きますけれども、選考

試験の中で、何名くらい免除で合格したかというこ

とですが、これについては数値はなかったです。民

間校長についてですが、これについての質疑もござ

いませんでした。確かにヤマトではありますけれど

も、質疑はございませんでした。

○新垣清涼土木環境委員長 それでは委員会の報告

をいたします。

平成28年度の土木建築部全体の執行率としては

71％となっております。繰越率は27.0％で、前年度

と比較して1.0ポイント改善しており、繰越額も前年

度より約19億6000万円圧縮されている状況にありま

す。不用率については前年度同様に２％ということ

であります。繰り越しの圧縮は引き続き土木建築部

としても取り組んでいかなければいけないという認

識を持ってこれまでも頑張っているところです。一

方で、１人当たりの事業費という観点で見ると、九

州各県に比べて沖縄県の１人当たりの事業費は非常

に高い状況であり、その体制の中では土木建築部と

してはしっかり頑張ってきている認識を持っていま

すが、ここでもう少し強化することも一方では必要

ではないかと考えており、組織定数の段階でも要望

を常に続けている状況にあります。ところが、その

状況の中で、平成28年度に比べて、今年度は土木建

築部は、組織定数として11名の増を配慮していただ

いております。募集をかけても採用する人数が募集

定数を割ってしまう状況、それから今年度は７名の

欠員が生じている状況、しっかりした定数の人員確

保に取り組んで、あとは技術力向上として人を育て

ていき、執行率や繰越率の改善を地道に続けていか

なければいけないと考えておりますという答弁でし

た。

○平良昭一委員長 狩俣信子文教厚生委員長。

○狩俣信子文教厚生委員長 先ほどの中川委員の質

疑に対して、管理職選考試験の問題ですが、事務担

当主幹の職に係る免除者が過去10年間で６名おりま

した。失礼いたしました。

○中川京貴委員 再質疑いたします。

経済労働委員長が答弁したとおりだと思いますが、

先ほど又吉委員が聞いたときは、今、ナノバブル、

また、水の窒素を抜いて保存をよくするということ

は、今もう全国的に始まっているのです。答弁では、

発泡スチロールとか輸送の話をしておりましたが、

沖縄は暑い気候で本土と違うということもあって、

漁業関係者からの強い要望もあって、また漁業組合

からもそういった要望があったはずなのです。私は

確かに予算措置されているという記憶がありました

けれども、この答弁書では、酸化による劣化を防ぐ

技術の検証を行っていきますということで答えられ

ると、やっていないという誤解を招くのですよ。そ

の辺を経済労働委員会でも審査していただきたいの

は、質疑した人に対して、こういう答弁では、現状

は検証中でやっていませんということになりますの

で、これはぜひ直していただきたいと。これは要望

で終わります。
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もう一つは、２番目の文教厚生委員会に再質疑し

ますけれども、この校長試験免除の特例をつくった

ということには確かに理由があると思っています、

学校現場で。校長試験を免除するという特例をつくっ

たのは、学校現場は学校現場の理由があって、その

仕組みをつくったと思っています。この特例措置は

教育委員会だけの内規でつくったのか、それとも規

則なのか。もし、委員会で審査があれば答えて、な

ければいいです。当時、条例だったのか。私はその

ときまだ県議会議員でありませんので、これは規則

だったのか。その辺をお伺いたいと思います。

そして、その理由については、人事配置上の必要

性からというのがありますけれども、校長免許がな

くても、校長職につけるという意識を持っています

ので、校長職がなくても人事配置は別に問題ないか

と思っていますけれども、もし委員会審査がありま

したら答えてください。

最後に、土木環境委員長にお伺いします。

先ほど執行率71％とありましたので、私も前回、

土木環境委員をしていますから、その辺を詳しく調

査してきました。何を言いたいかというと、土木建

築部は土木建築部でしっかり頑張っています。ただ、

その土木の専門職が、今かかっている事業、例えば

県道、また建物、県営団地とか、その専門技術職が

その途中で人事異動で配置がえになると、やっぱり

モチベーション、テンションが下がると思っていま

す。専門職を育てるためには、土木は土木建築部の

部長が、また、班長がしっかりその組織を強化する

ために―人事にも大分影響があると思っているので

すが、こういった技術職をきっちり育てる意味では、

これは知事でしか、土木建築部長たちがどんなに頑

張っても人事というのは総務部長、または知事の所

管だと思っていますので、知事を呼んで確認をした

いと思っています。

○狩俣信子文教厚生委員長 校長試験の免除に関し

ては規定がありまして、平成４年度にその部分が挿

入されたということです。

そして、平成８年度から管理職試験事務担当主幹

の職については、校長試験を免除するというような

規定が置かれたということであります。

○平良昭一委員長 西銘啓史郎委員。

○西銘啓史郎委員 まず、おくれてまいりまして済

みませんでした。

質疑に入る前に、ちょっとこれは事務局側に要請

というか、きのうもいろんな話をしましたけれども、

この各常任委員長からの報告書のあり方について、

私は苦言を申したいと思います。

各委員会で議論された内容を各会派も把握すべき

だと思います。これはもうもちろんだと思います。

ただ、これだけを見て質疑しろというと、どんな項

目、例えばワシントンに関しては、相当な質疑が出

ているけれども、これだけしか出ていない。実際に

は、未定稿でありながら質疑の詳細を見ると質疑が

できるのですけれども、少数会派、維新の会なんか

は、常任委員会の全部には出られませんので、どん

な議論がどれだけされたか、多分わからないと思う

のです。そのためには資料がほしいというと、議会

事務局からは、３人しか人がいなくてと四の五のい

ろんな理由をつけていますけれども、常任委員会か

らきょうまで１週間たっていますよ。委員長報告の

あり方というか、例えば質疑したことに対しても、

きのうある件でお願いしたら、大城委員に対する質

疑・答弁を僕が未定稿でほしいというと本人の了解

がなきゃだめだとか。本人の了解がそういうふうに

必要なのかどうかよくわかりませんけれども、要は

質疑をするときに、この質疑の答弁を委員が再確認

するためにも、これだけで質疑しなさいというと非

常に―確かに全部出せというのは無理かもしれませ

んけれども、ちょっとやり方を考えないと少数会派

の人は多分、どの委員会でどんな議論がされたかほ

とんどわからないと思います。

ですから、そうならないように、ぜひ事務局とし

て何らかの形で中身がもっとわかるような、項目で

もいいですし、全部の答弁があったらこんなになる

のでしょうけれども、要はこの辺のあり方を決算特

別委員会として再度、何か議論するというか、見直

すことも含めてお願いしたいと思います。

では、質疑に入ります。

まず、最初に総務企画委員長。ワシントン事務所

の活動について。

先ほど言いましたように、この報告書の中には、

数行、数項目しかないですけれども、我が会派から

相当な質疑をしたと思います。その中で１件確認で

すけれども、平安山前所長の出張というか、米国か

ら沖縄、それから米国内、この最終答弁では１つに

なっていますけれども、この中では何度も訂正され

ているわけですよ。確認ですけれども、平安山さん

の沖縄から米国、米国から沖縄の往復が３回で70万

円という数字がたしかあったかと思いますが、平安

山さんの利用クラスは僕はビジネスクラスで可能だ

と思っていますが、３回でビジネスで70万円という

のは安過ぎると思います。それについて何か説明が

あったかどうかというのが１点。

それから、マーキュリー社について、これは一般
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質問でもしました。マーキュリー社についても、い

ろいろ知事公室長が答弁していますけれども、私は

契約書を見ました。契約書の中では、10万ドルを支

払っています。1000万円。その辺について、答弁書

を見る限りでは、答弁の内容はないのですが、それ

について何か補足があったのかどうか、確認したい

と思います。

それから、ワシントン事務所全体なのですけれど

も、とにかく不明なところが多過ぎます。契約の内

容、ワシントンコア社の役割、それから、本来県が

やるべきこと、または外部委託していること、再委

託していること。マーキュリー社は再委託先と聞い

ていますけれども、では本来誰が動いているのかと、

そのための費用が幾らなのかということが、全く見

えません。

これについては、要調査事項に上がっていると思

いますが、ぜひもう一度、知事の出席を求めて明確

にしていただきたいと思います。ワシントン事務所

が本当に効果があるのかどうか。私は一般質問で効

果はないと申し上げましたけれども、とにかく１億

円近い金が使われていて、再委託先があって、ＦＡ

ＲＡについてもいろいろ当初と変わっている。ロビー

活動をしているしていないも含めて、とにかくワシ

ントン事務所については、再度、明らかにするため

に、知事の出席を求めたいと思います。

それから同じく、総務企画委員長には離島観光・

交流促進事業。これは企画部ですけれども、島あっ

ちぃ事業ということで継続、那覇市からやったこと

からやっていると思いますが、予算1.8億円で3000人

ということで当初予算があったと思います。１人６万

円の負担です。８割負担ですから、10万円なら２万

円でツアーに行けるわけです。

これについても、僕は個別に各部局にも話をしま

した。今年度が多分、予算がふえて７割ぐらいの負

担でということで、自己負担が３割なのですけれど

も、これについて、２千何百人参加したということ

で、評価のような形がありますが、本来は離島の魅

力を知ってもらう、本島の人に知ってもらう。１回、

２割負担だけで行った。これがもう一度行く、自分

のお金で。例えば10万円でも行ってもらうのが最後

の効果だと思うのですけれども、要は２割負担なら

行くけれども高かったら行かないよということがあ

ると、このモニターツアーの意義というのが本当に

どうなのかというのを思うのですが、そういった議

論があったかどうか。それについても御説明をお願

いします。

それから、文教厚生委員長。

保育士不足問題についてですが、平成28年４月１日

で188名不足という答弁があったと思いますが、中身

としては、例えば保育士の資格を持っていて、保育

士になっていない人の議論があったかどうか。要は

さまざまな理由、賃金の問題、いろんな問題がある

かもしれませんけれども、そういった質疑や答弁が

あったのかどうかをお聞きしたいと思います。

それから２点目、生活保護世帯について。これに

ついても、２万8047世帯、約３万6729名が保護世帯

の対象であるということで、世帯数と人数がありま

したけれども、この保護世帯に支払っている支給総

額について、議論または説明があったかどうか。一

部、年金よりも生活保護のほうがもらいが大きいと

か、いろいろ新聞や雑誌等でも出ますけれども、そ

の実態について委員会で議論されたかどうか、お聞

きします。

それから、緊急医療用ヘリコプターについては、

先ほど山川委員からあったので削除いたします。

それから土木環境委員長、まず１点目。

平成28年度の決算についてですけれども、この報

告書を読むと土木建築部はトータルで71％になって

いる。執行率です。一般会計だけで見ると７割を切っ

ているわけです。69％ということで、これは全県の

中で、どの部局よりも低いわけです。いろんな理由

があるということは重々承知をする中で、繰り越し

の額も、率も28％ということで、一般会計で非常に

土木建築部が高い。監査委員からは、事前の計画で

あるとか、そういった調整についてきっちり行うよ

うにと指摘もあったと思いますが、それについての

土木建築部の説明があったかどうか。

それと、この報告書を読むと、事業数が多いので

仕方がないような―この間の當間代表監査委員の話

にもあったような気がしますが、要は人数が足りな

いから執行率が低いのだということを部長も答弁し

ているようですが、私は事業の規模とか何とか、額

ではなくて、やはり中身の、職員の配置の仕方とか、

もろもろ、そういった中に課題があると思うので、

中川委員から要請がありましたけれども、きっちり

知事部局からの説明も要請をしたいと思います。

それで、今の質疑については、執行率の低さにつ

いて、本当に改善ができるのか。これもこの場で申

し上げましたけれども、九州各県と比べると不用率

が沖縄県全体では2.1％。これも昨年度よりは0.1ポイ

ントほどは下がっているものの、九州の熊本県と沖

縄県を除いた平均が0.8％と報告を聞きました。他県

はやはり不用を出さないように努力をしている。そ

のやり方がどこかにあると思いますけれども、これ
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は土木建築部にかかわらず―要は執行を上げるため

の対策をきっちり土木建築部として考えているかど

うかの議論があったかどうかをお答えください。

それから最後、ジュゴンの保護対策について。

新規で1000万円ほど予算が上がっていたみたいで

すけれども、絶滅危惧種はジュゴン以外にもあると

思うのですが、そういったことの議論があったかど

うか。それから片方では、環境部ではマングースに

対して１億6000万円ぐらいの対策事業を持っていま

すけれども、要は必要なところに必要な予算、いろ

んなものがついているかどうかについて、どのよう

な議論があったかをお答え願います。

○渡久地修総務企画委員長 今、委員の質疑にあり

ましたように、総務企画委員会では知事公室長、そ

して知事公室の参事監、いわゆるワシントン事務所

長が補助答弁者として出席しておりました。そして、

委員会での質疑の時間の多くを使って、６名の委員

がこのワシントン事務所について質疑がなされたと

いうことをまず最初に御報告しておきたいと思いま

す。

その中でありました平安山前所長の米国内での、

沖縄との往復３回。いろんな数字の間違いがありま

して、米国と沖縄への往復旅費が３回、77万40円。

そして米国内における移動費用が総トータルで98万

5123円、合計175万5163円という答弁がありました。

先ほど委員からあったビジネスクラスか、そういっ

た質疑はありませんでしたので、答弁もございませ

んでした。

それからマーキュリー社につきましては、マーキュ

リー社との契約はあったのかということでの質疑が

ありましたけれども、これは、コンサルティングサー

ビス同意書というものを結ぶことになっていると。

ＦＡＲＡ登録との関係で同意書が求められていると

いうことで、マーキュリー社とは、ＦＡＲＡ登録の

関連で同意書というものを提出しないといけないと

いうことで結んでいるという答弁でございました。

それからワシントン事務所の成果についても多く

の委員から質疑がありましたけれども、この成果に

つきましては、多くの連邦政府、それから連邦議員、

補佐官、そういった人たちとの意見交換、それから

沖縄の情報を伝えていく、そういった点で成果があっ

たというような答弁がございました。

それから離島観光・交流促進事業、島あっちぃ事

業ですけれども、この事業も成果と取り組みについ

てという質疑がありまして、昨年度の実績では平成

28年度19の島々2894名、本島住民を派遣したと。そ

のツアー参加者の意見として、島民との交流により

島の暮らしについて知ることができた。島を応援し

たい、改めて訪れたい、ほかの島に行ってみたいと

いう意見だったり、また受け入れる側からすると民

泊を促進しているところであるが、大人の民泊とい

うのはなかなかこれまでやってこられなかったけれ

ども、この事業を通じて大人の民泊にもやりがいが

感じられるというような意見もあるという答弁がご

ざいました。

○狩俣信子文教厚生委員長 まず保育士不足につい

てですが、平成29年４月１日現在で、公立保育所は

84施設あります。そこの定員が6657名、入所児童数

が5828名。そこで829名の定員割れとなっております。

それから認可保育所は、539施設ありますけれども、

定員は４万3607名です。これに対する入所児童数が

４万3278名で、ここでは329名の定員割れとなってい

ます。

平成28年４月１日現在、188名の保育士が不足して

おります。その内訳は、公立保育所24施設が48名、

認可保育所等66施設において、140名の保育士が不足

しているという状況であります。

次に潜在保育士についてですが、潜在保育士就労

等斡旋事業などで、これは沖縄県保育士・保育所総

合支援センターに委託しているわけですけれども、

そこのセンターには、就労支援コーディネーター等

８名の職員を配置してやっておりまして、平成28年

における潜在保育士の登録者数は218名。そのうち復

職支援によって就労できた方は、123名ということで

ございます。

次に、生活保護についてお答えいたします。

本県における平成29年６月現在の生活保護世帯は、

２万8047世帯、生活保護受給人員は３万6729名であ

ります。平成20年度から、これは増加傾向にあると

いうことでございまして、その特徴として生活保護

受給人員に占める高齢者の割合が非常に増加してお

ります。現在、被保護世帯50％以上が高齢者となっ

ているという報告がありました。

○新垣清涼土木環境委員長 平成28年度決算につい

ての質疑について、土木環境委員会の報告をしたい

と思います。

先ほどの中川京貴委員の質疑にお答えしましたが、

繰り越しの圧縮について、引き続き土木建築部とし

ても取り組んでいかなければいけないという認識を

持っていて、これまでも頑張ってきているところで

すが、一方で１人当たりの事業費という観点で見る

と、九州各県に比べて沖縄県の１人当たりの事業費

が非常に高い状況にあります。その体制の中では、

土木建築部としてはしっかり頑張ってきているとい
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う認識を持っておりますが、ここをもう少し強化し

ていくことも一方では必要ではないかと考えており

まして、組織定数の段階でも要望を常に続けている

という状況にあります。そこで技術職を含め、土木

建築部の体制が整っていないということについては、

平成29年度は、昨年度に比べて11名の増を配慮して

いただいている。ただ、募集をかけても採用する人

数が募集定数を割ってしまうという状況もあること、

それから今年度は７名欠員が生じていること、これ

からまず新規採用含めて、しっかりとした定数の人

員確保に取り組んで、後は技術向上として人を育て

ていき、執行率や繰越率の改善を地道に続けていか

なければならないと考えていますという答弁であり

ます。

それから、ジュゴンの保護対策事業についてであ

りますが、絶滅が危惧されているジュゴンを保護す

るため、ジュゴンの生態等に関する調査を実施して

おります。本事業ではジュゴンの推定分布域である

沖縄島周辺を対象海域としており、平成28年度は既

存情報の整理、調査対象海域の選定、藻場分布図の

整理、検討委員会の開催及びジュゴン保護に関する

方策等の検討を実施しており、海域については特定

をしておりますけれども、これは調査の関係で公表

できないと。それから対象である４海域については、

2000年以降ジュゴンのはみ跡の目撃事例が存在する

海域であること、現在まで10年間調査が実施されて

いないこと、周辺に海草藻場が存在することを選定

基準として行っているということであります。

○平良昭一委員長 狩俣信子文教厚生委員長。

○狩俣信子文教厚生委員長 西銘委員の質疑にあと

１つ、生活保護を受けている総額は幾らかというの

があったのですが、これについては質疑はありませ

んでした。

○西銘啓史郎委員 まず総務企画委員長にもう一度

お尋ねいたしますけれども、平安山さんの往復の航

空運賃については質疑がなかったということですけ

れども、執行部にビジネスクラスかどうか確認でき

ますか。要は何が言いたいかというと数字が間違っ

ていないかということなのです。国内の移動も百何

十万円と書いていますけれども、数字が本当に間違っ

ていないか確認をしてもらいたいのです。

それから離島観光・交流促進事業について、質疑

内容はわかりましたけれども、やはりもう一度そこ

ら辺、今回についてはきっちり委員会でも議論すべ

きではなかったのかなという気がしています。これ

はもう委員会で話は終わったということで理解しま

す。

文教厚生委員長、今、報告書に書かれてあること

を読んでいましたけれども、これは読んでいる、私

も見ているのでわかっています。ですから、それ以

外で議論がなかったかと。先ほど答弁しましたけれ

ども、最初の答弁、全部これ読み上げたので、これ

を読み上げる必要はないと思います。理解していま

す。

あと、今の生活保護費の実態ですけれども、これ

も議論にならなかったというものの、どれくらいの

予算を使っているのか全くわからないものですから、

これはどこかで数字はもらえるのですか。委員会で

議論していないというのは別にしても。これは、ぜ

ひとも資料提供をお願いしたいと思います。前年度

と今年度、どれくらいの生活保護費が払われている

のかというのは、数字を見ておきたいのでお願いし

たいと思います。

あと、最後に土木環境委員長、答弁を先ほど読ま

れて、これも同じように事業費の数ならわかるので

すけれども、予算が他県に比べて多いから人が足り

ないというのは、―例えば１億円の事業と５億円の

事業があるとします。では、５倍の人数が必要かと

いうと、僕はそうではないと思っているのです。そ

のかわり100件の事業と九州は50件ならわかりませ

ん。事業費が多いので人が九州より足りないという

理屈は、僕はおかしいと思っています。100億円の事

業と、仮に10億円の事業でもいいですけれども、や

ることは多分いろんな精査から一緒だと思うので、

事業費がふえたから人が足りないという理屈にはな

らないのではないかと思うのです。これもできたら

知事部局の答弁というか、要調査事項に入っていま

すけれども、その辺についてはきっちり土木建築部

は特に額も多いですから。繰越額も減ったとはいえ、

平成28年度でまだ450億円あるわけです。県の730億

円のうちのほぼ半分以上土木建築部が繰り越してい

るわけです。繰り越しにもいろんな理由があると思

いますけれども、執行の精度を高めるために、こう

いったものを含めて、これについては要請という形

で、特に再質疑ではなくて終わりたいと思います。

○渡久地修総務企画委員長 先ほど平安山前所長の

３回の旅費については、明確に３回ということで、

合計額の答弁がありました。

その内訳に関しましては、どうなっているのかを

確認するのはやぶさかではありませんので、要望が

ありましたので、確認して必要なら改めて報告した

いと思います。

○狩俣信子文教厚生委員長 公立及び認可保育所に

おいて定員割れが生じていることについて、地域別、
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年齢別のミスマッチがあったと。それから、保育士

不足があったので、そういうもので定員割れが生じ

たということでございました。

○平良昭一委員長 休憩いたします。

（休憩中に、西銘委員から保育士不足につい

て再質疑はしていないとの指摘があり、平

良委員長から生活保護費について答弁する

よう指示があった。）

○平良昭一委員長 再開いたします。

狩俣信子文教厚生委員長。

○狩俣信子文教厚生委員長 その額については、存

じ上げておりません。

○平良昭一委員長 以上で、常任委員長の報告に対

する質疑を終結いたします。

休憩いたします。

（休憩中に、総務企画委員長及び経済労働委

員長退席。文教厚生委員長及び土木環境委

員長は委員席へ移動。その後、要調査事項

の取り扱いについて理事会を開催すること

を協議した結果、開催することで意見の一

致を見た。)

○平良昭一委員長 再開いたします。

要調査事項に関し知事等の出席を求めるか否かの

取り扱いについて理事会で協議するため、暫時休憩

いたします。

午前11時45分休憩

午前11時48分再開

○平良昭一委員長 再開いたします。

要調査事項に関し知事等の出席を求めることにつ

いて、理事会の協議の結果を御報告いたします。

理事会で慎重に協議した結果、理事会としての意

見の一致を見ることはできませんでした。

以上、報告いたします。

島袋大委員。

○島袋大委員 我々沖縄・自民党としましては、きょ

うの内容も確認した中で、ぜひ知事に決算特別委員

会に出席していただきたいと、要調査事項にお答え

いただきたいと考えておりますので、知事の出席を

求める動議を提起したいと思っておりますので、よ

ろしくお願いします。

○平良昭一委員長 ただいま島袋大委員から知事等

の委員会出席を求める動議が提出されました。

よって、この際、本動議を議題といたします。

本動議に関し、意見・討論等はありませんか。

（「意見・討論等なし」と呼ぶ者あり）

○平良昭一委員長 意見・討論等なしと認めます。

以上で、意見・討論等を終結いたします。

これより、本動議に対する採決を行います。

本動議は挙手により採決いたします。

なお、挙手しない者は、これを否とみなします。

お諮りいたします。

本動議に賛成の諸君の挙手を求めます。

（挙手）

○平良昭一委員長 挙手少数であります。

よって、本動議は、否決されました。

休憩いたします。

（休憩中に、審査日程を変更し、直ちに議案

の採決を行うことで意見の一致を見た。）

○平良昭一委員長 再開いたします。

審査日程の変更については、休憩中に御協議いた

しましたとおり、議題に追加し、直ちに審査を行い

たいと思いますが、これに御異議ございませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○平良昭一委員長 御異議なしと認めます。

よって、さよう決定いたしました。

審査日程の変更についてを議題といたします。

10月４日の委員会において決定した審査日程では、

次回は、明 10月27日 金曜日の午前10時に本委員

会を開催することとしておりますが、先ほど採決の

結果、総括質疑を行わないこととなったため、10月

27日の日程は採決のみとなります。

よって、この際、日程を繰り上げ、本日採決を行

うこととし、審査日程を変更の上、本日の議題に平

成29年第５回議会乙第19号議案及び同乙第20号議案

の議決議案２件並びに平成29年第５回議会認定第

１号から同認定第23号までの決算23件を追加したい

と思いますが、これに御異議ございませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○平良昭一委員長 御異議なしと認めます。

よって、さよう決定いたしました。

ただいま決定いたしました平成29年第５回議会乙

第19号議案及び同乙第20号議案の議決議案２件並び

に平成29年第５回議会認定第１号から同認定第23号

までの決算23件を追加して議題といたします。

休憩いたします。

（休憩中に、議案の採決の順序及び方法等に

ついて協議）

○平良昭一委員長 再開いたします。

これより、平成29年第５回議会乙第19号議案平成

28年度沖縄県水道事業会計未処分利益剰余金の処分

について及び同乙第20号議案平成28年度沖縄県工業

用水道事業会計未処分利益剰余金の処分についての

議決議案２件を一括して採決いたします。

お諮りいたします。
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ただいまの議案２件は、可決することに御異議ご

ざいませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○平良昭一委員長 御異議なしと認めます。

よって、平成29年第５回議会乙第19号議案及び同

乙第20号議案の議案２件は可決されました。

次に、平成29年第５回議会認定第１号から同認定

第23号までの決算23件を一括して採決いたします。

お諮りいたします。

ただいまの決算23件は、認定することに御異議あ

りませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○平良昭一委員長 御異議なしと認めます。

よって、平成29年第５回議会認定第１号から同認

定第23号までの決算23件は認定されました。

次に、お諮りいたします。

ただいま議決しました議案等に対する委員会審査

報告書の作成等につきましては、委員長に御一任願

いたいと思いますが、これに御異議ございませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○平良昭一委員長 御異議なしと認めます。

よって、さよう決定いたしました。

以上で、本委員会に付託されました議案等の処理

は全て終了いたしました。

委員の皆さん、連日、熱心に審査に当たっていた

だき、大変御苦労さまでございました。

これをもって、委員会を散会いたします。
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決算特別委員会議案処理一覧表

議案番号 議 案 名 議決の結果

平 成 2 9 年
平成28年度沖縄県水道事業会計未処分利益剰余金の処分 全会一致

第５回議会
について 可 決

乙第19号議案

平 成 2 9 年
平成28年度沖縄県工業用水道事業会計未処分利益剰余金

第５回議会
の処分について

〃

乙第20号議案
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決算特別委員会決算処理一覧表

認定番号 決 算 名 議決の結果

平 成 2 9 年
全会一致

第５回議会 平成28年度沖縄県一般会計決算の認定について
認 定

認定第１号

平 成 2 9 年
平成28年度沖縄県農業改良資金特別会計決算の認定につ

第５回議会
いて

〃

認定第２号

平 成 2 9 年
平成28年度沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計

第５回議会
決算の認定に つ い て

〃

認定第３号

平 成 2 9 年
平成28年度沖縄県中小企業振興資金特別会計決算の認定

第５回議会
について

〃

認定第４号

平 成 2 9 年
平成28年度沖縄県下地島空港特別会計決算の認定につい

第５回議会
て

〃

認定第５号

平 成 2 9 年
平成28年度沖縄県母子父子寡婦福祉資金特別会計決算の

第５回議会
認定について

〃

認定第６号

平 成 2 9 年
平成28年度沖縄県下水道事業特別会計決算の認定につい

第５回議会
て

〃

認定第７号

平 成 2 9 年
平成28年度沖縄県所有者不明土地管理特別会計決算の認

第５回議会
定について

〃

認定第８号

平 成 2 9 年
平成28年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計決算の認定

第５回議会
について

〃

認定第９号

平 成 2 9 年
平成28年度沖縄県中央卸売市場事業特別会計決算の認定

第５回議会
について

〃

認定第10号

平 成 2 9 年
平成28年度沖縄県林業改善資金特別会計決算の認定につ

第５回議会
いて

〃

認定第11号

平 成 2 9 年
平成28年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成

第５回議会
事業特別会計決算の認定について

〃

認定第12号
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認定番号 決 算 名 議決の結果

平 成 2 9 年
平成28年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計決算の認定 全会一致

第５回議会
について 認 定

認定第13号

平 成 2 9 年
平成28年度沖縄県国際物流拠点産業集積地域那覇地区特

第５回議会
別会計決算の認定について

〃

認定第14号

平 成 2 9 年
平成28年度沖縄県産業振興基金特別会計決算の認定につ

第５回議会
いて

〃

認定第15号

平 成 2 9 年
平成28年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会

第５回議会
計決算の認定について

〃

認定第16号

平 成 2 9 年
平成28年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計決算

第５回議会
の認定について

〃

認定第17号

平 成 2 9 年
平成28年度沖縄県駐車場事業特別会計決算の認定につい

第５回議会
て

〃

認定第18号

平 成 2 9 年
平成28年度沖縄県中城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成

第５回議会
事業特別会計決算の認定について

〃

認定第19号

平 成 2 9 年

第５回議会 平成28年度沖縄県公債管理特別会計決算の認定について 〃

認定第20号

平 成 2 9 年

第５回議会 平成28年度沖縄県病院事業会計決算の認定について 〃

認定第21号

平 成 2 9 年

第５回議会 平成28年度沖縄県水道事業会計決算の認定について 〃

認定第22号

平 成 2 9 年
平成28年度沖縄県工業用水道事業会計決算の認定につい

第５回議会
て

〃

認定第23号
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沖縄県議会委員会条例第27条第１項の規定によりここに署名する。

委 員 長 平 良 昭 一



巻 末 資 料

各 常 任 委 員 長 か ら の 決 算 調 査 報 告 書
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平 成 2 9 年 第 ５ 回

沖縄県議会（定例会）

閉 会 中 継 続 審 査

○総務企画委員会

別紙１（総務企画委員会）

委員会における質疑・答弁の内容

【知事公室】

問） ワシントン駐在員は、米国連邦議会議員、国

務省及び国防省並びに国家安全保障会議の関係

者などに会い成果もあったという話であるが、

どのような役職の方々と会ったのか。また、辺

野古問題について知事の考え方を連邦議会議員

に理解してもらうというワシントン事務所の設

置目的は、どの程度達成できたのか。

答） ワシントン駐在員は、現職の国務省及び国防

省の日本部長や、次官補など政府高官として活

躍された方々や有識者等と面談をして、いろい

ろな意見交換をしている。平成29年８月末まで

の実績としては、米国連邦議会議員ジョン・マ

ケイン氏及び担当補佐官への知事面談の要請、

様式２

平成29年 10月 24日

決算特別委員長

平 良 昭 一 殿

総務企画委員長

渡久地 修

決 算 調 査 報 告 書

10月４日に依頼のあった決算議案の調査について、委員会における

調査の結果を下記のとおり報告します。

記

１ 委員会における質疑・答弁の内容

別紙１のとおり

２ 要調査事項（別紙２のとおり）

・ワシントン事務所について

（１）事務所設置の費用対効果と駐在員の米国内における旅費の執行額

及び執行内容について

（２）駐在員が接触した米国連邦議会議員及び政府高官との意見交換の

内容について

３ 特記事項

特になし

連邦議会外交委員会及び歳出委員会を取り仕切

る補佐官への議員団の沖縄訪問の要請、連邦議

会調査局調査員等々との面談をしている。また、

知事の姿勢については、連邦議会議員や補佐官

等と面談をすると皆さん理解しており、辺野古

問題にも非常に注視して、日米間の課題として

認識している方はかなりふえていると思ってい

る。日本政府からの情報だけでは正確な状況が

伝わるとは思えないので、我々の立場で現状を

伝えているということである。

問） ワシントン事務所の設置目的であったロビー

活動は、どのように行っているのか。また、県

職員がロビー活動をすることは、ロビー活動公

開法によって制約されるのか。

答） ロビー活動については、ロビー活動公開法に

基づくロビイストを用いたロビー活動は行って

いないが、ＦＡＲＡ登録に基づくロビー活動を

ワシントン駐在員を通して行っている。また、

ロビー活動公開法に定められている活動内容は、

連邦法の制定、変更、修正や、議会による人物

の任命・承認に関することなど相当、高度な政

治レベルのものであり、沖縄の正確な情報発信

という我々が求めているものではない。連邦議

会議員、補佐官、調査局員といった方々に会い

沖縄の実情を正確に伝えることも自由にできる

ものではないので、ＦＡＲＡ登録法に基づいた

活動の一環として活動を行うものであり、広い

意味でのロビー活動と捉えていただければと思

う。

問） ワシントン駐在員の年間の交通費予算につい

て、何回、沖縄に帰ってきたのか、その予算は

幾らだったのか。どれぐらい使われたのか。

答） ワシントン事務所長については、平成28年７月

５日から８月４日までが１回目、平成28年12月

24日から平成29年１月17日までが２回目、平成

29年３月22日から３月31日までが３回目、トー

タル３回である。

米国と沖縄との往復旅費が３回で77万40円。

米国内の移動旅費が98万5123円。合計で175万

各常任委員長からの決算調査報告書
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5163円の決算額になる。

問） 不発弾等処理事業について、30億円以上の予

算がついて24億円しか執行できなかった原因は

何か。また、30億円も予算措置された中、今後、

県は国にどのような要望や要請を行っていくの

か。

答） 平成27年度からの繰越分については97％執行

している。平成28年度分については、平成29年

度への繰越分を含めて93％執行している。県で

は、不用額の縮減を図るため、県民への周知活

動などを強化するとともに、予算の事業間流用、

申請手続の簡素化や迅速化に取り組んでいると

ころである。なお、不発弾処理事業は、探査中

に岩盤が出て工事ができない場合もあり、計画

どおり予算を執行することが難しい事業である。

また、今後の国への要望等としては、より使い

勝手のいい、沖縄の実情に合った不発弾処理事

業の要綱にしていただきたいということがある。

問） 地域安全政策事業について、Ｑ＆Ａ形式のパ

ンフレットを何部作成・配布し、どういう評価

であったのか。また、地域安全政策調査研究事

業について、どういう航空写真を活用し、どの

ように効果的に発信していくのか。

答） 米軍基地問題に関するＱ＆Ａパンフレットに

ついては、当初４万部を印刷し、県内は全市町

村、学校、図書館など、県外は全都道府県、全

市区町村、図書館、国会議員、報道機関等に３万

947部を配布している。当該パンフレットは、航

空写真や図表を多く使用して、わかりやすい構

成としていることから、一般の方々から沖縄の

基地問題がよく理解できるといった評価をいた

だいている。また、今回、収集した航空写真は、

米軍基地関係が21カ所、582枚。自衛隊基地関係

が９カ所、63枚。米軍基地の返還跡地が５カ所、

49枚。計35カ所の694枚となっている。これらの

写真は、Ｑ＆Ａパンフレット、県ホームページ、

冊子「沖縄の米軍基地」に活用していきたいと

考えている。

【総務部】

問） 県税の個人県民税等の収入未済額減少のため

に、どのような取り組みをしているのか。また、

県税の不納欠損額が類似県と比較して多い理由

は何か。

答） 県税の徴収対策としては、総合的対策として

自主納付に係る広報活動、それから郵便局やコ

ンビニ、クレジット収納など県民の納税機会を

拡充する対策をとっている。自動車税では、タ

イヤロックによる差し押さえやインターネット

での競売などにより徴収率が向上している。さ

らに、平成17年度から各県税事務所ごとに個人

住民税徴収対策協議会を立ち上げ、市町村と情

報共有しながら連携して取り組んでいる。また、

県税の不納欠損額は、類似県９県と比較して

2000万円ほど上回っており、倒産や生活困窮な

どの理由により徴収困難な場合に不納欠損に

至っていることから、所得の低さも要因として

あると認識している。

問） 法人事業税の過誤納金が計上されている理由

は何か。

答） 県税の過誤納金は、法人県民税及び法人事業

税の法人２税の申告制度にかかわっている。法

人は事業年度の開始から６カ月経過した段階で、

中間申告、納付も含めてやっていただく必要が

ある。確定申告の際に、中間申告より税額が下

回った場合には還付という形で返すことになる。

なお、本県には３月決算法人が約３割あり、申

告期限が５月末で還付が６月になると、過誤納

金という表示になる。

問） 県税の不納欠損額や収入未済額の推移はどう

なっているのか。改善されているのか。

答） 県税不納欠損額の過去10年間の推移は、平成

18年度には６億円弱であったが、平成28年度は

１億7000万円と、年々不納欠損額自体は減少し

ている。県税の収入未済額も、平成20年度には

43億5300万円あったが、８年間で約25億円、

58.5％縮減し、平成28年度は18億400万円まで減

少している。

問） 私学教育振興事業の中で私立高校等の生徒に

対する授業料の一部助成について、支給対象16校

のうち14校に助成とあるが、あと２校はどうし

たのか。また、私立中学校等に通う生徒への経

済的支援はどうなっているのか。

答） 平成28年度は、支給対象16校のうち14校に支

給しているが、専修学校２校のうち１校は申請

がなく、もう１校は対象生徒の在籍がなかった

ため、支給していない。また、私立小・中学校

に通う児童・生徒への経済的支援については、
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今年度から平成33年度までの予定で実証事業を

実施している。事業内容は、授業料の負担軽減

を行いつつ、義務教育において私立学校を選択

する理由や家庭の経済状況など実態把握のため

の調査となっている。支援対象は、年収約400万

円未満の世帯に対し、年間10万円の支援という

形で実施している。

問） 所有者不明土地管理費の内容や所有者不明土

地調査事業の完了見込みはどうなっているのか。

また、復帰特別措置法がなくなったときは、こ

の土地は国のものになるのか。

答） 所有者不明土地管理費は、沖縄戦により土地

の公図や公簿等が消失し、戦後の米軍による土

地所有権認定作業や琉球政府による地籍調査に

おいて所有者が判明しなかった土地を、復帰特

別措置法第62条に基づき沖縄県及び市町村が管

理するものである。基本的には、真の所有者に

返すまで県または市町村が管理するということ

で、管理に要する経費である。平成24年から実

態調査等を進め、抜本的解決に向けて国に対し

て調整、要望等をしているところであるが、解

決のめどは立っていないところである。また、

所有者不明土地というものは、無主物とみなし

て国庫に帰属するということは妥当ではないと

いう検討委員会報告もあることから、特別措置

法の制定や改正の際、県としては県民の貴重な

財産として活用できるよう国に対して要望して

いるところである。

【企画部】

問） 知的・産業クラスター形成に向けた研究拠点

の構築の中の事業について、進捗状況や成果は

どうなっているのか。

答） 平成28年度は、健康、医療、環境及びエネル

ギーの４分野を柱として６つの事業を実施した。

主な成果の概要は、知的・産業クラスター形成

推進事業では、シークヮーサーに含まれる有効

成分ノビレチンの美白効果やかゆみ抑制効果を

解明し、琉球大学に商品開発のためのベンチャー

企業が設立されたこと。ライフサイエンスネッ

トワーク形成事業では、県内企業と琉球大学が

共同で春ウコンや長命草などの機能性や安全性

を解明する研究の支援を行い、その成果を特許

出願中であること。沖縄科学技術イノベーショ

ンシステム構築事業では、豆腐ようの赤い色素

をナノ粒子にする技術を開発し、研究成果を活

用した新たな製品開発が見込まれていることな

どである。今後とも共同研究の成果の活用、支

援を行っていきたいと考えている。

問） 離島地区の海底光ケーブル整備について、現

時点でループ化にはなっていない南・北大東島

の今後の計画はどうなっているのか。

答） 大東地区では、現在、海底光ケーブルが南大

東島に通っている。沖縄本島から北大東島を経

由する新たな光ケーブルを敷設してループ化を

完成させることを目指しているが、南・北大東

島間は非常に深い急峻な地形の海底であるため

技術的な難易度が高いことから、課題克服に向

けた検討を行い、大東地区における情報基盤の

整備について取り組みたいと考えている。

問） 超高速ブロードバンド環境整備促進事業につ

いて、うるま市の伊計島、宮城島、平安座島、

浜比嘉島、津堅島の通信環境及び海底光ケーブ

ルの整備はどうなっているのか。

答） うるま市の離島を含む５島の通信環境として

は、伊計島、宮城島、平安座島、浜比嘉島の伊

計４島には、ＬＴＥサービス、ＡＤＳＬ、無線

ブロードバンド等、複数のサービスが提供され

ている。また、津堅島にはＬＴＥサービスのほ

か、うるま市営の無線ブロードバンドサービス

が提供されている。離島の海底光ケーブル整備

については、事業費等の調査を実施したところ

であり、伊計４島は整備費約４億円、維持費

1600万円を、津堅島は整備費11億円、維持費

2600万円という試算結果が出ており、調査結果

を踏まえて通信事業者やうるま市と個別に協議

を行い、超高速ブロードバンド環境整備のあり

方について検討を進めていく予定である。

問） 離島航路運航安定化支援事業について、うる

ま市の離島である津堅島のフェリーと高速船の

更新はどうなっているのか。

答） 津堅航路のフェリーの更新については、平成

32年から平成33年にかけて建造支援を行うこと

にしている。同航路の高速船についても老朽化

しており、航路事業者が新たな高速船をリース

して、平成30年７月には就航予定と聞いている。

航路事業者が負担するリース料は赤字補塡の対

象として国、県及びうるま市で協調して支援し

ていく予定である。
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問） 沖縄離島住民等交通コスト負担軽減事業につ

いて、航空運賃の４割低減とは何を基準にして

いるのか。南・北大東島の航空運賃はまだ高い

のではないか。

答） 同事業における航空運賃の低減は、各航空路

線の区間距離と同程度の距離の東海道新幹線の

運賃を参考に低減額を設定しており、約４割の

運賃低減を行っている。南・北大東路線の離島

住民向け特別往復割引運賃は、通常運賃から

6600円低減し片道当たり１万円である。これは

東海道新幹線の同程度の区間距離片道運賃を下

回る水準となっている。

問） 離島観光・交流促進事業―島あっちぃについ

ての取り組みと成果はどうなっているのか。

答） 島あっちぃは、各島で実施する漁業や農業な

ど地域ならではの体験プログラムに沖縄本島の

人たちが参加してアンケートに答えていただき、

それを今後のプログラムの改善や受け入れ体制

の強化につなげるモニターツアーである。県民

を離島に派遣して島々のよさや、島の特殊性、

重要性に気づいてもらうことを目的に平成28年

度から始めている。平成28年度の実績は19の島

々に2894人の本島住民を派遣した。参加者の意

見としては、島民との交流により島の暮らしを

知ることができ、島を応援したい。また改めて

訪れたい。ほかの島にも行ってみたいというも

のがあった。受け入れ側の意見としては、この

事業を通して大人の民泊もやれるのではないか

というものがあった。

【公安委員会】

問） サイバー防犯活動等支援事業の実績はどうなっ

ているのか。また、サイバー犯罪相談件数が過

去最多で増加傾向ということだが、対策が成果

としてあらわれていないのではないか。

答） 同事業について平成28年度は、サイバー防犯

に係る防犯講話を928回、９万6171名を対象に

行った。対前年比で204回、3620人増加している。

ちなみに本年８月末現在で974回、８万1896人を

対象に行っており、対前年比で350回、7829人の

増加となっている。また、サイバー犯罪相談件

数は、スマートフォン等が小・中学生まで著し

く普及する中、県警察が各学校等を回り防犯講

話を行ったことにより、積極的に相談に来るよ

うになり増加したものと考えている。

問） ちゅらさん運動の展開の経緯と犯罪件数の推

移はどうなっているのか。

答） ちゅらさん運動は、平成16年４月１日のちゅ

らうちなー安全なまちづくり条例の施行に伴い

スタートし、ことしで13年目になる。刑法犯認

知件数は、ピーク時の平成14年の２万5000件か

ら、平成28年の8082件と３分の１に減少してお

り、ちゅらさん運動の普及・拡大が犯罪の抑止

にも大きく影響していると考えている。

問） 地域防犯組織としての団体数、組織化や支援

の取り組みはどうなっているのか。

答） 防犯ボランティア団体数は、平成15年には県

内98団体、4031名が活動していた。本年８月末

現在では729団体、２万4400名余が防犯ボラン

ティアとして各地で活動している。防犯ボラン

ティア団体数をふやすことも大事だが、タイム

リーな情報発信などによりボランティアの活性

化を図り、防犯活動が真に効果のあるような防

犯ボランティア団体にしていきたいと考えてい

る。

問） 信号機の新設や道路標示の改修等に係る予算

は充分に措置されているのか。また、道路標示

の点検はどのように行っているのか。

答） 平成28年度において、信号機新設要望は20件

あり、約2400万円を予算措置し新設５基、移設

４基、合計９基設置した。県内の信号機は約

2000件あり、改良・更新のために６億円余りの

予算を措置している。道路標示についは、平成

28年度は約１億4000万円を措置している。また、

道路標示の点検や改修については、一時停止線

や横断歩道、また進行方向を示す表示など規制

部分は県警察管理に、道路中央線や車線境界線

あるいは車道外側線などは道路管理者の管理に

なっている。県警察管理部分は、各警察署や委

託業者からの報告、また県警察ホームページ上

に県民意見・要望を書き込める場所を設けてお

り、これらの報告等に基づき県内全域を毎年約

20回に分けて整備している。

問） 信号機への電源付加装置整備の内容、設置数

及び目標はどうなっているのか。また、離島の

信号機も含めて設置は進んでいるのか。

答） 信号機電源付加装置は、大規模な停電時にお

ける交通の安全と円滑を確保するために主要交

差点に整備するものであり、現在、県内には131機



－283－

が設置されている。従来から整備をしていたが、

他府県での大規模災害の発生を受け計画的な整

備が必要ということで、平成27年度からの５カ

年計画として毎年15機設置という目標で整備を

進めている。また、電源付加装置の設置は、信

号機の滅灯による渋滞等により道路交通機能が

低下することを防止するため、基本的に沖縄本

島内の主要幹線道路や主要交差点で行っている。

【出納事務局】

問） 平成28年度の一時借入金の金額や金利は幾ら

か。また、基金から借り入れることはできない

のか。

答） 一時借入金は日数４日間で167億4200万円、金

利は0.03％から0.05％で、支払利息は２万2649円

となっている。また、基金はある程度長期で運

用するほうが利率もよく、監査委員からの指摘

もあることから、基金からの借り入れではなく

一時借り入れを行っている。

【監査委員事務局】

問） 包括外部監査報告書の中に保育士の処遇改善

や保育所の内部留保に関する指摘があるが、監

査委員事務局としてどう対応するのか。また、

行政監査のテーマに設定することはできないの

か。

答） 監査委員事務局として答弁する立場にはない。

御了承願いたい。また、行政監査のテーマとす

ることについては、検討し監査委員とも調整し

て考えていきたい。

【人事委員会事務局】

問） 非常勤職員の担う行政サービスのあり方につ

いてどう考えているのか。また、常勤職員との

業務のすみ分けに関する規定はあるのか。

答） 非常勤職員の業務内容については、地方公務

員法及び設置規定等に基づき、各任命権者が必

要に応じて決めていくことになる。

【議会事務局】

質疑なし

別紙２（総務企画委員会）

要 調 査 事 項

・ワシントン事務所について

（１）事務所設置の費用対効果と駐在員の米国内

における旅費の執行額及び執行内容について

（要調査事項の内容）

ワシントン事務所の設置の費用対効果と駐

在員の米国内における旅費の執行額及び執行

内容について、知事の出席を求め見解を聞き

たい。

なお、この事項については、「知事公室長

がしっかり答弁しているので調査事項にはな

じまない。」との反対意見があった。

（２）駐在員が接触した米国連邦議会議員及び政

府高官との意見交換の内容について

（要調査事項の内容）

ワシントン駐在員が接触した米国連邦議会

議員及び政府高官との意見交換の内容につい

て、知事の出席を求め見解を聞きたい。

なお、この事項については、「知事公室長

がしっかり答弁しているので調査事項にはな

じまない。」との反対意見があった。

特 記 事 項

・特になし
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○経済労働委員会

別紙１（経済労働委員会）

委員会における質疑・答弁の内容

【農林水産部】

問） 新規就農者の育成・確保対策事業による新規

就農者の確保策について聞きたい。

答） 県としては、平成24年度から一括交付金を活

用し、青年就農給付金事業と沖縄県新規就農一

貫支援事業の２本立てで事業を実施しており、

給付金事業の中で経営が定着するまでの間、準

備型は最長２年間、経営開始型は最長５年間、

支援を行っている。また、新規就農者について

は、技術が不安定であることや農地の問題等い

ろいろと抱えていることから、普及センターな

どできめ細やかな技術的な指導を行っている。

さらに、経営規模の拡大や施設の設置等はそ

れぞれ該当する事業について市町村、ＪＡ等と

連携をとりながら、経営が定着するよう、しっ

かりやっていきたいと考えている。

問） 鮮度保持技術と戦略出荷によるブランド確立

事業において、マグロ類の鮮度保持については

漁獲直後の冷やし込み等の取り扱いが課題であ

ることが明らかになっているということだが、

それについて具体的な説明を求めたい。

様式２

平成29年 10月 24日

決算特別委員長

平 良 昭 一 殿

経済労働委員長

瑞慶覧 功

決 算 調 査 報 告 書

10月４日に依頼のあった決算議案の調査について、委員会における

調査の結果を下記のとおり報告します。

記

１ 委員会における質疑・答弁の内容

別紙１のとおり

２ 要調査事項（別紙２のとおり）

・特になし。

３ 特記事項（別紙２のとおり）

・特になし。

答） 本県は他県と比較して海水温が高いことから

マグロ類の身質の劣化が起こりやすいため、漁

獲直後の冷却を含めて鮮度保持技術が重要と

なっている。そのため県では平成27年度より同

事業において、マグロ類の鮮度保持技術につい

ての調査研究を行っており、本年度はウルトラ

ファインバブルによる鮮度保持技術を検証する

計画である。具体的にはマグロ漁船船蔵の水中

に窒素ガスの微細な泡を吹き込み、低酸素状態

にし、漁獲のマグロ類の酸化による劣化を防ぐ

技術の検証を行っていきたいと考えている。

問） 平成27年度包括外部監査報告書において、沖

縄県中央卸売市場精算株式会社の業務運営につ

いてモニタリング体制の必要性に関する意見が

述べられているが、これに対して平成28年度は

どういう対応をされたか。

答） 卸売市場対策事業費については、卸売市場を

取り巻く変化に対応した情報収集及び中央卸売

市場における売買代金の決済の円滑化を図るこ

とを目的に実施している。

平成28年度の決算額は１億7559万9000円と

なっており、そのうち沖縄県中央卸売市場精算

会社への貸付金は１億6600万円となっている。

県では精算会社に対して代金精算業務が適正

に行われているかの確認のため、平成28年１月

及び平成28年11月にモニタリングを実施してい

る。また平成29年度からは継続的にモニタリン

グを実施する体制を整えるため、県と精算会社

との貸付契約書にモニタリングに関する条項を

加えたところである。

問） 災害に強い栽培施設の整備事業の実績及び今

後の方策について聞きたい。

答） 県ではゴーヤー、菊、パインアップルなどの

園芸作物の生産供給体制の強化を図るため、平

成24年度から平成28年度までに一括交付金を活

用し、台風等の自然災害の影響を受けにくい強

化型パイプハウス平張り施設を約120.5ヘクター

ル整備してきた。また、産地の生産体制を一層

強化するため今後も栽培施設整備が必要である

ことや生産現場からの要望も多いことから事業

の継続実施に向けた予算確保が必要であると考

えている。

県としては引き続き生産現場からの要望を踏

まえ市町村及び関係機関等と連携し気候変動に

対応した施設の拡大に向け、支援を図っていき
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たいと考えている。

問） 平成28年度における耕作放棄地の現状という

のはどうなっているか。また、耕作放棄地再生

利用緊急対策交付金の中で造成された基金は平

成30年度で終期設定されているが、それ以降の

事業における受益者負担について県及び市町村

で持つことはできないか聞きたい。

答） 平成28年度現在で3279ヘクタールの耕作放棄

地が存在している。同基金については、平成30年

度が終期となっているが、平成31年度以降は国

のほうで用意されている新たな荒廃農地等利活

用促進交付金という事業が創設されているので、

平成30年度に同基金を全部使い切った後は、こ

の新しい交付金を使って耕作放棄地の対策に取

り組もうという計画になっている。

耕作放棄地については、高齢化の問題や未相

続の問題、あるいは資産的な保有の意識の強さ

などの課題がある。また、現在の県及び市町村

の負担についてもいろいろな考えがあり、市町

村によっても温度差があることから、市町村と

連携をとりながらどういう事業の仕組みができ

るのか関係機関と調整したいと考えている。

【商工労働部】

問） 本県の伝統工芸産業において後継者育成の問

題及び沖縄の伝統工芸品の県内外へ発信につい

てのように考えているか。

答） 近年、同産業における後継者については減少

傾向というか、不足ということもあるので、伝

統工芸センターで人材育成等を行っているとこ

ろではあるが、さらなる振興を図るということ

で、工芸の杜という構想を立ち上げて、空手道

会館とセットという形で相乗効果を上げていき

たいと考えている。具体的には観光客や子供た

ちの体験コーナーなどを設けて、人材、伝統工

芸の大切さというのもあわせながら振興してい

く構想になっており、それを起爆剤にしながら

振興させていこうと思っている。

問） 戦略的製品開発支援事業について、県内にお

ける健康食品事業者の事業者数及び本事業の認

知度向上の方策について聞きたい。

答） 県内健康食品産業協議会の会員数は平成29年

度現在で61社となっている。また、認知度向上

させるための方策として、沖縄ブランドの健康

食品を可視化する独自の認証制度の創設と、ター

ゲットに応じた効果的なプロモーションについ

てとりまとめを行ったところである。

認証制度については食品としての安心、安全

に加え、科学的根拠に基づいた効果、効能など

の保健機能の有効性、及び自然、歴史、文化、

ストーリー性など沖縄らしさについて基本要件

を満たすものを業界団体に認証するものである。

また、ターゲットのおいたプロモーションは業

界が一体となって、スポーツ市場や、健康、美

容市場等の多様化する健康市場に対応した各種

展示会等へ出展を行うことや、オーガニックや

安全志向、沖縄県産品愛好家等の顧客ターゲッ

トに向け、イベントでの情報発信やウェブカタ

ログ等のインターネットを活用した、広報戦略

を行うことで県産健康食品全体の認知度向上を

図るものとなっている。

問） 島嶼型スマートコミュニティ実証事業の現状

について聞きたい。

答） 島嶼型スマートコミュニティ実証事業は、宮

古島で現在行っており、例えば電力会社は需要

のピークにあわせて発電設備を導入するため、

昼間と夜間のピークの差、あるいは夏と冬の電

力の差ということで、ピークの差が大きい場合、

電気料金が高くなってしまうというところがあ

る。そこで、電力需要の平準化を図り、発電設

備を最小化して効率的に使用することで、電気

料金を下げていこうという事業を実施している

ところである。現在は、宮古島では、地下水を

農業用水に利用しているので、昼間は太陽光な

どの再生可能エネルギーを地下ポンプ―農業用

ポンプの電力として活用する。夜間は電力料金

が安いことからそれをヒートポンプ―エコ

キュートに活用するということで、これをＩＴ

技術を使ってやろうということで、現在進めて

いるところである。

問） 介護部門における人材の確保というのが非常

に深刻であると聞いているが、この分野におけ

る外国人の活用というのはどういう状況か聞き

たい。

答） 介護分野においては、現在在留資格の中で専

門的技術を有する外国人として、平成29年９月

１日から、介護福祉士の資格を持っている外国

人は、高度外国人材として在留資格が認められ

ることになっている。あわせて、技能実習生制
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度の中でも介護の技能実習が本年11月から始ま

るが、その技能実習を受けて、資格を取ること

により高度外国人材として、在留資格を認め、

介護分野における介護福祉士として活用しても

らうということで国の施策として進められてい

るところである。

問） 沖縄ＩＴ産業戦略センター（仮称）における

事業スケジュール、設置予定場所などについて

聞きたい。

答） 沖縄ＩＴ産業戦略センター（仮称）について

は、昨年から設立検討委員会を立ち上げ、同セ

ンターのあり方について議論をしている。

本年４月から情報産業振興課内に準備室を立

ち上げ、具体的に場所、事業スケジュール等細

かく検討している状況である。センターの設置

場所については検討委員会の提言の中で、県内

外から人の集まりやすい、利便性の高い場所と

いうことが示されている。それを受け、県では

那覇市内を第一候補で考えている。

事業スケジュールについては、現在、センター

の設立の予定は平成30年７月ごろを考えており、

現在、法人形態や名称の検討を行っている。名

称については仮称として「沖縄ＩＴイノベーショ

ン戦略センター」を予定している。また、来年

７月に向けて今年度中に設立準備会を立ち上げ、

さまざまな事業計画案や具体化に向けて経済団

体との調整をこれから進めたいと思っている。

【文化観光スポーツ部】

問） 戦略的ＭＩＣＥ誘致促進事業の内容について

聞きたい。

答） 戦略的ＭＩＣＥ誘致促進事業というのは、国

内外の新たなＭＩＣＥ事業を取り込み、本県の

産業振興と経済の活性化につなげることを目的

として、平成24年度から一括交付金を活用して

実施している事業である。

本事業の目的は、３つの柱で構成されている。

１つ目としてＭＩＣＥ開催地としての沖縄の魅

力を国内外にアピールし、ＭＩＣＥ開催案件を

獲得する誘致広報活動。２つ目として、一定の

要件を満たした催事の主催者に対して経費の一

部を助成することで、ＭＩＣＥの誘致促進を図

る開催支援。３つ目として、本県におけるＭＩ

ＣＥ開催時のスムーズな受け入れ体制を構築す

るとともに、ＭＩＣＥコンテンツの充実を図る

ことで来場者の満足の向上を図るという受け入

れ体制の整備。この３つを実施しているところ

である。

問） しまくとぅば普及継承事業について、普及に

向けてどういう取り組みを行っているのか、聞

きたい。

答） 沖縄文化の基層であるしまくとぅばの保存、

継承に向けた取り組みを推進していくため、沖

縄県では平成25年度に、しまくとぅば普及推進

計画を策定し、県が主体となって沖縄文化協会

などと連携し、市町村文化協会、学校、マスコ

ミ、研究者などの協力を得て全県的な普及活動

を展開しているところである。

主な活動内容としては、しまくとぅば県民大

会、かたやびら大会の開催、しまくとぅば読本

の配布・活用、なぞなぞブック、50音表などの

普及ツールの作成、しまくとぅば人材養成講座

の開催、テレビ、ＣＭによる広報活動などとなっ

ている。

最近の調査でも、しまくとぅばに触れる機会、

話す機会が乏しいという調査結果も出ているこ

とから、県は本年9月に「しまくとぅば普及セン

ター」を設置し、県民に対し広報含め普及促進

の取り組みを始めたところである。

問） 観光白タクの実態はどうなっているか聞きた

い。

答） 昨今、外国クルーズ船の寄港時にレンタカー

を使った白タク行為が発生している。白タク行

為と言うのは、道路運送法第４条に定める一般

旅客自動車運送事業にかかる国土交通大臣の許

可を得ずに、自家用自動車等を用いて有償で旅

客を運送する行為ということである。実態につ

いては道路運送法を所管する総合事務局による

と、外国の出発地にてスマートフォンを活用し

た自動車配車アプリを使用し予約をとり、寄港

地にて個人、法人の旅行業者等がレンタカーと

ドライバーをセットで提供しているというケー

スがあるとのことである。

総合事務局としては、現在毎週、那覇港を巡

回し、白タク行為の状況を調査しているという

ことで現状としては減ってきている認識を持っ

ているようである。今後は、警察とも連携しな

がら引き続き調査をしていきたいと考えている。

問） 旭橋再開発事業について、現在の進捗状況に
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ついて聞きたい。

答） 旭橋再開発地区内の観光支援施設については、

現在本体の出来高が９月末時点で約53.8％とい

う報告を聞いている。

旭橋再開発事業内の観光情報施設については、

現在内装と展示の設計を進めているところであ

り、今月末に完了する見込みとなっている。

観光案内施設については、いわゆるテナント

工事になっているので、再開発ビル内の２階部

分に位置している。本体の駆体工事及び本体工

事が終われば、今年度内に内装工事に着手でき

る予定になっている。

問） 沖縄国際協力人材育成事業の応募方法及び応

募の状況また、課題に対する改善策について聞

きたい。

答） 沖縄国際協力人材育成事業の目的は、県内の

高校生を開発途上国に派遣し、国際協力の活動

現場の視察や現地の人々と交流を行い、将来国

際交流に携わる人材を育成するものとなってい

る。

事業の応募方法としては、まず４月中旬に教

育庁を通して、県内各県立高校に募集の案内を

送付するほか、また私立高校に対しても直接応

募案内をかけている。応募の状況は、昨年度は

39名の定員に対し151名の応募があった。課題と

しては派遣国での視察スケジュールに余裕がな

かったため、視察先で感じたことなどをまとめ

る時間が足りなかったということがあったこと

から、今年度はその日で感想、意見などをまと

め振り返りの時間を夕食前に設けるということ

で改善を行ったところである。

【労働委員会事務局】

質疑なし

別紙２（経済労働委員会）

要 調 査 事 項

・特になし。

特 記 事 項

・特になし。

○文教厚生委員会

別紙１（文教厚生委員会）

委員会における質疑・答弁の内容

【子ども生活福祉部】

問） 糸満市に建設が予定されている児童心理治療

施設における、平成28年度の予算措置とその執

行状況はどうなっているのか。

また、同施設を県立としない理由について伺

いたい。

答） 平成28年度当初予算として、児童心理治療施

設の設計費及び整備費の２億2500万円を措置し、

同11月補正予算でこれに関連する教育施設の設

計費として880万8000円を計上したが、当初予算

のうち２億1187万円を平成29年度に繰り越して

いる。

また、児童心理治療施設の形態等について検

討する際に、その参考とするために実施した実

態調査によると、同施設への入所が想定される

児童生徒については、小・中学校の通常学級や

特別支援学級に通学している児童生徒となって

いる。県としては、これらの児童生徒が特別支

援学校の対象ではないことから、市立による小

・中学校の分校という形態が望ましいものと考

えている。

問） 保育士・保育所総合支援運営費等にある潜在

保育士就労等斡旋事業について、その推進体制

はどうなっているのか。

様式２

平成29年 10月 24日

決算特別委員長

平 良 昭 一 殿

文教厚生委員長

狩 俣 信 子

決 算 調 査 報 告 書

10月４日に依頼のあった決算議案の調査について、委員会における

調査の結果を下記のとおり報告します。

記

１ 委員会における質疑・答弁の内容

別紙１のとおり

２ 要調査事項

特になし

３ 特記事項

特になし
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また、潜在保育士の登録者数と、そのうちど

れくらいの方が就労できたのか伺いたい。

答） 本事業については、沖縄県総合支援センター

に委託しており、同センター長を初めとして就

労支援コーディネーター等８名の職員を配置し

ている。

また、平成28年度における潜在保育士の登録

者数は218名であり、そのうち復職支援によって

就労できた方は123名である。

問） 準要保護世帯の小・中学生を対象に無料塾を

開設していると聞いているが、高校生について

も同様の学習支援を行っているのか。

この支援がなされているのであれば、その状

況について伺いたい。

答） 子育て総合支援モデル事業の中で、小・中学

生とあわせて高校生に対する学習も行っている。

平成29年度は、糸満市や嘉手納町を初めとす

る11カ所において無料塾を開設しており、297名

の高校生に対して学習支援を行っている。

問） 県内における公立保育所や認可保育所等の定

員数と入所児童数の状況はどうなっているのか。

また、定員割れの一つの要因として保育士不

足が上げられるが、現在、どれくらいの保育士

が不足しているのか伺いたい。

答） 平成29年４月１日現在、公立保育所84施設の

定員6657名に対する入所児童数は5828名で、

829名の定員割れとなっており、認可保育所等

539施設の定員は４万3607名で、これに対する入

所児童数は４万3278名で、329名の定員割れと

なっている。

また、平成28年４月１日現在で188名の保育士

が不足している。その内訳は、公立保育所24施

設が48名、認可保育所等66施設において140名の

保育士が不足している状況である。

問） 本県の生活保護の状況と、その特徴としてど

のようなことが上げられるのか伺いたい。

また、平成28年度の生活保護に係る相談件数

と、実際に生活保護の受給が開始された件数に

ついて聞きたい。

答） 本県における平成29年６月現在の生活保護世

帯数は２万8047世帯で、生活保護受給人員は３万

6729名、保護率は25.04パーミルとなっている。

この数値については過去最高となっており、平

成20年度から増加傾向で推移している。

近年の生活保護の特徴として、生活保護受給

人員に占める高齢者の割合が非常に増加してお

り、現在、被保護世帯の50％以上が高齢者世帯

となっている。

また、平成28年度における生活保護に係る相

談件数は6847件で、生活保護受給が開始された

ものについては3715件となっている。

問） 障害者就業・生活支援センター事業の中で、

生活支援担当職員を10名配置しているが、対応

の内容や相談者数、職場への定着率について聞

きたい。

答） 本事業は、県内５地域の障害者就業・生活支

援センターにおいて、相談を希望する方に登録

してもらい、この登録者に対して同センターが

電話や自宅訪問等を通した支援を行っており、

平成28年度の相談者数は2958名となっている。

現在、どれくらいの方が職場に定着している

のかという実数については把握していないこと

から、今後、関係機関等と調整しながら、定着

率の数値の出し方などについて検討していきた

いと考えている。

【教育委員会】

問） 公立学校管理職候補者選考試験において、同

試験の担当職員については校長試験免除の特例

があるということだが、これについてはいつご

ろから行われているのか。

また、懸命に試験勉強に取り組んでいる教員

との公平性や透明性、学校現場のモチベーショ

ンを確保する上からも、同試験の免除について

はぜひ見直すべきものであると考える。これに

対する今後の方針について伺いたい。

答） 平成８年度に「公立学校管理職候補者選考試

験実施要項」等を見直して、管理職試験の事務

担当主幹の職については校長試験を免除すると

いう規定を設けて同試験の免除を行っている。

同試験の免除については、人事配置上の必要

性から生じているものではあるが、このことを

含めて、引き続き、よりよい管理職試験制度の

あり方について検証・検討していきたい。

問） 子ども生活福祉部が実施する放課後児童クラ

ブ支援事業において、小学校内へ放課後児童ク

ラブを整備する際に、敷地や空き教室等を提供

すること等について、市町村教育委員会や学校

関係者の理解が得られにくいことなどが課題に

上げられているが、それはなぜか。

また、その解決に向けた取り組みがあれば伺

いたい。

答） 平成25年２月に当時の県教育長名で、放課後

児童クラブ等の学校施設の利用促進を依頼する

文書を発出している。

現在、学校施設の利用促進が進んでいない理

由として、余裕教室など活動場所の確保につい

て困難な学校があること。また校内における事
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故等に係る責任の所在や、高学年の授業に与え

る影響等への懸念が上げられる。

今後は、学校施設の利用に当たっての責任の

明確化に向けた市町村と放課後児童クラブとの

覚書・協定締結の方法や優良事例を提供するこ

と等によって、放課後児童クラブの支援に取り

組んでいきたい。

問） 特別支援教育を推進していく中で、特別支援

学校における医療的ケアを必要とする子供たち

への支援体制の整備等について伺いたい。

答） 医療的ケアを必要とする児童生徒は年々増加

傾向にある。このため国庫補助事業を活用して、

県内９校の特別支援学級に27名の看護師を配置

している。

あわせて、公立学校の管理職等に対して特別

支援教育やインクルーシブ教育システムに係る

研修等を実施することで、特別支援学校を初め

とする各学校の支援体制の整備に取り組んでい

るところである。

問） スクールカウンセラー・スクールソーシャル

ワーカー等配置事業における今後の目標につい

て伺いたい。

答） スクールカウンセラーについては、なお一層、

その資質向上に努めながら、スクールソーシャ

ルワーカー等と連携して、不登校やいじめ、そ

のほかの問題行動の未然防止に取り組むことで、

問題案件の早期発見や早期解決につなげていき

たい。

スクールソーシャルワーカーについても、そ

の資質向上はもとより、各市町村が配置してい

る教育支援相談員等と連携し、適時、問題を有

する児童生徒について情報交換等を行うケース

会議を開催する等、支援対象案件の解決に取り

組んでいきたい。

問） 全国学力テストについて、現在の中学校３年

生は、３年前の小学校６年生のときには順位が

相当上がったにもかかわらず、今回の結果は最

下位になったと言われているが、現状はどうなっ

ているのか。また、その結果についてどのよう

に考えているのか伺いたい。

答） 中学校３年生の全国学力学習状況調査（全国

学力テスト）が、３年前からどのように変化し

たのか正答率の結果を追跡したところである。

その傾向として、現在の中学校３年生は、小学

校６年生の時点と比較すると３ポイントから

５ポイント程度正答率が低下しているが、これ

までと比較すると小・中学校ともに正答率は右

肩上がりとなっている。

全国学力テストの結果について見ると、小学

校は授業改善の取り組みが奏功し、成績向上に

つながっているものと分析している。

一方、中学校についても、ある程度授業改善

の取り組みは進んでいる。しかし、小学校と異

なる教科担任制をとっているために、教科単位

での授業改善や研修等を優先することが多くな

ることから、学校全体で統一した研究を実施す

るという部分においての弱さが見られるのでは

ないかと考えている。

【保健医療部】

問） 緊急医療用ヘリコプター活用事業におけるド

クターヘリについて、その運営主体、搬送実績、

どの医療機関に傷病者を搬送するのか伺いたい。

また、ドクターヘリの対象となっていない宮

古、八重山地域は、傷病者の搬送について海上

保安庁等の協力を得ていると思うが、その状況

はどうなっているのか。

答） 本事業は、浦添総合病院に対する国と県から

の補助によってドクターヘリを運航しており、

平成28年の搬送実績は405件であった。

搬送先については、基本的には急患のかかり

つけの医療機関となっており、必ずしも浦添総

合病院に搬送されるということではない。

また、宮古、八重山地域における傷病者につ

いては、終日、海上保安庁に緊急搬送をお願い

している。

なお、沖縄本島周辺離島については、夜間に

おけるドクターヘリの運航ができないことから、

自衛隊に緊急搬送のお願いをしているところで

ある。

問） ハンセン病対策費の執行率が76％と低いのは

なぜか。

答） ハンセン病対策費の中のハンセン病療養所入

所者の家族に対する援護費について、当初予算

額の584万6000円に対して、支出額が451万4224円

となり不用額133万1776円が生じている。

これは、新たな申請があることを予想して当

初予算を組んでいたが、平成28年度においては、

申請者が当初の見込みよりも少なかったことに

よるものである。

問） 医師確保対策事業の総額とその実績について

伺いたい。

答） 平成28年度においては、本事業に関連した26事

業を実施しており、決算額18億9634万5000円と

なっている。

医師確保の実績としては、県全体で延べ139名

の医師を確保しており、そのうち131名について

は離島・僻地の医療機関における医師確保の実
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績となっている。

また、離島診療所の医師が研修や休暇等で不

在となる場合の代診医の派遣について、町村の

診療所を含めた実績として20診療所で242日の派

遣を実施した。

さらに、県による眼科、耳鼻咽喉科、整形外

科等の専門医による離島の巡回診療については、

９診療所において、延べ106日間実施したところ

である。

問） 沖縄県における近年の自殺者数を伺いたい。

また、県における自殺防止のための対策につ

いて伺いたい。

答） 平成25年度の県内の自殺者数は278人、平成26年

度が284人、平成27年度が281人となっている。

県では、自殺対策緊急強化事業を実施してお

り、この中で、県や市町村が実施する相談や人

材育成、普及啓発、地域ネットワークの強化に

取り組んでいる。中でも、ゲートキーパー養成

研修や講師派遣、かかりつけ医を対象とした研

修等を実施し、人材育成の強化を図っていると

ころである。

問） 医薬費の中の医務費において、不用額が約２億

5780万円生じているが、これはどのような理由

によるものなのか伺いたい。

答） 医務費の不用額である２億5779万6000円のう

ち、医学臨床研修事業等における不用額は１億

5725万円である。

主なものとして、医学臨床研修事業について

は、県立病院に後期研修医の養成を委託し、そ

の養成後に医師として離島・僻地への勤務を義

務づけるものであるが、当初の計画では58名の

養成を見込んでいたのが、後期研修医の途中退

職で、その養成者数が計画を下回ったことによ

り3775万円の不用額が生じたものである。

また、医師派遣等推進事業において、受け入

れを希望する離島・僻地の医療機関と派遣先と

の調整が整わず、2452万7000円の不用額が生じ

ている。

さらに、北部地域及び離島医師供給体制緊急

強化事業において、離島・僻地の県立病院や診

療所における医師のスキルアップを図るために

必要となる学会等への派遣費用の補助を行って

いるが、その対象となる医師の診療や当直につ

いて代診医の確保ができなかったことなどに

よって、2269万9172円の不用額が生じることに

なったものである。

【病院事業局】

問） 沖縄県病院事業会計決算書の中で、当初予算

における病院事業の収益や損失がどのように計

上されているのか伺いたい。

答） 平成28年度予算において、収益的収入につい

ては、病院事業収益として575億604万6000円を

見込んでいた。

これに対して、収益的支出については、病院

事業費用として569億6151万6000円を見込んでお

り、その収支の差として５億4500万円の純利益

を見込んだものとなっている。

問） 平成28年度の入院・外来患者の合計において、

業務予定量が5.6ポイント下回っているが、なぜ

そのような状況になったのか伺いたい。

答） 業務予定量については、県立病院が最善かつ

最良の医療を提供できる体制を想定して最大限

に設定している。

これに対して、平成28年度において、医療従

事者を見込みどおりに充足できなかったこと等

から、当初予定していたよりも入院・外来患者

数が下回ったものと考える。

問） 労働基準監督署から是正勧告を受けた、医師

の夜間勤務に対する時間外勤務手当について、

平成28年度に生じた額を伺いたい。

答） 平成28年度分については、約８億5000万円と

なっている。

問） 各県立病院において、既に未収金の対策につ

いては取り組まれていると思うが、発生防止を

含めた組織的な取り組みについて伺いたい。

答） 発生防止の取り組みについては、入院支援室

において入院時から、メディカルソーシャルワー

カーなどが患者への対応や医療費納付相談を

行っている。

また、経済的な理由などにより支払いが困難

な患者については、職員が所在市町村に出向い

て、生活困窮者の生活保護申請に向けての支援

等を行っている。

さらに、高額医療費制度に係る限度額適用認

定書発行の援助や出産育児一時金直接支払制度

など、さまざまな社会保障制度の活用について

の支援を行っている。

今後とも、これらの取り組みの充実強化を図

るなど、病院事業局全体で未収金発生防止と未

収金回収に努めていきたい。

問） 19カ所の県立診療所において３カ所が休診中

の状況であるということだが、これについてど

のように対応していくのか伺いたい。

答） 現在、19カ所の県立診療所があり、その中で

休診しているところが、北部病院管轄の安田診

療所、古宇利診療所の２カ所と八重山病院管轄
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の伊原間診療所の合わせて３カ所が休診してい

る状況である。

そのうち古宇利診療所については、架橋によっ

て診療所として継続する必要性は少なくなって

いるものと判断しており、具体的な調整はこれ

からになるが、現在、今帰仁村に譲渡すること

について検討しているところである。

安田診療所については、現在、国頭村が運営

しており、同診療所のあり方等については国頭

村と協議し、その取り扱いを定めていくことに

なるものと考えている。

伊原間診療所については、当面、休所するこ

とになるが、その間は継続して、八重山病院が

巡回診療を行うこととしている。

問） 現在、病院事業局において、臨床心理士、社

会福祉士、精神保健福祉士などの職種はあるの

か。その職種があるとすれば、正職員として採

用することになるのか伺いたい。

答） これらの職種については、沖縄県病院事業局

組織規程等において設置できるものと定められ

ている。したがって、同職種については、必要

な業務量があって、その定数を配置していれば、

これらの職種の職員を採用することになるもの

と考える。

○土木環境委員会

別紙１（土木環境委員会）

委員会における質疑・答弁の内容

【土木建築部】

問) ハシゴ道路ネットワーク関連事業の全体的な

おくれが指摘されているが、その原因は何か。

都市モノレール延長整備事業への予算配分を重

視した結果そうなったのか。

答) ハシゴ道路ネットワーク関連事業のおくれに

ついては、事業用地の取得や関係機関との調整

等に時間を要していることが原因であるが、今

年度に限っては一括交付金の減額の影響もかな

りあると考えている。

都市モノレール延長整備事業については、沖

縄県全体のハード交付金事業における重点事業

として位置づけられ、予算の重点配分がされて

きたものであり、県全体の中で別枠で予算取り

をされているものである。

土木建築部に配分された予算の中では、事業

の進捗状況等を勘案し取捨選択せざるを得ない

状況はあるが、完了予定路線や主要事業につい

ては、予算の重点配分をすることとしており、

都市モノレール延長整備事業は、平成30年度予

算が最終年度となるので、平成31年度以降につ

いては、その部分がほかの事業にうまく配分で

きるのではないかと期待をしている。

様式２

平成29年 10月 24日

決算特別委員長

平 良 昭 一 殿

土木環境委員長

新 垣 清 涼

決 算 調 査 報 告 書

10月４日に依頼のあった決算議案の調査について、委員会における

調査の結果を下記のとおり報告します。

記

１ 委員会における質疑・答弁の内容

別紙１のとおり

２ 要調査事項（別紙２のとおり）

予算の執行率の改善に向けた組織の強化を含めた全庁的な取り組みにつ

いて

３ 特記事項

特になし
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問) 中城湾南部流域下水道の計画変更の進捗状況

はどうなっているか。また、八重瀬町は、公共

下水道がないため合併浄化槽で処理しているが、

町としては公共下水道にしたいということで、

他の流域との接続も模索しているようである。

この辺の検討状況はどうなっているか。県との

調整はあるか。

答) 県では、上位計画である沖縄汚水再生ちゅら

水プランを踏まえ、中城湾南部流域下水道全体

計画の見直しを実施しているところである。平

成30年度に事業計画の見直し作業を予定してお

り、平成30年10月ごろをめどに作業を完了する

予定である。南城市においても、市の公共下水

道全体計画の変更作業を実施しているところで

あり、平成30年度に都市計画決定及び下水道事

業計画の変更を予定していると聞いている。

八重瀬町においても町の汚水処理構想の見直

しを実施しているところである。町の検討結果

では、東風平地区は水環境への影響や経済比較

などを総合的に判断して、単独公共下水道によ

る整備を進めることになっている。構想を練る

段階では、さまざまな要素を総合的に検討して

整備手法を決めることから、県としては町の検

討結果を尊重したい。

問) 平成27年度決算と平成28年度決算を比較して、

繰越額は改善されているか。また、沖縄県は事

業量が多い割に、技術職を含め組織体制が整っ

ていないと思うがどうか。

答) 平成28年度の土木建築部全体の執行率は71％

となっており、前年度と比較して１ポイント上

昇している。また、繰越率は27％で、前年度と

比較して１ポイント改善しており、繰越額も前

年度より約19億6000万円圧縮されている。

繰越額の圧縮については、引き続き取り組ん

でいかないといけないという認識を持っており、

事業用地の早期取得や関係機関との調整の促進

など、できることを引き続き、しっかり頑張っ

て圧縮に努めていきたい。一方、職員１人当た

りの事業費という点で見ると、九州各県に比べ、

沖縄県は高い状況にある。土木建築部としては、

この体制の中でもしっかり頑張ってきていると

いう認識は持っているが、もう少し体制を強化

していくことも必要ではないかと考えており、

組織・定数に関する要望を常に続けている状況

である。

問) 米軍施設区域内で進行中の公共事業等で、進

捗に支障を来している事業の状況とその理由は

何か。また、事業を進捗させるためにどのよう

に検討し解決をしようとしているのか。

答) 土木建築部が米軍施設区域内において実施す

ることとしている事業は、道路事業が７事業、

河川事業が７事業、災害復旧事業が１事業の計

15事業である。そのうち、県道24号線バイパス

整備事業と小湾川河川整備事業の２事業につい

ては、環境補足協定により進捗に影響を及ぼし

ているものであり、そのほかの事業については、

共同使用や一部返還の合意に至っていないもの

である。

日米合同委員会における統合計画で、目標年

次が設定されているものについては、その年度

まではなかなか進まない状況があるが、引き続

き早期の着手をお願いするしかないと考えてい

る。環境補足協定についても、環境部とも連携

しながら、早期の立ち入りができるよう引き続

き要望していきたいと考えている。また、個別

の事業について、共同使用か一部返還等で対応

するのかというのは、事業ごとに対応が違って

いるので、沖縄防衛局を通じて米軍に要望し、

沖縄防衛局のアドバイスも受けながら迅速に取

り組んでいきたいと考えている。

問) 治水対策の多自然川づくり等で、国場川、安

里川、安謝川の整備が行われているが、その執

行状況等について聞きたい。

答) 平成９年の河川法の改正により、これまでの

治水や利水に加え環境の視点が追加された。そ

れ以降の河川整備は一般的に多自然川づくりと

呼ばれている。県では、多自然川づくりの一環

として、河川の生き物に配慮し、自然石による

護岸や、瀬と淵を残した整備を推進していると

ころである。

沖縄県管理の２級河川における必要整備延長

は、約167キロメートルであり、平成28年度末の

整備済延長は約109キロメートル、整備率は約

65％となっている。

各河川の執行状況については、社会資本整備

総合交付金（河川）で国場川と比謝川の２河川、

沖縄振興公共投資交付金（河川）で安里川、安

謝川等21河川の整備を進めており、国場川では、

南風原町宮平地区の兼平橋上流の用地取得が難

航したことにより、工事発注がおくれ、３億

5272万5000円を繰り越している。安里川では、

崇元寺橋付近のしゅんせつ工事において、磁気

探査による磁気異常点が約150点確認され、潜水

士による確認探査に時間を要したことから、１億

6973万8000円を繰り越している。安謝川では、

国道330号下に設置するボックスカルバート工事

において、上下流斜面の地質条件が想定より悪

かったことから補強対策工が必要となり、工期

内で土どめ工やボックスカルバートの設置等が

完了できなかったため、４億1409万5000円を不

用としている。また、新たに発注した土どめ工
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の工事等で３億4317万4000円を繰り越している。

【環境部】

問) ジュゴン保護対策事業について、平成28年度

で実施した事業の内容、成果及び今年度の実施

状況はどうなっているか。

答) ジュゴン保護対策事業については、絶滅が危

惧されるジュゴンを保護するため、ジュゴンの

生態等に関する調査を実施している。沖縄島周

辺を対象海域としており、平成28年度は、既存

情報の整理、調査対象海域の選定、藻場分布図

の整理、検討委員会の開催及びジュゴン保護に

関する方策等の検討を実施した。本事業は平成

28年度から平成29年度までの２カ年を期間とす

る事業となっており、平成28年度の検討委員会

における検討結果を踏まえ、現在、調査対象の

４海域の調査を実施しているところであり、今

年度中に調査結果を踏まえてジュゴンの保護の

あり方について検討することとしている。

問) 基地に係る環境対策に要する経費について、

これまで県が実施した環境汚染や米軍の航空機

騒音、悪臭に関する環境調査の件数、予算の執

行実績及び調査の実施体制はどうなっているか。

また、このような他県にはない環境対策に必要

な財源として交付税等の措置はあるのか、財源

として国に強く求めていくべきではないか。

答) 環境汚染で環境部が実施した分析を伴う調査

については、平成20年度から平成29年度までに

10件あり、基地立入調査が２件、基地外の事故

調査が１件、その他周辺環境調査が７件となっ

ている。調査に要した経費については、10年間

で446万9000円で、内訳は、金武湾の貝類採取が

49万9000円、沖縄市サッカー場の調査が362万

5000円、名護市安部の底質調査が34万5000円と

なっており、全て一般財源で対応している。調

査の実施体制としては、環境部では主に環境保

全課を主体とし、衛生環境研究所と保健所が連

携している。

米軍航空機騒音の調査については、関係市町

村と連携し、騒音の常時監視を行っているとこ

ろである。平成23年度から平成28年度までの監

視システム保守業務等の委託料の総額が3045万

8000円となっており、全て一般財源で対応して

いる。また、悪臭の調査については、特段、予

算化はしていないが、通常の大気汚染監視事業

の一環として、衛生環境研究所、嘉手納町役場

及びニライ消防本部と連携して、悪臭試料の採

取、分析を行い、悪臭の実態把握に努めてきた

事例がある。

環境部が行う環境調査については、周辺環境

にどれぐらいの影響を与えるかという監視とし

ての調査を一般の調査と相違ない形で行ってい

ることから、一般財源で対応しているところで

ある。環境省等の補助メニューは今のところな

いが、交付税の算定項目に入っているかどうか

も確認して検討していきたい。事故はいつ起こ

るかわからないので予算を組み立てるのはなか

なか難しいが、突発的な事故調査に係る予算確

保については、関係部局と十分調整していきた

いと考えている。

問) ヤンバルにおいて、かなりの数の犬や猫が野

生化しており、世界自然遺産登録をする上で大

きな課題の一つであると考えるが、その対策は

どうなっているか。

答) ヤンバルの希少な野生生物を守るため、昨年

度からノイヌ・ノネコ対策事業を実施している。

平成28年度は山の中にいる野犬、野猫の状況に

ついて、専門機関に委託し実態把握に努めた。

また、検討会を設置し、その結果を踏まえ、今

年度は、捕獲等を含めて効果的な野犬・野猫対

策を検討しているところである。ヤンバルにい

る野犬・野猫を捕獲することも重要であるが、

中南部地域から遺棄されているということがあ

るので、普及啓発をさらに強化しながら対策を

していきたい。

問) 沖縄県再生可能エネルギー等導入推進基金事

業について、９市村22施設における災害時のエ

ネルギー供給体制を構築したとのことであるが、

小規模離島の南大東村、北大東村、多良間村の

状況について聞きたい。

答) 沖縄県再生可能エネルギー等導入推進基金事

業は、災害に強い地域づくりという観点で、地

震や台風等の大規模災害に備え、県内の防災拠

点や避難所への太陽光発電装置、蓄電池等の導

入支援を平成26年度から行っている。

南大東村においては、南大東村役場、南大東

小中学校、南大東村高齢者生活福祉センター及

び南大東村多目的交流センターの４施設、北大

東村においては、北大東村保健福祉センター、

北大東村庁舎、宿泊施設ハマユウ荘、北大東小

中学校、北大東村複合型福祉施設の５施設、多

良間村においては、多良間小学校、多良間中学

校、多良間村浄水場の３施設に導入している。

問) ヤンバルの海を汚している一番の原因は赤土

の流出だと思うが、農林水産部等との横断的な

取り組みや連携はとれているのか。土地改良さ

れているところからの赤土の流出防止対策はど

うなっているか。

答) 県では赤土等流出防止対策を総合的、計画的
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に進めていくために、平成25年９月に沖縄県赤

土等流出防止対策基本計画を策定したところで

ある。この計画では、赤土の堆積が著しい海域、

あるいは環境保全の観点から守るべき自然が残

されている海域などを基準として、県内76海域

を監視海域に位置づけている。その中でも重要

な海域として22海域を設定し、陸域、海域をモ

ニタリングするとともに、その結果をもとに農

林水産部を含めて、関係機関とともに必要な対

策を進めているところである。生活雑排水につ

いても、生活排水対策重点地域を指定し、市町

村と連携しながら対策を進めている。

沖縄県全体での赤土の流出量を推計すると、

農地からの赤土の流出量が約86％と非常に大き

な割合を占めているところである。全庁的な取

り組みとして具体的な対策を進めるに当たり、

平成27年３月に赤土等流出防止対策行動計画を

策定し、関係機関が実施すべき役割を明記して

いるが、特に農林水産部においては、農地の勾

配を緩やかに修正したり、沈砂池を設置するな

ど、ハード的な取り組みを行うとともに、営農

対策として、畑のあぜにグリーンベルトを設置

する対策を進めている。

【企業局】

問) 比謝川のＰＦＯＳの問題について、その対策

に要する経費は幾らか。受益者負担になるよう

なスキームになってはいけないと思うがどうか。

また、米軍とはどういう見通しをもって交渉し

ているのか。

答) ＰＦＯＳに関連する経費として最も額が大き

いものは、北谷浄水場の粒状活性炭の取りかえ

工事である。北谷浄水場の老朽化対策として施

設改良工事を行っており、粒状活性炭接触池施

設については、平成28年度から平成31年度まで

の４年間に、国庫補助事業で取りかえ工事等を

行う予定であった。しかし、今回、ＰＦＯＳの

問題が明らかとなったことから、平成28年度に

粒状活性炭の４分の１に相当する部分について

前倒しで取りかえ工事を行ったため、国庫補助

が間に合わず、県単事業として１億7000万円の

費用がかかっている。

県企業局としては、ＰＦＯＳの関連で生じた

１億7000万円の費用については、日本政府、あ

るいは米軍で負担するのが当然であると考え、

昨年６月に沖縄防衛局に対して費用の補償を要

請したところである。

米軍においては、昨年から調査をしていると

いう状況は聞いている。沖縄防衛局からの費用

補償に関する回答としては、現在、米軍とＰＦ

ＯＳ等との因果関係が確認されておらず、また、

我が国のＰＦＯＳ等に係る水道法上の水質基準

が設定されていない中で、いかなる補償が可能

か検討が必要であり、現在の取水計画等を聞き

ながら検討していきたいとしている。

以 上

別紙２（土木環境委員会）

要 調 査 事 項

１ 予算の執行率の改善に向けた組織の強化を含

めた全庁的な取り組みについて

（要調査事項の内容）

沖縄県の予算の確保や沖縄21世紀ビジョンの

達成に向け、執行率を上げて繰越額及び不用額

を減じていくことは当然のことであり、そのた

めには全庁的な取り組みが大変重要である。ま

た、沖縄県は事業量が多い割に、技術職を含め

組織体制が整っていないと考えることから、人

事や予算をつかさどる総務部長、それから、知

事、副知事の見解を聞きたい。

なお、この事項については、「当然、改善に向

けた取り組みはなされており、平成28年度の決

算審査の中で突出して大きな課題があったとい

うことではないので知事などを呼んで改めて質

疑をする必要はない。」との反対意見があった。


